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第i章はじめに

;正常事韓窯申連事事的現角l

人口移動 migrationは.居住地の変更を伴う、非回帰的な人の空間的な動きで

ある。人口移動は特定の出発地と到着地の聞の人の動きであり、出発地あるいは

到着地のいずれか一方の側の条件のみにてそれが生じることは、むしろまれであ

る。つまり、ニつの地区の聞に何らかの相補的な闇舗が存在するときに、人口移

動が発生すると考えるべきである。別言すれば、人口移動は地域聞の結び付き司

枠組みの中で規制されているのであり、その意味で、人口移動は地域聞の機能的

関慌を映し出す鏡とも言える。このような理由から、地理学では、早くからこの

現象が大きな註目を引いてきた(掛田， 1934;石橋， 1937， pp.157・173;武見，

1937)。隣接分野の地域科学においても、人口移動は主要なテーマであることは、

世界地域科学学会の機関誌 InternationalRefional Science RevieHの各年第l

号に掲載される前年の成果の整理にさいして、 migrationが一つの姐立した項目

として扱われていることからも、理解されるであろう白

人口移動をめぐる既桂研究は、膨大な散にのぼっており、個別の成果を達一論

評する余捕はない。ここでは、既存研賓の文献目晶、レビュー文献、さらに既往

の研究成果を利用しつつ、広い観点から移動の説明・解説を行っている文献を挙

げておくにとどめたい(舘， 1961， pp.l・34，178・208;United Nations， 1973;北

大経詩学部地域経嵩研究資料室， 1973; Shaw， 1975; Kawabe， 1980: Clark， 198 

6;堤， 1989)。先行研究を;宮、頭に置いて、本論文の基本的な視角について述べれ

ば、棋の三つの点にまとめることができる。

第ーは、計量的方法の採用という点である固人口移動は、特定の地域における

量的なデータとして把撞される白このことは、人口移動現象の分析は、計量分析

と抵とんど同義となることを意味している回したがって、計量的方法の採用は、
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このテーマの進展に大きな貢献をするはずである。しかしながら、かつては、統

計資料の不備や、合析作業にさいしてのハード・ソフト両面にわたる未発達、さ

らには、従来の地理学における理境論や地誌学への個斜が、計量的方法の持つ潜

在的な効用を充分に発揮させることがなかった。このような限界から解き放たれ

る大きな契機となったのは、 1950年代中期の米国に端を尭した計量革命であった回

その桂、経験的な計量地理学的研究の対象は多岐にわたったが、その申で、具体

的対象として人口移動を扱う業績が少なくなかったのは、以上の事情から考えれ

ば、むしろ当然とも言える。本研究も、そのような過去40年聞における地理学に

おける主輔の変北に噂かれた、ささやかな一つの帰結にすぎない。

とはいえ、本研究で損用したのは、第v.yn章で用いた回帰分析のような曹措

的な手法ばかりではない。揮官章のシフトシェア一分析は、隣接分野も含めて、

わが国では最も早い利用である。第XI章のネスティド・ロジット・モデルはわが

国の地理学文献では、前例がなかったし、第X章の多次元尺度法や二重制約モデ

ル、第XII章の競合着地モデルも、早期の利用に属するものである。しかし、これ

らの相対的に新しい方法の便用にあたっては、当諒方法の抱える問題点について

も、極力百日躍するように心がけたD

第二に、人口移動を特定の時間断面から、静簡的に捉えるのではなく、あくま

でも時聞の掠れの中で担え、移動パターンの変化を意識しつつ分析を進めている

ととである。計量地理学の初期には、時間の次元が排斥され、特定の時点の空間

的パターンの研究のみに闘心が向けられていたが、人口移動をはじめとする地理

的現象は、あまねく時間という次元の申で生じている以上、かかる硬直的な聾勢

は、早晩修正されざるを揖ない運命にあった。このような動向は、空間的パター

ンから空間的プロセスへと、要約されることもある(高阪， 1975)。この結果現在

では、地理的現象を時空連続体と捉える立場は、広く認められていると言ってい

い。加えて、職能における人口移動の量的拡大と移動パターンの変化には、めざ

ましいものがあり、時間的変化への視点を欠いた分析は、不毛に陥らざるを掃な

いという背景もあったa

しかしながら、間じ時間的変化とは言っても、空間の次元が一つだけの地理行
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列型データの分析に比較して、出発地・到着地という二つの次元を抱えるOD行列

に基づく分析は、次元が多い分だけ概して難しい。これが、空間的相互作用の動

蝿モデリングが立ち遅れてきた原因である。本論文の第V. VJI章、第XII章では、

それぞれ、最小二乗法、最北法によるキヤリプレーシヨンを僅ったクロス・セク

シヨナルな分析から、変化に取り組まざるを揖なかったのは、以上のような方法

論的現状にも起因している。とはいえ、 1980年代以降、このような遅滞もようや

く是正されつつある(石川， 1993)。揮官章で利用するシフトシェア一分析法は、

情報最小化モデル・原因行列法・時系列因果性分折、などと並んで、 1980年代以

挫の方法論的発展の一端を示すものである。

第三に、本論文における分析作業は直接的には、日本の戦後を対象としてはい

るが、問題意識のうえで、海外の語圏、とりわけ先進諸国との比較研究の立場を

;念頭に置いていることである。とのような立場を可能にしている一因は、前述の

計量的方法が国酷比較に大きな恒宜を与えていることである。また、日本を含む

先進諸国における人口事動パターンの変化に見られる著しい頼観性は、たとえわ

が国を当面の研究対象とするのであれ、結果の先進世界の文脈での検討を但して

いる。加えて、わが国の人口移動は、 Vining (1975)、Kriesbergand Vining(197 

8)、Kontulyand Bierens(1990)、Liawand Otomo(1991)などの論文が例示するよ

うに、もはや、わが国の研究者の狙占的な研究対象ではなくなっている。このよ

うな状況は、日本の経験を諸外国の経験から直立させて、日本という枠組みの中

でのみ説明する研究に、視野の挟唱をもたらすものでしかない。この意味で、日

本の事例の分析を踏まえて、結果やその含意を積極的に先進世界の中に位置づけ

る努力が、不可欠である。とはいえ、人口移動をめぐる基礎的なデ}タに関して

さえ、先進諸国内部において、定義や表章の仕方に差異があり、全く同ーの基績

や方法からの内外の経験の盛密な比較は、決して容易な作業ではない。このため

に、本論文の特に第百.vn . xrト XIIr章では、語論を米国の事例との対比に限定

せざるを掃なかったロ

以上の三つの視角のいずれかを備えた研究は、従来、少なからず見られた。し

かし、それら三点を檀合的に備えた、わが国の地理学内部における人口移動研究
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本論文は、全体で13の章から成っているが、内容的には三つの部分に大別でき

る。第一嗣は、第lI.m章であり、本論文の主たるアプローチである計量的方法

のわが国における盛査をめぐる事情を、それぞれ戦前・戦後に分けて、検討する

ものである。第二踊は、わが国の圏内人口移動パターンの規定要因とその変化の

説明を試みるもので、第四-VI1I章がそれに当たる。第三踊は、第11(-xm章から

成り、わが国の人口移動を対象とした場合の空間的相E作用モデリング、特にそ

の中でも地図パターン問題に強点をあてている。

まず、第E章は、 1930年代初頭の日本において花聞いた地域計割論と総称され

る動向を取り上げ、世界的な視野においてもユニークであったこの動向の、成立

の事情と衰退の理由をさぐった。成立を促した理由としては、辻村太郎による数

量的方法の糞励、日本地理学会の当時の内部事情、さらに地形図への関心、など

が考えられる。しかし、この動向はわずか3年のうちに急速に衰退に向かうこと

になった。その原因として、表面的には石田(1933a)の批判の果たした控割が大き

かったが、その背景には、当時の地理学界の主輔であった環境論の制約から按け

出せなかったという事情のあったこと、を挙げねばなならい。

算E章は、戦桂のわが国の地理学界における最大級の動向であった、 1960年代

から1970年代にかけての計量地理学の潮流に関する検討である園日本におけるこ

れまでの計量地理学的研究の特色としては、分野や方法といった点での関心の多

様化、梅外生まれのモデルや方法への依存、経験的研究への偏り、社会的貢献の

輔さ、を指摘できる。 1980年代以陣の新しい動きとして、散理モデリングに関す

る研究が登場してきたし、海外主要雑誌への寄稿も実現している。さらに、既存

の計量地理学を活性化する可能性を持つものとして、地理情報システム研究の活

発イじゃ位相地理学という分野の提唱も、注目される。しかし、計量地理学への全

般的な関心は、おおよそ1980年頃を墳に退潮を示している。その理由を検討した

結果、そのかなりの部分は、わが国独自の事情というよりは、米英といったこの
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分野での先進国の動向の関数であった、と考えざるを掃ない。とはいえ、かかる

動向は、計量地理学の存在意義自身を失わせるものではない。今桂わが国では、

世界の中での独自性を追求する聾勢が、ますます重要となってこよう。

第町章では、続く第町-VlI章の準欄として、戦後のわが国における人口移動パ

ターンの推移を、各都道府県別の純移動率、ならびに中心・周辺聞バランスから

明らかにする。その結果、 1970年頃が戦後における分水嶺であること、そして19

70年代挫半が、それまでの経験から考えて、転換の表現に個する重大な変化が見

られた時期であることに言及する巴

揮V章では、多重共綜性などの技術的な問題にも配慮しつつ、回帰分析の枠組

みを利用して、 1955‘70年の移動データに対するクロス・セクシヨナルな要因分

析を行った。これは、いずれの移動読を間わず、移動者数が増加の一連を辿った、

戦後の前半期における移動の決定困の解明作業に当たる。要因構成の多樺性を;念

頭に置いて、分析は、全体の移動、非大都市圏から大都市圏への移動、大都市圏

から非大都市圏への移動、大都市圏聞替動、の四つの移動揖ごとに試みたE その

結果、移動の規定要因がこの聞に多樺化・誼雑イじしたこと、大都市圏聞移動・隣

接府県間移動の要因構成は、大都市圏・非大都市圏間移動より単純であること、

所得格差変散の膨響力が低下した一方で雇用増加変数は重要性を高めたこと、さ

らに、距離変数はいずれの移動誠においてもきわめて強力な要因である ζと、な

どの知見を得た。

揮官章では、移動者数自体の縮小傾向が顕著になり、大都市圏=中心部におけ

る蹄移動がほとんど停止した、 1970年代の移動転換に対する人口学的要因の貢献

度を検討する回ここで言う人口学的要因とは、第二次大戦直挫に生じたベビーブ

ームと、その挫における出生阜の急速な低下に起因する、若年層の供給散の変化

をきしている固 1965・70年から1975・80年にかけての都道府県闇移動パターンの変

化に、シフトシェアー分析(Plane，1992)を適用して、まず移動の変化の観副値を、

人口基盤成分・移動皐成分・地理的分布成分に三分する。分析結果は、 1970年代

の移動転換が、周辺部からの若年人口の諦出の撤輔、申心部の労面市場における

30・40揖代人口を主とする供給圧力の高まりによる、中心部から周辺部への誠出に
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起因する部分が大きかったことを示している。以上は、労働市場の供給聞の条件

であるが、その需要制の条件としては、上記の三成分と産業別・職業別の雇用増

加に関する相関分析より、周辺部での1970年代における、特に製造業の雇用機会

の拡大が、重要であることが明らかになったB 以上の結果に基づいて、 1970年代

における移動転換の日米比較を行うと、ベビーブームの長さと規模の遣いが、両

国の移動転換の遣いを宝んだことがわかる。

続く第四章は、 1960年代半ばから1980年代半ばに至る期閣の人口移動パターン

の変イじを、産業構造の転換に関連する就業構造の変化から説明することを試みて

いる。まず5年間ごとの都道府県別の蹄移動散の増分を求めた。ついで、産業大

分類・職業大分類別の就業者数の増分に、伝統的なシフトシェア一分析を適用し、

その結果得られる三つの効果のうちの蹴合効果を特定した a そして、純移動教の

変化を、この競合効果から説明する回帰分析を行った。近時の産業構造の転換は、

サーピス艦揖化の過展と要約でき、直業の次元では、製造業からサービス業へ、

職業の枕元ではブルーカラーから事務系職種へ、という甜れと表現できる。回帰

分析の結果は、 1960年代中期以降、以上のような構造変化と対応しつつ、移動パ

ターンの変化が進んだことを示している。

さらに、第四章では、労働市場に入って以陣の年齢層の代表的な移動理由であ

る転勤に基づく移動に聞する研究である。この移動揺蝿の研究は、園内人口移動

全体において大きな比重を占めること、ならびに、所属組織の意志決定によって

目的地選択が行われる、という点に重要性が認められる。データの出典は、厚生

省人口問題研究所の行った『地域人口の移動歴と移動理由に関する人口学的調査』

である白転勤移動者の典型的な属性は、大学卒の40揖代の男性の既婚者で、金融

保険業に就くホワイトカラー(ないしは保安職業従事者)あるいは公務員である固

また、転勤に起因する移動には距離減量傾向が顕著であり、自県内移動あるいは

白地方内移動の比率が高い。さらに、都市体系内では下陣移動が卓越する傾向に

あることがわかったし、転勤移動の発生が主要企業による支所網の立地昆聞と密

接に結び付いていることも明かになった。

第lX章では、以下の第x-xm章の序論として、近年発展のめざましかった空
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間的相互作用モデリングを取り上げ、そこにおける重大な地理学的関心事である

地図パターン問題のレピューを行う。これは、空間的相E作用モヂルに含まれる

距離変敢にかかるパラメータの推定値が、対象とする空間システムの艶曹を受け

て、歪んでしまい、適切なモデリングが行えなくなる、という問題である。この

問題の重要性は、 1970年代半ばにおけるイギリスの雑誌 RegionalStudiesを中

心とする論争を通じて有名になり、 Fotheringha四0983a)の提藁した踊合着地モデ

ルが、解決の曙光となったロ

揮X章では、滋賀県内の人口移動・通勤フローを事例として、地図パタ}ン問

題の宣言審について論じている。二重制約モデルに基づいて、まず距離パラメータ

推定値を求めた。ついで、地図パターン効果として具体的に、対象地区の位置闇

慌、各地区(市町村)における揖出総数あるいは硫入総数の値の変動、揖出総数と

流入総数の共変動闇晶、の三つの要素を特定した。これらは、それぞれ、多次元

尺度法によって復元された空間における最近隣測度、空間的自己栢闘に関する一

般化モーラン偶数、ピアソンの積率相関偶数によって示せるとした。そして、都

市内・都市間レベルというニつの異なるスケールでの相E作用パターンの遣いを

意識しつつ、対象システムとして、均等型・ランダム型・轟集型の三つの分布パ

ターンを用意して、シミュレーシヨンを行った。そして、得られた距離パラメー

タ推定値に地図パタ}ン効果の膨響が見られるか否かを、平均値の蓋の有意性検

定を通じて行った。結果は、やはり有意な毘曹が確認された。

第XI章では、地図パターン問題の解決策として提草された蹟合着地モデルにお

いて、前提条件をなしているこ段階目的地選択過担の経験的妥当性を、わが圏の

杏都道府県からの描出移動データを事例として、検証するものである。すなわち、

この新しいモヂルは、通常の蹄制約モデルや発生制約モヂルに、近接世の変散を

取り込んだものであるが、その担拠として想定されているのが、この二段階目的

地選択過種である。この過糧の立証は、階層的な遇訳を取り込める非集計行動モ

デルである、ネスティド・ロジット・モデルを利用して行った。すなわち、躍合

着地モヂルの二段階目的地選択と概;念上対応する、ネスティド・ロジット・モデ

ルの合成変敢にかかるパラメータの推定値の有意性検定を通じて、二段階目的地
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選択が実酷に見られることを見い出したa また、第一段階の選択腫をなす、地方

のクラスタリングを変更して、ネステイド・ロジット・モデルの挙動にどのよう

な彰響が現れるかについても検討を加え、その.m響が小さくないことに言及した。

第XII章では、わが国の人口移動(および大学進学移動)を取り上げて、麗合着地

モデルの適用を行い、地図パターン問題の解決策としての妥当性の評価を試みた。

まず、この問題のためにモデリングが不十分となると考えられている尭生制約モ

ヂルを適用して、地図パターン問題に関連する歪みの検討を行った。ついで、同

一のデータに韓合着地モデルの適用を行った。しかし、結果は芳しいとは言えず、

蹄合着地モデルにおいて距離変数にかかるパラメータの推定値を歪める元凶と考

えれている近接性を取り込む意義が小さいと判断したa そこで、別な原因を捜す

べく、発生制約モデルを適用したさいの強差の分析を行い、出発地・到着地ペア

ーの階層的結びつきの重要性に註目した旬そして、これを近接性の替わりに投入

した階層モデルを走らせ、踊合着地モデ‘ルより良野な結果を得た。最桂に、尭生

制約モデルに対比した場合の、競合着地モデル・階層モデルを利用した場合の、

距離パラメータ推定値の歪みの現れ方について、総括した。

最轄の第X皿章では、 Plane(1984)の方法に依挫しつつ、わが国の都道府県間

人口移動の観察値から、人口移動の生じている空間の笹元を行った。これは、具

体的には、三重制約モヂルの距離変散を、定式の右辺から左辺に移しかえたもの

であり、これによって、距離の推定憧を得ることが可闘になる。これは、通常の

相互作用モデルで、所与のものとして扱われがちな、距離変散の制度(通常は物理

的測度)の畢当性を検討する道を聞くという意義を持っている。まず、 47都道府県

の人口重心を示した桂、大阪府への誠入、宮城県からの摘出、直児島県への流入

を倒に作成された人口移動空間の解説を行い、物理的空間と比べた場合の歪みに

ついて考察を加えた。ついで、米国の州間人口移動から作成された人口移動空間

との対比を通じて、日米比較を試み、米国では歪みが二次元的に、日本では一日次

元的に展開する傾向にあることを、指摘した。最後に、空間的相互作用研究全体

の文脈における、この Planeの方法の潜在的意識についてまとめたa
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第 E章地域計割論~~関する一考察

;長年:理事薫型車居J隣

数量的・統計的アプローチが地理学において市民摘を葎得するのは、 1950年代

の米国に捕を発した計量革命が、全世界に誼及して以挫のことである。第E章で

詳述するように、わが国においては、 1960年代にこの動向の紹介・導入が始まり、

以降計量的研究が本格化するに至った。

しかし、これより早く、 1930年代前半のわが国1)において、一連の数量的研究

がなされていた。当初辻村太郎によって「地域形闇剖定j (辻村， 1930)と呼ばれ、

佳に「地域計副論」と呼称されるに至るこの動きは、たとえ短期間においてであ

ったとはいえ、数量的文献の集中的な析出をみたという点で、わが国の地理学史

において特異な地位を占めていることは確かである。のみならず、計量草命には

るかに先立つ時期において、数量的アプローチを重視する研究の相次ぐ畳場は、

諸外国においてさえ、顛倒を見い出し難いa この意味で、地域計割論は、世界の

地理学史の申でもユニークな動向であったと言える。したがって、その成立の背

景ならびに消滅の理由を当時の状況から説明するという韻題を達成することによ

って、この研究動向の的確な評価が可能になってこよう。しかしながら、成立の

事情に闘しては、これまでほとんど目が向けられてこなかったし、消滅の経緯に

関しでも一応の意見はあるものの、十分意を尽くしているとは恩われない固本章

の目的は、以上の課題に答えることである。

以下、第2節において、地域計割論の誕生を促した原因について検討し、つい

で第3節において、そゅ急速な表退の理由について整理する。第4節では、今日

からみたこの動向の意義をまとめる。なお、地域計割論の当事者たちは、自らの

研究を広くは景観輔の一軍としての集落地理学に属するものと考え、この時期の

前桂に比較的多くみられる人口地理学に関する定量的研究とはー維を面していた
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ようにと思われるので、以下においてはこの種の成果は考察の対象から除外した。

また、本章の作成にあたり、当時の事情をお聞かせいただいた村田貞蔵先生の栂

野意に感謝する次第です。

g;WW掛端計調:離陸高根背景

順序としては、まず地域計測論に含まれる研究の内容を紹介すべきであるが、

すでに河辺(1971)・奥野(1980)の文献のほか、吉村(1933)による詳細なピプリオ

グラブイーがあるので、それらに韻りたい。以下、この動向の成立に力をかした

と思われる条件を述べてゆくことにする。

まず第一に指摘せねばならないのは、当時、東京帝国大学理学部地理学教室の

助教授であった辻村太郎が、欧米における景観論の日本への導入に積極的であり、

その過種で諸外国の定量的研究に着目した点である(辻村.1930. 1933)2).すな

わち、文化景観の形簡学的研究の必要を説いた論文において、 「文化景句蕗瞳及

び生簡を明瞭にする為には数量的な調査を行ふ必要がある。 J(辻村f 1930， p.1 

217)と、述べている。そして、参考にすべきものとして、 S.deGeer，J.G.Gran石，

P.E.James， C.Q.Sauerの研究をあげており、さらに辻村の蕗響を受けている吉村

(1933)は、ほかに札D.Jones，J.L.Richの研究に言及している旬

とのうち、 deGeerはスウェーデン、 Gran'oはフィンランド、それ以外はアメ

リカ合衆国昭人遣である。披らの研究が積極的な注目を描びていたことは、それ

らが f地理学評論J誌上に紹介されていた事実からも見てとれる31 de Geerは

境界決定法、 Gran己は地域区分法に聞連して言及されているa 一方、 Jalles• Sa-

uer • Jones • Richといったアメリカのグループは、 Richを除けば、 1923年から

聞蛤された「野外における地理学的研究に闘する方法論の問題検討委員会」に結

集した、中西部の地理学者たちであった。この委員会の方法論は、空申写真を利

用した地固化、ならびに分散符号方式 fractionalcode methodと呼ばれる土地

分類に基づいた数量化を撤底させた提作主義を大きな特色としていた。ことに、

このような活動には、 Sauerの与えた毘響が大きかったという(久武， 1978， 197 
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9)4】。かかる数量的研究は、第一次大戦後の合衆園地理学の動向を紹介したドイ

ツの Pfeifer(1938)によっても、注目されるところとなったE

さらに、辻村は景観論の尭屈のためには、 「植物生態学が極めて適切な参考学

科であらうと思はれるJ(辻村7 1930， p.1211)と述べ、その成果を掻屈すべきで

あると説いている。地域計割論にはメッシユ法を利用した分析が目だつが、それ

はこの方面からの刺激をある誼度受けたためであろう。今回、地理学における点

パターン分析の古典的地位を占めている砺誼平野の家畳分布に関する松井の研究

(松井 7 1931; Matsui， 1932)も、この系譜に属している。

第二に、成果の多くが尭表された日本地理学会の当時の内部事情(石田.1975} 

が、考えられる。同学会は1925年に、前年に小川琢拍を中心に京都で創立された

地球学団への強い対抗意識をもって、山崎直方を中心として、会員49名で設立さ

れた(内田ほか.1960}。会員の多くは、地理学・地質学の専攻者であり、山崎の

教え子を主としていたが、ほかに気象学・物理学・地麗学などの、世の東京帝国

大学理学部での同債も含まれていた。地理・地質以外のこれらの人々の中には、

藤原咲平・岡田武松・寺田寅彦・今村明恒など、同学会での尭哀の樟聴のみなら

ず、創刊佳まもない学会誌「地理学評論」への寄稿を行う者もいた。披らの数学

的・統計的方法が、地理の若い会員に数量的研究への関心を生んだであろうこと

は、想像に難くない5)。

さらに、これには、日本地理学会創立の母体をなした東京帝国大学地理学教室

の動きも闘連している。 r地理学評論Jは当初より月刊制を採用しており、原輔

の収集には少なからぬ蝿念があった6)白地域計割論が現れ始める1930年における

同学会の会長は、地質学の加藤武夫であるが、会誌の編集は実質的には辻村が申

心となって進めていた。ところで、 1926年から30年までの同教室の卒業生は、毎

年1-4名と少なかったが、 31年には7名に増加している7)地域計割論の中心的

な担い手であった松井・村田はこの学年、保柳・吉村はその一つ上の学年に属し

ている。当時景観論に着目し、その定量的研究に関心を払っていた辻村が、これ

らの人々に積極的にそれを翼励し、成果を自ら編集にあたっている「地理学評論」

への投稿を勧めたと考えるのは、きわめて妥当と恩われる。
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第三に、当時における地形図への関心が、地域計割論誕生の素地の一つを提供

したと考えられる。すなわち、この種の研究の多くは、地形図の利用を大きな特

色としているからである司この頃、陣地割量部の所員が東大地理学教宣に内地留

学の形で来室していたし、制量部へも、初期には辻村が、当時においては飯本信

之が、地図学の授業に出講するU など、同教室と地形図の出販機関との関晶は密

であった。

なお、 1920年代佳半から30年にかけては、わが国の地(形)圏整備の一面期にあ

たっている回すなわち、明拍以来基本国として整備されてきた 5万分の 1地蕗囲

は、 1925年に内地の基本割量地図出版を完了するa また、 2万5千分のl地帯国

の出版は、当時沈滞期あったとはいえ、毎年20・70枚璽度ずつ着実に整価されてい

た。さらに、この時期に空中写真副量が本格的な研究の段階にはいるし、 30年に

は主盟国の刊行が始まる(建誼省国土地理院， 1970， p.52， 317， 323).このよう

な状況の申で、地帝国利用の最大限の可能性が追求されていたであろう。

以上、地域計翻論成立に関して、筆者が推察した三つの要因を提示した。もち

ろん、この動向の担い手が、大学の理科を卒業したり、あるいはそこに在学して

いて数学が元来得意であったことも見通せないだろうが、これは前記の条件と結

び付いたときに、一定の意義を持ち得たのではないかと思う。なお、これらの三

要因は互いに関連していようが、主準的要因を求めるとすれば、第ーのものがそ

れにあたる、と筆者は考えたい。

総裁事撞額要llt1t

1930年以桂、地域計割論的研究は多数にのぼった9) しかし、石田(1933a)が、

これら一連の研究を物理的決定説と非難し、社会的現実を無視するものと断じた

のである。これに対し、今村0933，1934)や藤原(1933)による反論が風聞される

が、結局この石田の批判を有力な契機として、この種の研究は急速に退離するに

至る。その理由として、奥野0980.pp，152・153)は、 「相当不確かな地形図をデ

ータ源としたこと、見出された法則性の現実へのフィードパックが不十分であっ
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たことにも求められよう e しかしながら、この種の研究に対する一般の地理学者

の認識不足も大きな原因になったと思われる。 Jと述べている。筆者は、この見

解を否定するものではないが、むしろ以下のような理解を試みたい。

すなわち、地域計醐論が、あくまでも当時の主潮であった環境論に制約されて

いたことである。この動向の成立の第一の要因として、辻村による欧米の景観論

への控目という点には既に触れたが、それは、 「文化景形態学には地略学と共通

な考察方法を採用して差し支へない。其の上に文化景と自然景との聞には密接な

相互関儲が存在するから、此の二つの学科は地理学の申でも特に連関した姉妹学

科と見ても不合理では撫い。 J(辻村， 1930， p.1211)、との指摘が端的に語るよ

うに、社会現象を地地をはじめとする白熱条件との対応から説明していこうとい

う意図を持ったものだった。地域計割論の範噂に属する語研究の申で、人文地理

学的領域に関連するもののうち、特定地域における耕作率・耕作景と高度・閣制

といった地蕗条件との聞僻を論ずるものが目だっているが、これは明らかにこの

系譜に連なっている。加えて、この動向の唱導者ならびに実際の担い手の多くが、

地形学・湖招学などの自耕地理学の専門家であったことは、上記の意図を展開す

るうえで好都合であった1日

一方、理境論思考からの脱却を主損する石田の所説は、人文地理学姐自の説明

樺式の必要性を強調しているが、全面的に数量的方法の意義を否定するものでは

なかった。それは、今村や藤原による反論を受けた挫の再論(石田， 1933b)に明ら

かである。にもかかわらず、石田のコメントが地域計割論のほとんど直接的な火

消し投を槙ずることになってしまったのは、 「白熱地理学的発想による人文地理

研究J(河辺， 1971， p.35)に起因する、人文地理学固有の方法論的基盤の検討を

欠いた脆弱性のためではなかったろうか。人文地理の領域における説明は、自熊

地理との直接的対比で処理される以上の問題をはらんでいるし、数量的方法の利

用もその臨慮のうえに立つものでなければならない。石田の批判に答えたのが当

の担い手ではなかったこと、さらに、これを墳に担い手の多くが一斉に自らの専

門である白熱地理学の荷分野に帰り、地域計割論的研究を以佳ほとんど顧みるこ

とがなかったこと 11)は、かかる憶剖の妥当性を示唆していないだろうか.
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地域計割論が白熱地理学者によって多くを支えられていたことは、この動向の

成立に重要な役割を果たしたと同時に、その嚢退の理由をも用意することになっ

た、と考えられる点において、まさに両刃の剣であったといえよう。これは、人

文地理学者が中心となり、環境論的枠組みを払拭し、計量的方法を法則定立的地

理学指向の手段と位置づけた、 1950年代以時における米圏をはじめとする計量化

動向が持っていた方法論的明快さと比較するとき、対照的である。筆者は、戦佳

における計量地理学の先駆としての地域計割論という側面を官、めることにやぶさ

かではないが、以上の意味において、両者は、明らかに異なる存在とみなさざる

をえないであろう。基盤となるべきパラダイムが未熟なまま、数量的方法のみが

一人歩きした点に、地域計甜論の限界があったとも言える12) その意味では、時

代に先んじていたが故に、短命に終わらざるを得なかった、という見方も可能で

あろう。

指針;;期輔、開!割論慣章構

以上、 1930年かち33年にかけて、東京帝国大学地理学教室出身の若手研究者に

よって「地理学評論J誌上を申心に推進された地域計澗輸をめぐり、その成立の

背景として、辻村太郎の影響、当時の日本地理学会の内部事情、地形図への関心、

の三つの条件をあげた。さらに、消滅の理由として、理境論の制約下での自然地

理学的思考の偏重を指摘した。

とはいえ、この動向が、今日の立場からみて種極的な評価に値する内容を持っ

ていたことも確かである。少なくとも、地形闘でメッシユを作る方法とその計副

という技術的な面では、ほぽ当時で今日の水準に遣したととは、河辺(1971，p.3 

4)の述べるとおりである。この点は、今日の地理情報システム研究の先駆として

の地域計剖輸を再評価する遭につながる。また、戦挫の計量地理学は、確立され

た統計的・数理的方法を地理的データヘ適用するという経過を辿って発展してき

たが、現代ではさらに進んで、第E章でも述べるように、地理学姐自のモデルを

展開する揖力が求められつつある白地域計割論は、その点今日に比較して、これ
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らの方法の発達が未熟であった時期の動向だっただけに、研究者が自身で方法を

模婦せねばならない状況にあった。その努力は、尊重されるべきである。加えて、

1960年代以陣のわが国の計量地理学では、統計的・数理的方法を用いた経験的研

究の比重が圧倒的に高く、恒定の殻定から数理モデリングを展開するという槙輯

的な研究が、最近に至るまで登場しなかった。この点、地域計割論は、吉村(193

0)や村田・吉村(1930)の論文に例示されるような漬輯的研究を当初より含んでい

た点も、見逃すべきでない。

ところで、 1920年代から30年代中期にかけては、地場学団・大塚地理学会・日

本地理学会が~J立され、またその会誌の刊行が蛤まるほか、眠米地理学の導入が

活発となって、その訳書も多数出版される(京都大学文学部地理学教室， 1982， 

pp.311-312)など、いわば近代日本地理学の尭展期にあたっている。地域計測論も、

海外から一定の刺轍を受けたとはいえ、この発展期を飾る、わが国の内部から匪

胎した注目すべき動向の一つであったロ

一方、わが国の1960年代から70年代に至る一連の計量的研究は、米英をはじめ

とする国々で生まれた成果を受容・消イじするのに忙しく、世界的な規模での計量

化の動きに、ほとんど積極的な貢献を果たすことができなかった。このことを考

えるなら、戦前のわが園に興臨した動きが消滅してしかるべき理由を持っていた

とはいえ、その遺産が戦挫の計量地理学に受け継がれなかったことが、惜しまれ

てならないのである。

難

1)ただし、これ以前にも北田(1929)・小川(1948)など、数理地理学の名称を冠

した天文地理研究が行われていた。なお、この小川の著作は、大正12年の関東

大量m.のために刷本紙型を焼失し、ょうやく戦後出版をみるに至ったものであ

る。

2)なおこれ以前に、地形輪廻と家居・都会・道路の位置との聞晶を数量的に扱
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ったRich(1917)に、山崎直方が積極的な評価を与え、自ら紹介を行っている(山

崎.1918)。

3)倒えば、 Gran五(1930)を辻村太郎が、地理学評論， 8， pp.69-72，で、 Grano

(1931)を戸田芳雄が、地理学評論， 8， pp.995-1000，で紹介している目

的分散符号方式の詳細については、 James(1972，pp.412・417)を参照されたい。

Sauer自身の定量的分析への関心の早さは、ミズーリ・ケンタッキー・テネシ-

3州を事例に、ジヱリマンダー(自振のための腫手な選挙区改定)の問題を扱っ

たSauer(1918)の論文から窺われる。

5)ちなみに、松井先生からの御教示によれば、自身の研究が、寺田(1930)に刺

撤されるところあった、という。なお、村田・吉村(1930)の作成にあたって、

集村の人口および耕作面積の隈界について執筆された村田先生は、チューネン

『孤立国』のような状況がある謹度念頭にあった、と述慣されていた。しかし‘

地域計測論全体としては、チューネン・ウェーパーに代表される立地論からの

蕗曹は、柑弱であったと思われる白

日)この点は、地域計剖論的研究の尭哀の多かった時期に、同誌の編集・校正に

携わっていた村田先生も、認めておられた。

7)奈良女子大学の武久義彦先生にお貸しいただいた『東京大学理学部地理学教

輩出身者名樺.n(1976)による白したがって、人によっては、処女論文が、大学

在学中のゼミでの研究に基づいている場合もあった。

8)村田先生からの櫛教示による。なお、この時期に、 2万分の l地地図が絶版

になるという話が、教童関偶者の関心をよんでいた、という B

自)ちなみに、吉村(1933)の末尾の文献リストは、参考とした外国の研究を除け

ば、 33の邦文文献を挙げているa

10)人口移動を熱伝導のアナロジーから説明しようとする立場は、著名な計量経

帯学者であった H.Hotellingの1921年の修士論文一-W.R.Toblerの序文を付け

て、近年 Hotelling (1978)として発表されたーで登場していたが、吉村(19

30)の論文もまた、この点に着目するものであった。両論文はあくまで姐立的に

執筆されたと思われるが、この倒が示すような意味での着想切先駆性は、評価
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されていいであろう。

11)もちろん、全く謂械にいたるわけではなく、例えば、その挫の松井(1935，

1940， 1941)による土地利用の研究には、定量的方法が生かされている。なお、

地形計割など自然地理学分野に聞して、それがいったん消滅し職能の計量革命

の野曹を受けた研究と非連続となっているとみなすか、あるいは両者が連続し

ているとみるかに聞しては、意見が分かれる。村田先生(聞き取りによる)や大

竹(1975)は前者、奥野(1980)は故者の立場を取っている。

12)杉浦(1975b，p.105)は、 rNew Geography (ここで言う計量地理学一石川注)

は、①D.Whittleseyによって指摘された知的揖念としての地域、 @F.K.Scha-

eferによって指摘された空間テーマ、@D.Harveyによって指摘された分析科

学的立場、④ I.Burtonによって指摘された計量的分析、⑤ T.Hagerstrandに

よって指摘された確固たる展望ープランニング参与ーの保有、が有機的に

関連して成り立っていると考えており、少なくとも1930年代の計量的研究とは

明瞭に区別されるものである。」、と述べている。
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第E章わが国における計量地理学の回顧

;'J;i銭関輯現所在，

一定の時間的11国序で入って来たいろいろな思想が、ただ精神の内面における

空間的配置をかえるだけでいわば捕時間的に併存する傾向をもつことによっ

て、却ってそれらは歴史的(笹点原著者)な構造性を失ってしまう. ..... (中

略).....新たなもの、本来異質的なものまでが過去との十全な対決なしにつ

ぎつぎと接取されるから、新たなものの居利はおどろくほどに早い園過去は

過去として自覚的に現在と向きあわずに、普におしゃられ、あるいは下に詑

陣して意識から消え「忘却Jされるので、それは時あって興如として「思い

出」として噴出することになる{丸山， 1961， pp.ll・12)。

戦挫のわが国の計量地理学の興障は、まことにめざましかったa その最大の要

因は、言うまでもなく、 1950年代観半の米国で端を尭した計量革命のわが国への

誼及であった。副次的な原因として、立地論や地域科学からり刺識も、看過され

るべきでない。わが国への計量地理学の紹介・導入は、 1960年代前半から本格的

に蛤まった(正井， 1962:西岡.1965， 1968;奥野， 1969)が、それ以降、今日ま

で約30年が経過した。この間特に1970年代は、人文地理学会での特別発表や日本

地理学会でのシンポジウムの闘催、さらに多〈の著書・訳書の刊行などを通じて、

この動きにわが国の地理学界全体が大きく註目した時期であった(山田， 1986)。

しかしながら、 「計量地理学は現在、反省期を過ぎ、解体の過重にあるとか、

いろいろな意見J(久保t 1980， p.350)が出だすと同時に、人文主義地理学やラデ

イカル地理学に闘するレピュー論文や訳書の発表(山野， 1979;竹内， 1980;千

田.1981)などに象歯される、反計量のうねりが、おおよそ1980年を境に勢いを強

めて臥降は、計量地理学に対する直接的な関心は明らかに低下している。わが国
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における計量地理学に聞して、少なくとも1970年代までの導入から隆盛に至る事

情、およびそれに対する繭評としては、既に様々の角度から語られている(河辺，

1971， 1974;奥野・西岡， 1976;奥野， 1980;山田， 1986)。以下で論じようとす

るのは、これらの文献では看過されてきた、ないしは不十分にしか論識されてい

なかった点である。

すなわち、はたしてわが国の計量地理学は、いかなる基本的特質を持ち、それ

は最近に至るまで不変であったのか。日本の計量地理学の退潮は、米英を中心と

する英語圏諸国の動向の単なる追随であったのか。もしそうでないならば、わが

国姐自の事情とは伺であったのか。また、今挫どのような方向に進むべきである

のか。以上について整理する作業、官頭の丸山の言葉を借りれば「歴史的な構造

性Jを与える作業が、いまだほとんど着手されないまま残っているのである。以

下は、このような疑問に対する筆者のささやかな回答である。したがって、本摘

は、関連業績の網羅的紹介や、知見の要約に力点を置くものではないa

ところで、わが国の計量地理学の退潮が始まって、今日まで10年以上経過して

おり、その意味では本稿のような論文はやや遅きに失した躍があるa とはいえ、

それはむしろ表面的な事柄にすぎず、重要なのは吹の点である。

1980年代に入って、反計量の動きが顕著になってから、わが国の計量地理学者

の中で、ラデイカル地理学や人文主義地理学からの批判に対して、既往の成果の

評価を通じて、反論や弁明を積極的に試みる人がいなかった。このことは、少な

くとも表面的には、計量地理学的研究を行ってきた人遣が、それらの批判を甘受

し、過去の自分たちの成果に自信を失っている、と誤解されかねない。一方、眼

前版の計量地理学とも言える地域計測論は、批判に直面しても当事者たちが何の

反論も行わなかったことが、当時としては斬新なその動向を短命に終わらせ、結

局わが国の地理学史において、以t最大きな~響を発揮させなかった(本書簡 1 章)。

これは、わが圏の地理学史の晦根事であり、その失敗をいまあらためて繰り返す

べきではない。しかし、戦挫の計量地理学に関する現在までの状抗は、残念なが

ら上述のような地域計測論と怯た経緯を辿りつつある固

日本における1980年代から70年代にかけての動きは、世界的な潮読の日本的な
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表現であり、地理学のほとんど全ての額域にインパクトを与え、しかも、この期

聞の動きが計量地理学を中心に展開したとみなしうる点において、恐らく戦後に

おける最大級の動向ではなかったであろうか白動向の規模のかかる大きさに鑑み

るならば、その入念な回顧の作業が今日まで、筆者も含めて、当の計量地理学的

な研究を発表してきた人遣の聞からもおこっていないのは、明かな怠慢とのそし

りを免れないだろう a 特定のテーマなりパラダイムがそのピークを過ぎたことと、

それが冷静に総括され、わが国の地理学史の中に適切な評価とともにはめ込まれ

たかどうか、ということは、それぞれ別の問題である。要するに、丸山の指摘に

ある「忘却Jを、日本の思想的伝統と、安易に受け入れる訳にはいかない。

なお本稿の考慣は、人文地理学の分野に限定することを、あらかじめお断りし

ておきたい。また、わが圃への導入期に、計量地理学という表現は、計量的方法

という視角を中心とした領域の呼称である以上、不適当ではないか、との意見が

あった。しかし、地理学内部の区分が対象に応じた縦割りでなされるべきである

という意見自体、伝統的な学問観を反映するものであり、分析技術に即した区分

が無意味であるという見解は、必ずしも説得的でないように思われる巴また、こ

の韻域の「対象」がともかく立てられていることも見逃せない(石水， 1976， pp. 

8・12)。以上の理由から、本稿では一貫して「計量地理学」という表現を便ってい

るけ。さらに、計量地理学的研究に属するものは、わが国では戦前にもあったし、

1950年代にも存在していた(河辺， 1971， 1974;奥野・西岡， 1976;奥野， 1980)。

しかし、本稿での対象は、紙帽の制約から、米国に端を発した計量革命の系請に

連なる研究に眼定したい。したがって、立地論や地域科学から直接インパクトを

受けた研究については、詳論しえない。

以下まず揮2節では、日本におけるこれまでの計量地理学的研究の特色を明ら

かにしておきたい。ついで、第3節において、計量地理学全体は失速するが、新

しい動向が芽生えた1980年代以降の動向に論及する。第4節では、わが国の動向

が米英といった国々の動向の単なる闇数だったのか、に関して検討し、ついで今

挫進むべき方向を提示する。以上を躍まえて、最終節では、計量地理学の軌跡の

含意を述べる。
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i民~~:と主鞍婦問斡前揖J構理学的研究照特質

この節ではまず、わが国のこれまでの計量地理学的研究を回顧して、それらを

貫いている基本的特色といったものを、列挙してみたいn 以下、関心の多構化、

海外生まれのモデル・方法への依存、経験的研究への偏り、社会的貢献の輔さ、

の四点を挙げるが、乙れらは本来抽立的ではなく、互いに密接に闇晶しているこ

とは言うまでもない。

(1 ) 関心の多様化

利用されてきた方法や研究の対象という点では、闘心の多様化が進んだと言い

うるe 計量地理学的研究の分野として、いま石水に基づいて、 (1)分布パターン

分析、 (2)ネットワーク分析、 (3)地域傾向面分析、(4)地域構成分析、 (5)空間的

相互作用分折、 (6)空間的拡散分折、 (7)空間的行動分析、の七つを融けてみよう

(石水， 1972， 1976)白刷、上の分野に忠実に、主要な成果を挙げてみたい2)包ただ

し、ここでの意図は、それぞれの分野に韻当する研究の網羅ではなく、あくまで

倒示にある。

まず、分布パターン分析に闘しては、樟川(1982)、齢木(1984)などの論文が現

れた。ネットワーク分析については、成田(972)、土井(1976)、小方(980)の論

文が現れたし、奥野・高轟(976)によるこのテーマについての詳細な解説書も刊

行されるに至った。また、地域傾向面分析についても、石水ほか(1976)、田中(1

979)、矢野・加藤(l988)の研究が得られた。さらに、地域構成分析に属する研究

としては、多変量解析とりわ砂主成分分析・因子分析に怯担する研究がきわめて

多数にのぼっている(例えば，山口， 1972;司野， 1977)。石水(1976)が挙げたこ

の分野の主要な三つのテーマごとに例示すれば、合成変散による地域分析に韻当

する業績は措とんど見あたらないが、地域区分に聞しては、桜井(l973)や矢野(1

984)などの研究が得られたし、地域構成と空間的行動の相互規定闇舗を担ったも

のとしては、菅野(Kanno，1976)や村山(1984)などの論文が得られたロ轟川 (197
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6)、樋口(1979)をはじめとする因子生届学的研究も、この分野に分類されよう。

ついで、空間的相互作用分析については、石川(1981)、伊藤(1982;Itoh， 1986)、

矢野(1991)などの論文が登場したし、空間的相互作用のモデリングに関する研究

の系譜と近年の動向をまとめた著作(石JII，1988a)も現れた。空間的拡散分析に属

するものとしては、藤田(1973)、杉浦(1975a)、村山(1982)などの研究が樗られた。

空間的行動分析に関しては、申村(1978)、岡本(1983)、神谷(984)、高橋(Taka-

hashi， 1988)、若林(1989)などの研究が現れている。

1976年の「地理学評論」における計量地理学特集号の官頭で、奥野・西岡(197

6， p.422)は、上記の分野区分に基づいて、 「現在わが国では(1)と (7)の問題に閲

するものが皆無に近く、 (2)・(3)・(6)の問題の研究はようやくその輯についたば

かりであるJと述べ、既存の研究が特定の分野に偏っていることを指摘したが、

以上にみたように、そのような総括は今日では妥当しない。

さらに、この分担はおもに1960年代までの米国における成果を参考に作られて

いるために、今日では時代遅れの感を免れないa かかる分離にi阻めにくい新しい

研究としては、例えば、先行・遅行分析(毘見， 1980)、空間的自己相闇(奥野， 1 

981. 1988;田中.1982a' b)、立地・配分モデル(Kohs叫ん 1983;石崎.1992)、

都市モデル(矢野， 1986， 1988)、シミュレーション・モデル(水野、 1987)、Q分

析(水野.1989;岡村， 1989)、さらに地図変換分析(保坂.1990; SugIura，1991) 

といったトピックに関する業絹もある。なお、時期的には前挫するが、都市経済

学・地域科学ないしは立地論からの膨署を受けた、経済基盤モデル(成田， 1961; 

加藤， 1978)、産業連関分析(成田， 1963;西脇， 1975)、臨形計画(坂本， 1963) 

に関する研究も、見逃せない。さらに、計量的方法の解説書(鈴木、 1975;奥野，

1977;野上・杉浦， 1986;村山， 1990)や、啓蒙書・テキスト(石水， 1976;石水

・奥野， 1973;理論計量地理学研究会・日本システム開発研究所， 1974;高阪，

1986a;杉捕， 1989a)の弗行も貴重であったe

ここに掲げたのは、既往の成果の一部にすぎず、紙幅の闇儲から言亙しえない

ものが少なくない。このような多数の業舗の蓄積は、わが国に計量地理学が充分

に定着し謹還した有力な証拠とみなせる。また、利用している方誌の多掛さとい



ー25・

う点から言えば、この分野の先週固である米英に比較して、特に大きく見劣りす

るという訳ではない。ちなみに、米国を中心とする地理学および関連分野の主要

雑誌の掲載論文で使われている計量的方法が、 1950年代以降どのように推移して

きたかについての報告(Slocumt 1990)も、方法の多樺化と利用額度の増加が大き

な潮識であったことを示している。

(2) 揖外生まれのモデル・方法への依存

以上は、計量地理学のいわば量的拡大についてであった。以降で検討したいの

は、その質的側面に聞してである。まず挙げねばならないのは、利用してきたモ

デルや方法引の多くが、外国で誕生したものに依拠しており、わが国姐自の貢献

が乏しい点である。この点から言えば、わが国の計量地理学は、モデルや方法の

生産者というよりは、一方的な利用者であった。すなわち、既に一応枠組みがで

きあがっているモデルに基づいて、わが圏のデータに、特定の方法を直接適用す

るか、あるいはせいぜいそれに若干の樺正を加えて利用する、というアプローチ

が圧倒l的であった。

加えて、計量的方法が、それまで伝統的な方法が担っていた役割に代わるもの

として、現実の単なる記載という目的のために佳われたことも少なくなかった。

ところで、ここで言うモデルは、理論という形を取ることもあるが、計量地理学

が、地理学理論の構築を大きな目揮としてきたことは、周知のとおりである。方

法はその目槙に奉仕するものであり、かくして、モデルと方法は不可分の聞係を

なすはずであった。しかし、上述のような記載のための方法の利用は、(理論も含

めた)モデJレの輔轍化に直結するものではなかった。この結果、わが国において既

存の計量地理学的研究が多数にのぼっているにもかかわず、当初それらが有力な

目槙とした地理学理論の構築に収敵する研究は、必ずしも多くなかった様に思わ

れる。理論的意識を明確に打ち出した成果が、もちろんないわけではなかったが、

狙自の理論づくりに成功し、なおかつ世界的に認知された顕著な成果といったも

のが、はたしてどれほどあるであろうか。響えは否定的にならざるを掃ないー

要するに、後述する新たな動きはあるものの、全体的には残念ながら、わが国
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の計量地理学の世界的貢献は、柑弱と言わざるを樽ない。とはいえ、従来のわが

国の計量地理学が、外国から輸入されたモデルや方法に多くを依存してきた、と

いう事簡をもって、そのような系譜に属する研究に意味がない、と断ずることは

できない白この点に関しては、以下のような弁明が可能と思われる。

第一に、ここで言うモデルや方法が、国や文化といった遣いを越えて、国酷的

に通用する地理学的言語の一つであり、外国・圏内のいずれで登場しょうが、こ

の分野における世界の共通財産として扱われるべきで、その出自はさして問題で

ないという意見がありうるであろう。第二に、従来の伝統的なアプローチでは、

うまく取り組めないでいたテーマが、新たな計量的方法の採用によって、はじめ

て詳細な研究の対象となるという効用もある。多改元尺度法による(非)顛怯性空

間や相E作用空間の檀現(例えば，杉浦， 1980;吉本， 1981)や、シフトシェア一

分析の応用による人口移動転換に対する人口学的要因の貢献度の特定Oshikawa，

1992)、といった研究などは、その倒と言えよう目第三に近年では、海外雑誌やわ

が国の代表的な学会誌に掲載される計量地理学的研究の多くは、高い理論的水車

を保っている a この意味で、既に10数年前に奥野・西岡(976)によって指摘され

ていた、わが国の計量地理学の欠点としての理論指向の希薄さは、いまや必ずし

も妥当しないであろう。

つまり、モデルや方法の海外からの圧倒的な誠入超過の状腫自体、非難される

べきことではないかもしれない。むしろ問題とすべきは、わが国の経験的データ

を値用する轄しい研究が生まれながら、それらの大部分が、海外への知見の輸出

が難しい弟、具体的には、百本の雑誌に日本語で発表されてきたことであるa こ

の結果、日本の計量地理学の多くが、その研究の刺識や基本的アイデイアを外国

から得ながら、成果が世界の地理学に還元されることがなく、日本およびその一

部を対象とした検証結果を携えて、計量地理学が大きな目揮としてきた、法則・

理論の構鎮に至るフィードパックの過璽(杉浦， 1989a， p. 23)に参入できなかった。

例えば、もしこれらが海外の主要雑誌に英語論文として寄稿されていたならば、

この過置に円帯に入って、理論構築に寄与し、世界の計量地理学の財産目録に多

少とも容易に組み込まれ糟たであろう。
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(3) 経験的研究への偏り

さらに、上記の第二点に関連して、日本の計量地理学が一般的傾向として、経

験的研究の活発さとモデリング揖力の低調さを特色としてきたことを、第三点と

して指摘できる白とれは、奥野(1980)によっても言及されていた。ここで言う経

験的研究の内容のスペクトラムは、前述した単なる記載ないしは現状分析から、

特定のモデル・恒説の検証作業まで、広い範囲にわたっている。そのようなスペ

クトラム上で各研究が占める位置の遣いにもかかわらず、初期には大型計算機、

最近ではパソコンといったレベルにおける豊富なソフトの存在が、経験的分析を

促進させこそすれ、妨げることはなかった。とはいえ、ソフトの充実に支えられ

ていたので、特に詳細な統計学的訓棟を必要とせず、に、また、計量地理学の主彊

に賛意を示そうが示すまいが、経験的研究をともかく行い樽たのである。われわ

れは、計量地理学の普及・定着に対するこの要因の貢献の大きさを忘れてはなら

ない。

とはいえ、経験的研究を中心とする、わが国の計量地理学の成果を田園すると、

近年では、旧来の方法の単純な適用というレベルから脱して、高度イじを道げつつ

あることも事実であるa ここでいう高度化には、横々なケースがあった。倒を挙

げれば、既存の方法に新たな次元(ここでは時間)を追加して、時空聞の4Ii:量個

向面分析や時空間因子生陣学的研究を展開するケース(田中， 1979;小方， 1985; 

若林， 1987;小畏谷， 1988)、多次元尺度法を利用した変革の普及過種の説明にさ

いして、従来のような単一の構成要素に代えて植数の構成要素の蕗成する共通空

聞の抽出を可能とする方法に注目したケース(杉浦.1980、並列的な機能地域し

か抽出しえない従来の因子分析の技術論的な問題を、階層的な機能地域を抽出し

うる高層因子分析の利用によって克服したケース(矢野;1984)、既往の空間的相

E作用モデル・一段階目的地選択モデルに替えて、地図パターン問題の克服を意

図した階層的目的地遭択を仮定するモデルを用いたケース(Ishikawa，1987， 199 

0)、などがあった。これらは、より一般的な枠組みの探求と要約することもでき

る。
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このような意味での高度化自身、外国の先行研究から一定の刺融を得てはいる

が、かかる動向に接すると、特に1970年代以前に多く現れた、比較的単純な経験

的分析との聞に、一線を面する必要があるように思われる。計量地理学への注目

が始まって約30年の歳月しか過ぎていないが、この聞にこの分野は確かに尭屈し

たと言わざるを得ない。

さらに立ち入った考察を加えるために、筆者はここで檀宜的に、計量地理学の

内容を統計地理学と数理地理学に二分してみたい4)これは、帰納法と槙樺法と

いう区分にも通じるところがあるが、ここでは数理モデリングの能力の有無とい

う点を強調したいため、かかる旧来の表現は憤わない。統計地理学は、基本的に、

統計的方法が所与であり、その枠組みに大きな変更・修正を加えることなく、デ

ータの適用結果やその含意の検討に重点を置くものである。統計地理学の中心を

なすのは、多変量解析の地理学的応用であろう。計量地理学は、これ以外に点パ

タ}ン分析，空間的自己相聞などの空間統計学的手法、韓形計画・グラフ理論・

マルコブ連鎖・ゲーム理論などの数理的手法などを利用してきたが、これらの諸

手法の大枠に改査を加えずに利用する研究を、ここでは統計地理学のカテゴリー

として考えている回したがって、前述のわが国における経験的研究の盛行は、別

言すれば、統計地理学の活祝とも表現できる。

これに対して、数理地理学は、数理モデルの展開を通じて、地理学的問題を検

討しようとするものである。このカテゴリーにおいては、仮定の暫定から、最終

的なモデルに到達する論理的な道節こそが重要であって、経験的データの使用は、

どちらかといえば二改的な問題であり、提示したモデルの経験的妥当性の例証と

いうニュアンスで使われることが多い。したがってモデリングという作業は、数

理地理学の重要な要素を構成することになる固この分野に関しては、残念ながら

わが国の成果は乏しかったのである5) しかし、世界的には、 1960年代までの計

量地理学は、統計地理学的な色彩が強かった(ウィルソン， 1976)が、 1970年代以

降米英などでは、数理地理学の色合いが急速に強まってきたように思われるB つ

まり、計量地理学のフロンティアーにおける重心は、統計地理学から数理地理学

にシフトしてきている。



言及したい。表ill-1は、 1988年におけるIGUの数理モデル作業グループの集会の直

同グループのコレスポンディング・メンバ-91名に対して実施された計量

さらに、 Gai1e(19g0)の報告を参考にして、計量的方法の各トピックの将来性に

地理学の栂々な方法の将来性に闘するアンケート調査の結果を示したものである。

Gai1e (1990. p.97)による日表中の「平均値Jは、各「方揖Jの有望性の相対

語判明断粍弘明知年期3t背 J同 地 品 駆
除いた人数で除して得た数世である。 r方法」は、この平均司選の小さいものから
l置に並べた。
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逆にシミュレーション・モデル、計算処理モデル(内容の詳細は不明)、空間的選

択モデル、空間的予副モデルといったモデリング関連のものが有望との評価を得

ている。数理地理学の分野では今挫、ますます他の社会科学分野の発展の艶曹を

受けることになろう、との指摘もある(Odland~.， 1989)。

ところで、統計地理学と数理地理学のバランスという点からみて、おそらくわ

が国と対照的な特徴を示すのが、イギリスである。同国では、双方の領域におけ

る既往の成果が、 「英国の見解Jというサプ・タイトルを冠した単行本(IIrigley

and Bennett， 1981)の申で、誇らしげに回顧・展望されている。この国では、地

理学とプランニングの結びつきが伝統的に強固なこと、ならびに数学・物理学・

プランニングなどの分野で制闘を積んだ¥IIilsonを地理学に迎えたことが、散理

地理学発麗の源泉となった、と考えられる(石川1，1988a， pp.209-218)。このよう

な条件の揃うことが数理地理学発展の必要条件であるとすると、計量地理学のこ

の分野が強い国は、世界的にはむしろ散が少ないのではなかろうかとの推翻も成

り立つ。つまり、日本のように、依黙として統計地理学を計量地理学の主たる内

容とする固も塞外多いのではあるまいか。もしそうならば、日本がそうであるよ

うに、統計地理学を主体とする状祝は、イギリスが体現しているような数理地理

学にも強い状況へと、必ず変わらねばならないのであろうか。

しかし、各国における地理学の伝統や、語学問分野聞や社会における地理学の

地位や控割などの多様性を考慮に入れると、これらの、国ごとに異なる姐自の事

情から独立した、上の展開に対する普遍的な回答はありえないであろう。つまり、

統計地理学と数理地理学のバランスは、国ごとに遭っていてもやむをえないし、

その意味で数理地理学の発昆を機械的に;念ずるには丑ばないであろう a

とはいえ、これとは別に、計量地理学において数理地理学の欠落が意聴するも

のも考えておく必要があろう。筆者は、それは、計量地理学がその誕生期に自ら

の最大の存在理由とした、地理学理輔の構築作業への積極的な参加が睡しくなる

ことではないかと思う。つまり、統計地理学の枠内でも仮説やモデルの検証作業

が一応可能ではあるが、理論づくりに直接立ち向かうというよりは、どうしても

経験的妥当性の検討や、それらに対する・異講申し立てや部分的な訂正要求に、意
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義が限定されがちになる回このような文脈でも示唆的なのは、イギリスの数理地

理学が、農業立地論・工業立地論・申心地理論などの各種の伝統的立地論を、エ

ントロピー最大化型の空間的相互作用モデル(Wilson，1967)を駆値して書き換え、

さらに動学化も試みて、新しい理論体系を作ることに成功したことである(Clar-

ke and Wilson， 1989;矢野， 1990， p.140)固世界全体から見たわが国の計量地理

学の~の薄さが、理論的曹積の乏しさにも起因しているとすれば、統計地理学の

み活発で、数理地理学が弱いのは、やはり~IZJ行的といわざるを樽ないe

(4) 社会的貢献の弱さ

わが国の計量地理学を特色づ砂る第四の点は、応用的研究、なかんずく地域計

画や地域政策などの分野への参加を通じた社会的貢献の輔さである6) もっとも、

例えば、土地利用の現状を評価した研究(伊藤ほか， 1976;高揖ほか， 1978)や保

育所の適正配置に関する研究(Kubo，1984)のような、政策提言や地域計画への参

画に意散を示した研究が現れなかったわけではないが、全体的に見れば、社会的

貢献を訴える計量的研究は少なかった。また、コンサルタントなどへの地理学出

身の学生'院生の就職も見られるものの、斯学が計画・政策の立案を担当する領

域への有力な供給分野とはなりえていない。計量地理学の漕在的意義は、現状分

析やプランニングへの参加を通じての社会的貢献7)にあり、望ましいのは、イギ

リスの倒a)が物語るように、応用分野への進出が計量地理学研究を促すとともに、

挫者の前進が前者に還元されたり、そこで修正されるという関偶である。

わが国での上のような事臨は、計量地理学が大きな注目を集めた1960・70年代に

は、地域計画の分野に関しては既に、工学と結構学が強い艶響力を確立していた

こととも無関舗ではないだろう。これらの領域且外でも、地域にかかわる諸問題

の解明・解決や政策の提言といった実用主義的立場(笹田， 1964;成田， 1967;森

裾， 1971)を強く打ち出し、計量地理学とこの点で蹄合する地域科学の尭風間が、

ちょうど計量地理学の発展期と重なった点も、われわれにとっては不幸だった。

地域(問題)に関する学酷的接近を特色として誕生した地域科学が、その佳は経済

学的接近に大きく慣斜してきた事実(高摘， 1983)も、計量地理学者の聞に地域科
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学に対する諌遣さや、社会的貢献に対する忌避屈を生んだかもしれない。また、

わが国における地理学と地域科学の関係は、親密というよりは疎遠と言えないだ

ろうか9)。

ただし、計画への参加という形での社会的貢献の弱さは、別な角鹿から見れば、

地理学のポピユラリテイ popularityI畠}の低さの問題でもある。ポピュラリテイ

が低いから貢献が弱い一方で、貢献が弱いからそれが低くなった、という相互規

定的な闘慌が、おそらく妥当しているであろう固地理学における計量佑動向はし

たがって、社会的効用を強調して、斯学のポピュラリテイを高める絶好の機会で

あった。

英米地理学のポピュラリティについては、他の箇所で述ベた(石J!I，1988a，pp. 

209-218， 1989a)。わが国を対象とした場合、それをどのような基噛から明らかに

しうるかは興味ある視題であるが、簡単な作業ではないので、ここではとりあえ

表III-2 1990年度の科学研究費の分野別国分額
(単位:百万円)
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ず、学問世界での研究予算面から見た勢力関儲を知るために、科学研究費の分野

別配分額(表m-2)を手がかりとしてみてみたい(地域科学は単一の分野として姐立

していない)。地理学への自分の少なさと、購接分野、特に計量地理学と接合する

部分の大きい経書学と土木工学・建築学などへの記分額の大きさにど留意いただ

きたい。なお、わが国における地理学のポピュラリテイのこのような低さがいつ

臣、どのような事情のもとに蕗成されたのかは、地理学史の一つのテ}マとして、

今挫解明される必要があろう。

計量地理学の導入期には、従来の個性記述的視角に替わる法制定立的視角の有

効性のみが強調され、以ょのような点に積橿的な関心を払う主彊はほとんどなか

った 11) 90年代前半の今日から揺り返って、導入以来約30年に及ぶ計量地理学の

研究が、結果としてわが国において地理学の評価の向上をもたらした、とは言え

ないだろう回地理学のポピュラリテイと社会的効用の閤舗は、今日では、次節で

述べる地理情報システムをめくeって、形を変えてあたらめて問題にされているよ

うに思える。
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~1TIt~薪お糠動、きF:

1980年代に入ってわが国では、計量地理学全般に対する関心が急速に退期して

きた。しかし、計量地理学がマイナーな地位に後退したとはいえ、この時期にな

って新しく出てきた、歓迎すべき動きにも注目する必要があろう(正確に言えば、

その一部は1970年代後半から見られた)。わが国の計量地理学の発展とみなせるこ

のような動向を論評するのが、本節の目的である。

(工) 数理地理学の畳場

わが国の計量地理学の空白部とも言える数理モデリングを申心とする研究が、

ようやく畳場するに至った。その先駆となったのは、特に小売業の立地という観

点からみた中心地システムの導出や、中心地聞の麗合に力点を置いたシステムの

動簡やその制御に関する高版の一連の業組(Kohsaka，1983， 1984， 1986a・b，19 

89a • b)である。また、近年発表された、双子都市における人口密度モデルを展開

した井上(1988)、都市内人口分布の固有の中心点を求める方法を見いだした井上

(1990)、人口密度と農業生産性の共変動のモデル化を行った井上・森本(1991)、

定期市の市白血置の統合的説明に向けてのシミュレーション・モデルを作成した

水野(1987)、新開地における人口移動を非繰蕗非平衝システムの枠組みから捉え

た水野(1992)などの研究も、この系譜に属する。

高阪の業績がモヂリングを中心とする研究に転換することになったきっかけは、

本人の田園(高阪， 1986a， pp.2・3)にもあるように、数理地理学研究のメッカであ

る、イギリスのリ}ズ大学への1979年における留学であったa 一方、井上や水野

が、それぞれ数学や化学といった分野からの転身であったことは、わが国の数理

地理学の胎動を考えるうえで示唆的である。つまり、残念ながらわが国のそれま

での計量地理学は、独力で数理地理学を生み出すのが難しかったのである。

このこと自体、経験的研究への偏向の裏返しでもあるが、しかしあまり探割に

考えるべきではないかもしれない。なぜなら、イギリスにおける数理地理学の今
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日の活況が、他分野からウィルソンを迎えたことを大きな契機としていたからで

ある(石川.1988a， pp.209-218)図わが国における数理地理学の今挫の尭昆を意ず

るならば、われわれは、他分野とくに理工系の分野からの参入者を大切に週し、

地理学という学科内で自由に梧闇しうる理境を提供することが重要であろう a 数

理モデリング研究を進めるにあたっての難しさの一つは、学生ー院生の教育であ

るが、この点に関しては Wilson(1978)の報告が参考となろう。

なお、筆者は、数理モデリングの評価にあたっての一つの大きな鍵は、出発点

である前提粂件が、経験的にはたして妥当なものかどうか、であると考えている。

したがって、前提からモデルの導出に至る過謹がいかに見事であっても、前提が

現実と大きく食い遭っていれば、当韻モデルはいずれ見直されざるを得ない運命

にあると言えよう。このような意味で、数理モデルの構築にさいしては、経験的

センスの果たす控割も軽視されるべきでないa

(2) 海外雑誌への寄稿

第二に、従来は海外からの成果の吸収を特色としてきたわが国の計量地理学が、

ここ10年ほどの聞に、米英で発行されている、世界を代表する計量地理学関係の

雑誌に成果を掲載しうるようになったことが、指摘されねばならないq 具体的に

は、前述の高版の散論文(Kohsaka，1983， 1984， 1986a. b， 1989a. b)に加え、杉

浦(Sugiura，1986， 1991)や石)11(1987， 1992)の論文がこれに諒当する。嘱誼の散

村地帯における家屋の分布がポアソン分布にしたがっていることを明らかにし、

点パターン分析研究における古典的地位を築き、計量地理学の論文集(serryand 

Harble， 1968)に採鋸されている、戦前の松井の論文Olatui，1932)を例外として、

わが国の計量地理学が、 1970年代までは輸入一辺倒で先進国の研究と比べて「き

わめて初歩的な段階に止まっているJ(河辺， 1974， p.124)と酷評される状況にあ

った。これを考えると、海外への成果の輸出は研究水車の上昇を意味しており、

鹿賀すべきことである。

とはいえ、これらの海外雑誌に掲載された論文は、基本的な枠組みという点に

聞しては、わが国の計量地理学の広い裾野の上に立った、別言すれば、他の人に
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よってなされた多くの研究に押し上げられてはじめて作成が可簡になった成果と

いうよりは、海外におけるリサーチ・フロンティアーの動きの直接的摂取という

個人的技量に帰する部分が大きいように思われる。その意味で、わが国の計量地

理学全体の成果と手放しで喜べる状態ではない。さらに言えば、海外の主要雑誌

に論文が掲載されることと、当競論文が園酷的に高い評価を得て、海外で顔艶に

引用されることは、それぞれ別の事柄である。これまで実輯をあげたのはあくま

で前者に聞してであって、 t走者の実現にはなお距離があるように思われるロ

なお、ここで在日したいのは、例えば、杉浦や石川の研究(Sugiura，1986， 19 

91; Ishikawa， 1987， 1992)のような、基本的に統計地理学的な研究も、採用され

ていることである白これは、世界の第一維の計量地理学の研究は、高度な数理モ

デルづくりに輔斜しているにもかかわらず、それが、すべてではないことを示駿

している e すなわち、全体的に見て、計量的方法による経験的研究を特色とする

わが国の研究でも、海外からの評価を得られることの証しであるa 今日では、艶

響力の大きな(英語圏諸国の)雑誌ほど、英米以外の多くの国々に編集委員が分散

する慣向がある。これには、流通部教を増やしたいという発行者側の政拍的・商

業的意図もさることながら、その担底には、数理モデルをはじめ、様々の伍説や

概念が、構築の過置で当輯固に特有の条件を引きず、っている可能性があるので、

その普遍的妥当性の探求を、英米以外の、あるいは非ヨーロッパ世界での検証を

通じて得たいという雑誌編集者聞の積極的な意志も働いているであろうと感ずる

のは、筆者だけであろうか。

また、当初の計量地理学にみられたような、物理学を一つの範として、普遍性

のきわめて高い法則や理論の構築を声高に叫ぶという聾勢は、近年では内外を通

じて見い出し難い白これは、対象とするそれぞれの空間システムに固有の条件や、

それらのコンテクストの重要性を基本的に認めつつ、それらを睡やかに包み込ん

だ蕗で、一般化を進めようとする柔軟な方向が強まっていることを示唆していよ

う12)。つまり、日本的な条件や背景を重視する研究が歓迎される方向にあるので

はないか、と推察される。
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(3) 地理情報システム研究の活発化

1980年代以降の時期に関する第三の特色は、地理情報システム(Geographica1

Information System、以下GISと略称)研究が急速に脚光を措びてきたことである。

GIS研究の活発化は、計量地理学の発展とストレートに撞躍してはおらず、その意

味では両者は別の存在とも言える 13)。しかし、実聞のところは、内外ともにこの

トピックは、計量地理学者によって進められてきたという点では、両者の聞舶は

密接である。ちなみに、米英両国でも、 GISは計量地理学の一部門と位置づけられ

ているし (Wrig1eyand Bennett， 1981; Od1and et a1.， 1989)、前出の表面-1に

明かなごとく‘この領域が計量地理学の申でおおいに有望とみなされている。

Chrisman et al.(1989)によれば、 GISとは、 「地理的情報の入力・蓄積・分析

・出力のための統合的パッケージであるJ1 4)。筆者が注目したいのは、この申の

「分析」をめぐっての計量地理学との闇儲である。これまでのわが国のGIS研究の

内容は多岐にわたっているが、どちらかといえば、地理的情報の入力・蓄積・出

力に力点が置かれてきたようである。もっとも、例えば、久保(1980，p. 337)、遠

藤ほかt 1991)、高阪(1993)、村山・尾野(1993)など、分析にかかわる部分を重視

した成果がないわけではないが、そこで注目されている手法(多変量解析に加えて、

エントロピー計算、点パターン分析、地域個向面分析、空間的自己相聞、買物行

動モデルなどの空間統計学的手法)は、今日われわれが計量地理学の財産目揖とし

て持っているものの一部にすぎない。また、 GIS研究全体の中では、計量地理学の

既存の成果を積極的に活用しようとする聾勢自体、強いとは言えないa わが国に

おける今後の調題として、統計分析・モデル・シミュレーシヨンなどとの統合を

通じて、 GISにおけるデータの解析機能の強化が必要である、との意見もある(久

保t 1992)。要するに、わが国では、地理的情報の分析を共通項とした、既住の計

量地理学とGIS研究の有機的な統合は、米国(Od1and竺ta1.， 1989， pp.737・738)

と同構、まだ実現していないように思われる。

GIS研究では.計量地理学に比較して、分析作業のさし示す範囲がずっと広いの

に加えて、それに闇適して、姐自に考慮せねばならない問題も多い(バ}ロー， 1 

990; Openshaw. 1991)。しかし、コンピュータベースの情報システムやコンピュ
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ータマッピングから識別される、 GIS研究の狙自性が空間分析の重視という点に存

する(碓井， 1993)とすれば、計量地理学とGIS研究の緊密化は、後者の地理学的意

義を明確にすることにつながるはずである 15)。そうではなく、 GISをコンピュー

タに支損された地理的情報処理に聞する単なる技術の総体と短絡視するならば、

コンピュータ技術にたけた工学分野に、この研究が吸収きれてしまいかねない。

また、 GISは、 「大学の研究室よりも、行政サイドで発展してきたJ(久保， 19 

80， p.332)という事情を考慮すると、 GIS研究の発展は、前章で触れた、斯学の社

会的貢献の低さを是正し、そのポピュラリテイを高める投割が期待される。同様

の期待は、米国においても存在している 161ロとはいえ、日本のGIS研究の将来性

という点に関しては、必ずしも業観的ではいられない。例えば、日本におけるこ

の領域の牽引者であった久保(Kubo，1987)が、日本の大学の地理学教室はシステ

ムを装備しうるほど十分な予算を持っていないこと、さらに、地図学やデータ分

析が第二次世界大戦能それほど高く評価されてこなかったこと、などの理由によ

り、地理的情報処理に貢献するには地理学教室が弱すぎる、と述べているが、こ

の指摘は重い。ともあれ筆者は、 GIS研究の順調な発展が、地理学全体のポピュラ

リテイの向上に結びつくことを願っている。

(4) 位相地理学の提起

新しい動きの第四の点は、水樟(1982)による位相地理学の提案である。計量地

理学の枠内で語論されることを、著者自是は好まないかもしれないが、以下のよ

うな点で見逃しえない。

すなわち、 1982年の著作『地域の構遭』は計量地理学批判から出発しているが、

重要な点は、この批判が、 1960年代末以降、英語圏諸国においてわが国より時間

的に先行して登場した、反計量の譜輸にタダ乗りしたものではなく、自らのそれ

までの研究経歴を動員しつつ、冒頭の丸山の言葉を借りれば、 「自覚的に現在と

向きあ」って、自分の言葉で語ったものであることである 171 しかし、批判が単

なる批判に終わっておらず、既存の「伝統的なJ計量地理学に替わるべきものと

して、位相地理学という新しい地理学の構築をめざすことになった。
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計量地理学の立場から見て、この位相地理学は次の三つの意義を持っていると

考えられる。第一に、位相数学(トポロジー)は、既往の計量地理学では、グラブ

理論やネットワーク分析という帝で注目されてきたが、それは位相数学の地理学

的適用の短料的で一面的な聾にすぎず1的、もっと包括的で深い揖用の仕方がある

ことを示した点である。位相数学の持つ地理学的含意を、このように広況に論じ

た業績は、諸外国においても見い出し難い。本節の(1)から (3)で言及して

きた動向が、海外の研究に罷署された、あるいはそれを意識した動きであるとい

う意味で、基本的に海外の動向の関数とみなせるのに対し、この動向は、わが国

の内部から姐自に育ったという意時で、世界的に見てもユニークと言えるのでは

なかろうか。

第二に、位相地理学の主張は、計量地理学が従来分析が困難として排除してき

た、地理的現象の質的側面の研究を取り込み、量的醐面のみを捉えてきた姿勢が

抱える弱点を補強することを可能にするし、それによって、計量地理学の視野が

拡大すると期待される。この文脈で控目されるのは、水野(1986，1989)が、海外

の計量地理学の内部において近年徐々にではあるが、集合論・トポロジー・群論

などの「質的J数学が応用され始めている、と述べ、その中でも特にトポロジー

の持つ地理学的意義を重視していることである。つまり、位相地理学の視角は、

計量地理学の申から生じた新しい動きに通じているのである。

以上のような意義が考えられるものの、筆者には現段階の位相地理学に不満が

ないわけではない。水樟は、多樺体を現実的に描き出すことの難しさを韓り返し

述べ、それを理由にして、地理的現象と数学的実在との聞の対応関晶を酷密に立

証することをしないで、対応の可能性を単に言葉の上で示唆しているケースが少

なくない。また、結章にあたる rlX地域と撤骨可能多様佑」の箇所は、ほとんど

が数学書からの引用で埋められているロ

いまこの点を、カタストロブイ一理論に関する識論をめぐって、具体的にみて

みたい。これは、位相数学の領域における近年の新しい動向であり、質的変化の

数学として1970年代初頭に畳場した固水棒がわが国の地理学者の中で最も早くこ

れに注目したことは、明記に植する。この理論は、 1970年代以降における英語圏
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諸国(特にイギリス)の計量地理学において、大きな脚光を描びた(Wilson，1981a 

• b;石川， 1988a， pp.91-99)。したがって、このトピックを軸として、伝統的な

計量地理学者と水樟の立場の差異を、垣間見ることができる。両者で大きく異な

る点は、前者では、コントロール蛮散や状睡変数の次元が比較的低い誼論が中心

となる慣向はあるものの、カタストロフイーや分峨を生むメカニズムの数理的関

冊の具体的な特定に大きな関心が払われているのに対し、能者では、その点につ

いての執着が弱いことである。これは、実証研究に結びつく、理論の操作的展闘

に対する熱意の有無と言い換えることもできる固

要するに、水漕の研究は、基本的に、位相地理学の潜在的可能性を力説したと

いう性格の業組であり、その意味ではおおいに興味深いが、克明な実証研究は未

だ不十分であるロしたがって、位相地理学の確立は今挫の輯題と考えられる。現

段階では、計量地理学と位相地理学はそれぞれ別の存在であり、この状閣では、

京方の主揺が吏わることは難しいように思われる。しかしながら、計量地理学の

側で、質的現象の数理的研究の重要さを器載し、他方、位相地理学の倒で、 トポ

ロジーと地理的現象の対応規則を蹄密にし、それに基づいた実証研究に踏み出す

とすれば、両者の融合が達成される日はそう遠くない、とも考えられる。それは、

旧来の計量地理学の面白が大きく変わることを意味するーそのさいには、もはや

計量地理学という呼称は明、らかに不適切となるであろう。
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建議議離~:麗;臨事務i哉の種郵

本章の官碩で、わが国の計量地理学のおおよそ1980年以降における退割の原因

に聞して、米英を中心とする英語圏諸国の動向の闇数であったのかどうか、とい

う問題提起を行った白この章では、この間題に対する回答を探りたい。

英語圏諸国を中心とする計量地理学、かつて使われた表現でいうところの「新

しい地理学Jが抱えていた問題点であり、その挫の相対的な地位低下を招いた原

田に闘しては、改の野湾0977，pp.30開 31)の指摘が、簡寵ではあるが要点を書い

ている。

地理学を新しい科学方法論によって強佑しようとした方向は、すでに危険な

問題を秘めていたのである白 1つはこの科学方法論が物理学をモデルとする

精密科学の方法論を地理学に適用したものであるが、その方法論で解決され

る地理的事象は限られたものに過ぎなかったということである。分析不可能

な命題を科学にあらずとして排除すると、あまりに多くりものが失われるの

ではなかろうか。第2は本質的には科学方法論上要請された計量化が、それ

自体目的イじされてしまったことにある。すなわち計量イじが分析操作の主主術開

発とされてしまったことである。揮3は論理的略式化を重んじるあまり、論

理的構文のみ重視し、意味輸を軽説、ないし傭視することになった。

以上のような原因によって英語圏輯国では、 1960年代末を分水嶺として、計量

地理学は、地理学の中心舞台から滑り落ちることになった。わが国に聞しても、

上記の諸点が基本的にあてはまると、筆者は考えている。つまり、日本の計量地

理学の退割は、野習が指摘したような英語圏諸国と同様の原因によってもたらさ

れた、と言ってさしっかえないであろう。

ただし、上述の野揮が言及した点に闘して、ここで若干のコメントをしておき

たい。まず、計量地理学が対象としてきた事象や命題の挟さの問題は、前節で論
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及した位相地理学によって、大きく是正されうるであろう。また、第二の点につ

いて言えば、計量地理学が方法への関心を共通項として成立している以上、 「計

量イじj の「目的佑Jや「分析撞作の技柿開発」自体が離しく論難・排斥されるな

らば、この分野の存立は薯しく困難となろう。方法への執着は、計量地理学成立

の必要条件なのである。さらに、米英を申心とする英語圏諸国では、上記の第三

点のために、かつては札Bungeや D.Harvey、近年では筆者の知るだけでも、 E.

S.Sheppard、A.Scott、M.Webber¥R.J.Bennettといった著名な計量地理学者がラ

デイカル地理学ないしはその近接領域へ、関心を移行させていった。しかし、額

融の動きはわが国では見いだされない。この点をめぐっての内外の比較研究は興

味揮い題材であるが、ここでは詳論しえない。

計量地理学の挫退に聞しては、内外ともに同樺な要因が働いていることはわか

ったが、これ以外に、第2・3節での検討から明らかになった、わが国狙自の理

由に関しても、ここで整理しておく必要がある。

まず第ーに、上のような計量地理学の阻界や問題点を、わが国の研究者が自ら

の研究経験を通じて肌で感じた、というより、むしろ、既に1960年代末から米国

をはじめとする詰固では、計量地理学に対する批判が噴出するとともに、それに

代わるものとして、ラデイカル地理学や人文主義地理学が台頭し、結果的に計量

地理学の地位が下がってきたという事実の認識を追随したことが、考えられる固

このような受動的・他樟的な原因の立証は、必ずしも簡単ではない@しかし、少

なくとも、わが国のそれまでの計量地理学の具体的業舗にともかく目を過したう

えで、問題点や限界を本格的に論じた文献が、前述の水溶のものを除いて、ほと

んど見られないという現実19)は、かかる推察の妥当性の有力な書証となりうるで

あろう。水樟の批判が、退割の大きな契機となった、とも考えにくい。つまり、

海外で新しいものが生じた時点で、既存のものの偉退が運命づけられるという、

さきに引用した丸山の言葉に示されるような日本の思想史的特質が、 1980年代以

降の計量地理学の退潮を促した一つの、しかし重要な要因に挙げねばならないの

ではあるまいか。

第二の原因として、わが国では統計地理学的研究を申心としてきたことに関儀



i 

-43・

している。すなわち、理論構襲作業に積橿的な目を向けず、計量的方法の利用を

記載という目的に瞳小化する慣向があったことが、計量地理学への幻滅感を生ん

だかもしれない。また、統計地理学から数理地理学への転換を遂げる力が弱かっ

たことも、研究内容の面で、英語圏諸国との聞きを大きくし、相対的にわが国の

業韻の魅力を乏しいものにしできたかもしれない。

第三に、わが国では新しく畳場した計量地理学が、計画分野への進出をはじめ

とする応用的研究を通じて社会的に活圏しうる唱は、当初より大きく限定されて

おり、その存在意義としての法則定立的立場の重要性を、斯学の内部のみに向け

て訴えざるを得なかったことにも、注目する必要があろう a この結果、地理学内

部でパラダイム変換が見られれば、計量地理学の魅力は容易に失われてしまう素

地ができあがっていたのである。社会的貢献を得ることに成功していれば、 1980

年代にはいって、パラダイム変換が広く認識されても、計量地理学の人気がやす

やすと後退することはなく、少なくとも、それに対する歯止めの役割を果たすこ

とになったであろう。

これらの三つの帯在的原因の相対的な影響度を考えれば、特に第ーの原因が重

要ではなかったか、と思われる。したがって、前述の野湾が指摘した三点と合わ

せて考えるならば、わが国における計量地理学の退潮は、かなりの程度は、米英

を申心とする英語圏諸国の動向の関数ではなかったか、と結論せざるを掃ない。

以上で、 1980年代以陣における退期の原因の解明は、一応終わった。しかしな

がら、ここであたらめて計量地理学の存在意義を問うておく必要がある。換言す

れば、それの欠落や消滅が、どのような意味をもたらすであろうかも、ここで考

えておきたい。まず、経験的研究における具律的分析作業では、依黙として一つ

の有効なアプローチであることを確認しておかねばならない。講に、従来有効な

方法論的枠組みがない場合の有用性については、言うまでもない。また、計量的

方法は、地理学の理論イじに向けての、唯一絶対ではないにしても、有力なアプロ

}チの一つであることに変わりはない。さらに、方法の共通性は異分野聞のコミ

ュニケーシヨンを担すという効用があるが、それが期待しがたくなることが考え

られるa 特にわが酉では、地理学四守欄範酉が伝統的に挟いことを考えると、地
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域科学や都市計画などの、計量地理学の隣接分野との対話が不調になろうし、 そ

れを通じての斯学の地位の向上も難しくなろう 2日}。

さて、次に問題となるのは、 上のような存在意義を発揮するために、 わが国の

計量地理学は今挫どのような方向に進むべきなのか、という点である。まず、従

来行ってきたような、海外の成果の積極的な摂取を続ける必要があろう。特に、

英語圏諸国におけるフロンテイアーの動向を精確に知っておくことが重要である a

これなくしては、海外の研究との対話がうまくはかれないであろう。また、将来

有望と評価されているが、 わが国では従来不十分な闇心しか払われていないトピ

ックに注目することが、考えられる。表ill-1を手がかりとすると、同表の下半分

に畳場しているトピック群が、 それに当たろう。 とはいえ、 このような方向は、

従来の(計量)地理学のみならず、 日本の学問全体が明拍以来辿ってきた道であり、

その意義についてここで極り返すには及ばないだろう。ただし、 明確な問題意識

を持たずに、 この方向に単純に向かうことは、米英の動向の追随を果てしなく操

り返すことになりかねない、 という危慎もある白

むしろ筆者は、 このような既存の揖犠に加えて、 日本の計量地理学を取り巻く

諸粂件を視野に入れた方向の重要性を強調したい。 とりあえず、次の二つの具体

的方向が念頭に浮かぶ。第一は、外国生まれの特定の理論なりモデルの妥当性を、

日本あるいはその一部を空間システムとする検証を通じて確認したり、欧米との

共通成分と日本的な成分をはっきりと分離して特定することである21)。さらに、

それを踏まえた当初の理論やモデJレの書き換えや、英語圏諸国と日本の事倒を包

括するより一般性の高い枠組みの探求も、考えられる。既往の成果を、以上の方

向で整理・紬括する仕事もありうるが、少なくともこれまでは、

には必ずしも積極的な努力が向けられていない。

このような作業

ついて'、第二に、 日本で得られた成果の発展や輸出が、重要である。われわれ

は、 これまで海外の成果の輸入に全力を慣け、 この点を著しくなおざりにしてき

た。しかし、 わが国の計量地理学研究は、外国生まれの方法に完全に寄りかかっ

てきたわけではない。 日本で誕生した統計理論である林(1974)による数量化理論

の利用例として、例えば溝尾ほか(1975)、富田(19九)、中村(1978)の研究が存在
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する22) Wriuey(1985)の著作に象散されるように、 ノンパラメトリック統計学

や質的データの統計分析が、海外の地理学で近年大きな関心を呼んでいるが、 日

本における数量化理論の適用事例は、それに時期的に先行していたのである。わ

が置の人文地理学の領域ではまだ適用例がないようであるが、望ましい適留なモ

デリングを損求するさいの赤池の情報量親輩(坂元ほか.1983)も、地理学的な含

意を持っているように思われる。 とはいえ、 われわれは、以上のような、語るに

足るメイド・イン・ジャパンの業績の地理学的意義を、海外に向けて積極的に紹

介する勢力を怠ってきた。また、前章で論2更した水揮の研究もおおいに刺激的で

あり、 今後のわが国における計量地理学の姐白な発展を望むならば、 その成果の

継承が一つの道を開くであろう p わが国における既往の計量地理学的研究の理論

的合意を、世界の理論地理学の成果町中に適切な評価とともにはめ込む仕事も、

なされる必要がある23) 高捕(1975)や奥野・西岡(1976)が言及している、 わが国

における長い立地論研究の伝統から生まれた水槽の高い成果を、計量地理学の成

果と統合する作業も考えられる2~) さらに、時代に先んじていたが故に短命に終

わらざるを埠なかった、戦前の地域計測論の海外への紹介も、重要な課題として

蔑されている。

筆者はここで、 このような方向のいずれにとっても、世界的な担野での狙自性

の模需が重要であることを訴えたいe たしかに、 わが冨では1960年代から計量地

理学に熱いまなざしが註がれてきた。 しかし、 そこに註がれたエネルギーの膨大

さにもかかわちず、 また、 わが国の計量地理学が過去30年聞に明らかに大きな遭

歩を避げたにもかかわず、 この間に世界的に苗りうる成果が多数生み出されたと

は言い難い。この事実こそ、 われわれは探刻に考えるべきである。 日本の計量地

理学者は一般的に、世界における最新のトピックに関する文献を精力的に読むこ

とを通じて、世界のフロンティアーの動向を摂取する努力を重ねてきたにもかか

わらず、 それと同じ程度の努力を、自己の研究成果の海外に向けての発表には向

けてこなかった。けれども、計量地理学が、書国固有の社会経済的、文化的、歴

史的性格から一応狙立した統計的・数理的方法を共通填として成立している以上、

自らの研究を世界的な文眠での姐自性という点から位置づける曹力が、地理学の
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他の諸分野に比較して、ことさら必要と思われる25)。

加えて肝要なのは、成果が海外の研究者にもはっきりと還元される弟、具体的

には英語で、しかもできれば、海外の著名雑誌に発表することであろうロ計量地

理学は仮説検証を骨子とするフィードバックの過置を通じた理論蕗成を大きな目

曹としているので、わが国で樽られた成果がこの過置に参入してはじめて、世界

の計量地理学の理論イじに貢献することになるa このような尭表の略式は、日本を

対象とする研究が国際的な文脈で持つ姐自性が、論文の閲読制度を通じてチェッ

クされうるし、世界の計量地理学の財産目録に円滑に入ることを可能にする、と

いう意義を持っているa たとえ圏内の雑誌に日本語で発表するのであれ、今佳は、

世界の申での自らの研究の姐自性を探求する姿勢が必要であろう。

筆者は最近、このような方向の槙掃によってしか、わが国の計量地理学が生き

残り、海外からの成果の一方的な事入を脱して、内外の成果の実質的な相互作用

が実現する道はない、と考えている。近年では、日本のデータを佳った海外の地

理学者と日本人地理学者との英語による共著論文も、現れ始めている(Liawand 

Otomo， 1991; Tanaka and Casetti， 1992; Gauthier豆主M.，1992)。かかる慣向

が今能強まりこそすれ、弱まる可能性は小さいことも、意碩に置いておかねばな

らない。以上のような勢力を怠れば、そのような新しい共同研究との接合がうま

く図れないであろうし、何よりも、圏内の既往の成果が、たとえどんなに優れた

内容を含んでいようとも、日本語という壁に阻まれて圏内に孤立し、還に国際的

な脚光を措びることはないだろうロ

繋襲撃し斡議事裏手.~

轄しい散にのぼるこれまでの業績をみると、わが国に計量地理学が十分に定着

したとの見方が可能である。既往の成果の特色を挙げれば、分野や方法といった

点から見て関心はおおいに多様になったが、海外主主まれのモデルや方法の一方的

な利用者にとどまってきた。近年是正の兆しがあるとはいえ、統計地理学的な範

噂の研究に傭っているし、社会的貢献も弱かった。計量地理学が当初目揮として
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いた地理学の理論イじに関しては、わが国組自の顕著な寄与はまだなし揮でいない。

わが国では1980年頃を境に、計量地理学に寄せる熱狂は明らかに醒め始め、今

やわが圃の地理学の中では「俸におしゃられJ(丸山， 1961， p.12)た存在にすぎ

ない。 1970年代が計量地理学を基軸として民闘した10年間であったことを考える

と、この間の動向は、計量地理学の退潮を如実に示している。その原因を検討し

た結果、以上の動向のかなりの部分は、米英といった国々の動向の関数であった、

と考えざるをえないであろう。とはいえ、この小論はあくまで、戦挫の日本の地

理学界における最大般の動向とも言える計量地理学の消長に聞しての一つの整理

にすぎず、別な角度からの別な整理も当然ありうるであろう。

最後に、前述した1980年代以障における新しい動きの中の一つに焦点をあてて、

本章を酔えたいc 上述の退潮の慣向は、必ずしも遺蝿とすべきことではなかった、

と筆者は考えている。むしろ証往の研究や姿勢に対する反省を生み、この分野に

園執してきた人遣の著名海外雑誌への栢枕ぐ寄稿を通じて、世界への尭言につな

がった。わが国の人文地理学の諸分野の申で、他にこのような実蹟を生み出した

分野はいまだ事在しない。わが国の計量地理学は今佳も、世界の申での姐自性を

槙揮しつつ、この遭を遭むべきである。

ところで、わが国の計量地理学の消畳が、人文地理学の他の分野に対して持つ

含意は何であろうか。計量地理学の退割と並行して、英語圏諸国では人文主義地

理学やラデイカル地理学が豊場し、わが国では特に前者が近年大きな注目を集め

ている。しかし、これらの分野では、これまでに水岡や千田の論文Olizuoka，19 

83; Senda， 1992)を酷いて、海外主要雑誌への日本からの英語論文の発表は、皆

無に等しい。とはいえこれらの新分野は、計量地理学臥上に、わが国固有の社会

経詩的、文化的および歴史的な詰特性を積極的に主張しうるという点では、世界

におけるわが国の貢献を明確に打ち出しやすい、という漕在的意義を有している。

これまでは、海外の地理学で新しい動向が生まれるたびに、われわれはそれを

つぎつぎと摂取することにいそしんできたa そのような作業自体、必要で重要な

ことではあるが、それに甘んじて輸出する努力をなおざりにする限り、日本の地

理学の成果が世界の地理学の財産目揖に壷鐘されることは困難であり、学問的成
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果の巨大な輸入超過という歪んだ構図は、いっこうに改善されないであろう。以

上の意味で、計量地理学の軌跡は示唆的と言えないであろうか。
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語

1)ただし、英語圏諸国では今日、計量地理学quantitativegeographyという表

現は、もはや拓語となりつつある。これと密接に関連するものとして、空間続

計学 spatialstatistics、数理モヂリング mathematicalmodeli問、計量的方

法 quantitativemethodなどの表現が比較的よく用いられているようであるが、

これらのいずれも、本稿で言うところの計量地理学の内審の一部をさし示すに

すぎないa

2)同掛の区分に則った1970年代までの成果は、知見の要約も含め、奥野(1980)

によって行われているので、あわせて参照されたい。

3)とこで、モデルとは、 Plowerdew(1989)にしたがって、一般化・数式化を伴っ

た、理論、法則、伝説ないしは組踊イじされた考え、という広い意味で、また、

方法とは、このモデルによる説明のための計量的な舟での具体的な手だて、と

いう意味で用いている固なお、この文献は、今日では、海外の計量地理学者で

も、モデルづくりに対する批判に融虚であることの一例を示しているa

4)その意味内容が筆者と全く同樺ではないが、このような区分は倒がないわけ

ではない。計量地理学の成果の回聞にさいして、例えば、 Wrigleyand Benne-

tt(1981)、では「揮3都統計的方法・モデルJ、 f第4部数理モデル」、

~ilson and Bennett(1985)では「揮2部人文地理学における統計モデル」、

「第3部人文地理学における数理モデル」、となっているし、 Odlandet a1. 

(1989)のタイトルも、かかる区分の有意性を示喧している。

5)ただし、従来わが固において数理モデリングの臨時Eに属する仕事が皆掛だっ

たとは、言えない。例えば、吉村(1930)、村田・吉村(1930)、西村(1969)など

の研究は、おおいに貴重であった。ただし、これらの研究は、本稿で対象とし

ている米固などからの盟主審のもとに活発になった計量地理学研究とは、異なる

ものであった。

6) このような特質が念頭に揮かぶのは、空間的相互作用モデルへの筆者の闇心
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が大きかったことに関連しているかもしれない。

7)この状祝では、 Bennett(1985)が述べるように、旧来の計量地理学の問題点と

してしばしば指摘されてきた価惜自由 value-freeな立場は無意味となり、個

別の応用研究が持つ価惜を積極的に揮し求める必要があろう。

8)イギリスの地理学が関与した公共政策の中心は、 1970年代なかばまでは、経

揖や土地利用のプランニングであった。 1960年代佳半から70年代前半にかけて

最盛期を迎えた都市モデル研究も、この孫請に属するものである(矢野， 1990)。

しかし、経揖が低迷期にはいった1970年代中期からは、米国におけるラデイカ

ル地理学の拍動の影響も受け、公共政捕の社会的・政拍的な諸効果の検討が大

きな比重を占めつつあるという (Bennett，1981)。

9)米国の事躍は、日本との比較で見る限りでは、両者が親密ではなかろうか。

ちなみに、全国の地理学教宜の脆覧資料である、 Associationof American 

Geographers(1992)は、地域科学の教室も含んでいるし、同番によれば、地域科

学の総本山ともいいうるペンシルベニア大学で博士号を取得して、米圏内の大

学の地理学教室に在職している専任教員(assistantprofessor+ associate 

professor + professor)は、 16人(兼担を含む)を数える。また、全米科学財団

National Science Foundationの分野区分では、地理学と地域科学は同ーの部

門を構成している。

10)ここで言うポピュラリテイとは、学問世界・中高等教育・社会における特定

の学問(教科)の評価や人気に関する誼合的な概;念と、お考えいただきたい。特

定の国の特定の学問分野(あるいはその一部)の性格を考える場合には、このよ

うな点での高低が、意外に大きな鍵を揖っているように思われる。

11)米国における計量草命の背佳に、同国における地理学の低い評価という問題

があったことを忘れではならない。同国の1960年代における計量地理学の尭展

が、地理学全体への研究費配分額の大幅な増加をもたちすことになった(杉浦，

1987， 1989b)。

12)米国の計量地理学の近年の動向の一つである、拡頚法 expansionmethodへ

の注目 (Foster，1991)は、その一つの現れではなかろうかg
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13)計量地理学の確立に大きな寄与をしたワシントン学旅は、 1960年代から1970

年代にかけてのGIS研究の草創期にも貢献が大であった a しかし、当時のコンピ

ユータ技摘は数値計算が申心で、国地処理技術が来県であり、そのことが、統

計分析や数理的手法の利用を主とする計量地理学の興暗を生み、他方GIS研究は

遅れをとることになった、という碓井(1989)の指摘は、大変興味裸い。

14)なお、 GISの定義には 力点の置き方によって栂妙な差異が認められるという

(碓井1 1992)。

15)米国におけるGIS研究の活発化の重要な契機となったのは、 1987年6且におけ

る全米科学財団による全米地理情報・分析センタ --NationalCenter for Geo-

graphic Information and Analysis (NCGIA)の設置輯告であった。この結果、

1988年8月に同財団は、カリフオルニア大学サンタパーパラ桂・ニューヨーク

州立大学バッフアロー桂・メーン大学から構成されるNCGIAに財政揖助を行うこ

とになった。この計画では、 NCGIAの活動目輔のーっとして、空間分析手法の改

善と空間統計学の進歩が挙げられているが、これらはまさに計量地理学の内容

に符合するものである (Chrisman 生~.， 1989， pp.776・796)ロ

16)地理学の弱い米国では、 NCGIAの観置が、地理学が大学における主要な研究分

野でなければならないという認識の拡大に控立つことが、期待されている (Fo・

theringham and MacKinnon'， 1989). 

17)この中には、傾聴すべき批判が多い。例えば、地理的現象の考察にさいして

2{ないし 3)次元のユークリッド空聞の枠組みから脱却しようとしないこと(水

樟， 1982， pp.88-92， pp.201・204)，地域の区分と分類を温同していること(同，

pp .115-125)、グラブ理論による分析が地理的実在のつくるトポロジカルな曲面

を軽視しがちなこと(同 I pp.18ト187)、計量地理学の諸分野が有機的に統合さ

れていないこと(同， pp.204・205)、などが挙げられる。

18)表盟国1でトポロジーの将来性がさほど高く評価されていないのは、回答者が

この領域をグラブ理論やネットワーク分析と同義と考えた結果ではないか、と

推察される。

19)ここで念頭に置いているのは、特に1970年代前半に活発に行われた、計量地
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理学の尊入の可否をめぐる語論の申で畳場した批判ではなく、導入が揖み、多

くの実証的研究が輩出し、山田(1986)の言う定着期(1970年代中期以陣)に畳場

したもので、 1980年代以後の退期をもたらした可能性のある批判をさしている。

20)計量地理学者が信奉してきた科学的方法は依然として必要であるという認識

は、例えば Hay(1985)に示されている。

21)かかる担角は、申心地分布のあり方に聞して、ヨーロッパ世界と異なる、日

本的特質の提示に勢めている杉浦(Sugiura，1991)の論文に、例示されているロ

22)周知のSPSSは、米国で開発されたが、日本版に姐自のものとして、この数量

イじのパッケージが早くから追加されていた(三宅， 1973，p.iv)。

23)わが国の計量地理学的研究の理論的到達点および今後の課題を、世界の最先

端の動向を踏まえつつ、丹念に紬括した文献はまだないa 今日ではわが国の計

量地理学の内容は多岐にわたっており、このような作業を単姐で試みるのは、

容易ではない。おそらくは、各テーマごとに専門家が個別にこの作業を行って、

それを集成するという方法が考えられるであろう E

24)わが国の立地論研究の紬括は、 Nishioka(1975)で行われている。なお、立地

論と計量地理学の成果を接合する作業は、テキストという制約の範囲内におい

てではあるが、既に杉浦0989a}によって着手されているe

25)わが国の計量地理学者としては海外で最も知名度が高いと思われる高阪098

6b， p.18)の考えも、ここでの主輯と相通じている。
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第W章戦後における剛人口移動パターンの推移

;a宇治J怯o;::禎tp.

わが国における近代的な意味での人口の圏内移動は、明拍の産業革命期から始

まったと考えられる。そして、それ以降、戦前期までは、東京・大阪を中心とす

る大都市への人口集中が圏内移動の基調をなしていたロ戦挫も少なくとも1950年

代までは、この傾向が維持されてきたといえる(トイパー， 1964;河辺， 1961)。

この問、第二次大戦直後の一時期を除いて、農村から都市への人口移動が主掩で

あった1) 特に、東京・大阪を申心とする大都市圏への人口集申にはめざましい

ものがあった e さらに、国土を、東京・大阪をはじめとする主要大都市圏と、そ

れ以外の非大都市圏に二分した場合、近代以降の主請をなしてきたのは、周辺部

から中心部への流れと言える。このような農村から都市へ、あるいは周辺部から

申心部へという移動は、わが国における近代佑=工業化の過重において不可欠の

要素をなすものであった。

しかし、このような伝統的な移動読の重要性は次第に挫退し、それに代わって

新たな移動柿が顕著になってきている。わが国における特に1960年代の圏内移動

の変化を、人口再生産の動向をも含めた広固な文脈から論じたのは、黒田(976)

であった。披は、圏内移動の新局面を替動の「マルチチャネルmulti-channelイじJ

と呼び、具佑的に、①三大都市圏から非大都市圏への人口説出の増大、 CID大都市

圏内・大都市圏聞移動の増大、@県内市町村聞移動の増大、などを指摘している

(黒田， 1976， pp.61-S3)。このうち、特に①は、伝統的に圏内移動において大き

な比重を占めてきた移動読とは、まさに逆の方向の諦れに担当するため、今日ま

で多大の闘心を集めてきたことは、周知のとおりである巴この新しい移動諸には、

かつて非大都市圏から大都市固に移動し、一定の期聞をそこで過ごしてから、非

大都市圏の出身地に戻る人口が少なからず含まれていると推損されるが、 ruタ
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ーンJという造語は、このような状況から生まれたものであった。

以上は、しかし、戦後の前半期における変イじにすぎなかった。 1960年代までは、

それまで小さな比重しか占めていなかった移動読の台頭という事躍はあったもの

の、基本的に、どの移動誠においても、移動者数の増加を基調としていた。この

ような傾向は、 1970年代に大きく覆されることになった。すなわち、 1970年代に

入ると、移動者数の減少自体が観損されるようになった。特に1970年代の挫半に

至ると、大都市圏と非大都市闘の聞の移動バランスがほとんど均慣するという事

障が生じた。とはいえ、かかる動向は長続きせず、 1980年代に入ると、再び大都

市圏への転入超過が見られるようになった。

このような移動パターンの変化こそが、 1970年代初頭以降における人口移動研

究の活発化(倒えば、二神， 1971;黒田， 1976;社会工学研究所， 1976;岡田，

1976; Mera， 1977. 1986， 1988; ~iltshire ， 1978， 1979a' b， 1980， 1981， 198 

2; ~iltshire and Abe， 1978;南・上田， 1978;斎野・東， 1978;内野， 1980; 

Abe and ~iltshire ， 1980;誤， 1982; Yamaguchi， 1983;伊藤.1984;河辺， 19 

85， 1986;斎野， 1987;酒井， 1991. 1993)を促した、重要な契機となったことは

間違いない。

しかし、他方、わが国における移動の変化をめぐるこれまでの謹論が、とかく

移動の空間的パターンとその変化に偏1 それを生む決定因の解明は立ち遅れて

てきた。ちなみに、 1970年代のわが国における人口移動研究の有力なキーワード

は ruターンjであろうが、この和製英語の持つ意味内容のあいまいさや多義的

な解釈の可能性(山本， 1974; Wiltshire， 1979a}の問題は別にしても、それを包

み込んでいる、大都市圏から非大都市圏への移動を引き起こしている原因に関し

て、他の移動読と比較して、いかに異なっているのかに閲する精細な識論は、必

ずしも多くなかった。また、 1970年代末からは、日本の経験が、他の先進諸国の

事倒と組組しているとの起識が広まりだしたE これは、日本の経験を世界の文脈

で位置づける視野をもたらしたが、内外で共通する要因に閲する本格的な樺鼎は、

ごく最近ようやく緒についたにすぎない。

移動パターンの変佑を、人口転換 demographic'transitionの昔段階と対応さ
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せて理解しようとする Zelinsky(1971)の論文は、人口移動の長期的変化を、歴

史的な強風段階の枠組みとして捉えようとするさいの包括的な見方を量供してお

り、その意味ではおおいに興味探い。しかし、挫述する、 1970年代における先進

諸国における移動転換の出現は、挫の仮説の妥当性を視本から展開視させている

し、何よりも、披の識論自体、移動の空間的パターンの論語に比重が偏っている

恨みがあることを、指摘しないわけにはいかないa

本章の目的は、以陣の第v-咽章iとおける、人口移動の決定固とその変化を解

明する分析の基礎作業として、戦後の都道府県聞移動の空間的パターンの推移を

提示することである。以下館2師では、 5年間踊の都道府県ごとの純移動の動き

を概観し、ついで第3節では、国土を中心部・周辺部と二分したさいの両地域開

の移動バランスという観点から、推移を検討する。

(@.@H蹄;識動F重信義務尭韓君主

いま、戦能における移動の推移を、具体的なデータによって観察してみよう n

表1V-1は、 『住民基本台I国人口移動報告~ (ただし、 1967年以前は『住民畳錨人口

移動報告.!I)を利用し、 1956年以降の5カ年ごとの都道府県別腕移動車を示したも

のである@これは、 5年閣の純移動数(転入者数一転出者数)を、同資料に記載の

ある当競期閣の開始年の10月1日現在の推計人口で酷したもゆである。

それによると、 1950年代後半でプラスの腕移動率を示すのはわずかに 8都道府

県で、このうち北海道を除けば、いずれも東京・名古星・大阪などの大都市をも

つか、あるいはその周辺に位置する県である。一方、その他の諸県の多くでは、

人口の純揖出が著しい。この傾向は1960年代前半にもほぼ受け継がれるが、埼玉

・千葉・神奈川などで郊外化による転入超過がみられるとともに、東北地方およ

び西南日本では概して読出傾向が加速イじしている。 1960年代佳半にはいると‘非

大都市圏での転出超過の鎮静イむの兆しが見えるとともに、大都市圏およびその周

辺では、千葉・京良両県を除き、転入超過の水車は低下ないしは停滞している。

さらに、 1970年代前半になると、夜城・滋賀などが郊外化による転入超過が強



表町-1 戦能における純移動率の推移
(単位:%) 
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まるのを除けば、ほとんどの都道府県の純移動率の絶対値がぜロに近づく慣向を

看取できる。 1970年代後半は、さらにこの慣向が強まり、純移動率が一層ゼロに

近づいている。この時期は、純移動がプラスを記錯したのが28都道府県、マイナ

スを記錯したのが19県であり、対象期間全体を通じて、プラスの純移動を示した

都道府県が最も多い 5年閣であった。しかし、 1980年代前半に至ると、非大都市

圏諸県で、転出超過の傾向が棒々に勢力を増し、佳半になると、その韻向が顕著

になっている。大都市圏内郊外部に位置する県で、転入超過が強まるが、特に東

京大都市圏内の埼玉・千葉・神奈川でのプラスの純移動の強まりが目につく。

表N-1の観慣からは、 1960年代前半が、農業をはじめとする第一次車業を中心

とする非大都市圏の諸県から三大都市圏への移動が、最も撤しかった時期と考え

うる。そして、 1960年代能半から、大都市圏と非大都市圏の閣の純替動のバラン

スが回笹に向かい、 1970年代桂半に至ってそれがピークに遣した。しかし、 1980

年代には、純移動車の絶対的な水損自体ずっと低いものの、移動パターンが次第

に1960年代の動向に姐てきた。

さらにここで、上述の傾向を別な角度から確認するため、簡単な統計分析を試

たい。ここで利用するのは、対応のある二つの樫本の平均値の有意蓋を検定する

t検定である。もし、表N-lの都道府県の7期35年間にわたる蹄移動率に、時間

的経過の中で変化がなかったとすれば、前挫の2掘の純移動串に有意差がないは

ずである。逆に、有意差が認められるならば、そのz期の聞に変化の画期を求め

ることができょう。

なお、ここで、純移動率が正の数値を示しがちな大都市圏と、負の数値を示し

がちな非大都市圏の県教がせっていれば、日本という空間システムでは、純移動

散の合計がゼロになるので いずれの期においても、純移動率の平均値はぜロに

近くなるだろう a このさいには、この平均値の変動から、変化の画期を特定する

意時は小さくなろう。しかし、ここでは、非大都市圏に属する県の教が圧倒的に

多いので、このような鵬念、は妥当しないロ

さて、 2つの樟本 a、bの平均を Xa、 Xb、槙噂偏差を s.、 Sb、相関偶数を
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r a bとし、標本の大きさを nとすれば、 2つの平均の有意差の検定には、棋の t

統計量が用いられる(岩原， 1965， pp.187・188)。

t a b 
X. - Xb 

2. 2 
S a+sb'-2rabSaSb 

n -1 

ただし、自由度は(n-1)である。なお、ここでは、全期間のデータが描わない沖

縄は対象に入れていないので、 n=46である。二つの平均個の差の有意性を検定

する場合の対立仮説はXa:;:'Xbなので、両酎検定となる。

表IV-2は、計算の結果を示したものである。判定点a=0.05、自由度46-1=45 

に対して、 t分布表より、

I t I =2.014 
α 

となっている。したがって、 t abの絶対値が 2.014より大きいとき、対応する二

つの揖本の平均値に、有意差があることになるし、その慣が大きいほど、 aとb

の期聞の聞で変化が大きかったことになる。

表町-2によれば、 It341 ;6~最大であり、したがって1970年頃が、最も重要な

表町ー2 t検定の結果

時 期 平均槙単偏差 相関偶数 七値

1958・60 -2. 807 5.134 
r12=0.836 t12=-0.052 

2 61・65 -2.778 6.804 
r23=0 .921 t23:::-2.605' 

3 66・70 -1. 744 6.014 
r34:::0.908 t34:::-3.213・

4 71・75 -0.372 4.098 
f4S=0.870 七時:::-1.859

5 78・80 0.262 2.486 
fss=0.875 tS6= 3.016・

s 81・85 -0.314 1.736 
fS7=Q.960 tS7::: 1. 485 

7 86・90 同 0.467 2.158 

「事j は 5園水増で有意a
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しかし画期であり、戦挫における圏内移動パターンの変化の分瞳点とみなせる。

I t 56 Iもこれに次ぐ大きな植を示しており、 1980年頃から新たな変化がまた、

このような統計分析の結果は、 Viningand Pallone 現れたことを意味している。

きれいに対応(1982)や Cochraneand Vining (1988)で言及された変化の画期と、

これは、 1960年代の内I t 23 Iも有意差を記錯しているが、

部においても、変イじが融しかった事を示唆している。

している。さらに、
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i態議鱒織暴麓羅罷藤掛嘉源先繕襲

前節では、わが国における人口移動パターンの変化を、都道府県別の純移動か

らとらえ、大都市国と非大都市圏との区分の重要性についても触れた。わが国に

おける既控の研究で顔用されてきたこの二分法は、大都市圏=中心部、非大都市
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圏=周辺部と言い換えると、海外の先進諸国における移動パターンの変化に関す

る一連の論謹とスムーズに結びつくのである。

すなわち、 1950年代以陣の日本で経験された圏内移動パターンの推移は，国土

を中心部・周辺部と二分した場合の純移動率の水準に蓋はあるものの、北米や西

ヨーロッパの多くの固においても、広く観察されている。この点は、国IV-1に明

かである。日本の動きは、これらの申の西ヨーロッパ周辺諸国の動きに額融して

いる。要するに、中心・周辺区分に基づいた議論は‘わが国の経験を先進世界と

いう広い文脈の申で位置づけることを可能にするという意義を持っている。

この節では、まず中心部・周辺部の区分を行い、それに基づいて戦佳日本の園

内移動パターンの変化について略述しておきたい。中心部・周辺部の設定の仕方

が異なれば、描かれる移動パターンが異なってくるのは当黙である(轟JII，1988)0 

Vining and Kontuly (1978)、Viningand Pallone(1982)、Cochraneand Vining 

(1988)の業揖は、先進諸国で生じた共通的な変化を広く知らしめるという意義を

もっていたが、披らが誼定した中心部の範囲については、疑問を呈するものが少

なくない(例えば， Champion， 1988; Liaw. in personal communication)。ちなみ

に、披ちは日本の移動も取りあげているが、特に充分な担担を示さずに、中心部

には夜城・笛木・群馬・埼玉・千葉・東京・神奈川l・山梨・長野・岐阜・静岡・

愛知・三重・滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山の19都府県をあてている。

しかし、これは、われわれの感覚かちすれば、中心部としてはやや広すぎるよう

に思われる。一方、わが国の人口移動パターンに関する既往文献へ大きなインパ

クトを与えた黒田 (1976)の研究では、大都市圏として、埼玉・千葉・東京・神奈

川|・岐阜・霊知・三重・京都・大阪・兵庫の10都府県が用いられ、以陣この区分

を踏襲する研究が少なくなかった。ここでは、以上のような区分の事例とは姐立

的に、より説得的な中心・周辺区分を槙揮してみたい。

さで、まず国土の中心部をまず定め、強余の範囲を周辺部とみなしたい.従来

のわが国の開価文献では，三大都市圏とそれ以外を非大都市圏とする二区分が顔

用されてきており、中心部=三大都市圏とすることに大きな抵抗感はないだろう a

本師でも基本的にはこのような区分を用いたい。また，対象が圏内移動というこ
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と，さらにデータの入手可能性という点を考えれば，中心部にあたる三大都市圏

を都道府県単位で設定せざるをえない。

わが圏の全体を対象として、都市圏を設定している研究は少なくない(石川， 1 

98gb)。ここで留意すべき点は、中心部(=三大都市圏)から周辺部への移動を論ず

る場合には、大都市圏内部の移動，特に圏内部から郊外部分への移動、すなわち

溢れ出し(あるいは郊外化)との福岡を、極力避けねばならないことである早これ

は、全国的な移動パターンの変化の分析にあたっては、大都市圏の範域が躍めの

基暗にしたがって広めに設定されていれば、このような揖聞が生じにくいことを

意味している回しかも、その基単が簡明であるに越したことはない。そのような

観点から既往の都市圏設定事例を検討すると、総務庁統計局によって、 5年ごと

のセンサスのさい報告される「大都市圏Jが、ここでの目的に合致していること

に気づく 2) この圏域に含まれる人口が、特定の都道府県の過半を占めていれば、

当競都道府県が主要大都市圏、すなわち申心部に含まれている、と判断して差し

支えないように思われる。

裏目-3は、三大都市圏が位置する関東から近離にかけての都府県について、総

務庁統計局によって設定されている上位三つの大都市圏に含まれる市町村の合計

人口が、これら都府県の全体人口にしめる割合をまとめたものである。それによ

れば、 1965年から85年までの聞に、大都市圏人口の比率は、大きく変動していな

い。唯一和歌山のみが、 1970年の 45.60固から75年以陣 5%台へ比率を低下させ

ているのが目立つが、これは、 70年時点では和歌山市が京阪神大都市圏に含まれ

ていたが、 75年からは同圏から離脱することになったためである。しかし、とも

かく70年時点における割合でさえ、 50%には遣していない。要するに，中心市を含

む都府県から郊外に位置する県への人口の溢れ出しの増加は、 1960年代以陣それ

ほど顕著ではない。このことは、本稿のような20年に及ぶ長い期聞の分析に対し

てでも、同ーの都府県群の範囲を固定的に中心部とみなしていい担趣となるロ

さて、大都市圏人口比率が半分を越えているのは、埼玉・千葉・東京・神奈川

・岐阜・量知・滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良の11都府県であるe つまり、中心

部=大都市圏と考え、大都市圏の定義に忠実に中心部を定めるならば、これらの
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大都市圏人口の割合表IV-3
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望官占??持訂正見弘官』門書ß-~賠PARti日?。
『大都市圏の人口』より算出。三重県と滋賀県の大都市圏人
口は、中京と京阪神の両大都市圏に含まれる市町村の合計値
である。

なお、三重は、それ以外を周辺部とみなすのが妥当である。11都府県を申心部、

50出にはわずかながら満たないが、従来は中京圏に入れている研究(例えば、黒田

岡県も中， 1976;伊藤， 1984; Tsuya and Kuroda， 1989)が多いことも考えると、

これら12都府県を申心部に入れるという措置も許されるかもしれない。そこで、

心部、残りが周辺部を構成するとして、各年の移動データの得られる1954年以佳

について、蹄務庁統計局:~住民基本台帳人口移動報告年報』を用いて、中心・周

辺聞の移動の推移を示したのが園町fである。およそ1970年慣を境に、中心部へ

の純揖入が急速に低下していること、 70年代後半には、周辺部から中心部への移

動がその逆流とほぼ等しくなっていることが、理解されるであろう。

なお、;志のため、申心部の範囲を、上述のような12都府県とした場合、黒田(1

さらに、97日)をはじめとして既往研究でよく利用されてきた都府県とした場合、
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中心部の純流入周辺部から中心部への移動
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Cochrane and Vining (1988)で申心部と定義されている19都府県から、総務庁統

計局の定義による大都市圏人口の割合が、 1985年時点で仰の長野・静岡両県を

除いた17都府県とした場合のそれぞれについて、申心部の転入超過を求めてみた。

園IV-3がその結果を示したものである。それによれば、申心部を10、12、17都府

県のいずれにしょうが、描かれる曲棋はほとんど変わらず、 1970年頃を墳に中心

部の転入超過が急落している樺子が理解されよう。

要するに、わが国の戦挫における人口移動パターンの推替を、輪講する場合、

1970年を変イむの大きな分水嶺とする見方は崩れないであろう。特に、 1970年代の

挫半における、転入超過がほぼゼロの水草となる事障の出現は、それまでの園内

人口移動パターンに関する長年にわたって観察された動向を大きく変え、われわ

れの認識に大きな変革を迫る重大なものであった。このようなインパクトの大き

さに鑑みるならば、たとえ60年代までの趨勢の全くの逆転、すなわち申心部の大

幅な転出超過という事臨までは進まなかったにせよ、 1970年代の特に挫半の事躍

をさして、人口移動転換 migrationturnaroundという表現を用いることには、

特に異論はないであろう幻自

輯

1)高山(1956)は、 1940年代の前半と佳半における府県別人口増加率に逆相聞の

個向が見られる、と述べている。

2) 1985年の殻定基単では、 f中心市」は、東京特別区部・横浜市・川崎市・名

古島市・京都市・大阪市・神戸市、 「周辺市町村」は、中心市への15量以上通

勤・通学者数の割合が当該市町村の常住人口の1.日以上であり、かつ申心、市と

連接している市町村である(総務庁統計局， 1988. p.1)。ただし、申心市には、

1965年には尼崎市、 1970年には堺市・東大阪市・尼崎市も含まれている。

3) 日本と額融した動きを示したノルウェーにおける人口移動パターンの変化に

も、同樺の表現が用いられている(Hansen，1989)~ 
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第V章 1~Q5 ・ 70年の要因分析

第町章では、わが国の圏内人口移動パターンの推移について概観し、 1970年前

挫が戦故における変化の分水嶺になっていることを指摘した。また、表IV-2のt

検定の結果より、その時点以前の、特に1980年代においても変イじが相対的に大き

かったことにも、言亙した白これを園町-2と関連させて考えると、 1950年代以前

の変化とは、非大都市圏から大都市圏への移動とその逆流移動の急速な拡大と、

要約できょう。ことに、大都市圏から非大都市圏への移動の増加は、従来は考え

がたかった動きであり、 ruターンj という造語を生むなど、大きな関心が寄せ

られることになった。

本章の目的は、戦挫の前半期における、以上のような移動パタ}ンの変化の規

定要因を明らかにすることである。対象の年次としては、 『国勢調査』のデータ

を利用しうるという点を考慮して、 1955年と1970年を選んだ。第 1節では、分析

手法として利用する回帰分析の技術的問題点に言及し、ついで揮Z節では、採用

する変数の解説を行う。続く第3節において、ニつの年改のデータに対するクロ

ス・セクショナルな要因分析を通じて、要因構成の変イじを解明する。また、第4

蹄では、 1970年が戦後の変化の大きな分岐点に当たることに鑑み、説明変数を多

く用意したより詳細な分析を試み、併せて強差の分析や多重共融性の~審度にも

論及する。

織選急襲輯賊際題点

人口移動は多面的かつ誼合的な現象であり、祖雑に相関連する諸条件の作用の

結果として発生する。回帰分析は、このような要因の錯綜した状況における要因

検出にさいして利用される、最も基本的な手法である(ドレーパー・スミス， 196 

8;キング、 1973;佐和， 1979)。この手法の適用にあたって、留意すべき誼柑的

な問題点を略記すれば、以下のようになろう e
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①都道府県の形状・大きさの差異 データ入手のさいの単位地区の形状・大きさ

の差異が、結果に影響するという問題である。キング(1973，pp.l77・181)は、こ

の問題を克服する試みをいくつか紹介しているが、決定的な解決策はまだ得られ

ていないとしている。しかし、少なくとも単位地区の大きさの遣いに聞しては、

従属変数として移動散をそのまま用意するのではなく、例えば、それを後述のよ

うに、移動ベロシティーの置きに変換すれば、この問題に一応の記慮をしたことに

なろう。

@多重共縮性 これは、いくつかの組立変散が高い相聞を示すと、従属藍散と各

姐立蛮教の聞にいかに強い相聞があっても、偏回帰偶数が求められなくなってし

まう問題であるD 特に、よりよい説明を求めて、独立変数の数を多くすればする

ほど、この問題の影響が潜在的に高まるので、回帰モデ‘ルの適合度と多重共催性

の問題は、 トレード・オフの聞慌にあると言えよう。解決法として、奥野(1974)

は、不要な狙立変数の排除、あるいは独立変数の直交変換、というこつの方法を

述べている。本章では、第4節で、同一変数群についての各移動タイプごとの、

あるいは異なる時点での遣いを問題としているため、前者の方法はとらず、桂者

の方法を試みるa

@誤差項の前提 回帰分析では、誤差(残差)項に闇して、姐立性・不偏性・等分

散性・正規性といった仮定が満たされる必要がある(奥野， 1974)。地理学的観点

から特に重要なのは、このうちの姐立性の前提である。しかし、瞬り合う府県聞

の移動者数は、非隣接の場合より概して多く、そのために回帰分析における残蓋

の姐立性という前提が守られず、強差に空間的自己相聞が見られることが多いa

強差における空間的自己相関の有無の確認には、検定法(Cliffand Ord， 1973， 

pp.87・130;Brandsma and Ketellapper， 1979)を利用すればいい。統計的方法の

枠内でこの間題に対処しようとすれば、一般イじ最小二乗法の利用(例えば， lnoki 

and Suruga， 1981)が考えられる。また、例えば、加藤(1980)や Li訓 andOtomo 

(1991)が行っているように、瞬接府県間移動を l、それ以外の場合を Oとするダ

ミー変散を回帰式に加え、そのパラメータの有意性検定により、この問題の~響

度を吟味することも可能である。しかしここでは、以上のような正面からの対応
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ではなく、やや消極的ではあるが、第4蹄において、地固化した高差の観察に基

づいてその~響度を推定するとともに、瞬接府県間移動のみを対象とした回帰分

析を試みて、この移動揖狙自の要因構成を明らかにしたい。

@移動発生までのラグ 人口移動という行動は、これを引き起こす原因が現れる

とともに、ただちに生じるのではなく、潜在的移動者による判断期間や、移動へ

の措備期聞を艦てはじめて発生する。そのため、現実に即したモデルづくりを行

おうとすれば、原因である狙立変散と結果である従属変数の聞の時間差を考慮せ

ねばならない。このようなモデリングの例としては、 C1arkand Gert1er (1983)、

田淵(1987)、Kontu1yand Bierens (1990)などの研究があるa しかし、このよう

な方法論の発展は比較的新しく (Greenwood，1985;贋松・撞花， 1990)、用意する

姐立変数のすべての時間差を事前に想定しうるほどの研究の蓄積は、まだ得られ

ていない。そのため、ここでは時間差を取り込んだそヂルは考えない。

謀総鰻額密費量

人口移動の規定要因の解明に、回帰分析を利用した研究は多い{例えば、河野，

1963; Olsson. 1965;齢木， 1967;轟川， 1975; Rodgers， 1970;村山， 1985; 

Hatsukawa， 1991)。また、海外諸国にお砂る人口移動の既住研究の整理としては、

United Nations(1973， pp. 159胸 224)、Bogue(1959)、Shaw(1975)といった文献

も参考となる。ここではそれら既存の研究成果との整合性をみるため、伝統的変

散を採用するとともに、若干の新しい変数を追加してその寄与度を検討したい。

採用された変散は以下のとおりである。なお、アンダーラインを柑した変教は、

1955・70年の双方のヂータが得られるものである。

(1)従属変数:移動ベロシティー(人口実掩率)

これは、 i県から j県への移動者敢に、出発地、到着地府県の人口教を加味した

もので、次式から求められる(Bogue，1959)。

Viょ=
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ただし、 Vijはi県から J県への移動ベロシティー、 Mijはi県から J県への移

動者数、 Pは全国人口、 Piは出発地 i県の人口、 Pjは到着地 j県の人口、であ

るe このうち、 Mljは『住民基本台帳人口移動報告』に、 P、Pi、Pjは、 『国

勢調査』から求めた。

(Z)独立変数

①所樽格差 全国の数髄を100.0とする各府県の 1人あたり分配所得の指数値の

格差(到着地府県一出発地府県)を表現している。データの出典は『県民所得統計』

である1】。

@雇用増加 所得格差と並ぶ代表的な経揖的要因の 1っと考えられる。この変数

の指揮としては、 3年に一度実施される『事業所統計調査』において、到着地府

県の1954・57年、 1969・72年の非農柿業事業所における従業員増加率の 1/3、すな

わち年増加率をとった。

@距離 移動の地理的要因があげられる場合、通常、それは移動距離によって代

替されることが多かった。ここでは、国酷による県庁所在都市の主要駅閣の最短

距離を「時刻表」より算出したものを利用したれ。

④彊重品 到着地における都市イじの程度が、移動の要因になっていることを予想

し、 『国勢調査』より、到着地府県の第2枕・第3次人口の比率をもってその指

揮とした。

信農業人口比 これは、 『国勢調査』における出発地府県の農業就業者の比率で

ある。県外への人口涜出が、農業県において概して多い慣向から、姐立変散とし

ての説明力を検討したい。

@中相管理機能 都市成長の起動的要因として、注目を措びてきたものである

(永井， 1967)。この槽胞の計制は容易な作業ではないが、 『日本経済新聞J (19 

70年1且4日号)に包括的な調査結呆が掲載されているので、それを利用した。問

調査は、全国84都市(都道府県庁所在地都市、人口20万以上都市、さらに室蘭、釧

路を加えたもの)に関する行政機関、企業本社、報遭機関、情報施設のデータを得

点イじして算出したものである。ここでは、各都市ごとの揖点を到着地府県別に合

計したものを、指棋として利用する。
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⑦一人あたり民力水車 移動が各府県の全体としての力関舗のほかに、一人あた

り人口の総合力の差異によっても艶署されることを予想し、独立変敢に含める固

そのような意図に拍うと思われる「朝日新聞民力調査』における一人あたり民力

水場より算出した府県間格差(到着地府県ー出発地府県)を利用した。これは、民

力指数を人目指数で割って得られた物である。民力指数は、基本指数、産業活動

指数、消費指を 1:1:2の割合で総合化したものである(朝日新聞社， 1972， p. 

12)。

@年齢 人口移動は、年齢選択的に尭生する現象であり、特に若年層の比率が大

きい。ここでは『国勢調査』を利用し、出発地府県の15・39麗人口の比率を採用し

た。

@教育 教育種度も移動の選択的要因として重要であり、高学歴者ほど概して移

動傾向が大きい。 li国勢調査』より、出発地府県において最科卒業学校が、短大

.高専・大学である者の比率をもって変数にあてた。

骨累計移動量 上記の 9変数は、従来の移動論においても論議されてきた説明変

数である。ここではさらに、近年その重要性が認識されてきた行動論的視点010-

lpert， 1965)に関連する、移動行動の指向性に閲する 2変散を新たに加えたいa

一つは累計移動量であり、他は次に述べる非移動性向である。すでに形成されて

いる移動報の存在は、たとえ遠距離閣の移動であれ、移動を円滑ならしめるとと

もに、それを促進ないし加速イじする力さえもっているロこの変数の適切な指揮を

見出すのは容易でないが、ここでは『住民基本台幅人口移動報告』より、 1965・6

9年の過去5年聞における移動者累計数を利用する。ただ、この場合の難点は、従

属蛮数である移動ベロシティ}と制度が異なるとはいえ、移動の説明に移動をも

ってするというト}トロジーを免れないことである。昭和戦前期における繊維労

曲者の移動の分析に酷し同構の指標を用いた西川1(1966，p_17)は、これを「地理

的制約のほかに、心理的、社会的、文化的因子Jを総括した「距離効果Jと呼ん

だ。前掲の変数@がいわば物理的距離を示すのに対し、この指揮は移動者の目的

地に対する親近躍の韓民を代替するという点で、 『心理的距離j の変数とでも呼

ぶζ とができょう a
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。非移動性向 累計移動量の変数とは逆に、同ーの場所に長く居住している者に

とっては、居住地の変更はある程度の抵抗感を引き起こさずにはおかないであろ

う(Liawand Otomo， 1991)。かかる非移動性向が、移動の阻害要因として意外に

大きな控割を損じていることが予想される。そこで、 『国勢調査』を利用し、出

発地府県において出生時より現在地に居住している者の全人口に占める比率より

指揮を求めた。

薄日望号胃構成の褒桔

以上、移動の仮説的な規定要因として、 1955年で 6変数、 1970年で11変散を用

意した。その検証は、得られるパラメ}タの有意性検定によって行われる。なお、

観翻体は i県から j県へという移動誠であり、 46都道府県間移動のケース散は、

2，070(46 X 46-46)である日なお、府県内移動は、分析の対象に入れない。本節の

基本的意図は、戦後の前半期における人口移動パターンの規定要因の変化を、ク

ロス・セクショナルな分析を通じて解明することである。なお、従来のこのテー

マに関する論議は、大都市圏・非大都市圏という二分法に基づいて論語されてき

たので、ここでもその枠組みを踏襲したいs 具体的には、

A.全体の府県聞移動

B.非大都市圏から大都市圏への移動

C.大都市圏から非大都市圏A の移動

D.大都市圏聞移動

の4つのタイプ別に分析を行う。そのさい、大都市圏の範囲をいかに定めるかが

問題になる。

移動データは、都道府県聞のレベルで表章されており、そのため特定の府県を

分割するような大都市圏は融定できないため、ここでは一応便宜的に、以下の黒

田0976，p.25)の府県分担に従う e すなわち、埼玉・千葉・東京・神奈川を京誤

大都市圏、岐阜・愛知・三重を中京大都市圏、京都・大阪・兵庫を京阪神大都市

聞とする。また、大都市圏内移動は、府県単位では正確に把撞しがたいので、考
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損の対象から除外した。したがって、上記のB・C'D各移動タイプのケース数

は、それぞれ360、360、66となる目 Aタイプの都道府県間移動全体を100.0%とす

ると、 B'C・Dの各タイプは、それぞれ、 1955年の場合、 33.1%， 17.3耳、 6-0%.

1970年の場合、 29.8%.20 _ 5%. 7.聞を占める。わが国の園内移動の推移からみる

と、 1955年ではBタイプを、 1970年ではCタイプを特に注目せねばならないであ

ろう。なお、このように、全体の移動菰を分割して、個別の同質的な移動菰ごと

に回帰分析を行うという方法は、河野(1963)で先駆的に試みられており、本節で

の分析もその髭響を受けている白

原データは、平均O、標準偏差lの槙瞳化正規変量にあらかじめ変換している。

このため、得られる偏回帰偶数と観噛偏回帰4語教は等しくなるので、佳者の比較

によって直接、各組立変数の相対的な貢献度を検討しうる(奥野， 1977， p.279)。

変数の有意性の検定は、パラメータ推定値に閲する t検定によって行える。キャ

リプレ}シヨンにあたってはステップワイズ型回帰分析を利用したが、ここでは

最終ステップのみを呈示する。

なお、回帰分析を円帯に行うため紅、対象とする変数群を正規分布に近づける

ため、対数変換を行う方法も考えられる。実酷そのような措置を講じた方が、高

い適合度を実現しやすい。しかし、ここでの目的が、異なる年次での、異なる移

動説ごとの要因の解明にあり、それは、パラメータの有意性検定によって可能で

あるし、対数織形型の回帰分析に伴う問題(Haworthand Vincent， 1979)も無担し

えないので、分析に含まれる変数群の対数変換は行っていない。その結果、適合

度を示す決定偶数r2値は、以下の表に示すごとく、相対的に低い水槽にとどまっ

ていることを、あらかじめお断りしておきたい。

まず、 1955 ・ 70年の両年にデータの得られる 6聖教について、 A~Dの移動タ

イプごとの分析を行い、圏内移動の転換期の前挫における要圏構成の差異を検討

する巴結果は表V-1のとおりである。

まず、 Aタイプの 2，070ケース全体についての分析結果をみる。双方の年棋で

回帰全体は有意であると判明した。 1955、70年で、全変動の24.0%、20.7%をそ

れぞれ説明しているが、決定偶数は低落している。これは移動の規定要因が、こ
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表V-1 6組立変数骨折の結果

A.錦繍 B223iz c・操真聖移書動
D.犠ザ

圏への

変数 (2，0701;-}.) (3601;-1.) (360ト}.) (66ト1.)

1955・ 1970・ 1955・ 1970・ 1955・ 1970・ 1955・ 1970・

0.19・ 0.11・ 0.38・ 0.52・ -0.36・-0.32・ 0.40 0.05 
-0.04・ 0.09・ 0.07 0.12・ -0.02 0.14・ -0.14 
制 0.40・-0.42・ -0.50・-0.44・ -0.50・-0.44・ -0.51・-0.50・
0.10・ 0.04 0.05 ・0.05 0.12 0.14・ 0.20 0.24 

年農業人齢口出 -0.12・-0.10・ -0.08 骨 0.18・ -0.16 ・0.03 -0.42・-0.64・
0.06 ・0.02 -0.01 ・0.14・ ー0.20 ・0.06 -0.45 

重相関偶数 r 0.490・0.455・ 0.626・0.513・ 0.577・0.481・ 0.717・ 0.714・
決定偶数 r2 O. 240 0 .207 0.391 0.263 0.333 0.232 0.514 0.510 

1.検「刊定のは結正回帰5全d体E告とで重有相意関の偶も数のγ:対する F検定、 標輩偏回帰偶数に対する t

2. 「ー」は、段階型回帰法で、回帰式に含まれない変数。

の15年間で一層撞雑になっていることを端的に表現するものである白また、 B'

C ・Dの各タイプの決定偶数は、いずれもAのそれより高く、大都市圏・非大都

市圏というカテゴリ}に基づいた、ケースの分割が有効であったことが確認され

る。距離の変教が、両時点において、それぞれー0.40、-0.42という絶対値最大

のパラメータを持ち、最も重要な要因であることがわかる。 吹いで大きいパラメ

}タを示すのは、 1965年では所得格差の変散の0.19であり、この変数は1970年で

は0.11へと減退している。これは、所得格差の要因が器響力を弱めてきた事実を

示噴している。

次に、 1955年に-0.12というパラメータをもっ農業人口比の変散は、 15年佳に

-0.10へと若干重要性を弱めた白しかし、却方とも 5%水噂で有意と検定されたa

農業人口比を人口描出の要因とした先述の見方からいえば、パラメータはプラス

の持号をもたねばならないはずであり、予想と逆の結果が帯られた。これは、島

業人口比よりもむしろ非塵業人口比の動向によってもたらされた結果のようであ

り、都市イじの進行した府県で移動性向が高いと解すベきであろう。
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到着地府県の都市化の変数は、 1955年の0.10から45年の0.04へとパラメータを

減退させており、人口移動への蕗響力が弱まったことがわかる。年齢の変数も、

やはりパラメータが小さくなっているが、 1955年の0.06というプラスの個が示す

ごとく、かつては10代後半から30代までの若年層が移動の中心であったことがわ

かる。他方、雇用増加の変数は、パラメータが-0.04から0.09へと変化しており、

双方とも 5%水輩で有意と認められた。これと同棋の経詩的要因でありながら、

所得格差の要因の毘響力が弱まっているのに対して、雇用増加の要因は、その重

要性が所得格差の要因よりなお劣るとはいえ、意義が増大したことは興味深い。

次に、 Bタイプの非大都市圏から大都市圏への移動の分析結果をみてみようロ

6狙立変数は、それぞれ1955、70年で全変動の39.1%、 26.3%を説明し、説明カ

の挫退が著しい白この15年間における r2の下陣分は、四つのタイプの申では最も

大きくなっている。 1955年に 5%水睡で有意と認められたのは、距離と所得格差

の2変数のみである。特に、所得格差のパラメータは、 0.38から0.52へと罷響力

を高めた。これは、非大都市圏から大都市圏へという古典的な移動パターンが、

所得格差の要因によって規定されてきたことを、再確認させるものである白雇用

増加・農業人口出・年齢の三変数のパラメータは、 1970年にはじめて有意と判定

されており、この15年間における回帰モデル自体の適合度の低下にもかかわらず、

有意な規定要因の数自体は増えており、それだけ要因構成が祖雑佑してきた。

観いて、 Cタイプの大都市圏から非大都市圏への替動の分析結果を検討しよう。

決定偶数は、 1955年の33.3%から15年後にはほぼ10%落ち込んでおり、近年この

タイプの移動誠においても、規定要因が多掛化・極雑化を遂げた3)。両年次で絶

対値最大のパラメータをもつのは、距離の変数である。また、 ruターンJ現象

の説明にさいし、既往の研究で指摘された原因の一つに、非大都市圏での就業機

会の増大がある(舘ほか， 1970， pp.201・202)。分析結果は、この指摘を明らかに

支持している。すなわち雇用増加の変数は、 1955年ではー0.02というパラメータ

をもっており、 5%水車で有意と認められなかったが、 1970年に至ると、パラメ

ータは0.14に増大し、かっ 5%水車で有意と検定されている。他方、所帯格差の

変数も、比較的絶対値の大きいパラメータを示している。パラメータがマイナス
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の搾号をもっているのは、大都市圏内都府県で所得水準の高いことから考えて当

部である。 -0.36から-0.32というパラメータの蛮佑は、要因としての重要性の

若干の佳退を意味するが、それは、 1960年代前半以来の府県問所得格差の均街化

領向(田剖， 1987)と軌をーにするものであろう。さらに、都市化の変散のパラメ

ータは柑増して、 5%水増で有意となっている。

説いて、 Dタイプの大都市圏間移動の分析結果を検討する。 1955、70年の各時

点での決定偶数は、それぞれ0.514、0.510で全変動の半分以上が説明されており、

四つのタイプの申では最も高く、しかも15年間での変化がきわめて小さい。この

移動タイプの決定係数は、特に1955年には雇用増加と年齢の2変数が、段階型回

帰法によって排除されているので、残り 4変数が相対的に高い説明力をもってい

る。両時点の独立変数のうち、距離の華教のパラメータが大きく、安定したしか

も強力な要因であることがわかる。また、農業人口比の変教のパラメータは、マ

イナス方向に増大している。両年玖において 5%水準で有意であるが、大都市圏

諸県で農業人口比がかなり低いことを考慮すると、これは非農業人口比によって

生じた変化であり、出発地府県で都市イじが進んでいるほど、プッシュ要因として

強く作用する事情を物語っていようロそれらの他に、あいにく5出水準で有意とは

なっていないが、 1955年の所得格差の0.40、70年の年齢の-0.45というパラメー

タが目だつが、前者は三大都市圏のうち、最も所得水揚の高い京誤圏への移動の

比重が大きかったためと思われる。なお、 1955年時点で年齢の蛮教がステップワ

イズ回帰分析から排除されているが、これは、ここで採用している15・39揖人口の

比率と言う点では、大都市圏内の10都府県で特に大きな差がなかったことに起因

するものかもしれないa

以上、 4つのタイプ別の回帰分析の結果を検討した。いずれの場合も、 1'2値の

水壇が概して低いことに不満は残るが、 F検定の結果、回帰全体および重相聞偶

数について有意であることが確認されたので、その意味では良野な分析結果であ

った。来説明変動に輔された要圏をさぐるためには、棋の作業として残差の検討

がなされねばならない。しかし、本節の目的が、 1955・70両年間での要因構成の

変佑を明らかにすることにあるため、強差に聞してはここでは言及しないロ



-77岨

き主義1\ll!l;j轍畠聾撒際主義誕生肝概容さ~~;.;:i~，場議室歴

(1)キヤリプレーシヨンの結果

前節では、人口移動の量的拡大と大都市圏から非大都市圏への移動の増大によ

しって特色づけちれる、 1960年代の前挫における要因構成の変化を取り出したe

かし、 1970年は、第町章でも言及したように、戦佳における圏内人口移動パター

ンの変化の分水嶺に当たる重要な年である。かかる重要性に鑑み、本節では、狙

この年の立蛮教の数を増やして、前節同様A・B・C.Dというタイプごとに、

データのより詳細な分析を試みる。

回掃全体および重相関

5%水車で有意と検定された。 1955年の 6

F検定の結果、分析結果は表V-2に示したとおりである。

冊数は、いずれのタイプに聞しても、

11独立変数分析の結果

A.全体の府 B.非大都市圏 C.大都市圏か
県間移動・ から大都市 ら非大都市

圏への移動・ 圏への移動

D.大都市圏
間君事動・

表V-2

数変

(66ト];)

所得格差

星間襲
業人自民
申枢管理機能
士人あたり民力水準

教育水撞

韓首聖書

課思議ぞr
1. r. Jは、回帰全体と重相関輔教に対するF検定、揮瞳偏回帰偶数に対する t
2. 検定の結果~'5跡坦で有意のもの。

「ー」比段階型囲帰誌で、田帰式に含まれない変数回
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姐立変数分析の場合に比較し、いずれも決定冊数が増大しており、従属変散の変

動を説明する力が一層高まっているといえるe これは、おそらく単に組立変教を

増やしたこと以上に、累計移動量の蜜散を回帰式に取り入れたことに帰国してい

よう。そのことは、間変数のパラメータの大きい耳・ Cの移動タイプで、決定偶

数の上昇が著しいことからも推摂される。また、年齢の変数のパラメータが、 6 

姐立変数の場合より絶対櫨が増大し、寄与度が高まっているのも、累計移動量の

要因の強さに引かれたためであろう。累計移動量の変教は、若年層の比重の大き

いB.Cの移動タイプで強く作用し、比重の小さいD昭タイプで比較的作用が弱

いロこのことは、累計移動量の変数と年齢の変数のプラスの相聞を暗示している。

ちなみに、両変数の単相関偶数は、 4つのタイプすべてにプラスの髄をとってい

る回

さて、まずAタイプの結果を検討しようロ 11の弛立変数は全変動の38.0%を説

明している。パラメータを観損すると、距離・累計移動量・非移動性向の変教が、

それぞれ-0.43、O.油、 -0.35という、絶対値の大きい値を示している。一方、

従来の圏内移動で重要な要因とみなされてきた経揖的要因のうち、雇用増加の変

散は5判水槽で有意であるが、パラメータ値は小さい。所得格蓋の変散は-0.02

で、有意な貢献をしていない。

次に、 Bの移動タイプの分析結果を吟味する。これは、従来から圏内移動の主

体をなし、 1950年代半ば以後急速にその規模を拡大してきた移動流に関する要因

分析である。累計移動量・一人あたり民力水単・所得格差・距離といった変数で、

それぞれ0.57、0.49、0.40とプラスのパラメータが大きく、いずれも重要な要因

であることがわかる。また雇用増加の変数も0.25という値を示し、有意な貢献を

している。所得格差や雇用増加の変数の重要性は、大都市圏への移動者が経済的

要因に強く導かれていることを物語る。さらに、一人あた哲民力水車や累計移動

量のパラメータの大きさは、移動要因が経措的凪外の多面的な要因にもわたるこ

と、および労働市場における労曲力の結語地と需要地の伝統的な聞蝿の強さを示

している。一方、マイナスのパラメータを持つ蛮散としては、まず、中栢管理機

能のー0.65という値が注目される。この機能は人口吸引の要因であるという先述
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の恒説からいうと、パラメータはプラスの値をとらねばならない巴予想と反した

この結果の説明は容易ではないが、おそらく多重共繰性が~書しているものと考

えられる4)。さらに、距離蛮散は-0.55というパラメータを示し、有意な要因と

なっている。非移動性向・年齢の変数も、やはり 5%水増で有意と検定されたa

続いて、 1960年代を通じてその数が増してきた、 Cの移動タイプの要因分析の

結果はどうであろうか011独立変数は、全変動の45.8%を説明する。この決定輔

教はBタイプより低く、したがって大都市圏への硫出よりも、その反対読の方が、

より祖雑な詰要因によって規定されていることになる白雇用増加の変散のパラメ

]タ0.13は、 5%水坦で有意と判明したため、非大都市圏での就業機会の増大が、

この移動流の説明に有効であることが確認された。パラメータの t検定により有

意と認められたのは、上記変数の他に、プラスでは累計替動量・一人あたり民力

水輩、マイナスでは非移動性向・教育・年齢・中枢管理機能・距離の諸変散であ

る。教育水噂の変数がー0.28というパラメータをもち、 5%水草で有意と碑認さ

れた。この移動誠には、 ruターンJが一定理度含まれていると推察されるが、

この結果は、 ruターンJ人口の中では高専・短大卒業以上の学歴を持つ移動者

が、相対的に低いことを示唆している。申枢管理機能のパラメーター0.21は、こ

のタイプの移動誠に聞しては、目的地における問機能の集積度が、移動者を引き

付ける力とはなっていないことを意味している白さらに、一人あたり民力水準の

変数の0.19という有意なパラメータ植は、非大都市圏の生活環境が大都市圏に比

べ、相対的に上昇してきたことを意味しているのかもしれない。

さらに、 D タイプの大都市圏間移動の分析結果に検討を加えよう。~陪型回帰

法によると、所得格差・農業人口比の 2つの変散は要因としての重要性が小さく、

回帰式に含まれていない。しかし、残りの9変散は、全変動の62.0%という高率

の説明力を有している。 5%水噂で有意と検定されたのは、わずかに累計移動量

・距離・年齢・非移動性向の4変数である。年齢の変散の-0.62というマイナス

のパラメータは、このタイプにおいては15・39揖人口の担う投割が、 B'Cの両タ

イプより小さいことを意味している。累計移動量のパラメータは、ともに B'C

の両タイプに比較して小さい値をとっている。これは、 B・Cが大都市圏、非大
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都市圏という異質なカテゴリー聞の移動であって、心理的摩擦を和らげる既存の

移動流の春在が大きな担割を損じているためと思われる包逆に、大都市圏間移動

は同質カテゴリー聞の移動であるため、既成の移動誠にはあまり毘響を受けない

であろう。 1955・70年の6狙立変数分析および1970年の11狙立変数分析において、

このDタイプの移動が最大の決定偶散を示すのは、結局、同一カテゴリー聞の啓

動のためと、考えていいのではあるまいか。

ー一一一+ +2.0 ~ 

ーー・~ 一一2.0

o 200km 
L----L-ー・4

図V-1 全体の府県間移動(Aタイプ)の強差

E 

F宅

i 
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(2)高差の検討

A'B ・C'Dの各タイプの分析における蔑差を時味し、採用しさて、次に、

た蜜数によってなお説明されない変動が、いかなる要因に起因しているかを明ら

このような作業は、最小二乗法の恒定をなしている誤差項の組立性かにしたい。

が、実際に守られているかどうかの判断に関する重要な点である。

ケース散が多いので、Aタイプの全体の府県間移動の場合に聞しては、まず、

槙準イじ撞差の絶対個が2.0以上のケースのみを考察の対象とするD 国V-1をみると、

モデルの過小推定東京・神奈川閣の移動を除けば、すべてプラスの残差を示し、

プラスの強差に闘しては、隣接府県閣の移動が、しかも、の傾向が顕著である。

人これは、隣接府県聞では、45ケース中実に40ケースと圧倒的な多数を占める。

口移動の活発なことを意味し、本章第l節で論及した隣接性の霊長曹を雄弁に物語

るものである。つまり、未説明変動に隣接性という要因が潜んでいることがわか

る。

ここで、瞬接府

この啓動流が持つ独自の性格を明か

これを回帰分析の揖乱要因とのみみなすのではなく、

県間移動のみを対象とした要因分析を行い、

そこで、

隣接府県間移動の分析結果表V-3

隣接府県間移動・ (172ト7-)

型水力
飽
民

比

掛

り

量

向

蓋
加
離
佑
口
理
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齢
瞳
動
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格
増
貯
人
管
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動

得
用
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業
枢
人
育
計
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雇
距
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農
中
一
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輯
累
非

-~jö 

:1:11. 

数変

0.680・
0.462 謀略ぞr

「事Jは 5出水準で有意。
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にしてみたい。同樺の分析を試みた先行研究としては、わずかに河野(1963)の論

文があるにすぎず、そこでの分析の対象年枕であった1956・61年の聞の5年聞に

おいてさえ、要因構成や適合度の面での変イじが大きいことが指摘されている。大

都市圏・非大都市圏間移動および大都市圏間移動が、圏内移動のうちの長距離移

動にあたるのに対し、これは、短距離移動の規定要因を明らかにすることを意味

する。

府県間移動全体の2，070ケースのうち、陸上で県墳を接するケースは172ケース

ーーー-+ +2.0-

一---+1.0-+2.0 

-一一一> -2.0--1.0 

l
i
l与

1
t
t
L
i
f
-
-
f
k
l

o 2ilOkm 
』ーーーー--'

図V-2 非大都市圏かち大都市圏への移動(Bタイプ)の高差
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存在する。隣接府県間移動は、 1970年では、都道府県間移動全体の36.4%を占める

{ただし、その60国あまりは大都市圏内の移動である)。原データの樟塑化ののち得

られた分析結果は、表V-3に示したとおりである。パラメータが5%水噛で有意な

のは、プラスでは累計移動量、マイナスでは年齢・非移動性向・距離の3変数で

ある。これらの要因群は、大都市圏間移動のそれと類舷しいる。表V-2において、

B ・Cのタイプで有意と検定された要因の教が寄8個であるのに対し、 Dタイプ

およびこの隣接府県間移動では各4個と少なく、要因構成が比較的単純であるこ

-一一+ +2‘0--

一ーー- 十1.0ー+2.0

-ー---~ -2.0一一1.0

-・・・・・3炉 一一2.0

o 200km 
』ーーーーー占田ーー--..1

国V-3 大都市圏から非大都市圏への移動(Cタイプ)の強蓋



h 

i 

-84・

とを示していよう。累計移動量の変数の偏回帰偶数は、 B'C'Dのタイプのい

ずれよりも小さいが、 ζれは近距離移動が長距離移動よりも、移動に伴う心理的

抵抗の少ないことを暗示している。

次に、 B以下のタイプについては、揮準イじ残差の絶対世が1.0以上のものを取り

あげる。 Bの移動タイプの残差を示した図V-2をみると、東京と大阪への移動に

おいて絶対値の大きいケ}スが目立つ。 -1.0以下の残差を示すのは、奈良・和歌

山かち東京へ、群馬・山梨・長野・静岡から大阪へのフローである。 これは、前

~ +2.0 ~ 

一一ー-- 十1.0-+2.0 

--・
-2.0一一1.0

o 200km 

』ーー-晶ーー~

図V・4 大都市圏間移動(Dタイプ)の強差
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者では大阪、後者では東京が、目的として強い吸引力を発揮していることによる、

モヂルの過小推定と理解されよう。強差が十1.0以上のケースの目的地は、目的地

が京浜圏あるいは京阪神固にある場合に大都市圏の周辺に多いロまた、目的地が

中京圏にある場合は、北海道から三重へ、あるいは鹿児島から愛知へといった、

長距離のフロ}でも+1.0以上の残差が見られる。これは、中京圏が京浜、京阪神

という有力なニ大人口吸引圏にはさまれているため、労働力の給源地をこの 2大

都市圏を飛び越えた遣隔地に求めねばならない事情を反映していよう a

また、 Cの移動タイプの残差を検討すると(国V-3)、京阪神圏・中京聞から周辺

県への移動はプラスの符号をもち、モデルの予副値を上回っている。一方、東京

から京城・静岡へのフローの顕著な過大推定は、京浜圏の中心部からの郊外化の

進展を考慮に入れると、意外な結果である。また、東京から北海道・新謁八、大

阪から広島・福岡へのフローは、わが国の都市システムの上位を占める都市を抱

える発着地の閣のフローであるだけに、過小推定、すなわちプラスの彊差が見ら

れるのでは、という事前の予想に反する結果となった。申枢管理機簡の変散がプ

ラスではなく、マイナスの有意なパラメータ植を持っていることを、どう解釈す

るかに関連して、単位地区聞の階層的結び付きの効果の取り込みに、今後改善の

余地がることを示喧している。

さらに、 Dタイプの残蓋をみると(園V-4)、絶対値1.0以上のケースは、すべて

京阪神圏と中京圏の聞の移動に聞してである。すなわち、三重と大阪および京都

との聞については、モデルの過小推定が認められ、三重県が京阪神大都市圏と強

い闇慌をもつことをうかがわせる。他方、峨阜と兵庫および大阪との聞の移動は、

モデルの過大推定が見られる。甫関東の一都三県を発着地とするフローが、国v-
4に畳場していないことから、これらのフローに関しては、回帰モデルのあてはま

りが比較的良妻子であると言える。

以上、各タイプごとの回帰分析に関する残葺に検討を加えた。蹄じて、残差は、

隣り合っているか近距離にある府県聞のフローで、プラスの大きい値を示すこと

が多く、この意味では、残差の組立性の前提は破られている。マイナスの撞蓋を

もっケースについては、蹄合する目的地の盟主審や、階層的結び付きの効果の特定
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が不十分であることなどが、推察された。また、大都市圏と非大都市圏の境界部

に位置する府県の閣のフローで、比較的絶対値の大きな蔑差を持つケースが目立

ここでの大都市圏の範囲の取り方に対する疑義にもつながるであろう。つのは、

多重其帳性の器響度(3) 

これまでの結果の解釈においては、多重共繰性の問題をほとんど考慮してこな

そのIt響度を明らかにしてここでは、十分調足のいくものではないが、かった。

ここでは直吏変この問題を回避する 2方法のうち、おく。本章第1節で示した、

換挫のデータを重回帰分析の入力ヂータとする方法(Massey，1965; Riddell， 19 

A~Dの各タイプのすべてにこの方法を施すのは煩雑なのなお、70)を試みたい。

Aタイプの全体の府県間移動に限定する。で、

回槙埠化挫の11姐立変散を主成分分析にかけ、データの直吏化を行う。まず、

これら上位4成分は転を行わないで、固有櫨1.0以上の成分は4つ得られたが、

この4成分に関する 2，070ケース全変動の82.2%という高い累積寄与率をもっ。

、っ-吉の揮担強化成分樽点を4つの独立変数とする重回帰分析を行う。従属変教は、

までもなく、表V-2のキヤリプレ}シヨンのさい用いた移動ベロシティーである。

これは当初のモデルから尊かれ4姐立変散は全変動の29.0%を説明しているが、

た38.0%という説明力を下回っており、多重共帳性の問題を回避しているかわり、

モデルの説明力は減退したことになる。データの直史化桂における各蜜散のパラ

メ}タの求め方については、次の Riddell(1970)の方法を参照した。

M 

b l=三J r km q In 

m=1 

bkは k番目の姐立変数の、多重共縮性の艶響を抜き去った挫の新しいここで、

q聞は回掃r krnは k番目の組立変散のm番目の成分に関する負荷量、パラメー夕、

卦析から得られた m番目の成分得点に関するパラメー夕、 Hは成分の数であるa

シエラレオネの首都フリータウンへの移動率を説明すベく、 15の姐

立変数に対して上述の方法を試み、当初の15変数を使った回帰分析で r2=0.60、

Riddellは、

i
L一

昨
臨
能
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直克変換挫の舗回帰係数表V-4

パラメータ
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・0.14
・0.07
0.39 

“ 0.35 

変

iir;:規融轍為

直史変換桂は r2=0.63、変換の前後におけるパラメータに関するスピアマンのjlm

ここでの11姐立変数を対象とした、上記という結果を得たD位相闘舗数は0.15、

当初のパラメータを示したのが、表V-4であり、両の方法から得られた新たなと、

スピアマンのli阻位相関偶数は0.34となっ者聞のピアソンの積率栢闘偶数はO.師、

ここでの結果は、 Riddellの結果ほどには、多重共帳性の可したがって、ている。

それを除去した場合のパラメータの大きなくい遣いがない能性を含んだ場合と、

こと、すなわち、当初のモデルにおいては、多重共帳性によって分析結果があま

り乱されていないことになるe

表V-4をみると、距離や累計移動量の変数は直売変換佳もパラメータに大きな変

イじはなく、依黙として重要な貢献をしていることがわかる。雇用増加や一人あた

ほとんど変化がない。他方、所持格差や非移動性向

の変散は、直交変換挫のパラメータの絶対値の落込みが激しく、先の分析では多

り民力水準の変数の寄与も、

重共融性に景品響されて、パラメータが適切に推定されていなかった可能性を窺わ

それほど大きな説明力は持たせる。さらに、パラメータの絶対値からみる限り、

ないが、農業人口比・年齢・教育水準といった変数は、直克変換の前後で、パラ

メータの侍号が反転しているのも、見逃せない。
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J>.lち;鞍京trJ

以上、わが国戦後の園内人口移動を取りあげ、 1955年と1970年における人口移

動に対する回帰分析を通じて、規定要因を明らかにした。その結果得られた知見

を要約すれば、以下のようになるa

①この15年間で、 4つの移動タイプすべてにおいて決定偶数が減少しており、移

動の規定要因が近年多樺化・甚雑化していることがわかる。この傾向は、特に非

大都市圏から大都市圏への移動において顕著である臼

@大都市圏聞移動と隣接府県間移動の要因構成は、大都市圏・非大都市県聞の移

動より単純である。

@所得格差・雇用増加の変数で代表される経揖的要因に聞して言えば、所得格差

の彰響力は低下しているが、雇用増加の要因は近年むしろ重要性を増している。

@距離は、いずれの移動タイプにおいても、安定した強力な要因である。また、

残蓋の分析より、隣接性の要因も無担しがたい艶響力をもっていることが推察さ

れたa

@目的地府県の主要都市における申栢管理機能の集積は、必ずしも人口移動の強

力なプル要因になっているとは限らない。

@他に、累積移動量や非移動性向といった移動行動の指向性に関する裏目、さら

に、年齢・教育などの移動者の属性に閲する要因も重要である。

わが国の圏内移動の変化をめぐる語論が活発化したのは1970年前佳からで、 ζ

れには、従来大都市圏への大量の転入超過の艶に隠れて目立たなかった大都市圏

から非大都市圏への移動が、 1960年代を通じて着実に増加してきたことを契機と

している。これは、いわゆる人口 ruターン」を、その一部として含む移動輔の

増加でもあったa そのため、かかる動向は、それまでの過晴・過密問題の解消へ

の糸口を与える「敵迎すべきJ現象であった。にもかかわらず、本章の分析結果

によれば、大都市圏から非大都市圏への移動の要因は他のタイプの移動より祖雑

であるうえ、回帰合析における適合度も低く、なお不明の点を多く残している。
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大都市圏の範囲をいかに定めるかの問題も、分析結また、残差の分析を通じて、

ruターンj の

という点とも絡んで、無視しえ

これは、果に少なからぬ艶曹を及ぼしていることが確認された。

定義や、郊外化との区別をいかに適切に行うか、

ない問題である。以上のことは、従来、 ジャーナリスティックな扱いがやや先行

大都市圏から非大都市圏への移しがちであった ruターンJを包み込んでいる、

動の実腫把揖および性格規定を、髄密に行なう必要のあることを意味していよう。

また、圏内人口移動は、全体で一つのシステムを構成している瓜上、移動パタ

ーンの変化を論ずる場合、長距離移動としての、非大都市圏から大都市圏への移

さらには、短距離移動としての、府県内移動や大都市動や、大都市圏聞の移動、

圏内移動、あるいは隣接府県間務動に対しても、同様の関心を注ぐ必要がある。

Zelinsky (1971)が試みたような、人口移動の歴史的な発展設陪の設定という作業

も、移動の単なる空間的パターンの推移の観点のみからではなく、本章で行った

ような規定要因の解明をも踏まえてなされるべきであろう。

ところで、移動パターンの変化を探るさい、祖数の時間断面に対するクロス・

その時点だセクショナルな回帰分析は、相互作用パターンの変動を、基本的に、

けの変数から担こそぎ説明することを目指すもので、変化の説明に必ずしも置結

という難点を抱えている(石川， 1993) a また、離れた 2ないし 3時点のしない、

クロス・セクシヨン分析から判明する結果から、われわれは、それらの時点を直

このような見方しかし、線で結ぶような形で変化が進行したと考えがちである司

は危険を伴う。なぜなら、景気循環や、吹章で言及する、若年人口の規模のよう

な楯環的・周期的な要因によって規定される変イむを見逃しかねないからである巴

かかる危険性に鑑み、第百.VJl章では、本章とは異なる見地に立った要因分析を

試みている。

なお、潜在的移動者による目的地選択として、ここでは暗黙のうちに、岳部道

府県が相互に独立した選択肢とな習うることを恒定している。しかし、このよう

な選択肢の姐立性の経験的妥当性もまた、開われねばならない。このような観点

から、第XI章で、移動の規定要因の構成を単純化した状況においてではあるが、

二段階の目的地選択を想定した分析を試みている。

f

L

主主
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3県のデータが不明であ同統計では、 1955年の46都道府県のうち、1)ただし、

るーその県については、 1956年の当競県指数x(1955年の指数の全国平均/19

56年の指数の全国平均)、によって得られる県民 1人あたり分配所得の推定値

を利用した白

2)北海道と本州を結ぶ場合は青函航路、本州と四国を結ぶ場合は宇高航路と仁

堀航路のうち短距離の方を用いた。

3) B' Cの移動タイプに関する15年間における決定偶数の下降は、各姐立変数

の非大都市圏諸県聞格差が大きくなったことに、鯨閤偶ではなかろう a 非大都

市圏に属する36県聞の変動舗数を求めてみると、都市化の変散を除く 5変散で、

いずれも変動偶数が増大しているロ

4)中枢管理機能と、所得格差・一人あたり民力水準・累計移動量の変数との相

間部教は、それぞれ0.74、0-78、0.81である。

E 

i 
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戦能における先進諸国の圏内人口移動パターンは、かなりの額融性を示しつつ

展開した。すなわち、国土を中心部・周辺部に二分した場合、 1960年代には中心

都への大量の純移動が記揖されたロ しかし、 1970年代には、 中心部から周辺部へ

の転出超過か、あるいは申心部における腕移動が大幅に減少することになったB

さらに、 1980年代にはこの傾向が逆転し、 1960年代の水暗には遺く及ばないにせ

よ、中心部での純移動が再び強まる傾向をみせる国が多かった(Viningand Kon-

tuly， 1978; Wiltshire， 1978; Vining and Pallone， 1982; Fielding， 1982; 

Cochrane and Vining， 1988)。日本における移動パターンの変化についても、 以

上のような要約があてはまる(揮町章参照)。 このような過去20年間に生じた人口

の再分布に閲する変化は、 1970年代以後の人口移動研究にお貯る重要な一分野を

なしてきた。多数の先進諸国で以上のような現象が同時的に生じた原因について

は、 これまで仮説的な検討はあるものの、調足すべき説明が与えられたという段

階には、残念、ながら、いまだ到達できないでいる。

ところで、 これまでに提示された恒説は、 Hugoand Smailes (1985)によれば、

次の八つのまとめることができる(なお、 これは、直接的にはオーストラリアにお

ける1870年代の移動転換を念頭に置いた整理であるが、先進諸国における包括的

な整理がない現状では、まずこれを手がかりにせざるを得ない).①1970年代の転

換は、経揖不況によって生じた一時的な現象である白②大都市圏と非大都市圏に

おいて、年齢およびライブサイクルの異なる人口の割合が変化したことに起因す

る、人口学的な事象である。@政府による大都市からの製造業の分散政策が成功

した結果である。@全国的な現象というよりは、 一部の恵まれた非大都市地域に

おける一定の産業(拡業や軍事産業など)の成長による雇用拡大に聞連した事象で
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これらの地域ある。@大都市圏における規摸の不経語と社会問題の結びつきが、

からの描出移動を促すことになった。⑨距離効果の弱まりが、通勤圏をより広い

範囲に拡大させることを可能にした巴⑦価値観や生活様式の好みが変化した結果、

大都市地域での居住が嫌われ、農村部や申小都市での居住が好まれるようになっ

た。@脱工業イじ社会のサーピス経揖イじという構造変化の結果である。

次章は上記の中の@の仮説に闇揺する分析である白本章では、近年注目されつ

さつある視角、すなわち第二棋大戦直挫における出生率の上昇(ベピーブーム)、

らにその挫の出生率の低下によって引きおこされた、若年人口の供給数の変化と

この移動転換に対して持つ寄与の瞳度を解明することを目的としていう要因が、

上記の整理の中の②の恒説に関連するかここでの観点は、したがって、いる1)ロ

もしれないが、 Hugoand Smailes(1985)の言う内容は必ずしも明瞭でないので、

両者が同ーのものであると断言することは避けたい。

ベビープ}ムは、ほとんどすべての西側先進諸国で時を同じくして生じた人口

上述のような、移動パターンの同時的変化という現象の説明に学的事象なので、

この点は、 1970年代の移しかしながら、一定の貢献をすると恩われる。対して、

動転換の原因を撮る国眼的比較研究(倒えば、 Viningand Pallone， 1982; Fiel-

一顧だにされていないとding， 1986; Frey， 1988; Champion， 1989)においては、

いっても過言ではない。 このような人口学的決定困を重視する移動転換論は、倒

Greenwood (988)、 Planeand Rogerson えば、米国における Rogerson(1987)、

日本にお砂る山口 (979)や伊藤(984)などのように、各

このうち、わが国を対象

、、
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、
国ごとの研究の申で個別に風聞されているにすぎない。

とした山口、伊藤の論文は、 1940年代以障の出生率の変動の帰結として、潜在的

事動者としての若年層の人口が1970年代に割減したことに論及している。このよ

うな変動は、わが国では、いわゆる人口転換の終結以前の出生率の比較的高い水

温が、それが耕了した低出生率の水準へと変イじした時期に重櫨しているために、

かかる人口学的要因が増幅され、他の圏々よりも膨曹が顕著に現れた可能性が大

日本の移動経験に対する若年人口の供給数の変化という動因が、

と推噴きれる。漕在的な大きい説明力を有している、

きい。つまり、

i 
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表VI-1 1960伺 85年における年齢別人口の変佑
(単位%)

年齢階輯 1960-65 1965-70 1970・75 1975・80 1980-85 

。-4 3.71 8.27 13.57 ー14.86 -12.40 
5・ 9 価 14.87 3.95 9.55 12.24 -14.95 
10・14 -16.22 -14.43 5.40 t6~ 19:~~ 15・19 17.22 '16.48 -12.30 
20・24 9.45 17.54 -14.90 -13.57 4.59 
25-29 1. 74 8.67 18.77 神 16.25 -13.47 
30・34 10.15 1.39 10.047 4 -1153..935 1 
35・44 21.62 15.51 7. 5. 
45・54 6.37 11.51 23.03 16.34 5.76 
55・64 11. 20 10.96 9.89 12.53 23.08 
65・ 14.78 18.61 20.92 20.10 17.10 

. --ーーーーーー--ーーーー白ーーー冒---一一一品・ーーー四冒ーーー・ーーーーーーーーー---一一一一晶圃・----

計 5.28 5.54 7.88 4.55 3.44 

『国勢調査』より作成田

ところで、移動パターンへの島署という点では、コーホート規模の変化は移動

率の変北と関連させて論ずる必要があるe なぜなら、移動率は潜在的な毒事勤者の

年齢次第で大きく変わるからである。ちなみに、わが国を対象とした、モデル移

動スケジューjレを特定した研究 (Instituteof Developing Economies， 1990， 

pp.85・133)によれば、 15-29揖人口がきわめて高い移動傾向を示している。一般的

に言えば、より移動率の高い若年層の変化の割合が大きいほど、全体の移動パタ

ーンの変化も大きくなるロ特に、わが国の事倒で重要なのは、 1940年代佳半に生

まれた団塊の世代を含む規模の大きなコーホートが、 1960年代に、 10代挫半から

20代にかけての移動率の高い年齢に到達したことである。出生率が急速に低下し

た1950年代に誕生したコ}ホートは、 1970年代にその年齢に到達した(表百-1参

照)。また図百-1は、都道府県間移動率(全国人口に対する都道府県間移動者数の

割合)の推移を示したものである。この移動車は、 1950年代申期に始まった桂揖の

高度成長期を通じて上昇したが、 1970年の4.11国をピークとして、以陣は悼々に低

下している。移動車のこのような趨勢は、移動率と1970年代の移動転換との寓密

な聞保を描翻させるに克分である。
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回VI-1 

ベビープームに結びついた人口学的要因の役割は、米国の移動転換に対する、

Greenwood(1985， 1988)、Clark(1986，pp.55屯6)、Rogerson(1987)、Planeand 

これら

の成果や、前述の山口や伊藤の研究から一定の刺激を受けている白わが国では70

年代における若年人口の規模の収縮という事実自体は、比較的よく知られている

Rogerson (1991)、 Plane(1992)などによって注目されている。本研究も、

それが移動転換に対して槙じた貢献に聞しては、従来必ずしも十分な光があが、

山口や伊藤の研究では、潜在的他出者数の推計に力てられていない。ちなみに、

コーホート規模の拡大によ点が置かれている。また、米国で報告されたような、

る習慣市場の供給圧力の高まりによって、大量のベピープーマーが中心部から周

はたしてわが国でも妥当するのかどうかの検討も辺部に読出したという説明が、

ない。加えて、上記のわが国の研究では、若年人口数の変化という、労働市場の

供給聞の条件が、需要倒の条件を反映する経詩的要因と結ぼれた本格的な謹輸は、

いまだ風聞されてはいない。そのような研究の不足は、 しかしながら、移動パタ

ーンの変イbに対する人口学的要因の効果を計るさいの適切な骨折上の枠組みを欠

いていることにも、起因していよう巴
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本章は、 Plane(1989a，1992)やPlaneand Rogerson (1989a)によって開発され

た枠組みを使って、コーホート規模の蛮イじに関連した人口学的要因、ならびに、

これに連動した雇用の成長という経祷的要因の、 1970年代のわが国の移動転換に

対する貢献を明らかにすることによって、先進諸国で姐察された70年代の同時的

な現象の解明に取り組む方法を示唆するものである。

ところで、 Viningand Kontu1y (1978)， Vining and Pa110ne (1982)， Coch-

rane and Vining (1988)の論文は、先進世界における同時的な移動パターンの変

イじを広く知ちしめる基礎的文献として貴重である。しかし、披らは、各国の主要

地域ごとの純移動の変イむについて論じているにすぎない。彼らのアプローチは、

国際比較の便宜という観点からみれば首肯しうるものであるが、移動転換の十分

な説明のためには、純移動とは別の、より詳しいレベルで、害国の事倒を比較す

る必要がある。本章の結論部で試みる日米比較は、その端緒となると恩われる。

以下、第2節で、移動パターンの変イじの対するシフトシェア一分析について解

説する。第3節では、この骨析法を1975・70年から1975・80年にかけての都道府県

聞移動の変イじに適用した結果を提示する。崩く第4節では、こうして得られた人

口学的成分と、雇用成長という経詩的要因の相関闇偶を明らかにする。これらを

踏まえて、第5節で、 1970年代における移動転換の日米にお砂る異同点を整理す

る。
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シフトシェア一分析は、従来特定の地域の雇用成長を分析するさいに、広く佳

われてきたB ここで利用するのは、近年 Plane(1989， 1992)や Planeand Ro-

gerson 0989a)が、 この伝統的な枠組みを、基準期間 baseperiodから対象期間

terminal periodにかげての移動者数の変化の分析のために、作り替えたもので

ある。なお、純移動を対象とした額融の枠組みは、 Plane(987)の論文で述べら

れている。

以下、 この新しい方法の骨子を紹介しよう。まず、基本的な表示法や定義につ

いて述べておきたい。基準期間における年齢階級 kによる出発地 iから到着地

jへの移動者数をMiJk、基噛掴聞から対象期聞にかけてのその変化量を.d.Mijk

とする。 この変化量は、次の三つの成分に分解しうる2)

.d.Mijk=Aijk十 BiJk+C;Jk {官-1)

ここで、 Ai jk， Bi Jk、 CiJkは、 それぞれ、人口基盤成金 populationbase 

component、移動率成分 mobilitycomponent、地理的分布成分 geographicdis-

それぞれ、伝統的なシフトシェア

]分析{第四章参照)における全国成長効果、比例効果、地域的離合効果(Richar-

これらは、tribution componentと呼ばれる。

dson， 1978; Plane. 1989)に対応する。

ついで、書成分の定義を明らかにしておきたい。人口基盤成分は、

Aljk= (.d.Pik/Plk) Mijk (VI -2) 

と定義される。 、，、~ ...... 
'--.....ピ、 P ikは基壇期聞における出発地 iでの年齢階輯 kの人

口、 .d.Pikは基壇期聞から対象期間にかけてのその変佑量である旬 この成告は、

特定のコーホートの規模の蛮イじから期待される移動の増分であり、.d.Mijkのうち

のどの桓度が、出発地における当融の年齢階級の規模の変化に帰しうるのかを明

らかにするロ ここでは、移動者数の変化が、出発地の人口変イじに全く比例して尭

生すると恒定されている。 この意味で、人口基盤成分は、労融市場に関する純粋

に人口学的な供給教を指し示すものと、考えられる.
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第二の移動車成分は、

BiJk= [ (sMi.k/Mi'k)ー (sPik/Pik)] Mijk CVI-3) 

と定義される。ここで、 Mi.kは、基噂期間における年齢階級 kによる出発地 i

から全ての目的地への移動者数、 llMi・jは、基噂期聞から対象期聞にかけてのそ

の変化量である。なお、本章を通じて、 「事Jは当韻の次元で合計することを意味

している。定義式からも明らかなように、この成分は、 iから jへの移動の変化

量のうち、 iからの誠出移動車の変動から期待される量が、第ーの人口基盤成分

をどれだけ遣いでいるか、あるいはそれにどれだけ不足しているかを特定するE

したがって、この成分は、流出率成分あるいは他出率成玉?とも呼べよう。

この成分を特定する意義は、改のように説明されよう。すなわち、人口基盤成

分が示唆するような、世代規模の拡大(あるいは縮小)が、流出の増加(あるいは誼

出の減少)といった、移動数の変化に直結するとは限らない。例えば、出尭地の地

元労働市場の成長が、他出を許さない租著しいかもしれないし、逆に、地元に魅

力的な雇用の場が存在しなければ、たとえその地区で当韻年齢の人口が増えたと

しても、その地区からの流出は加盟されることも考えられる。この意味で、この

成合は、出発地の労働市場における需給バランスに、明かに関連するものである。

したがって、移動パターンの変化に対するコーホート規模の変化の膨響を適切に

明らかにするためには、潜在的移動者の居住地(出発地)における要因の効果から、

この移動者の他出傾向の効果を分離せねばならないa これが、請出移動の変化率

(llMi・j/Mi'k)が、出発地 iにおける人口規模の変佑率(llPik/Pik)との闘

連で特定されねばならない理由である。

最後の地理的分布成分は、

Cijk=l:.Mijk-AiJk-Bijk 

= [ (l:.Miik/Mijk)ー(l:.Mi.k/Mi'k)] MUk (¥11-4) 

である。この成分は、 AiJkとBi j kの両効果を除外したあとの、特定の到着地を

指向するフローの増加あるいは減少に起因する、年齢階級 kによる iから Jへ

の移動の変化量である。人口基盤成分と移動率成分が出発地のみにかかわる移動

の増分を示すのに対して、地理的分布成分は出発地と到着地の~方における移動

hrト
釘
畢
臨
邑
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の増分を表現するものである。

この地理的分布成分は、特定の出発地からの描出者にとっての特定の到着地の

吸引性の具体的な変化を表現する、出発地・到着地ペアーに関する効果であり、

この意味で「移動パターン変化Jの指標とも考えうる。 この成分の貫献が強くな

るのは、 コーホート規模が拡大した人口が労働市場に参入することによって、労

曲力供給の圧力が高まり、 その罷響が出発地区内で収まりきらず、 当韻人口が到

着地をめざして動く、すなわち人口の空間的移動が展開する時、 と考えられる。

逆に、 コーホート規模の縮小によって、労働力供給の圧力が小さくなるならば、

当輯目的地への移動は少なくなると、考えられる。

以上に紹介した Planeの方法の主たる意義が、移動パターンの変化仁対する人

口学的要因の貢献を、人口基盤成分・替動率成分・地理的分布成分の形で求める

ことにあることは、明白であろう。他にも、適用にさいしては、年齢別の人口・

移動データが必要とされるにすぎないし、 一つの移動システム内における檀雑な

変化の諸相を、 i、j、kといった改元ごとに合計することによって、多面的に知

りうるという長所もあるロ以上のような点は、移動パターンの変化の対する伝統

的なアプローチの持ち樽ないものである。 ちなみに、従来のわが国において、移

動パターンの時間的変イじを研究するさいにしばしば用いられてきたセンサス生残

率法による純移動の推定(例えば，上坂， 1974;河辺， 1985)は、求められた純移

動を人口学的要因と他の要因に分解することができないし、転入・転出別の考察

もなしえない巴

移動の空間的パターンの変化に対する Planeの方法は、 上述のような利点を有

それが伝統的なシフトシェア一分析(Richardson，1978)の忠実なしている一方、

翻案であるために、 そこにおける問題点を引きずっている可能性も大きい。倒え

ぽ、特定された成分のそれぞれは、それ自体では正または負の値をとる理由や、

三つの成分の相互関連については、何も語らないし、特定された成分値自身は、

直接的には本来、人口学的合意を表現しているにすぎないのである。 こうした弱

点を多少とも睡和するために、第4節において、成分{置を雇用機会の変動という

経梼的要因とi結びつけることを試みる。
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ここで、データの具体的な取り方について、説明しておきたい。 AM;jkは、基

描期間としての 1965・70年から、対象期間としての1975-80年にかけての、年齢別

移動者数の増分であり、それぞれ1970、80年センサスに記載のある、 5年前の常

住地とセンサス実施時の常住地の遣いから割り出された都道府県聞移動データか

ら求めた。なお、移動データの表章にあたっての年齢区分が、 70年センサスでは

11階職、 80年センサスでは18陪紐と異なっているので、ここでは統ーのため、 70

decrease increase 

園口 REGION

口PREF町 URE

E正?{

国百四21965・70年から1975・80年への純替動数の変佑

LI--百
七
旗
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極
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ただし、基車問.d.Pikも、センサスから用意した固年の11区分に編集している。

P， k には 1965，70年の各都道府県人口の平均値、対象期聞の Pi k には

さらに、第4節における雇用成

P i kと同様にして

聞の

1975、80年の各都道府県人口の平均値を使った。

長との相関分析における杏都道府県の雇用Ei(またはEj)も、

求めた。

.d.M・h.-.d.Mh" と定義される、書都道府県ならびに各地方ごとの国百-2は、

腕移動数の変化を示したものである。減少を記録しているのは、埼玉・千葉・東

京・神奈川・静岡・愛知・京都・大阪・兵庫・岡山・広島の11都府県のみであるs

三大都市圏を中心に、太平洋ベルト地帯の植田とほぼ合致してこれらの分布は、

それぞれ、 86-4万いる。中心部を構成する京誤・中京・京阪神の三大都市圏は、

上記臥外の全て入、 21.0万人、 58-0万人という大幅な減少となっているa 他方、

の県は純移動が増加しているが、特に北海道・福岡・熊本・庫児島は、 10万人を

越す増加を示しているa 園町ー2に示された、申心・周辺聞の替動バランスという

点では、 1970年代挫半において両者閣の移動教が均衡したが、 1960年代後半から

人明拍の産業革命期以来、70年代後半にかけての蜜イじという点から見るならば、

-口送出地としての性格を余儀なくされ続けてきた周辺部諸県を強く指向する傾向

が顕著であったことが、歴然としている。

illli--BEltηtrし
民
民
麗
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設銭安婦甥支持;番安保理緋致指空軍掠畢

前節で説明した移動パタ}ンの変化に対するシフトシェア一分析を、 11の年齢

階級ごとに46都道府県間移動に適用したE 移動読の総数は22，700(46x 45 x 11)ケ

}スに及ぶ。しかしながら、ここで結果の全てに詳しく立ち入った説明を加える

余措はない。本章での関心はあくまで、 1970年代における中心・周辺聞の移動バ

ランス自転換にあるので、以下では、中心部および周辺部それぞれの内部におけ

る替動に闘する結果は扱わない。

表VI-2は、各年齢階級ごとに、周辺部から申心部への移動読と中心部から周辺

部への移動甜のみに関する結果を、それぞれ合計して得られたものであるロ移動

数の蛮イじの観副値にあたる ~M..kを見ると、周辺部から中心部への移動に関して

は、対象としている1960年代後半から1970年代後半にかけて、全ての階級で負の

{車、すなわち移動散の減少を記錯しているのに対し、中心部から周辺部への移動

表1江-2 年齢別の成うを構成
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に闘しては、 20・24揖以外の全ての階級で正の憧すなわち移動数の増加をみた。絶

対値という点からみて、移動転換に大きく影響しているのは、前者の移動では15

-29車、役者の移動では30・44蔵のコーホートである。表に明らかなように、 65歳

以上のコーホートに関する移動散の蛮佑の観副値はきわめて小さく、欧米諸国で

報告されているような退職者の移動の移動転換に対する貢献は、わが国では無視

しうるほどに小さいと言っていい。

中心部の側かちながめると、誠入者の減少は115万人、抗出者の増加は50万人を

数えるので、移動転換に関する原因としては、前者が佳者の 2倍以上の器響力が

あったことがわかるロ要するに、園町-2にみるような1970年代佳半期の変化、す

なわち中心部における純移動の激減は、誠出の増加よりはむしろ流入の減少に負

う部分が大きい匂わが国における移動転換論に関する既往の研究の多くは、 ru 

ターンj という言葉の揖行によって象徴されるように、中心部からの人口分散句

原因の説明や含意の探求にかなりの揖力を払ってきたが、転換を構成したこれら

の要素の相対的な艶響力からみて、それは、過分な注目ではなかったか、との反

省をわれわれに迫るものであるa

表VI-2における年齢別の成分の構成に在意すると、周辺部から中心部への移動

に聞しては、 10・14揖階級では人口基盤成分が、 0・9揖階級と30・34揖階級では地理

的分布成分が、さらにその他の階級では移動率成分が、観甜惜に対して最も大き

な貢献をしている。その逆誠に聞して言えば、 20・24粛， 35・54揖， 65量以上の詰

階紐で人口基盤成分の、それら以外では地理的分布成分の艶響力がもっとも強い。

概括すれば、周辺部から中心部への移動の変イじについては移動率成分、中心部か

ら周辺部の移動の変イじについては地理的分布成分の寄与が特筆される.このうち、

移動車の変イじという要因による、非大都市圏(=周辺部)から大都市圏(=中心部)

への流出の鎮静化という側面については、確かに伊藤(1984)の知見と一致してい

る。

ところで、求められた移動率成分と地理的分布成分は、前述したように、コー

ホート規模の変化と出発地の地元労働市場における雇用機会の需給バランスを反

映する。そこで、ここでは一般労働者(新規学卒者やパート労働者を除く)に聞す
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この点る有効求人倍率(有効求人散を有効求職者数で割ったもの)を指標として、

に註目してみたい3)司労働市場の需給バランスに関する指揮として有名なのは、

この指揮櫨は全般的に低くて需給パ何といっても失業率であるが、

ランスへの感応が弱い4)のに対し、有効求人倍率はそれに一般的によく反応する

わが国では、

この指揮は、1.0を越えという意味で、すぐれた指揮である(佐野・岡崎， 1980). 

るとき労働力不足、1.0を下回るときに市場が供給過剰になっていることを示す。

一般哲働者全体に関して描ただし、年齢別の数値は者在しないので、国VI-3は、

かれたものである。

同国によれば、 1960年代佳半には、中心部における有効求人倍率の急上昇によ

しかし、第一次

一転して中心部・周辺部のいずれに

おいても、世働力の供給過剰の状障となり、中心部が皆無として周辺部の数値を

って、中心部・周辺部閣の格差が著しく拡大することになった。

石油危機を経た1970年代挫半の不抗期には、

この結果、中心部は、労

働力不足によって特色づけられる、漕在的移動者にとっての「好ましい」地域と

上回っていたとはいえ、両者の聞きは急速に縮まった。

whole Japan 
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ちなみに、各都道府県の1960年代佳半からしての魅力をー気に失う事になった。

それぞれBi・ならびにCj・は、1970年代佳半にかけての有効求人倍率の変化と、

これ正の相闇を示しており、0.54. 0.45と、やや弱い種度においてではあるが、

ちの両成分が労働市場の需給逼迫度と関連していたことを示唆しているa 周辺部

中心部から周辺部への人口再分布の傾向に闇連して、からの諦出移動率の低下や、

世働力の畏期的な需給バランスのこのような推移も、重要であった。

以上は、中心部・周辺部というこ区分にしたがった語論であるが、成分の貢献

ここで20・24歳階級と30・34量階級に関する度をいま少し詳しく検討するために、

そこれらの階級は、表百-2に明らかなように、成分の構成を取りだしてみたい。

れぞれ、中心部への琉入ならびにそこからの掩出の変化に関する観副値l!.M;ikに

さらに、 1940年代後半生まれのベビー対して、最大のシェアーを持っているし、

年齢別・地域別の成分構成の倒表1圧-3
(単位:百人)

中心昨繰蹴?の移動周辺部から中花、叩への移動
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ブーム・コーホート、ならびに出生率が急低下した1950年代生まれのコーホート

にあたるという意味で、明かな人口学的意義を持っているからである。表VI-3は、

このニつの階級に聞する適用結果を地域別に表示したものである。

20-24歳階級による周辺部からの中心部への揖出に聞しては、三つの成分がいず.

れも符号が同じで、しかもその絶対値が融かよっている。 10地域のうちの8地域

は、移動率の低下がsMi.kに対する最大の貢献者となっている。これは、 1950年

代を通じての全国的な出生率の低下によって、周辺部からの移動車の高い、若年

の潜在的揖出者のストックが枯渇したことを反映していよう。だが、人口基盤成

分が、中部と中国からの誠出に闘しでは最大の貢献者となっているのに、九州と

東北からの誠出に聞しては特に有意な投割を漬じていないことも、註目される。

ここで値っているシフトシェア一分析は、成分の具体的な変動が生じる理由につ

いて、直接的には何も語らないが、人口基盤成分のみは、比較的推察が容易であ

る。なぜなら、出発地 1における kというコーホートの規模の変化は、過去に

おける白熱動盟(特に出生率)と人口移動だけから規定されるからである。九州や

東北など、周辺部の中でも国土の揖辺部に位置する地域は、少なくとも1920年代

以来高い出生事によって特色づけられていたために、 1950年代における出生率の

低下は、全国的にみて、これらの地域では特に大きかった(河辺， 1979) .その1

950年代の佳半に誕生した世代が、いま問題にしている1980年における20・24揖の

階級である固したがって、九州や東北における人口基盤成分は大きな負の値をと

っていいはずである。得られた人口基盤成分がそのようになっていないのは、被

ちが既に19歳までに、中心部に読出してしまっていることを暗示していよう a

ついで、 30・34蔵階級による中心部から周辺部への移動に聞しては、中部・中国

・四国を除く 7地域で、地理的合布成告が最大の貢献者となっているロところで、

このローホートは、わが国では団塊の世代を含んでいる。米国では、ベビープー

マーの成長によって中心部(北東部・中西部Hこおける労働力の供給圧力が高まり、

それが中心部から周辺部(南部・西部)への人口移動を生むことになった(Plane，

1992)。上述のような地理的分布成合の有意な貢献は、同構のことがわが国におい
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ても見られたことを、物語っている。

1960年代の高度経清成長期に周辺部で生まれたこの年齢階級のかなりの部分は、

中心部へ移動した。 この移動は主に、中心部における製造業の発展による、 大量

の労働需要の発生に引き起こされたものであった。 しかしながら、 1970年代後半

期における極措不担は、 申心部と用辺部の聞に見られた労働市場の需給逼迫度の

格差を急速に縮小させた。 このために、 このとき生じた中心部から周辺部への人

口移動は、一定の帰還移動を含んでいた可能性が高い。 しかし、わが国では移動

歴が判明する包括的なデータ顕が存在しないために、残念ながら帰還移動の精確

な大きさを確かめることができない。
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窓会:子成分taii麗毘蟻韓間関連

この節では、特定された成分値が、主要な需要聞の要因としての雇用機会の変

動にどの程度関連しているのか、またそれがどのような産業・職業部門の成長に

闘帰しているのかを明らかにする。佳者は、産業構造の再編が移動転換に対して

わが国における従来の研究でこれは、果たした投割を解明する事につながるが、

は、世辺(l989)や Katukawa0991}などを除いて、あまり注意が向けられていな

い問題である。

ならびにC・jkとムEjkの聞の相闘Ai.dあるいはBi' k)とb.E i k、ここでは、

それぞれ、出発地と到着地における基b. E i kとb.E j忙は、なお、分析を試みる。

準期聞から対象期聞にかけての階輯 kの雇用数の変化である q なお、農林水産業

は、中心部・周辺部のいずれにおいても、 1960年代以来急減しているので、分析

の対象とはしない。また、雇用のデータは15量以上の年齢に闘してのみ存在す

成分舗と雇用成長の相聞

〈中心部から周辺部への移動〉
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るし、高齢者の移動は、非職業的な事由で行われることが多いので{河辺， 1991， 

p .14)、以設の分析は15・64量のコーホートに阻定する。具体的に対象とするのは、

中心部を構成する12都府県と周辺部を構成する34都県の閣の408(12x34)の移動読

である。

表百-4がその結果である。出尭地における人口基盤成分と雇用増加には強い正

の相聞があるが、これは、コーホート規模の変化から推割される潜在的な描出者

が、地元の労働市場に十分に反応していることを示唆するものである。この知見

から、人口数という基礎的な指揮の変化自身が、雇用規模の変化に吸収されてい

ると推察していいように思われる。また、 15-19歳以外の全階級における周辺部か

ら中心部への移動率成分に聞する負の相関偶数は、出発地での雇用機会の拡大が、

人口蹴出を押さえている事情を物語っていよう。しかし、中心部から周辺部への

移動についての結果は、 20-34蕗階級に聞しては正の相聞が得られているので、解

釈が若干面倒である。これを額面通り解釈すれば、周辺部への移動が、中心部で

ある大都市圏での雇用拡大にもかかわらず生じたことになる。しかし、このよう

な一見矛盾する知見は、清水(1984)や伊藤(l984)が強調するように、移動者が周

辺部にある自分の出身地に帰って、親の家業を嗣ぐという事躍が多く、中心部の

雇用機会の増加が、櫨らを引き留める力とならなかった、と考えれば、一応無理

のない解釈が成立しうる。

周辺部から中心部への移動に闘する、雇用変化と地理的分布成分の相聞は、 15

・29揖階級については正、 30歳以上の階級については負という興味探い対照を示し

ている。 15-24揖の若年移動者による、移動率との弱い相聞、地理的分布成分との

強い正の相聞は、これらの年齢層は、出発地である非大都市圏の雇用成長よりも

到着地である大都市聞のそれに、積極的に反応していることの証しと考えられるロ

中心部から周辺部への移動に闘しては、 C.jkとllEjkの相聞は、 15-19揖階紐を

除いて正となっているa したがって、周辺部の詰地域における雇用の拡大が、確

かに中心部からの人口菰出を促した、と考えていいであろう。

要するに、周辺部の語地域からの流出に関する人口基盤成分と移動率成分、さ

らにその逆流移動に関する地理的分布成分の有意な闇備が判明したが、このよう
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な知見は、周辺部の骨働市場における雇用機会の着実な尭昆が、移動転換に重要

な貢献をしたことを示していよう。

以上は、就業者の総数のみの議論であり、主要な産業部門どとの雇用動向につ

いては不聞にしている。そこで、今度はその点に目を向けたい.1960年代に中心

部と周辺部の双方において雇用増加の牽引者となったのは、製造業・卸小売業・

サービス業であった。 1970年代には、中心部ではサービス業と卸小売業がそれぞ

れ139万人、 129万人の増加をみたが、製造業は77万人の減少をみた。一方、周辺

部では、卸小売業・サ}ピス業・建設業がそれぞれ127万人、 116万人、 92万人の

増加を記錯したのみならず、製造業もまた30万人の増加をみた。したがって、製

遣業からサーピス産業への産業構造の再編は、中心部において明瞭に起こったと

言える。

しかし、就業者の絶対数に閲する以上の動向から、ただちに、変化の規模の大

きな部門が移動転換に対してより大きな景品響力を及ぼしたという結論を事くこと

はできない。雇用機会の変動は、労骨力化率の変化や、常住地を変えない形での

雇用部門の変化によっても生じるからである。なお、産業部門ごとの分析のみな

らず、職業部門ごとの分析も併用されるならば、 1970年代の移動パターンの変化

に対する貢献の議論がより豊かになろう a かかる視角は、工業の近時の地域的展

開に聞する研究に見られる労働の質への着目 CScottand Storper， 1986)と、軌を

-1こするものである。

このため、センサスにおける産業大分類のみならず、職業大分類ごとにみた都

道府県別就業者数の変化も視野に入れたい。ここでの移動関連データは、前節で

求めた、周辺部から中心部への移動と申心部から周辺部への替動に関する成分個

を各都道府県ごとに合計した、いわば踊移動というレベルに集計したものであるa

なお、相対的に規模の小さい部門は、性格の棋連った部門に統合した。例えば、

車業分類における不動産業、電気・ガス・熱供給・水道草は、それぞれ金融保憧

業、運輸通信業に、職業分類における保安サービス襲は、サーピス業に、という

具合いである。また、部門名の長い生直工草作業者および労務作業者は、単に生

産職、と略称する。
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ただし、前述の三成分のうち、人口基盤成分は、純粋な人口学的効果であって

経揖的な含意が乏しいし、また表V1-2に明らかなように、移動率成分と地理的分

布成分は、それぞれ周辺部から中心部への移動とその逆説移動に対する最大の貢

献者であるので、以下ではこの二成分のみをとりあげる。また両成分は、労骨量力

イじ率の高い15・64揖階級のみを取りあげることにする。

相関分析に先だって、 Bn. (= B ・h.-Bh..)とCド (=C'h・ー Chー)の空間的

変動の状況を確認しておきたい町両者ともに、周辺部の諸県で正の個、中心部の

諸県で負8髄、という明暗な空間的パターンを示している。これは、 1960年代後

半から1970年代後半にかけての中心部から周辺部への顕著な人口分散化傾向に対

する両成分の寄与の大きさを、われわれに再確認させるものである白表VI-5に、

移動車成分ならびに地理的分布成分と雇用成長との相関分析の結果を示した。そ

れによれば、産業分類では製造業、職業合顛では生産職が、1%レベルで有意な正

の相闘を示し、他は負の、あるいは撤弱な相聞を示すにすぎないe

断わるまでもないが、生産職は、製造業を構成する就業者の主たる職業区分で

ある。正の相聞が移動者の吸引、負の相闘が移動者の押し出しを促す方向に作用

器官・5成分f直と直業別・職業別雇用成長の相関

〈産 業 〉 〈職業〉

Bh. Ct B'f C'f 
と

Eh' Ch' Eh・ C h• 

鉱業 ー.368制ー.297申 専門技樹輯 -.805主宰 -.778 

瞳殻業 -.412柿 -.337車 管理職 ー.624帥・.558事事

製造業 .581柿 .706車事 事務職 ー.694“-.621“ 
卸小売業 ー.663帥 -.602柿 販売 -.656帥 -.594車事

金融保険業
車車 事事 事事 事

-.766 ー.724 採掘職 -.399< -.330 

運輸通信業 -.467制 -.353料 運輸通告臓 .216 .330本

サービス業 -.762柿ー.722車事 生産職 .478** 量609**

公務 -.533事事 ..457H サーピス職 -.555牢事・.443寧草

「料」および「町は、それぞれ1%.5%水準で有.意であることを示すe
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したと考えられるので、上の知見は、 1970年代の転換が、生産活動の中心部から

の並散によって引き起されたことを示唆している固この期間を通じて、経済の三

次化は中心部だけでなく周辺部でも生じた。例えば周辺部では、絶対散の伸びと

いう点では卸小売業とサービス業が、伸び率の高さという点では金融保険業の拡

大がめざましかった。むしろ、この間における雇用成長における中心部と周辺部

の主要な相違は、製造業の動向にあった。すなわち、この産業部門が、前者では

縮小、観者では拡大したのである。これが、新しく出現した人口移動パターンに

対する、製造業と主主直職のやや異常とも思える大きな貢献を生むことになった。

しかし、この二つの部門の貢献は、これほど顕著ではないとはいえ、本章よりも

スパンの短い、 5年間隔の就業者数の増分を独立変散とした、就業構造の再編の

担割に関するより詳しい分析(第四章参照);がらも確認されているので、ここでの

結果を例外的と考えるのは適当でない。

ところで、 1970年代以陣の製造業の地方分散に関するいくつかの潜在的要因を

検討した田制(l98日)は、結論として、多立地企業の空間的分業の役割の大きさを

重視している。確かに、わが固において安価な労働力や土地をめざして国土の周

辺部に移転したのは、量産工場や組立工場を中心部とする生産活動の低次の部分

であって、主要企業の本社や研究開発機能は、依然として中心部にとどまってい

た.M.alecki (986)が一次労曲者 primaryworkerと呼び、工業を基盤とした地域

尭屈にとっての重要な条件とみなした管理職や専門・技術職の分散が、はたして

進行したのかどうかを表百4で見ると、これらの職業部門に関する相聞輔教が負

の個をとっているe これは、生産活動の地方分散が、雇用の成長の職業的次元と

いう点で、これら一次的労働者の分散を伴なわない性格のものであったことの端

的な表現であると思われるa

ここで使われている方法が細部で若干異なっているために、厳密な比較は難し

いが、米国における産業構造の再編と移動転換の関連を明らかにしたPlane(1989 

a)の論文を、直接的な比較対象として使うことが許されるとすれば、日本の移動

転換では、米国のそれよりも、製造業の貢献がずっと大きい可能性を窺わせるa
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lPIs強要約.tt頼主E控舎意

本章で得られた知見は、以下のように要約できる。すなわち、わが国で経験さ

れた1970年代の人口移動パターンの転換は、流入・流出という次元別にみれば、

主として周辺部から申心部への揖出が融減したことによるものであるロこれは主

に、 1950年代に生まれ1970年代に封働市場に参入した若年層の移動率が、大きく

低下したために起こった。また、重要度は若干小さいが、団塊の世代を含む30・4

4揖コーホートによる、中心部から周辺部への誼出の増大も、移動転換に対する副

次的な原因として重要である。これは、中心部と周辺部の費面市場の需給バラン

スの差が、急速に縮んだことに関連する、地理的分布成分の酷きによるところが

大きかった。さらに、特定された成分値と雇用成長の相関分析から、周辺部にお

ける特に製造業分野の雇用拡大が、移動転換の経搭的な背景を形づくっていたこ

とが、判明した。

本章で試みたのと全く同じ分析を、 1975・80年の期聞から1985・90年の期間への

変化にあてはめる作業も、 1980年代の移動パターンに対する人口学的要因を探る

上できわめて興味課い。移動データを含む、 1990年のセンサス結果報告書が、既

に公刊されつつある。しかし、今回のセンサスにおける移動の定義は、 1980年の

ものとは異なり、そのような比較研究はあいにくなしえない引。

きて、ここで得られた結果は、 70年代に額似の移動転換を遂げた他の国々に、

どのような含意を持つであろうか。移動率の高いコーホートの親模の変化を移動

転換の主たる動固と考えるならば、まずもって、過去における出生率の趨勢に目

を向ける必要がある。国百-4は、日本を含む六タ国の普通出生率の推移をまとめ

たものである(この制度は雌密な国際比較には不適当であるが、より適切な副度で

ある合計特購出生率については、第二次大戦前からの長期的データが揖られなか

った)。ここで、スウェーデン・イタリアは、 Viningand Kontuly (1978)にある

ように、中心部の純移動の趨勢が、わが国のそれによく類似しているヨーロッパ

の固という理由から遇ばれている。なお、普通出生率の趨勢に闘しても、両国は
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国百-4

他の西欧諸国と融通っている。

日本・スウェーデン・イタリアでは、1940年代中期に拍まったベビーブームは、

1950年頃までには終了したが、米国・カナダ・オ}ストラリアでは1980年代初め

ベビープーマーのコーホート規模の変化の移動転換に対する~曹は、まで続いた。

出生率カーブの高さと継続期聞の長さによって決まる。上述の国VI-4における、

日本はカーブの高さの点で、米国はその継続期聞の長さの点で顕国々の申では、

著であることが理解されよう。移動転換に対する人口学的要因の貢献を重視する

この点と無闘棋ではなかろう。日米両国でまず畳場した事は、語論が、

日本と米国の事例の民較は、移動転換に関する人口学的要因のイしたがって、

ンパクトを究明するうえでの重要な手がかりをわれわれに与えてくれよう。

わが固と Plane(1992)によって描かれた米国の経験との遺

V 可瞬、d 丸圃

で得られた結果は、
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いを樟き彫りにする。米国のベビーブームは、日本のそれよりず‘っと時聞が長か

った。高移動車を示すコーホートの散は、経涜不況によって特色づけられる1970

年代に、わが国では減少、米国では著しく増加した。日本では、中心部への純読

入がゼロないし正のきわめて小さい水君主に落ち込んだのに対し、米国では、中心

部からの純流出が強力に進んだのであった。したがって、日本では70年代の変化

は、基本的に周辺部からの若年人口の供給数の低下によって生じたのに対し、米

国ではベビープーマーが労働市場に大量に参入したことによって、中心部におい

て供給圧力が高った結果、周辺部に流れ込むことになったのである。

人聞の移動行動は、きわめて櫨雑に結びついた多数の要因が組み合わさって、

はじめて生じることに鑑みると、上述のような人口学的要因の寄与を過大評価す

ることは、明らかに危険である。とはいえ、時を同じくして起こった事簡の背桂

には、何らかの共通的な決定困があるはずである.1940年代中期に始まったベビ

ーブーム、およびその挫における出生率の変動は、このような長件を備えている

ように思われる。人口学的要因は確かに、少なくとも日米の経験を説明するには

有効であることがわかった。しかし、同棋の説明が類似の移動転換を示した他の

国々にも成立するかどうかは、今挫の研究を持たねばならないa

鑑

1)過去の出宣車の動向から、人口移動パターンを説明しようとする視角自体は、

特に新しいものではない。農家人口のうちの白熱増加に匹敵する部分が、恒常

的に域外に排出されたとする並木(1955)の論文は、その倒と言える。

2) Plane(1992)は、書成分がさらに、全体の年齢階級の動向から規定される全体

効果と、当額の年齢階級に特有の効果に分解されうることを、示している。し

かし、ここでは煩雑を避けて、このような分解は行わなかった。

3)この指樺は、職業安定所を介した求人と求職のデータから算出されるので、

これを介さない曽働力の需給状況が反映されない、という欠点がある。特に、
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サービス業には、その傾向が強いという(有馬， 1992)。また、有効求人数と有

効求職者数が、経揖全体の完全失業者数や未充足求人数とどう闘連しているか

明かでないので、有効求人情率が1.0のときをもって、経書全体で失業者数と求

人数が等しくなっているという仮定を、積極的に支持することは難しい、とい

う(冨田， 1989. p. 91)。

4)ちなみに、 1955、師、 75、85年の4年次における、センサスから判明する全

国の都道府県別の完全失業率の平均値は、それぞれ、1.73%. 1. 31%. 2.29耳、 3

.35&%である(北村.1990)。

5)わが国のセンサスでは、人口移動は、前住地とセンサス実施時における現在

地との遣いから割り出される。前住地の定義は、 1980年センサスでは1959年10

月1日現在の住所、 1970、80年センサスでは現住居に入居する直前の常住地で

ある。 1990年センサスでは、移動を把揖するさいの前住地の定義が、 1960年セ

ンサスのものに戻ったという(再辺宏先生からのご教示による).
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第四章産業構造の転換と人口移動バトンの変化

JJγ 

既に第W章において見たように、わが国の移動パターンを、中心部あるいは三

大都市圏の側からみると、 1950年代から60年代にかけての顕著な輔読入、 1970年

代における転入と転出の均街化、 1980年代における純揖入の割増と要約できるa

しかも、このような動向は、在度の差こそあれ、多くの先進諸国で広く観摂され

た。とはいえ、第百章の官頭で述べたように、先進世界における移動転換の説明

に関する仮説はあるものの、それらの妥当性の入;念な検討は、ょうやく着手され

つつある、という段階にあるにすぎない白

以上の文脈で筆者が重要と考えているのは、それらのうちの二つの伍説、すな

わち、過去の出生率の変動に聞連する若年人口の供給散の変化と、産業構造の転

換に起圏する就業構造の再編である。前者は費働市場の供給制の要因であり、日

本の人口移動パターンの変佑を対象としたこの視角からの分析は、前章で展開し

た。これに対し、 t走者は労働市場の需要側の要因であり、本章はこの立場からの

検討を行う a なお、揮官章第4節において、特定した人口学的成分と部門別就業

者数の耳目じとの闘偶についても検討したが、なにぶ.んにも、年齢別人口移動ヂー

タの存在する年次に制約されて、 1965・70年から1975・80年への変化という観点か

らの分析であったので、それ以上の微細な分析をなしえなかったし、その意味で

の粗さも残っていた。本章では、全体の対象期閣をより畏くとるとともに、それ

を明瞭に5年ごとに区分し、書期ごとの人口移動パターンの変化を生んだ決定因

を取り出して、労働市場の需要側の要因をより詳しく考察したいe

ところで、人口移動パターンの変化に対して、経演的な構遣変イむを原因として

重視する立場は、特に目新しい訳ではない。移動研究では早くから、島村から都

市への人の流れは、農業から非農業への転換と関連づけて繭櫨されてきた。これ
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に対して近年の関心は、第二次産業から第三次産業へ、または製造業からサービ

ス業への転換であり、このような観点からの研究倒としては、 Frey(l988，1990)、

Plane Cl989a)、 Barff (1990)などがある。このうち、!lrey(1988)のみが国際比較

の研究である。しかし、披の分析の中心は、 1970年頃と80年頃の年齢別移動パタ

ーンから50年後までの移動パターンの予制を行い、それのみに基づいて、産業構

遣の転換を含意する恒説が妥当するか否かの判定であって、この転換自身を姐自

に姐立変数イじした説明を試みているわけではない固さらに、このような恒説の設

定のしかた自体が、米国の経験に強くびきづられている印象を受ける。ともあれ、

産業構造の再編という経書的な要因の、先進世界における移動転換に対する貢献

を包括的に論証した業韻は、管見の限りではまだ存在しないようである@

わが国のみを対象とした、このような見地からの研究としては、控辺(1989)や

Hatsukawa (1991)の研究がある。渡辺は、高度経構成長期以障の産業別雇用動向と

人口移動変イじの関係を論じているが、両者聞の因果関舶に闘する具体的分析を欠

いている。雇用機会の変動は、労働力也率の変化や、常住地を変えない雇用の変

化によっても生じるので、移動パターンの変イじに対する貢献の語論には、両聖教

をつなぐ統計分析が不可欠と思われる。一方、松川は、 1974-85年の12年間におけ

る圏内の9地域間移動に対するこの要因の寄与を明らかにしている。しかし、考

慮されているのは、狙自に輩冊された 8 つの産業分類(~次産業・建設・重工業・

機械工業・軽工業・卸小売・サービス・その他)の総計であり、具体的にどの産業

部門が移動の変化に~暫しているのかが、直接的には不明であるし、経書の三次

化が今日における産業構造の転換の主たる内容であることに鑑みると、第三次産

業の分類が粗すぎるではなかろうか。加えて、主要大都市圏の純移動がほぼゼロ

になった1970年代挫半と、そこ八の転入超過傾向が自だってきた80年代前半を区

別していない点でも、本章とは立場を異にする。

以下では、各県における主要な産業・職業部門ごとの就業者数変化に銭点を置

いて、 1960年代申期以陣の20年間における移動パターンの変化を説明する。第 2

節では、中心・周辺区舟に基づいて、都道府県ごとの純移動の増分の傾向を示す。

ついで第3節で、純移動変化の決定固としての産業・職業別の就業者増加数を、
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シフトシェア一分析を利用して、韓合劫呆という形で特定する。さらに第4節で、

各都道府県の純移動数の増分をこの効果から説明するB

富田 ν 輯移動散指華北

さて、既に第四章において、職能日本の園内人口移動パターンの推移について、

概観を行ったロそのさいには推移を、 5年ごとの都道府県別純移動と、申心・周

辺区分に基づいた両地域聞の移動バランスから捉えた。本章の目的は、移動パタ

ーンの変化にあるので、従属変数には移動の増加分を用意し、それを説明する要

因としての産業構造の変化に関連する就業者の変化の寄与を明らかにしたい。

ここでの関心が変化の説明にあるので、われわれは、それぞれの時の断面にお

ける静蝿的分析は避けて、一定の時間闇隔における増分の分析を進める必要があ

る。そこで、隣り合う二つのセンサス実施年の聞における移動の増減を取りあげ

たい。なお、関心の対象が、鮭梼サーピスイじという潮流の中におけ人口移動の変

化にあるので、分析は、製造業の比重が依然大きかった1960年代申期から以降の

時期に限定したい。

そこでまず、この分析に先だって、従属変数である移動パターンの変化を概観

しておきたい。ただし、年変動の影響を陣くために、当韻年の前後l年を含む 3

B年の平均を佳うことにした(例えば、 1980年の移動は、 1979、問、 81年の3年間

のデータの平均とする)。また、いま問題にしているのは、 60年代の都市北の動き

の強かった時期以障のことなので、 1965年から85年までの純移動数(転入数一転出

数)の増減を、 5年ごとに表VJ[-1にまとめた。 Planeand Rogerson (198gb)の言う

ように、確かに、 「純移動者」という移動者は現実には存在しないのであるが、

大量のデータから変化の大略を抜き出そうとする場合には、踊移動数に基づいた

融輪が有用なことは言うまでもない。なお、前章で申心部と定義した12の都道府

県については、者申で太字で示している。

開表からは、 5年間隔でさえ、移動パターンの藍化がめまぐるしいことがわか

る。 1960年代後半は、全体的には大都市圏集中が依然卓越していた時期であるが、
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都道府県別の純移動散の変化
(単位:百人)

表四-1
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純移動の変北という点では、量的にさほど多くはないにしろ、中心と周辺の聞の

移動が均慣する兆しが、中心部におけるマイナス、周辺部におけるプラスの数値

から理解されるa この動きは、 70年から75年にかけての変イじで鮮明となる。すな

わち、マイナスを記録したのは13都府県であったが、そのうち9つは、中心部に属

する都府県であった。中心部では圧倒的なマイナス、それ以外では顕著なプラス

の変化が確認されている。したがって、純移動変化の地域的パタ}ンという点か

らは、この時期に人口の地方分散への潮読が最も強まったと言いうる。 70年代佳

半は、回目-2が示唆するように、粗移動は多量に尭生しているが、中心部の純移

動の変化は、ほとんどゼロに近い水瞳で安定した時期であった。埼玉・千葉・東

京の変化は比較的大きいが、南関東の1都3県を一括すれば、純移動の変化はき

わめて小さかった。しかし、 80年から85年にはその均慣が破られ、申心部プラス、

周辺部マイナスの変化によって特徴づけられており、人口移動が大都市固に再集

申する兆しが見られる。
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芯γ~i: 載撃者t教師嵐護軍U5i職業.8U変動

さて、 1970年代臥陣における人口移動パターンの変化を促したと考えられる就

業部門を特定するのが、本節の目的である。産業構造の転換による艶曹を特定す

るためには、まずあらかじめ、主要部門別の就業者数の具体的な変イじを明確にし

ておく必要がある。空間的な替動を行うのは、子供や高齢者を除けば、ほとんど

就業者であり、この意味で、移動の変化と就業構造の変化は、密接な闇晶にある。

ちなみに、国土庁0982，p. 230)の移動理由に聞する調査によれば、都道府県間移

動全体の46.聞が、職業に関連したものであった。先進諸国で見られた1970年代以

挫の移動転換に閲する有力な説明のーっと考えられる地域構造再編恒説 (Prey，

1988)は、揮官章の冒頭で紹介した、 Hugoand Smailes (1985)の整理による八つ

の説明仮説のうちの第八番目の仮説に密接に関連しており、基本的な問題意識に

おいて、本章の立場と近いロ

さらに、これをより豊かな誼輸にするためには、職業構成の変化と関連づける

必要があろう。なぜなら、産業分類は、就業者の働く企業・団体などの経揖上の

機能からなされるのに対し、職業分類は、あくまで個人の仕事に関してなされる

ので、個人単位で計られる移動者との聞晶は、職業別就業者の動きの方が明暗に

なりやすいという潜在的長所がある。また、特に工業の近時の地域的展開に関係

して、労働の質が大きく間われているが(Scottand Storper， 1986)、この点は職

業という次元からみた移動パタ}ンの変化に関する分析から明らかにされうるで

あろう b しかしながら、移動転換に関するl日来の論謹では、産業別雇用の動向の

みが扱われ、これに連動した移動者の職業的属性の意義に註目する研究は、きわ

めて乏しかった。この点に、本章の~つの眼目がある。

ところで、産業別(あるいは職業別)就業者数の変佑の貢献を論ずる場合、注意

せねばならない点がある(以下、表現の簡略化のために、シフトシェア一分析の枠

組みの紹介の箇所まで、職業という次元には言及せず、産業の次元からだけ由説

明を行う)。それは、特定の県の庫業別就業者数の推移自身、直接的に移動者の排
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出や吸引の原因となるわけではない、という点である。例えば、全国の就業者総

数がー樺に増加しているときには、居住地の変更をしなくても、何らかの雇用に

ありつける可能性が大きいので、このさいには人口移動が尭生しにくいと考えら

れる。ある県が移動者をひきつけるためには、全国平均以上の増加率を示す必要

があろう。また、同構のことは、全国の特定の部門の産業部門別の就業者数につ

いてもあてはまる。すなわち、全国的に成長している部門に聞して言えば、その

部門の成長が移動者を吸引しうる謹の力を発揮するためには、当韻県の当諒産業

の伸び率が、全国の水準を上回るレベルにある必要があるロ

つまり、特定の県に関連する人口移動の決定困としての産業構造の転換を取り

あげる場合、全国の全産業部門の就業者総数の増加という効果と、全国の特定の

産業部門の就業者数の増加という効果は、より直接的な移動の動固となり得ない

可能性があり、そのために、この両効果をあらかじめ分離・除外しておくことが

必要である。このような目的に基本的に拍うのが、シフトシェア一分析である園

周知のように、これは、特定地域における産業別雇用者数の蛮イじを、全国におけ

る就業者数の変佑の効果、全国における特定の産業部門における就業者数の変化

の効果、さらに、特定地域における当韻部門の就業者数の変化の効果、の三つの

効果に分離する伝統的な方法である(加藤， 1981;太田， 1982;阿部， 1991).こ

れらは、それぞれ、全国成長効果 nationalgro~th effect、比例効果 propor-

tional effect、離合効果 competitiveeffectと呼ばれている(Richardson，19 

78; Plane， 1989a)。これを式の置きで示せば、以下のようになる。

b.Eik=Nik+Mik+Cik (VI -1) 

ただし、全国成長効果 Ni戸 (AE--/E1)EL (V[-2) 

比例効果:
ト t， t 

Mik= (fl.E ・k/Eλ-b.E../E・・ E:k 四-3)

t "_ t， _ t 
Cik= (b. Eik/E~k-llE ・k/E・k)Eik (VJI-4) 競合効果:

ここで、 EL: 時点 tにおける i地域の k部門の就業者数

fl.Elk:時点 tから時点 t+1までの i地域の k部門の就業者の増加数
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E?l〈: 時点 tにおける全国の k部門の就業者数

.6.E ・ 時 点 tから時点 t+1までの全国の k部門の就業者の増加数

E1: 時点 tにおける全国の全部門の就業者数

.6. E .• :時点 tから時点 t+1までの全国の全部門の就業者の増加数

なお、 「事」は当韻の吹元で合計することを意味している。ここで、部門 kは、

産業であっても職業であっても構わない。

前述の語論を上式に即して繰り返せば、 i県の人口移動と直接関連するのは、

全圏レベルの伸び率から規定される Nik、Mikをム Ei kから除いた Cikと考えら

れる。したがって、 1970年代以障の圏内移動パターンの変化に対する産業構造の

転換という要園町貢献度を明かにするためには、移動数の増加数とこの蹄合効果

Ci kの関連を検討すればいいことになる。もし、このCikがプラスの個をとれば、

当競の i県の k部門が全国的にみて競合性を増したことを、逆にマイナスの置

をとれば、競合性が減少したことを意味する{ここで言う蹟合性は、概念上、経梼

地理学や都市地理学でよく利用される特化舗数に額融している)。ここでは、甑副

された当韻部門の就業者数の変化自体よりも、各県のこのような醜合性の消長こ

そが、移動のより担本的な原因として作用していると考えたいのである。ちなみ

に、 1960・85年にかけてのわが国の雇用動向をシフトシェア}分析を用いて検討し

た阿部(1991)によると、三つの効果の相対的な貢献度をみると、全般的には、麗

合効果の艶響力が断然大きい。このような知見は、全国成長効果や比例効果を一

応棚上げして、離合効果のみに強点を置いていい極担を提供するものである。

さて、以下式(VJI“1)に基づいて、わが国の1960年代桂半以降における産業別・

職業別就業者数の変化に対するシフトシェア一分析を試みて、競合効果の抽出を

はかりたい。なお、産業・職業の分類として、どのような分類項目を用いるかは、

骨折結果にある韓度の毘響を与えるという意味で、重要な問題である。加えて、

サ~ピス業をめぐる定義や分離に見られる国別の差異の存在{石丸.1989)も、国

際比較という観点からは看過できない点である。しかし、どのような分担が最善

かは、事前には決めがたいように思われる。そこで全く機械的に、国勢調査にお
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ける大分組を利用したい。ただい就業者の規模の小さい分類については、第百

章と同損、類般の性格を持つ部門に輯合した。例えば、産業分類における不動産

業、電気・ガス・水道・熱供給業，職業分額における保安職業従事者の部門は、

それぞれ、金融・保暁業、運輸・通信業、サービス職業に合算した。また、部門

名が長いものは、総務庁統計局(1985)にならって、農林業作業者→農林職、技能

工、生産工草作業者および労務作業者→生産職、のように簡略化した。

本章では、 1970年代以陣における移動パターンの変花に対する産業構造の転換、

およびこれに関連する職業構成の変花の貢献を知ることを目的としている。その

ために、 1960年代中期以陣から 5年ごとの分析を進めたい。そこで、式(V1I-1)・

(V1I -4)における.LlEik、.LlE・k. .Ll E .-には、隣り合うセンサス年次聞における

就業者数の増加散をいれるものとする。

なお、シフトシェア一分析の適用結果の表示にあたっては、三つの効果を併量

するのが普通である固しかし、式(V1I-2)・(V1I-3)から明かなように、特定のセン

サス年次聞に闘する全国成長効果と比例効果の都道府県聞変動は、 El、すなわ

ち期首のセンサス年改のk部門における就業者数の都道府県間変動から決定されるa

t 
つまり、式(Vll-2)・(四-3)の右辺からEi kを除いた項の部分は、全国的に間ーと

なる。したがって、 Nik、Mikについて量一示すことは、冗長と言わねばならな

t. . ，. _ __t 
い。ここでは、(.Ll E../E~.) と(.Ll E ・k/E・k) を、表VI-2に掲げるだけにと

どめておきたい。これらは具体的には、それぞれ、全国における、全部門の就業

者蹄散の伸び率と k部門における就業者総数の伸び率を示す。比例効果Mikから

E i kを除外した部分は、 t走者が前者をどれだけ上回っているかを示しており、器

官ー2の当韻部門の成長率から、全部門の成長寧を差し引くだけで簡単に求められ

る。

同表に基づいて、 1960年代中ぱ以降の産業別・職業別就業者数の伸び率を簡単

に概観しておきたい。就業者総数は，高度経梼成長の使半期にあたる1965・70年に

は、的 1割という高い伸びを示したが、第一次石油ショックをはさんだ1970年代

前半には1%の増加率にさえ遣しなかったa その桂低成長期に入った1970年代佳半
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表四・2

1980・851975・801970・751965・70就業部門
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10.10 
-0.19 
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1.42 

5.16 

-17.17 
-18.22 
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0.77 
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『国勢調査報告』より算出。総務庁統計局:

と80年代前半には、 4・5%という水準の伸びを記錯した。

産業大分頼別の増加率をみると、農林水産業と鉱業のみは、対象期間を通じて

これ以外の部門は、 60年代能半にはどの部門も大き一貫して減少を続けてきた。

しかし、それほど蓋はなかった。な伸びを示しており、部門閣の増加率の帽にも、

70年代に入ると、製造業は減少に転じたし、運輸通信業の伸びも落ち込むことに

なった。 80年代に入ると、建設業と運輸通信業が輯少を記錯することになったし、

製造業の発展とともに拡大した流通関偶部門の頭打ちを反映して、卸小売業の伸

びが鈍化した。他方、製造業は息をふき返し、 5%を越える増加を記揖することに

なった。金融保険業とサービス業は、低成長期に突入以桂も一貫して高い伸びを

観けている。

また職業別の増減に自を転ずると、まず、顕著な減少を掛けている産業部門で
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ある農林水産業と鉱業に、ほぽ対応する農林職と採掘職は、やはり大幅な減少を

記錯している。これ以外の職業部門は、 1960年代佳期には最低でも10%近い高い増

加率を示していたe 特に、管理職や専門技術職の伸びには、目を見張るものがあ

った@これに、事務職を加えた 3つの大分類は、 80年代に入って管理職が減るの

を除けば、 1970年代以障も概して伸び率は高かった1) いわゆる壷業横断的なホ

ワイトカラー化の進展である。サービス職も、対象期聞を通じて一貫して、全部

門の伸び率を上回る増加をみせた。しかしながら、運輸通信業と製造業にかなり

重植する運輸通信職と生産職は、 70年代以挫伸びはやはり鈍化している。

以上のような近時の就業構造の変化れは、はたしてどの種度まで、わが国の人

口の流れの変イじを規定してきたであろうかー
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語tWf.i1~~事圏在著書費税説明蜜品問説明

きて、 この節では、 わが国の1960年代なかば以障における移動パターンの変化

が、具体的には、どのような産業・職業部門の就業者数の変化によってひきおこ

れされてきたのかを、 こうした文脈における伝統的な方法である回帰分析を利用

して、検討したい。

表Vll-3 前移動数変化と産業別・職業別競合効果の相聞

就業部門

震装水車業

i霊童
小売業

金融保険業

胆普賢童
公務

喜門技術職
理職

言葉器
農林職
採掘職

壁聖議信職
サーピス職

1965・701970伸751975・801980・85

く産業部門〉

.25 
-.10 
.62 
.94 
.76 
.84 
.75 
.69 
.58 

.35 
・.28
.32 
.53 

“.00 
.03 

-.28 
・.44
. .56 

く職業部門〉

帽 .40
.73 
.85 
.81 
.28 

勧 .11
.89 
.95 
.82 

.04 

.45 

.07 
-.35 
.36 

・.16
.28 
.54 

・.01

.05 
・ .04
・.59
-.62 
・.85
・.76
-.71 
・.83
・.81

-.81 
・.73
・ .71
-.83 
.05 

・.01
-.61 
併 .65
・.82

.08 

.24 

.20 
'.56 
・.12
・.67
.30 
.23 

・.67

.27 
・.56
・.28
-.04 
.11 
.14 
.46 

・.36
・.40

まず、表四-2に示した従属蛮散と、姐立変散の聞の相聞を示した表vn・3を、 、"ιー

貫いただきたい。それによれば、 1965・70年、 1975・80年には、輔移動変化といく

つかの部門が比較的顕著に相関しているが、 これ以外の時期には、強い相聞閥横

は見いだされない。 1980・85年について言えば、産業部門では金融保険業・公務・
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製造業、職業部門では管理職の相闘が目につく程度であるが、いずれも負の相闘

であり、純移動増加の牽引者であることを表現する正の大きな相関係数は見られ

ない。しかしながら、現実には、特定の県の移動に対して、特定の就業部門の変

化が単独で影響するわけではないので、表VJ[-3のみから結論を引き出すことはで

きないロどれが主導的な要因であったのかの特定には、回帰分析に頼らなければ

ならない。

さて、表V1I-4と表VJ[-5は、書都道府県の純移動の増合を従属変数、産業別・職

業別の競合効果を姐立変散として、通吹田帰分析を行った結果をまとめたもので

ある。従属変散の変動の説明に対する寄与の弱い蛮教は、回帰モデルから排除さ

れるので、両表にはパラメータの推定値が記入されていない白なお、 1960年代後

半以降一貫して就業者が減少している畠林業と鉱業、農林職と採掘車置は、独立変

散の教を少なくし、多重共雄性の艶曹をできるだけ小さく押さえるために、回婦

モデルに投入しなかった。また、ここでは、各部門の相対的な露響度の強弱を知

るために、パラメータとして揮噂偏回帰偶数を掲げている。したがって、偶数の

絶対慣が大きいほど、純移動の変化に対するインパクトが大きいことを意味する。

さて、両表から明かなように、 4つの対象期間ごとに要因構成は大きく変化し

ている巴まず、表V1I-4を見ると、すでに、中心部への人口集中が鈍佑しはじめて

いた、 1965・70年の純移動パタ}ンの変化に有意な貢献をしているのは、プラス方

向では建設業・製造業・公務、マイナス方向では卸小売業と金融保険業であった。

第一次石油危機を挟み、純移動が中心部で減少、周辺部で増加という明瞭な対照

を見せた1970・75年にも、パラメータの絶対値は小さくなっているものの、製造業

が依黙として高い説明力を有している。 1960年代以後、製造業は地方分散慣向(桓

倉 J 1988;田制.1989)にあり、一方、純移動も、 1970・75年の期間にはやはり地

方を強く指向する変化を基調としていた。このような両者の対応した動きが、製

造業のプラスの寄与を生んだと考えられる。また、運輸通信業のプラスの有意な

寄与は、分散した製造業が高度加工型機械組立工業を中心としていたこと(阿部，

1991)と関連しているかもしれない。サービス業も有意な変散として畳場している

が、パラメータの侍号が負であり、したがって、移動変化の積極的な動因とはな
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表VJI-4 蹄移動数変化に対する産業別蹟合効果の回帰

1965・70 1970・75 1975-80 1980・85

建誼業 .32 .27 
(5.19) (2.27) 

製造業 1.55 .89 .21 
(12.74) (15.70) (2.80) 

卸小売業 ー.50 -2.17 
(-3.51) (-8.01) 

金融保険業 -.45 1.12 -.80 

運輸通信業
ト2.43) (3.98) ( -9.59) 

.42 
(3.39) 

サーピス業 -1. 23 .69 

公務
(-9.99) 02.62) 

.11 ー.50
(2.10) (-7.72) 

定数 -.04 .13 ー .03 .23 

1'2 .95 .90 .84 .91 
ーーーーーー+薗 F 宇一一一』岨ーーーーーーーーー冒ーーー-~ ~-ー』凶・- - - --ーーーー・ーーー・面圃守『干ー一一-- -園田

ー 髄7AE襲撃量 -.02 5 
4 ..805 6 ::;i :~8 

槙瞳化上残蓋部 I 2.0 1 
以の道府県 千2.6葉2 -静2.0岡4 事務 神説l

神-奈2.川20 ，f現 -r.費
京都 千葉
-2.06 -2.10 

奈良
2.03 

( )内はパラメータ推定値の t個。

りえていない回

70年代佳半期の移動パターン変化に対する分析結果によると、プラス方向で有

意な貢献が確程、されたのは、建設業と金融保険業である。このうち前者は、公共

投資における地方優遇(Mera.1986;伊藤;1988)の反映とも考えられよう。卸小

売業はパラメータの持母がマイナスであることから、移動者の吸引よりはむしろ

押しだし要因として作用している。大都市圏再集中の傾向を見せた1980・85年には、
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サーピス経描化の中核部門であるサービス業が、はじめて有意な正のパラメータ

を持つに至った。ほかに、金融保険業と公務は、マイナス方向に有意な寄与をし

ている。製造業のプラスの有意な貢献は、 「先端技街型J機械工業の圏進(矢田，

1985)や、その内部におけるサービス柏、すなわち間接部門の比重の増大や、外部

委託化や別会社イじといった、サービス部門の社会的分業化(福田， 1991>などを踏

まえた、移動への:a響力の極活を示唆している31 金融・保醜業は、この時期の

大都市圏への人口再集中、特に東京圏へのー橿集中の有力なー固と見なされてき

た固この推察が検証されるためには、プラスのパラメータを持たねばならないが、

表四4をみる限り符号はマイナスであり、予想に反する結果となっている白

次に、移動パターンの変化に対する、職業ごとの蹟合効果の寄与に白を転じよ

う(表V1I-5)0 1960年代後半の5年聞に闘して、 46都道府県の純移動散の増分を‘

有意に説明しているのは、プラス方向では生産職、マイナス方向では販売職であ

る。両者は、 70年代前半に至っても依燃として重要な控割を損じているが、それ

以外では、プラス方向では運輸通信朝、マイナス方向ではサービス職が有意な変

散として新たに登場する。 70年代佳半は、いずれもマイナス方向に有意な藍散と

して、専門技術職・顕亮職の貢献が確認されたa 大都市圏への人口再集中化個向

を強めてきた80年代前半に至ると、専門揖術職の符号がプラスにスイッチした。

運輸通信職の正の寄与は、 1980年代に入ってからの大都市圏を中心とする宅自便

の急伸張(野尻， 1988;西田.1990に、闘酷しているかもしれない。その他、有

意な貢献をしている管理職・販売職・サーピス輔の3変数は、いずれもマイナス

の持号を持っている。

表四寸に示されたこのような有意な変数群は、就業構造に見られる産業と職業

との聞の闇連からも、ある種度措制される。すなわち、生産職が60年代後半と70

年代前半に畳場しているのは、同じ期聞における表V1I-4の製造業の有意な貢献と

連動するものだろうロほかにも、 1985・70年と1975・80年の卸小売業、 1970・75年の

運輸通信業は、それぞれ閉じ時期の販亮職と運輸通信職の動きと軌をーにしてい

る白

ただ、ここで注意すべき点がある目先ほど絶対散の小さい部門を、性格の類似
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表VJ[-5 純移動数変イじに対する職業買Ij蹄合効果の回帰

専門技術職

管理職

事務職

販売職

運輸通信職

生産職

サービス職

定数

1965・70 1970・75 1975・80 1980・85

-.42 .70 
(-3.20) (5.18) 

-.38 
(-3.89) 

-.43 -.71 -.49 -.74 
( -4.20) (-8.23) (-3.77) ( -3.60) 

.36 .48 
(2.72) (5.26) 

1.35 1.01 
03.06) (9.04) 

ー.54 -.52 
(-5.20) (-3.60) 

-.03 -.19 .03 .04 

E 
F 
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1
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値

ふしの値定推タ式
J-フ

占
Am内

和歌山
2.79 

広島
-2.32 

:31 

.f露
東京
3-25 

した部門に統合したとはいえ、なお産業部門と職業部門ともに、 9つの部門が説

明変数として存在しているa 揮V章第 l卸で述べたように、姐立変数が多くなる

ほど、これら変数閣の高い相闘がキヤリプレーシヨンを乱す問題、すなわち多重

共臨性陪題が、潜在的に高まる。例えば、最近就業者の伸び率がめざましく、都

市成長にとっての重要な機能のーっとされている金融保険業が、 1975-80年のプラ

スから1980-85年のマイナスへと、符号が反転しているが、前者の期間に関しては、
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5部門と0.80を越すような高い正の相聞を持っている。したがって、このような

パラメータの変化が、どれほど実簡を反映したものかの判断は難しい。

しかしながら、これは、 「能動的な観測または実験の不可能な(社会科学の)分

野において不可避の問題ともいえるJ(佐和 t 1979， p.163)が、特にこの場合は、

各就業部門の消長の背後に、崖業構造の再編という担本的な構造的要因が横たわ

っている。ここでは、投入する変数群を同一にした回帰分析によって、誼教の期

聞の要因構成を比較するという目的を優先している以上、相闘が低い、異なった

組合せの変数群を用意した再試行は、小手先の対応という印象を免れないa また、

Plane (1989a)が行ったような、この間題を回避するための、産業部門閣の変化を

主成分分析で少数の次元に縮約したうえでの回帰分析の再実行は、抽出された成

金の解釈を難しくするという難点も、抱えることになる。したがって、この間題

を睡和するような特別の努力は行わなかった。

また、ここでは従属変数は純移動の変化であるが、この点についても註意を要

する。特に、対象とする空間システム内で、純移動がぜロに近い水車で均衝して

いると、かなりの散の粗移動が存在しでも、従属変数自体の変動がきわめて小さ

くなって、実際には粗移動の揺で生じている人の動きの決定因をとりだしにくく

なる。論議を蹄移動に隅定しているのは、租移動レベルの分析が厄介で込み入っ

た作業となるために、制移動の動向を便宜上、一種の要約結果とみなしているか

らに過ぎないSl 上記のような蝉;念がおそらく多少とも妥当するのは、表vl[-1に

明らかなように、 1975-80年の期間である。表vl[-4と表四-5において r2個が、こ

の期間に共通して低下していることも、その可能性を暗示している。

さらに、 4期聞の分析のそれぞれに関して、回帰モデルの撞蓋項の組立性とい

う前提が満たされているかどうかを検討するために、空間的自己相聞の割度とし

て一般化モ}ラン偶数を佳った場合の結果についても、表vl[・4と表vl[-5に掲げた。

その有無は、揮単化正規変量を用いて判定されるが、いずれも出水筆で有意な

白日相聞は発見されなかったらつまり、この間りでは荷足すべき結果となって

いる。残差が絶対値2.0以上を持つ適合の悪い都道府県についても、両表に掲載し

た。ここには、中心部すなわち三大都市圏に含まれるか、あるいはそこに近接し
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た位置を占める都府県が多数畳場している。これは、これらの都府県の移動に特

に探くかかわっている変数が、欠落していることに起因している可能性ももちろ

んあろう。しかし、それ以外に、扱っているデータの単位に一定の原因があるよ

うに思われる。すなわち、大都市圏内では、都府県の墳を越えたところに従業地

があるというケースが、決して珍しくない。一方、移動データは、移動者の居住

地の変更を示している。したがって、職住が同一都府県内で完結している場合に

は、現実に即した結果があらわれると思われるが、ここではその期待が、中心部

の都府県に闘しては、充分には満たされないと考えられる。この難点の解消のた

めには、一つの大都市圏を一括して一つの空間単位にすればいいロしかし、その

ようにすると、ケースの数が、中心部3、周辺部34となり、分析の大勢に中心部

の動向が反映されにくくなる。このような潜在的なマイナスのために、このよう

な措置は行わなかった。

以上のような問題点が殖されてはいるが、回帰分析の結果を、純移動の増加に

直結するという意味で、パラメータの符号がプラスのもののみに限定し、値の大

きいすなわち説明力の大きい11置に要約すれば、 1965-70年では公務・建設業・製造

業ならびに生産職、 1970・75年では運輸通信業・製造業ならびに運輸通信職・生産

職、 1975・80年では金融保険業・建設業、 1980・85年ではサーピス業・製造業なら

びに運輸通信職・専門技術職となる。近時の就業者の構成からみた産業構造の変

化が、産業部門という点では製造業からサ}ピス業へ、職業部門という点では生

産職からホワイトカラー(専門技術職・管理臓・事務職)への揖れと概括できると

するならば、管理職・事務職の有意な正の貢献が見いだされないことを融けば、

以上のような結果は、ともかく、移動パターンの変化がかかる構造変化と軌をー

にしてきたことを物語っている。換言すれば、 t走者が曲者の決定固として重要な

世割を損じてきたことを示唆している。

さて、本章で得られた結果を、ほぽ同様の方法によって、米国における移動パ

ターンの変イじと庫業構造の再編の聞舗を分析した Plane(1989a)を利用して、日

米比較を行ってみたい6)。米圏内の人口移動は、 60年代には中心部(北東部・中西

部)への純琉入、 70年代にはそこから周辺部(南部・西部)への純請出、と要約でき
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る固披の分析によれば、 60年代の移動に対して艶響力の大きかったのは、製造業、

ついで金融保険業、 70年代では運輸通信業・公務・商業などであった白米国では、

70年代には製造業の貢献はほとんど認められないが、日本では、第一次石油危機

が発生した70年代中期までの移動に対しては、この産業部門の寄与が明らかに認

められるし、 70年代後半の不況期にその影響が消えたにもかかわらず、 80年代の

前半にその再浮上を示唆する知見が得られた7)。対照的に、第三次産業のいくつ

かの部門の移動変イじに対する貢献が、米国ではわが国よりも早く、 しかもより強

く見られたという印象を覚える。わが国で、サーピス経済帽の中心部門であるサ

ーピス業が、移動変化の主導的要因として登場するのは、ょうやく 80年代前半に

なってからである。さらに、米国のみなちず、イギリス・ノルウェー・カナダ・

オーストラリアなどでも確起されている鉱業の正のインパクト(Champion，1989) 

は、表vn-2に明かなどとく、わが国ではほとんど認められないと言っていい巴
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[otUむずo

わが国の人口移動パターンの変化が、産業・職業の主要部門ごとの就業者数の

変動から、どの誼度毘署されているのかを検討するのが、本章の目的であった。

モデリングにさいしての基本的な伍定が充分に揖たされていないことの艶曹を、

的確に評価しえないのが残念であるが、その点をー応度外視することが許される

とすれば、 1960年代申期以降80年代申掴までの5年間ごとの規定要菌は、めまぐる

しく変わっている。その詳細についてはここでは撮り返さないが、少なくとも、

経済のサービス化の潮読が、移動パターンの変北の決定固として作用しているこ

とは確認された。

ところで、経横地理学や都市地理学の恒域では、現在までに、産業構造の転換

およびそのインパクトに闘する文献が、かなりの蓄積を示すまでに至っているも

のと推察される。一方、人口移動の分野では、農業から非農業への転換が移動に

毘ぽす艶響については早くから注目されていたが、二次産業の後退、三次産業の

圏進を骨子とする転換が本格的な視野に入ってきたのは、最近のことである。し

たがって、移動に対する産業構造転換の膨審の論議は、この構造転換に閲する既

往の語成果を積極的に取り込んでいく必要がある。しかし、本章ではその点を克

告になしえなかったし、センサスにおける就業者の大分担に安易に依血したロし

かも、利用した移動デ}タは年齢別の細分イじが不可能であるために、その教組自

体の増分から、就業者の増分との相関分析ないし回帰分析を行わざるを得なかっ

たが、この移動者のデータの中には非就業者も一定の割合含まれているという問

題点もある。また、産業構造の変イじが大きいときや、圏全体と地域の聞での雇用

の成長率に蓋が大きいときには、本章で利用したような伝統的な比較静学的シフ

トシェア}分析より、毎年の変動を投入する動踊的シフトシェアー分析の方が、

よりふさわしいという指摘もある(Barffand Knight， 1988)。産業構造の再嗣と

移動パターンの蜜イじの聞怖を明らかにするさいの分析上の枠組みの改良もまた、

不可欠である。さらに、ここでは、データの制約もあり、園土を中心部・周辺部
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と二分した区分や、都道府県という単純な空間単位の純移動数の変化という観点

から分析を進めた。したがって、都市システムや地域システムについての空間的

闘僻を重視した精細な分析(森川.1988)という点でも、不充分な点を残している

8) 

さて、本章でとった視角が、前章の冒碩で述べた、 1970年代における先進諸国

の移動転換の説明に、はたして、どの程度貢献するのかについて言及しておきた

いa 産業構造の転換は、この同時的な事象を説明する恒説の一つに挙げられてい

るし、額融の見解は、 Frey(1988)にも見られるからである固本章の分析結果は、

わが国においては、サーピス経揖化という要因が移動パターンの変化をもたらし

た可能性を支持している。しかしながら、これとは別に、国ごとの産業靖遣の遣

いや経済の三次化の時間的ずれがあること(総理府統計局.1983， pp.75・77)を考

えると、この要因のみをもって、時をほぼ同じくした変イじを説明することには、

少し無理があるであろう。雇用者の就業部門ごとの変化は、労働市場の需要個の

動向であり、人の移動が需給バランスの地域的差異に応じて発生すると考えると、

労働市場の供給側の条件、特に過去の出生率の変動に起因する若年骨量力の供給

数の変化を、この間盟と結びつけて語論する必要がある。

なお、移動転換の同時性という点に執着するならば、 1970年代前半の第一次石

油危機の発生に起因する世界同時不況の重要性が、考えられない訳ではない。し

かし、先進諸国における中心部輯地域の純移動の急速な減少が、石油危機に先立

つ1970年頃から始まっていること、ならびに Kontulyand Bierens (1990)による

8;1)国15地域を対象とした綿密な時系列因果性分析の結果も、この要因が部分的な

説明しかなしえておらず、これ以外の原因への注目が不可欠であると結論してい

ることを考え合わせると、景気動向という決定固に大きな期待をかけることは難

しい。また、前章の冒頭で述べた、先進世界における移動転換の八つの伍説的要

因のうち、距離効果の佳退および、価値観や生活樺式の噌好の変化といった二つ

の要因も、変化の同時性を説明する極本的要因としては、やや弱いように思われ

る.すなわち、これらの三つの要因がなぜ1970年頃に、先進諸国で一斉に重要性

を増すのかが、説明しにくい。
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要するに、わが国の事臨だけの説明を離れ、他の先進諸国の事臨をも巧みに説

明することには、現段階ではいまだ成功していない。今佳に聾された、大きな韻

題であるロ

語

1) 1970年代の増加に関して、富田(1984，p.9)は、 「国民i経揖の尭属、とくに読

通・販売却門の成長にともなう全国の主要都市における大企業の支庖の拡充や

新規立地による管理的職業従事者の増加J、を示唆している。

2)就業者の産業と職業(いずれも大分類)をクロスさせた集団を、輸事庁統計局

(1985， pp.22・42)は、職曲集団と呼んでいる。このうち特に、所属産業または

職業従事者のいず‘れかにおいて、日匹以上を占める集団を基幹職曲集団としてい

るが、 1980年において就業者全体の中での上位5つの期間職能集団は、製造業

生産職(17.22則、卸小売業販売職(11.55則、農林水産業畠林職(9.69町、建設業

生産職(7.14則、サーピス業専門職(7.05%)であった。

3) 1980、85年の都道府県別の完全失業率は、製造業就業者比率と、それぞれ、

・0.58、-0.72と、逆相闘が強まる個向を示し、製造業の民闘が失業の解消に寄

与しているという知見(北村， 1990)も、この点と関連していよう。

4)純移動のみならず、転入・転出についても同様の分析を試みた。純移動の場

合とは、細部においては遭った結果が得られたが、貢献の大きな蛮敢について

は大きな差は見られなかったロ

ら)分析単位の接触度を表すウエ}ト行列は、睦上で接しているとき L そうで

ないときに Oという要素からなっている。検定は、データ分布に対する制約の

置いランダム化仮定のもとで行った(Cliffand Ord， 1973;野上・杉浦， 198 

6， pp. 75・83)。

6) Plane0989a}は、職業別のアプローチは試みていないa また、桂が就業者数

の増加と相関・回帰分析を行ったのは、本稿のような移動増加の観剖値そのも
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のではなく、それを本論文の第百章でも用いた、人口基盤成分・移動率成分・

地理的分布成分に分解したさいの佳二者の効果であるE

7) これは、わが国の製造業が、近年強い国酷蹟争力を唖得してきたことに関伍

しているであろう固今日では、特定地域の雇用変化が国標的な文脈からも規定

されるので、こうした点を配慮するには、 Sihagand HcDonough (1989)が展開

したような一般的な枠組みがふさわしいであろう。

8) なお、全国レベルの反都市化をめぐる語論は、実体的には明らかに移動転換

というトピックに闇連しているが、そこでの主たる関心は、諜J11 (1988. 1989) 

や Champion(989)などに例示されているように、都市規模(ないしは階層)

と人口増加の聞怖である。能者の重要な成分が人口移動であるにもかかわらず、

反都市弛に関する論語では、移動自体に注がれる関心は、従来必ずしも大きく

はなかったように思われるa 一方、移動転換に関する論語は、中心・周辺聞の

移動バランスを軸に麗闘してきた。このような意味で、反都市化の論謹と移動

転換の論語には意識の隔たりがあり、それが、両者がうまく統合きれない一因

をなしていよう n
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第四章転勤移動研究開

:J.iMWf;'ii!0神路

先の揮V~VJ[章を通じて、わが国の都道府県間人口移動の決定固とその変化の

分析を進めてきた。そのさいの決定固とは、社会経描的および人口学的な要因で

あった。これとは別に、進学・就職・転勤・結婚・住宅事情といった移動の事由

も、人口移動の原因として重要な地位を占めており、これへの正当な注目なくし

ては、移動の充分な説明はおぼつかないであろう。本章は、かかる観点から、多

岐にわたる移動の事由の中でも最も重要な事由の一つである転勤に超国する移動

に強点をあてる。

さて、人口事動の基本データは、普通、特定の期間における常住地の変更から

割り出された地区間移動の形で義章・計上される。しかし、このような集計レベ

ルのデータは、現実の移動の単位である個人や世帯を合計したものにすぎず、非

集計レベル、すなわち個人や世帯ごとの移動行動を精細に解明しえないという限

界があることは、周知のとおりである白まして、個人や世帯の移動を通時的に追

跡しうるような調査は、これまできわめて乏しかったし、例外的に春在するもの

でさえ、サンプル規模が小さいものに限定されざるを樟なかった。このような問

題点の克服は、個人あるいは世帯単位のミクロな移動データを入手しうるか否か

にかかっていると言えよう B

以上のようなデータ入手面での問題点を考えると、 1986年10月18に厚生省人

口問題研究所によって実施された『地域人口の移動歴と移動理由に閲する人口学

的調査』は、きわめて重要な意義を持っている。上記のような欠点を打開してい

る他に、非移動者も調査の対象としたために、移動率の算出も可曲になったーこ

の調査データを利用して、本章では、特に労働市場に参入して以降の年齢におい

て、最も重要な移動揺躍の一つである転勤移動の実簡を静き彫りにしてみたい 1)
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この調査に関しては、既に主報告(厚生省人口問題研究所， 1988)や結果の要約

的解説(属島・坂東， 1988)が出されている。双方ともに、調査結果の全体的なイ骨

両えとしてはおおいに有意義ではあるものの、転勤移動に闘しては、盛られている

調査項目の細部にわたってのクロス集計の段階にまでは至っていない。特に、世

帯単位の原ヂ}タを観損できないために、三つ以上の項目(属性変数)聞での関連

は、基本的には知り得ないことが大きな問題である固移動理由に聞する、いま一

つの近年の重要な調査である国土岸(1982)においても、転勤{出向とあわせて一つ

のカテゴリーにまとめられている)と、他の項目とのクロス集計は一応表章されて

はいるものの、上と同棋の難点がある。

以下、第2節では、転勤移動を研究する意義について、既往の研究を撞用しつ

つ簡単に論じる。続く第3節では、上記の調査から移動経験をもっている世帯主

の属性を取り出して、転勤とその他の理由による移動の聞で有意な蓋があるか否

かを検討する。さらに第4聞では、転勤移動のみを取り出して、距離の影響、都

市の階層システムとの関冊、および移動の空間的パターンの規則性について論じ

るg 第5節においては、揖られた知見の要約を行う a

:?~%:鳴動挙動研蝿の意義

転勤移動、すなわち、同一組縄内の配置転換による常住地の変更に強点をあて

ることの意識は、*の二点に要約されよう。

第一に、囲内人口移動の全体において、この理由による移動が少なからぬ割合

を占めている点である。例えば、 1981年秋に実施された国土庁による移動実態に

関するサンプル調査によれば、過去 1年聞に移動した人(15・75輩)5，206人のうち、

転勤(出向を含む)による移動は22.4出を占め、第2位の結婚による移動12.1%を大

きく引き離しているa 特に男女ともに、 30-50代の移動理由に闘しては、その構成

比が一段と大きい(国土庁， 1982， p.51;河辺， 1991， pp.13・14L詰外国におけ

る類似のデータは決して豊富とは言えないようであるが、ないわけではないa 米

国では、州間移動をした全世帯主のうち、転勤による移動は23.8%を占めるとい
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う。もし、 35・54蕗の男性の世帯主に限定すれば、その比率は34.0%に上昇する。

ちなみに、州間移動を行った全世帯主に闘して、 23.6討を占める第二の移動理由は

就職・求職であり、教育および軍関偶の移動理由は、それぞれ5.4%.4.8%を数え

るという (Flowerdew，1982)。また、イギリスの4都市で行われた、 1970・71年に

転入した551世帯に関するサンプル調査によると、 28%にあたる157世帯が転勤に誼

当していた (Johnsonand Salt， 1980)。さらに、 1976・77年に行われたマレーシア

家接生活調査によれば、最終移動の主たる理由に聞しては、転勤が全体の1舗を占

めていた(Henon，1987)。

以上のような特定時点で観察される比重の高さに加えて、国民経済における脱

工業化あるいはサービス経時イむの進屈は、この理由による移動を一層重要にする

であろう、との指摘もある (HcKayand Whitelaw， 1977; Sell， 1983)。また、都

市居住人口事の上昇や都市経掛の三次化は、圏内移動に占める都市間移動の重要

性の増大をもたらすと考えられるが、転勤移動は、この都市闇移動の主役を損じ

ているように思われる(石川， 1979; Sell， 1982)2) 0 

転勤移動研究の第二の意識としては、この移動形簡が、移動者自らの決定とい

うよりはむしろ、当人の勤務する企業や官庁といった組織の意志決定によって発

生するという意味において、移動者本人が目的地選択を自由になしえない、強い

られた移動の典型であることである(山本、 1984)。これまでの人口移動のモデリ

ングや具体的な分析作業においては、移動理由ごとに細分可能な包括的データ顕

が乏しかったという事情も手伝って、潜在的な移動者は目的地選択の自由を保証

されているということを暗黙の前提とすることが多かった。近時の移動研究のフ

ロンティアーの一つを形成している、効用最大化を骨子とする合理的行動を伍定

するロジットモデルも、基本的には、やはりこのような限界から抜け出ていない

(石川， 1988a， pp.157・158)0 このような見方の妥当性は、自由選択を前提とした

モデルに基づいた経験的研究によっても支持されているように思われる巴例えば、

ネステイド・ロジット・モデルを利用した筆者の研究(揮XI章参照)では、結果の

解釈にあたって、転勤をその中で発生させている組織のネットワークの全国的展

開を念頭に置かなければ、説得的な解釈が難しい。
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現実の人の動きを考えると、倒えば、転勤にさいしては勤務先組輔の出先機関

や支所の立地毘聞、就職にさいしては雇用機会の分布、就学にさいしては高等教

育機閣の分布、住み替えにさいしては住宅市場のあり方、などに大きく規制され

て、具体的な目的地を選択せざるをえない。むしろ、目的地選択にさいして、完

全な自由が保証されているというケース自体が、きわめて異例と言ってもさしっ

かえない。このような制約条件への注目は、必ずしも真新しくはないが、少なく

ともわが国では、この点に積極的な関心を向けた既存文献は、あいにく、豊富と

は言えない。したがって、転勤移動の実態の解明は、制約条件に縛られた移動行

動の全貌を揮き彫りにする重要な端緒と期待される。

上記のような転勤移動研究の二つの意義から示唆される量・賀両面にわたる重

要性に鑑みると、既存文献におけるこの移動形態の扱いは、きわめて接拍であっ

た(Swindelland Ford， 1975)白少なくとも、わが国を対象とした地理学内部の研

究としては、新日本製鉄君樟製銑所への現業労働者の配置転換、および住友銀行

と建設省の管理職の転勤を取りあげた伊藤ほか0979，pp .172・193)、大都市圏か

ら地方への還流にお砂る人事移動を取り上げた Wiltshire(1979b，1983}、さらに

新日本製鉄釜石製銑所の事業縮小に伴う哲働者の記置転換を克明に追跡した Wi-

1 tshi re (1992)などが、例外的な事例ではなかろうか。また、家接を従来の住居に

残して移動するいわゆる単身赴任は、今日では一つの社会問題にまでなっている

ものの(倒えば，労働大臣官窟政策調査部.1990、それを包み込んでいる転勤移

動の全体は、残;急ながらいまだ明確にはなっていない。要するに、その潜在的な

重要性に比較して、転勤移動は、移動研究における未聞の髄域をなしているロ

このような研究の遅滞の原因としては、何と言っても、移動理由を細分できる、

包括的で時系列的な統計資料の不備を指摘できょう a 労働省[j'雇用管理調査報

告』や総務庁統計局:Ii就業構造基本調査報告』は、確かに転勤に関するマクロな

データを提供してくれるが、出発地と到着地を具体的に特定し得ず‘空間的な分

析には支障が大きいという欠点がある。

ところで、少なくともわが国の近年における移動研究を見る限札移動理由や

啓勤者の属性を間わない全悼レベルでの研揖から、これらの点を識別した、内容
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的に同質的な移動を取り上げる、より細分化されたレベルでの研究への移行が、

一つの潮読となっている。高齢者の移動(内野， 1987; Oto回oand Itoh， 1988)、

女性の移動(内野， 1984).単身赴任(山本， 1987)への関心などは、このような倒

の一端とみなせる回また、過去の出生率の変動に起因する年齢構成の変イじ(伊藤，

1984)や、コ}ホート単位の累積移動率の研究(河辺， 1985)、さらにモデル移動ス

ケジュールの特定(河辺， 1991;井上， 1991)といった業績の底揖には、移動者の

年齢という属性への強い関心がうかがわれる。なお、伊藤ほか(1979)による編著

は、わが国を対集とした、移動者の属性ごとの異なる移動パターンの分析の指向

という点で、かかる動向の端緒をなしたとの評価も可能であろう。

集計レベルで観察される移動は、あくまでも、多様な属性や理由をもった多数

の移動者の合計にすぎない以上、上述の詰研究に示唆されるような、犠々の具体

的観点からの多面的なアプローチは、移動研究を前進させこそすれ、佳退させる

ものではない。本稿における、転勤に原因を持つ移動への注目も、かかる近年の

動向と軌をーにするであろうー
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3.:¥;:(輯勤務勤者噴属性

人口問題研究所による今回の調査は、同居している世帯員のみならず、別居し

ている子供や、かつて別居していたが現在は同居している子供などに関する移動

歴が、詳細に記錨されている。とはいえ、これらの中で調査項目が最も豊富なの

は、なんといっても世帯主である。このために、以下では基本的に世帯主の移動

経験に意点をあてたい。また、理由が明確に判明する移動は、現在の住所に移っ

たさいの移動(以下、最終移動と呼ぶ)である。この調査では、最終移動の理由に

ついて、一番重要なものには@、他にあてはまるものについてはOをつけるよう

に求めている(0はニつ以上でも可)。しかし、集計結果をみると、副次的な移動

理由については、回答顔度が揮して少ない。したがって、以下で分折の対象とす

るのは、最も重要と答えた移動理由のみであるa

なお、移動理由と各属性の関連性、逆な言い方をすれば、独立性をみるために、

以下では結果を2改元の分割表の形にまとめることにする。もし、移動理由の変

数(転勤とその他の理由の二つのカテゴリーを持つ)と移動に閲するこれ以外の変

数(本節ではおもに移動者の属性)の両者が狙立した闇偶にあれば、分割表の各セ

ルには、当韻セルが属する行と列の周辺度散に比例した度数(理論度数)が入るこ

とになる。そうでないときには、この理論値から大きく外れた観制度数が入るこ

とになる。このような組立性の璽度の制度となるのが、 X2であり、以下のように

定義される(安田，1969， pp.51・55;奥野 t 1977， pp.83-86;柳川 t 1986， pp.37 

-38). 

1 J (Oij-Eij) 2 X2= L L ¥'-'IJ ~'JJ (VIII-l) 

i=1 j=l μij 

ここで、 Oijは、移動理由が i、移動車散が Jのカテゴリーに属する観甜度数、

Eijはその理論度数、 Iと Jはそれぞれ移動理由と移動変散のカテゴリーの散で

ある(本章では 1=2)。また、
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(咽-2) 

である nは標本の紬度数である回 X2は、 nが充分大きくかっ各セルの度教が5

以上のとき、自由度(I-1) (J-1)の ;(2分布にしたがう。したがって、有意水準α

に対してX2値が、臨界値 χ苦【(I-l)(Jー1)Jを上回れば、両変教は姐立していな
α 

い、すなわち有意な関偶がある、と結論できる。なお、以下では、近棋をよくす

るために、イエーツの補正式

I J 

X2= L L 

i=l j=l 

を笹う。

(1 Oij-Eij I -0.5) 2 

E i j 

(四-3)

独立性の副度としてのX2統計量の意義は、有意性検定が可能なことである。し

かし他方、この統計量の値は自由度、すなわち変散のカテゴリーの散に依存する

ので、狙立性の種度を示す絶対的な割度ではない、という欠点がある。そこで、

この点を補強するために、以下で定義されるクラマーのv冊数も、あわせて掲げ

ることにする。

v= [~min(工Jー 1)11/2
このv偶数は、 2x 2の分割表に闘しては、

I X2
¥ 112 

(羽ト4)

ゆ= 1-1 咽・5)
¥ n I 

となる。 v、ゅのいずれの統計量も、二つの変数聞に関連がないとき、すなわち

姐立しているときに0.0.完全に関連しているときに1.0O値を示す。当黙ながら、

個が大きいほど闘連が強い。

なお、 X2を使うこの方法は、 2変数の姐立性検定にさいしての、伝統的で常套

的な統計的方法であるが(倒えば，富田，1978;西原， 1993)、質的変散の多次元

舟割表に関する分析方法は、近年発展が著しい回倒えば、変数聞の独立性は、対
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数締形モデルにおける克互作用効果に着目することによっても可能である(松田，

1988)ロまた、同一データに対して、 AIC(Akaike'sInformation Criterionの略、

赤池情報量規準)を中心的な概意として、考えうる多数のモデル群を統一的に比較

ここでは、しかし、きわめて興味深い。するというアプローチ(坂元， 1985)も、

望ましいモデJレの構築という数理統計学的関心よりは、大まかな傾向の抽出とい

う記述統計学的関心の方が強く、分割表の提示で一応の目的を達成できる。現在

その実蝿を明らかにすべき段暗にあるからでまずもって、の転勤移動の研究は、

ある。

表唖-1

比率(国)

8.22 
1.80 
5.22 
6.38 
0.89 
15.52 
1.36 
0.56 
2.54 
0.33 
42.57 
0.63 
0.44 
13.52 
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移動理由

転勘

違議
襲撃髄承
草書
記偶者死亡
親と同居

ii襲警
その他

100.00 6，377 計

出生時から現在地に居住

さらに最終移動の理由が欠損惜となっている278人を除

いた 6，377人に聞して、最終移動の理由別の移動数を求めたのが、表vm-1である

この調査の蹄サンプル散は、 7，825世帯である。まず、

している世帯主1，170入、

(以下の義国ー2における蹄度散が分割表ごとに異なっているのは、当韻項目に闘す

る原データが欠損値となっているケースを除外しているからである)。転勤は524

人、比率で8.2却を占めており、住宅事情と結婚についで、第3位の理由となって

いるe 前述の国土庁(1982)による調査では、転勤移動が全体の4分のlに近いの
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に比ベ、これは、出向を含んでいないとはいえ、かなり低い数字であるロしかし、

約邸という数字は、世帯主のみによる最大理由に関するものであり、随伴移動者

である、配偶者や子供などの扶養家族を除外して得られた数値であることに控目

する必要がある。

さて以下、転勤を最大の理由とする最終移動を行った移動者(世帯主)を、それ

以外の理由による移動者の属性と比較してみたい(表澗-2) 0 

男女差: 転勤であるか否かの移動理由は、移動者の性別と密接に闇伍してい

る。すなわち、転勤移動は男性が圧倒的に多い。

学歴: 最終移動の理由と移動者の学歴の間偶もまた、独立ではなく密接な関

連がある。すなわち、教育年散が多いほど、転勤移動者の占める割合が高くなる

鋸向がある。しかし、絶対散という点では、高校卒業者と大学卒業者(大学院修了

者を含む)が多く、 ζの両カテゴリーで転勤移動者全体の約4分の3を数える。

移動時の年齢 60歳代以上の該当者はきわめて少ないので、年齢の高い層は、

50揖代以上と一括した。絶対数という面での転勤移動の中心は、総数の4割あま

りを占める30揖代であり、ついで20揖代までと40揖代がそれぞ、れ4分のlずつを

占めている。他方、その他の理由による移動は、 20歳代までと30最代が中心であ

るE このことから、転勤移動は、これ以外の理由に起冒する移動よりも、年齢が

上の移動者の占める割合が高いといえるロただし、各年齢措級の総数に占める転

勤移動者の比率という点から言えば、轟から明かなように、 40藤代が最も高くつ

いで30揖代となっていて、この二つの年齢階級が転勤というかたちでの移動を行

う確率がもっとも高い年齢であると言える。

随伴移動者の有無: 今日社会的関心を呼んでいる単身赴任は、結婚して家庭

を持っているもののうち、移動者自身のみによる転勤移動のー形態である。移動

理由と随伴移動者の有無の聞には、有意な聞備は存在するものの、当初の予想と

は相反する結果となっている。すなわち、表をみる限りでは、転勤移動の場合に

は、その他の理由に比べて、単身での移動がむしろ少ないa ただし、単身赴怪が

最も多い年齢は40-50揖代と言われているので(労働大臣官房政革調査部.1991， 

p .9)、この年齢層のみを抽出すれば、あるいは単身での転勤移動が有意立多いと
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いう知見を得ることができるかもしれない白

職業: この調査ではもともと13の職業分類が用意されているが、農林穐業従

事者、商工サービス業主、自由業、商工サーピス業主・自由業の家族従業員は、

転勤の該当数が少ないので、自営業として一括した。転勤移動者の絶対教の多い

属性

表四-2 移動理由と移動者の属性の闇品

転勤 その他
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表四-2 (つづき)
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1， 737 000.0) 
2.066 000.0) 
2ト610(100.0) 
6，413 (100.0) 

上位3職種は、事務職・専門技術職・管理職である白転勤による移動者の割合が

相対的に高い職業は、管理職(大きな会社や官公庁の韻長以上、学校の技長など)

・専門技楠職(技術者、医師、裁判官、弁護士、会計士、航海士、教員などで雇わ

れている人)・事務職(一般事務・タイピストなどで雇われている人)・保安職業世

事者(自衛官、響損官、守衛、ガードマンなどで雇われている人)などである。管

理職や専門技術職が転勤移動の大きな割合を占めていることには、しばしば指摘

されている(伊藤ほか.1979， pp.172・193;F1owerdew， 1982)が、この点は表から

あらためて確認できるa いわゆるホワイトカラーを構成する、残りの職業である

事務職も、高い比重を占めていることが判明する。保安職業従事者の比重の高さ

は、おそらくは、その分類に含まれる自衛官や聾鎮官の転勤の多さに闘偶してい

ょう。

産業: 転勤は、企業や官庁といった組織の内部における移動であるので、さ
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らに立ち入った分析を進めるためには、各移動者が属している組縄についての情

報が不可欠となる。しかし、人口問題研究所による今回の調査は、移動歴や移動

理由に闘する人口学的調査に主眼を置いているので、この点についての質問項目

を全く欠いている。移動者の勤務する組織に関する克分な情報にはほど遣いが、

国土庁0982，p.52)の調査は、移動理由と移動者の属する産業のクロス集計を行

っている点で、参考になる臼有意性検定の結果は、両者の強い関連を示している固

移動した一番重要な理由を転勤(出向を含む)と答えた882人のうち、 「その他J

「不明」と答えた 9人を除いた673人のうち、絶対数の多いj唱にみると、公務、製

造業、サービス業、金融・保険業となっている。また、金融・保険業と公務の二

つの部門は、転勤が、全体の移動理由の4割以上という高い比率を占める産業と

してきわだっていることがわかるa

発生時期: 本節の分割表の最後として、移動者の属性ではないが、最終移動

の発生時期に言及しておきたい。ここでは便宜的に、 1960年代まで、 1970年代、

1980年代の三つの時期に区分した。戦後のわが国の圏内移動パターンは、 1960年

代までの三大都市圏への掛しい硫入、 70年代における大都市圏・非大都市圏聞の

移動の均衡化、 80年代における大都市圏へ純誠入の漸増、と要約できること(トイ

パー， 1964， pp.128-156; Vining and Kontuly， 1978; Cochrane and Vining， 1 

988)が、以上の区分に対する一応の担担をなしている。表四-2によれば、転勤移

動の割合が一貫して増大しており、特に70年代から80年代への割合の上昇が顕著

である。この知見は、表面的には、 HcKayand Whitelaw (1977)が論じた、脱工業

化社会における組織内移動(すなわち転勤移動)の役割の上昇という推察を支持し

ている、と考えられる。しかし、以下の表四・3にみるように、転勤移動はおしな

べて移動間隔が短く、したがって、本調査のように現在地に移った移動のみに聞

して、その理由を尋ねると、新しい移動ほど転勤の比率が多くなるという偏りを

生むことになるロしたがって、ここでは、転勤移動が時間的に有意に増加してい

るという結論を導くには、一定の留保が必要である。

移動回数: 結婚している世帯主のうち、結婚に伴う転居を除いて、結婚後現

在までに何回住所を変えたかに聞して、この調査は、転勤・住宅事情・その他の
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三つの項目ごとの累計移動回数を尋ねている白このデータから、出生以来移動経

験のない人を除いた、一被験者あたりの平均回数をみると(表四-3参照)、最終移

動の事由が転勤以外の移動者の中では、住宅事情による移動が目立っている。一

方、転勤による移動では、過去における転勤による平均の移動田教が 2.7田と高

い。これは、最終移動が転勤に起圃している世帯では、これまでにも転勤移動を

繰り返してきたことを物語っている。

表四-3 過去の平均移動回数

転勤

2.75 
0.52 
0.11 

その他

0.57 
1.40 
0.69 ' p 

0.78 
1.32 
0.63 

-ーーーーーー司・・~---司四四---1旬ーーー・ー・・・・・・司田ーーーー・・・・・・・・司'門司一一一一-~・ τ ・- ---司--------ーーー

計 3.39 2.66 
L 
h 2.73 
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議JH輯勤替動;の聾闇掲輔麗

本主主では、主に転勤移動のみを取り上げて、その地理的醐面を明らかにしてお

きたい。以下では特に、距離の影響と都市の階層システムとの関偶というこつの

トピックについて論じた能、得られた経験則が他の国々の転勤移動パターンに一

般的に妥当するかどうかを揮る。

(1) 距離の艶響

まず、事動理由ごとに、移動距離の長短の違いが存在するか否かを検討したい。

最終移動の直前の住所(出発地)と現在地(到着地)の閣の距離を量一計ることも一

応可能ではあるが、きわめて規雑な作業となるので、ここでは便宜的に、全体の

移動を県内移動・県間移動に分け、さらに能者を地域内・地域間移動に分割した固

その結果得られた網羅的で排他的な三つの移動類型ごとに、移動者を分けること

にする固ここで、地域に相当するのは、北海道・東北・関東・中部(三重を含む)

・近融・申国・四国・九州の八つのプロックである。

まず、県内・地域内(県内移動は含まない)・地域間という移動距離からみた 3

類型と、移動理由とのクロス集計を行ったのが、表咽-4である。転勤移動は、県

内喜多動の割合が最大である点では、他の多くの理由による移動と共通しているe

しかし、地域内移動と地域間移動の割合を比較すると、曲者の比重が大きいもの

として、結婚、離婚・配偶者死亡、親と同居・子と同居、住宅事情などによる移

動があり、これらの移動パターンには距離減衰個向が顕著である。一方、 t走者の

比重が大きい、すなわち長距離移動の比率が相対的に高い移動としては、転勤を

はじめ、進学、就職、転職、家業継承、子供の学校・子供の教育による移動理由

がある。

ところで、転勤による移動者の散が、明確な単調減少を示すか否かを検討する

のが、距離の器曹を検討する唯一の見方ではない。例えば、前節で重要性が確認

された移動者の属性ごとにデータを細分し、これと転勤移動の類型との聞に有意
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表vm-4移動類型と移動理由の閏偶

県内 地域内 地域間 計

転勤 221 110 182 513 
(43.1) (21. 4) (35.5) (100.0) 

進学 29 
(202.3 2) 

62 o∞11.4 0) (25.4) (54.4) 

就職
(4舟) 77 

(23.5) (100.0) 

転職 225 61 112 398 
(56.5) (15.3) (28.1) (100.0) 

家業継承 32 7 13 52 
(61.5) (13.5) (25.0) OOO.O} 

結婚 851 79 21 951 
(89.5) (8.3) (2.2) 000.0) 

離着毛死亡 83 25 10 118 
(70.3) (21. 2) (8.5) 000.0) 

親子とと同同居居 ・ 117 31 29 177 
(66.1) 07.5) (16.4) 000.0) 

住宅事情 2.430 210 21 2，661 
(91. 3) (7.9) (0.8) (100.0) 

手協議署 | 57 5 6 68 
(83.8) (7.4) (8.8) (100.0) 

(if9) (12:O) (10:0) 000.0) 
. --ーー一一一 一ー岨副ー ーー・・圃咽 ー寸 ーー』園早ーーー-- --ー~ --~晶圃--------..---肝ーーーーー』

計 1837726 m8196  7~~1) (1í~7) (1Ö~2) (r6Ô~O) 

X2=1，500.730%水車有意)， v=0.348. ( )は、行和を100.0固としたさいの比率。

な聞慌があるかどうかに註目することも可能であるロ移動掴型と有意な闘舗を示

す転勤移動者の属性は、男女句別、学歴、職業だけであることが判明した。そこ

で、以下では、これらの属性が登場する分割表のみを表咽-5に掲げ、簡単な解説

を加えることにする a

男女差: 男女閣の顕著な遣いは、男性では移動距離の3類型ごとに移動者数が



属性

表咽-5 移動類型と転勤移動者の属性の関儲

県内 地域内 地域間
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計

量産

大学
その他
計

無職
自営業者

舗布団体投員

事思議術職
臨時詰4従事者

技能竺労務職
その他

;;iiiiJ1772;ii:;iiii;ij 
X2=1l.38 (1%水盤有意)、 v=0.149.

学歴
67 (36.8) 36 (19.8) 79 (43.4) 
152 (46.5) 74 (22.6) 101 (30.9) 
219 (43.0) 110 (21.6) 180 (35.4) 

X2=8.16 (珂水温有意)、 v=O.127.
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比較的分散しているのに、女性の場合には、 7割が県内移動に集中していること

であるa つまり、男性の転勤移動は、女性より相対的に距離の長い移動を行って

おり、距離効果が弱いと言える。

学歴: 前出のように最終学歴として中学卒・高校卒・短大卒(専門学校卒業を

含む)・大学卒の四つのカテゴリーを立てると、移動類型と学歴との聞には有意な

閤4誌が滑られなかったので、大学卒とそれ以外というニつのカテゴリ}に統合す

ると、宥意な開冊が確認された。大学卒の移動者の割合では、地域間移動の比率

が43.4固と全体の半分近くを占めている点が、注目される。他方、短大卒業以下の

学歴を持つ移動者は、県内移動が最大の割合を占めている。

職業: いま一つの目安として、無職を除いて、各職業の合計に占める比率が4
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割を越える移動顕型のカテゴリーを揮すと、自営業者、専門技描職、事務職、技

能・労務職では県内移動、管理職、販売・サービス従事者、保安職業従事者では

地域間移動が、それに韻当するa 後者の三つの職種では、長距離移動が卓越して

いることを意味しているが、このうち、管理職に聞して言えば、例えば、 licKay

and 1I/hi tela日(1977)のオーストラリアでの報告などの既往の研究において指摘さ

れているように、予想どおりの結果と言えるし、保安職業従事者が長い距離を動

いているのは、恐らくはこのカテゴリーの多くが自衛官によって占められている

可能性をうかがわせる。ただ、販売・サービス従事者の多くも、転勤にさいして

畳距離にわたる移動を行っているという知見は、やや意外であった回

以上、転勤移動における距離の影響を、県内・地域内・地域間移動を三つのカ

テゴリーとする額型と移動者の属性との関連を示す分割表の検討を通じて進めて

きたが、これまでは、出発地(最終移動の前住地)と到着地(現在地)を、具体的に

は問うてこなかった白空間的相互作用の一環としての転勤移動の意味を重損して、

以下では、これらの地名が判明する静にデータをまとめてみた。まず、転勤によ

る地域内・地域間移動をOD行列の形で示したのが、義国・8である。全体の513人の

うち、対角要素の地域内移動(ここでは都道府県内移動を含む)が331人と圧倒的で、

約3分の 2を占める。特に、九州の内部での転勤移動が目だっている。加えて、

表咽-6 転勤による地域内・地域間移動数

到云着通地¥ 北海 道 東 北 関 東 中 部近臨申国四国九州 計

4 3 3 
。

4 0 1 2 
19 57 

8 1 。 46 
6 71 13 25 2 13 135 。 2 12 37 4 2 5 64 

。。 0 2 13 2 3 D 29 118 2 。1 。。 。 2 6 。 11 。 2 。 3 3 。105 114 

計 30 48 112 60 63 42 11 147 513 
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隣接した地域あるいは距離の近い地域の聞でも、移動者の吏掩が認められる。つ

まち、白地域内や移動距離の短い地域の聞では多数のフローが見られるが、お互

いに遠く隔たった地域の聞でのフ口}は概して少ないという、距離輯衰傾向が明

白である。

非対角要素の中では、転入・転出ともに、関東が園内の全ての地域と吏摘を持

っており移動圏が広い。一方、近臨は、転入あるいは転出に関して、主流ゼロの

地域もあり、この意味で関東に及lまない。とはいえ、二大都市圏を含むこれらの

地域における、自地域内移動を除いた周辺和の大きさは、関東と近植がわが国の

転勤移動の空間的パターンにおける結節点としての役割を損じていること、さら

に転勤による移動パターンが、階層的に秩序づけられていることを示唆している白

要するに、表咽-6のOD行列からは、距離の艶響と地域聞の階層的結びつきとい

うこつの経験則を指摘できょう。しかし、かかる経験則からは提えきれない移動

流もまた見られる。その最たる倒は、北海道から九州への、具体的には北海道各

地から北九州市への19人の移動者(全員が保安職業従事者)である。これは、転勤

移動の特徴としてかつて指摘された、東京と大阪という、人口移動におけるごつ

の重要な結節点を飛び越すフローの相対的な多さ(伊藤ほか， 1979， pp.192・193)

の好例とみなせるものである。

(2) 都市システムとの闘部

ところで、ここで問題にしている転勤移動は、出発地と到着地がそれぞれ所属

している都市圏の階層体系という点からみた場合、はたして階層体系内で上昇移

動と下陣移動がほぼ均衡しているであろうか、あるいはいずれかの移動が卓越し

ているであろうか。この確認、には、出発地と到着地が市町村レベルで特定しうる

ζと、ならびに全国的な都市圏の階層区分が事前に用意されている必要があるal

佳者の都市圏単位の階層区分については、まず全国的に同ーの規準によって都

市圏が作られねばならない@しかし、ここで姐自に都市圏を設定することは避け、

土井(1987)によって設定された通勤圏を都市圏と読みかえて、利用することにし

た。この研究は、通勤圏(都市圏)の設定規噂こそ他の語研究とはやや異なってい



-157・

るものの(石川1，1989b)、1985年以降80年まで5年ごとに設定されており、特に最

新の1980年に関しては、 47都道府県ごとに詳細な地図が付されているので、市町

村名がわかれば、直ちにそこがどの都市圏に属するかが判明するという長所があ

る。ちなみに、この設定作業においては、原則として、国土が残らず、いずれか

の都市の圏域に入るように配慮されている。さらに、都市圏の階層区分としては、

阿部0991，pp.81・149)による主要企業の支所の配置に閲する研究を参考として、

東京・大阪・名古車を三大都市圏、札幌・仙台・金択・京都・広島・高松・福岡

を広域中心都市圏とし、残りを県庁所在都市圏とその他の都市固とし、合計四つ

の階層を用意した。なお、この土井の研究によれば、横棋、神戸は姐自の都市圏

を蕗成しておらず、それぞれ東京、大阪の圏域に抱接されている。

また、最終移動の理由を転勤と答えた人は全部で524人いるが、その移動の発生

は、表明-2に明かなように、最近ほど多くなっているa ちなみに、 1980年代がそ

のうちの約6割を占めている。しかし、戦前に転勤移動を行ったと答えている被

験者も少ないながら存在する。このような発生年次の分散性や、土井の設定作業

の中で最新の年次である1980年の都市圏を利用したいという制約に鑑み、ここで

の都市階層内移動の対象としては、 1970年代挫半以降、すなわち1976・86年に生じ

た転勤移動のみ(紬数で387人)を取り上げた。

結呆を示したのが、表四-7である。表の対角要素における数値の大きさから、

同一階層の都市圏の聞を動く移動、すなわち都市体系内の側方移動が多いことが

わかる白その中でもことに、同じ都市圏内部の移動が多数を占めているロ一方、

都市体系内の上下移動を意味する、表四・7の非対角要素の部分を見ると、オーダ

」の低い都市圏かち高い都市圏への移動者数とその逆の移動者数に闘しては、す

べてのケ}スについて、後者の教がまさっている。これは、階層内を下降する移

動がやや彊勢であることを意味しているロちなみに、階層ごとの輔移動散を求め

れば、三大都市圏一回、広域中心都市圏崎、県庁所主E都市圏 +2、その他の都市

圏 +18となる。この知見をどのように考えるべきであろうか。

転勤は、一般的には、ある同一組織内の本社(あるいは本省)および支盾・営業

所・出頭所などの支所(あるいは出先機関)の特定のポストにある人材の他部門へ
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の血置転換と、時間蓋をおかずにそのポストを別の人材が埋める形で行われるa

したがって、当韻組織の全体的な規模や支所のネットワークに大きな変動が生じ

ない限り、都市圏単位でみるとj純移動はゼロとなるであろう。これを多数の組織

について集計すれば、階層体系内の上昇移動あるいは下降移動は、強くは現れな

いはずである。別言すれば、転勤による移動パターンは「再分布というよりは楯

環J(Sell， 1982)を示すであろう a 表珊-7から誼、められた、 1970年代後半以後の

階層システムを下る移動甜の卓越は、三大都市圏以外の都市圏での支所網の近年

における充実を示唆している、と考えられる。

転勤は、企業や官公序といった組踊の中の空間的移動であるロしたがって、当

韻移動者が含まれている組織や、その中での地位に関する分析が不可欠である。

しかし、本調査はこれに関する情報を全く含んでおらず、この観点からの分析は

断志せざるをえない。とはいえ、ここに力強い揖軍がいる。それは、近年におけ

る支所事業所網の展聞に関する研究の進毘である(Hino，1984;山本 t 1987;西原

， 1991;阿部t 1991)。転勤は、この網の中で員聞している現象なので、両者は密

接に関連しているはずである。したがって、人口問題研究所による調査データの

みを佳った、転勤読と組織の関舶の分析が直接的には不可能であるが、代替的に、

支所網に関するこのような研究の成果を揖用して、それが可能になるのである。

ここで、阿部(1991，p. 86)による、 1980年時点における主要企業の支所の都市
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A 

200 

単位の集積規模と、表四・?の作成に関連して用意された都市圏単佳昭転勤穆動者

の規模との相閤閤舗を明らかにしておきたい~ l 園田・lがこれら二つの変教の散

布図であり、両対数グラフ上での相聞偶数は0.630出水車有意)となっている。こ

のような正の相関闘儲は、支所の展開が転勤移動の発生に強く結びついていると

いう先の推察の妥当性を支持するものである。支所の規模が都市の趣点性あるい

は中枢管理機能の集積量によって規定されることを考えると、ここで確認された

相閣は、転勤移動の空間的パターンの説明にあたっての、都市の陪摺性(効果)の

重要性を浮き彫りにするものである。

(3) 転勤移動パターンの規則性

わが閣の転勤移動ヂ}タの分析から樽られた以ょの知見は、韓外国における転

勤替動研究にどのような含意を持っているであろうか。この点に関して、転勤移
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動における組織という存在をはじめ、人口移動全般における制度 institutionの

役割の重要性を強調した F10日erdew(1982，p.223)は、結論部において次のように

述べている。

地理学における制度論的アプロ}チの今日の発展を見ると、説明が個別の事

例に限定されがちになっているロすなわち、制度に関する具体的な状況につ

いての知見に基づいているために、これらの「その場限りの」説明は、より

一般的な理論に統合される可能性はないかもしれない白しかし、いつか高い

レベルの一般化に到達することが、望まれる。

本章での資料は全国的に実施された包括的な調査であり、きわめて多数の組織

に属する被験者からもたらされているので、ここでの成果は、個別組織の事例研

究の特鼎性という問題から解散されている。つまり、転勤移動全般の規則性を論

じうる。ただし、 Flowerd叫が一般化のための他の支障として別の箇所で挙げてい

る、各国あるいは各地方政府ごとに異なる制度の在在が、転勤移動に対して異な

った器響を与えるという問題については、ここでは取り上げることができない。

さて、語論の出発点として、 McKayand Whitelaw (1977)が行った、転勤移動発

生にかかわる組臓の3分類一規模・接触依帯型、市場依存型、資顧位存型ー

に註目するのが、有用である。このうち、鉱産資顕の賦存に結び付いた責車位存

型組織は、やや特措なので、ここでは一応除外してよかろう。

披らは、規槙・接触依存型組織は、内部的・外部的な規模の経済を享受し、都

市階層の上位での転勤フローに強い膨曹を与えると述べている。わが国における

有力企業の支所や閏・地方自治体といった官公庁の出先機関の立地は、この喜子倒

である。つまり、企業や官庁といった差異、さらにそれらの業種の差異を間わず、

組織の多くは自らの支所や出先機関を、東京を頂点とする曙周体系内の上位の都

市に集中させていると考えていい回転勤移動者自身の目的地もまた、この都市階

層lこ強く規制されて選択されることになる(園咽-1はこの一例証である)。組織に

よる転勤移動における自的地選択は、都市の申栢管理機能に比例する形で行われ
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るので、その移動パターンは階層効果という原理によって貰かれていると推撰さ

れる a

このように考えると、一圏内の転勤移動の空間的パターンの主たる基盤として、

その国の都市システムのあり方に注目することが重要になってこよう。この意味

で、西原(1991)が、わが国における事業所網の都市間結合の詳細な分析に関連し

て、階層構造の堅固なクリスタラー・タイプが、日本やヨーロッパ主要国でこの

効果が強くあらわれるとし、一方、 Pred(1977)の研究に例示されているように、

米国では階層秩序が明瞭には現れにくいタイプの二つの型を識別していることは、

転勤移動における規則性について考えるうえで、示唆的である。

さらに、市場依存型組織は、 HcKayand Whitelaw(1977)によれば、都市システ

ムの下位の都市群にも影響し、人口分布に比例した支所の立地展開を遂げている。

人口分布は、現実には顕著な正の空間的自己相聞を示す慣向にあるから、このよ

うな組臓の内部における転勤替動には、距離の減衰効果があらわれやすいであろ

う。地方自拍体の公務員や、特定の地方や県の範囲内でのみ支所を展開している

企業の就業者にとっては、転勤でその自治体やそれらの範囲の外に転出すること

は、原則として有り得ない。したがって、全国的に移動散と匝離の閤舗を観損す

れば、短距離移動が卓越することになり、その結果として移動パターンに距離揖

嚢傾向が観察されるであろう目前出の表咽唱も、匝離要因の貢献を暗示するもの

であった。

以上のように考えると、集計的なレベルで観損される、一見櫨雑な転勤移動の

パターンは、階層効果と近接効果(あるいは距離効果)というこつの規則性を一般

的に有していると推損され、また、このような観点は、諸外国の転勤移動に関し

ても、基本的に妥当するように思われる。転勤移動を説明する理論なりモデルは、

これらの効果を巧みに組み込んだものである必要があるD これら二つの効果の存

在は、移動理由を間わない全体の移動パターンに闘しでも、内外における既往の

研究においてしばしば言及されているので、以上の識論は、転勤替動が他の移動

車闘とも共通する基盤を持っていることを強調することになった司ただし、転勤

移動を他の移動から区別するところの、目的地選択の自由のなさ、あるいは制約
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された移動行動については、故拠した資料の限界から、 r 本意ではほとんど論ずる

ことができなかった。この点をめぐっての一般化の可能性に関しては、今後の韻

題である。
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惑がむ導言語

従来の人口移動に閲する研究において等醐視されてきた、同一組織内の配置転

換に起因する空間的移動である転勤移動について、厚生省人口問題研究所による

調査データを使って、わが国における聾を明らかにした白

一連の分割表やOD行列に関する分析の結果、以下のような知見が得られた。

①転勤移動者は、結婚状躍では既婚者、性別では男、職業別ではホワイトカラー

や保安職業従事者、所属組織の産業分類では金融・保険業や公務、学歴では大学

卒、年齢では40揖代、といった属性を持った人が中心である。

@転勤による移動を県内移動・地域内移動・地域間移動という移動距離の遣いに

基づいた 3類型に分けると、これらの類型と移動者の性別・職業・学歴などの属

性変散は、有意な闘儲を示している。

@転勤移動は同一地域内の移動者の割合がきわめて高く、距離減産傾向の存在が

確認される。

④都市の階層体系内の移動としては、下障する動きがやや優勢であり、これは、

近年における三大都市圏以外での支所網の発展を示唆しているa また、転勤移動

の発生は、企業による支所の立地展開と密接にむすびついている。

これらの知見に基づいて、距離効果と階層効果は、他の国々においても転勤移

動の経験則としてー般的に見いだされるのではないか、との推損を展開した。記

述的視角を重視したこの小論が、転勤移動全般に関する研究の進展にささやかな

りとも資するところがあれが、幸いである固

檀

1)本章の研揖が可能になったのは、人口問題研究所による上記の調査の主宰者

であった河辺宏教授を代表者とする、日本大学人口研究所の研究プロジェクト

において、調査の原データを使用できる機会を与えられたためであるa 問先生
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に、この場をかりてお礼申し上げます。

2)ちなみに、米国センサス局による年次居住調査 AnnualHousing Survey によ

れば、 1962・63年においては転勤移動を行った世帯主08・64揖)の年平均の数は

約30万人、 1973・77年においては約75万であった。このため、この二期聞に、人

口全体に占める転勤移動率はほぼ2倍になった(Sell， 1983).また、米国の19

73・77年の調査によれば、国土を都市圏と非都市固に二分すると、転勤移動全体

のうち、特定の都市圏から他の都市圏への流れが、世帯主ベースでは45.日，移

動者ベースでは45.仰を占めている(Sell，1982)盲

目市町村レベルでの特定に闘して言うと、出発地の市町村は判明するが、到着

地すなわち調査実施地区は、原資料ではあいにく保憧所コードで記載されてい

るロ幸い人口問題研究所の御辞意によって、このコードと市町村の対照表を入

手できたので、到着地についても市町村名を明らかにできた B

4)支所の都市単位の規模に関しては、支所教が100を越え、なおかつ、挫者につ

いては、依拠しているデータの出典がサンプル調査であることに規制されたデ

ータの規模の小ささの問題を多少とも躍和するために、 1976・86年における転入

と転出の数を加えた総移動数がl人以上ある24都市(圏)のみを取り上げた。ま

た、ヂータの空間的単位を統一するために、阿部(1991)による行政市単位の数

値を、土井(1987)による都市圏単位の数惜に編集した。
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人口移動のモデリングをめぐる地図バトン問題
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第E章空間的相互作用モデルと地図J¥トン問題

髭諮問題商議韓

主として経梼地理学における近年の成果を整理したKing(l976)は、空間的相互

作用モデル研究の進展を、その動向の一つに挙げているa しかも、このテーマの

発展は、地理学のみならず、地域科学・経済学・工学などの語合野を巻き込んだ

部で見られたのである臼これは、 Wilson(1967)の業績によって活発化した動きで

あり、従来の重力モデルの再定式イじを有力な契機としている。すなわち、古典的

な重力モデルがニュートンの引力法則からの類推に支えられていたのに対し、被

は気体分子句運動を扱う統計力学の成果を社会現象に撞用したのである。その方

法は、出発地からの流出フローと到着地への揖入フローに聞する制約条件を考慮

し、そのもとでエントロピーが最大化するトリップ分布を求めることを骨子とし

ている。そして、制約条件の組み合わせによって、 4種類のサプ・モデルからな

る空間的相E作用モデ‘ル旗を導いたOli1son，1971;高阪， 1979;杉補r 1986)。

このような近時の動向は、重力モデルからエントロピー最大化法へと要約される

が(Seniorr 1979)、その詳細については、既に拙著(石川 r 1988a， pp.l・111)にお

いて論評した。

しかし、一方で、エントロピー最大化法に基づく、新しい空間的相互作用モデ

ルに対する批判も見逃せない(石)11，1988a， pp.38-41)。すなわち、これが、気体

分子の運動を扱う統計力学のアナロジーに基づいていて、社会経済的な観点およ

び人間行動という面からの理論的正当性を欠いていること、基本的に集計レベル

の議論であって、個人行動の論議と接合されていないために、集計問題から解放

されていないこと、出発地・到着地に関する制約条件の定義にさいして、 トート

ロジーに陥っていること、基本的に静学的な均慣モデルであって、動学的な不均

面システムとしての現実の説明にうまく対処しえないこと、などである。
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さらに、空間的相E作用モデルにおける距離変数にかかるパラメータの推定慣

が、対象とする空間システムの地図パターン mappattern効果ないしは空間構造

効果の艶響を受けて、正しい特定が困難となる、という問題もある。これが、こ

こでいう地図パターン問題である。距離藍散にかかるパラメータの推定値は、本

来なら当識の相E作用の距離に対する反応度を示すものであるために、同推定値

は、距離減嚢効果ないしは距離摩摸効果を示すと解釈されていた回しかし、この

問題のために、この推定値に空間構造効果が混入してしまい、その結果、この推

定値を純無たる距離減葺効果の目安として使えないことになる。

この間題点は、 1950、日0年代の文献に、すでに示唆されていたと言われている

(J ohnston， 1976)ロしかし、 Curry(1972)がエントロピー最大化法から誘導される

相互作用モデルの意義を評価したさいに、この間題点を明示して以来、この問題

は大きく注目されることになった。この問題が、古典的重力モデル・エントロピ

}最大化型モデルの現方に妥当しているために、地図パターン効果に言及せずに、

距離パラメータ推定値の解釈を行なっている既往の成果の評価が、ゆらぐ可能性

があるからである。空間的相E作用モデル関連の研究自身は、地理学をはじめと

する多くの分野で関心が寄せられたのに対し、この地図パターン問題に聞する研

究には、ほとんど地理学からの貢献ばかりが目立っている。この意味で、地図パ

ターン問題は、空間的相互作用モデリングについての地理学的問題ということも

できる。

Curry (1972)の指摘以来、イギリスの雑誌 h豆盟主1Stud主主の誌上を中心に、

同国および北米の数人の地理学者が参加して行なわれたこの問題点をめぐる論争

(Cliff豆主宣1.，1974， 1975， 1976; Curry， 1972; Curry 主主~.， 1975; Johns-

ton， 1973， 1975， 1976; Sheppard阜Lal.， 1976)は、つとに有名である。これに

闘しては、 Haggett 皇~.(1977 ， pp.35-36)や杉浦(1986，pp.148-151)の紹介に

語りたい。この論争は、 ドクターストップがかかる蕗で一応1976年で終了してい

るが、この時点では満足のいく解決策はいまだ得られていなかった。むしろ、こ

の論争の意義は、この問題の重要性を多くの人に知らしめた点にあったと言うべ

きであろう o
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さて、上記の論争をめぐる文献は、基本的に経験的データを使わない議論であ

~， ~曹の存否を具体的に確認しようとするものではなかった。この文脈で注目

されるのは、 Griffithand Jones (1980)の論文であるe 披ちは、カナダにおける

24都市圏の内部の通勤現象にエントロピ}型の空間的相互作用モデル接のうちの

二重制約型モデルを適用し、地図パターン(論文中では空間構造と呼ばれている)

が距離パラメータ推定値に強い艶響を与えていると結論している。この研究は、

実証的データを臨佳して本格的にこの問題に取り組み、しかも単位韻域聞の接触

閏怖から得られた連結行列の分析、および空間的自己相関統計量の利用によって

地図パターン効果を姐立させる試みを行なっている点が、評価できる。

主主J競合着地来所持耕挫

ともあれ、地図パターン問題は、現実のデータから揖られる距離パラメータの

推定髄が、地図パターンの艶響を受けて歪み、適切なモデリングが難しくなると

いう問題である以上、地図パタ}ン効果の具体的内容を特定し、さらにそれを姐

立変数化して、同効果の罷曹を誼き去る努力が、次の理階として必要であった。

このような方向での、解決策の本格的な槙掃として控目されるのが、 Fotherin-

gham0983a・b，1984， 1985， 1986a・b)による一連の研究であるD 被は、この地

図パターン問題が、通常の重力モデル型の相E作用モデルに近接位変数を加味し

た離合着地モデルの利用によって克服される、と強調した。この新しいモデルは、

無制約モデル

r 1 s 
T i j = k V ;'" W / d i~ 

と尭圭制約モデル

γH  
Tij =Ai QiW/ d i~ 

(]X -1) 

(IX -2) 

の代替藁として畳場した。ただし、 Tijは出発地 iから到着地 jへの相E作用

敬、 Viは iの放出性、 Wjは Jの吸号|性、 Aiは
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(]X -3) 

を保証する均宙因子、 Oiは iからの誠出蹄数、 di jは iと jの聞の距離、 k、

ι(>0)、γ(>0)、 戸(<0)はパラメータである。

Trave ler 

Cluster 

Destination 

国IX-l 二段階目的地選択過程の書式回

Potheringhamは、空間構造の具体的な成分が、対象とする空間システムの近接

性に対する、替動者の知覚であるとした。すなわち、潜在的な移動者は、目的地

選択の第一段階において、いくつかのおおまかな地方、すなわち個々の目的地群

から揖成されるクラスターを比較・評価して、それらの中から一つを選び、つい

で第二段階において、第一段階で選んだクラスターの中から、それに含まれる具

体的な目的地を選択する、というわけである(圏IX-l参照).この第一段階におけ

るクラスターの選択に景品響を与え、その結果、 戸の推定植を歪めるのが、特定の

目的地からみた、他のすべての目的地への近接性である。このために控は、次の

定式で示される、競合着地モデルの使用を提案したのであるg

γ f3 ~~ 0 
Tij:::::AiOiW/ drjHjV C1X-4) 

ここで、 Hjは特定の目的地からみた他の全目的地への近接性であり、

Hj= 1: Wk 
k Ukj 

k:;ej 

(1X -5) 
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と定義される。また、 sはパラメータである。なお、式(]X-l)の無制約モデルに

対応する掛合着地モデルも導けるが、ここでは示さない。式(]X-3)の制約条件の

存在が、発生制約モデルの実行度を、無制約モデルのそれよりもすぐれたものに

するからである。

競合着地モデルは少なくとも、彼自身が扱った米国の航空旅客誼動(Fotherin-

gham， 1983a， 1984)と人口移動(Fotheringham，1986b)、ならびにオランダにおけ

る人口移動(Fotheringham，1987)という経験的文脈で見る国りは、この長年の問

題を解決しているかに見える。その他の経験的研究としては、 Guy(1987)による

カーデイフにおける買物行動の分析や、矢野(1986)による、ローリー・モデル族

の枠組みにおける豊田都市圏内の買物トリップの分析がある。さらに、航空旅客

流動以外の相互作用を用いた経験的例証としては、このモデルの妥当性をめぐっ

ての、 Ewing(1986)とFotheringham(1986b)の語論の申でも見られる。

競合着地モデルの着想を取り込んだ非集計行動モデルの倒としては、 Borgers

and Tim皿ermanns(1987)の研究がある。披らは、無関部選択肢からの姐立性にa署

されない、選択肢の代替可能性 substitutabilityと、対象とする空間システム

の空間構造効果として一種の近接性を組み込んだ多項ロジットモデルとプロピッ

トモデルを展開している。また、対象とする空間構造効果の空間的フローへの罷

響は、 Lo0990，1991a' b， 1992)も検討を加えている固特にLo(1992)は、目的地

の相互依存は、 トリップを行う者の選好に関連する軽梼的相互依存と、各地区の

規模や空間的位置闇僻などに関連する立地上の相互依存の二つから成る、と主損

している。披女によれば、競合着地モデ、ルは、このうちの能者の内審に量点を置

いており、前者をも含めた、より広い意味での空間構造構造効果の取り込みに成

功していない、と批判している回しかし、上記のBorgersほかの論文と間構、基

本的に、仮想的な買物行動を想定した議論を展開しているシミュレーシヨン研究

であるために、経験的な制帽性を欠いている。

一方、踊合着地モデルの拡張の試みもあった。 Fikand Mulligan(1990)は、空

間構造効果を示す近接性変数の分布を、階層性や介在機会の存在を考慮に入れて、

修正を図った。披ちの枠組みに従えば、離合着地モデルは、階層住や介在構会の
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艶響がない場合に得られる、一特殊ケースとみなされる。競合着地モデルでは、

空間構造効果としての近接性変散は、式OX-5)のように、どの品尭地からのフロ

ーについても、特定の目的地については、同様の{置を持つように定義されるのに

の対し、 Fikらのモデルでは、空間構造効果は出発地・到着地のペアーごとに特定

される。彼らは、米聞の1980年における45SliSA聞の航空旅客流動データに対して、

最小三乗法による出発地固定型のキヤリプレーシヨンの結果を、適合度および多

重共雄性の両面から検討し、この新しいモデルの優位性を強調しているo Fikらの

アプローチは、対象とするシステムに特有の空間構造効果を柔軟に表現すること

を可能}とするもので、地園パターン問題の提作的解決に対する一つの前進である。

Fikらによって提案された空間構造効果の特定法に忠実な変数の導入は、わが国の

1960、85年の都道府県間人口移動データを皆った矢野(Yano，1992)による分析に

おいて揖に試みられており、やはり良野な結果が報告されているa

以上にみたように、 Fotheringham(1983a)の提察した麗合着地モデルのアイデイ

アは、近年の相互作用モデリングに受け継がれ、発展を遂げている。このモデル

の最大の意義が、空間的相互作用モデルにおける地図パターン問題の解決策とい

う点にあることは、あたらめて言うまでもない。さらに、これ以外に、競合着地

モデルは元来は集計レベルのモデルであるが、階層的な目的地選択を扱う行動論

モデルとしての含意を備え、 しかも、近接性変数の取り込みが、矢野(1986)の論

文が言及しているように、残蓋の空間的自己相聞の軽減に貢献している可能性を

臨めていることにも、着目する必要があろう。

とはいえ、このモデルをめぐって、いくつかの課題が残されていることもまた、

事実であるe そのために、競合着地モデルをもって、地図パターン問題に対する

万全の対応策とみなすのは、現段階では時期尚早である。これらの輯屈とは、次

の四点である。すなわち、第一に、競合着地モデ‘ルを利用した経験的研究が、米

国・オランダやカーディフ・豊田といった対象に隈られており、まさに「空間構

造」の異なる、多様なプロ}・システムに対する有効性が、広く検証されるには

至っていない白第二に、掛合着地モデルの前提条件である二段階目的地選択過重

が、実暗に作用しているのかどうかの確認が困難であり、それがこのモデルの意
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義自体をあいまいにしている。第三には、空間構造効果を近接性で代表させうる

のか否かの問題が存するロ近接性の貢献が槻小なら、麓合着地モデルの利用は不

毛となりかねない。第四に、このモデ.ルをはたしてどのような種類の空間的相互

作用に対して適用しうるのかについては、いまだ明確になっていない。従来、地

図パターン問題の経験的研究で扱われてきたのは、航空旅客掩動・人口移動・通

勤・買物行動といった、人の相互作用のみであった。なお、本稿とは別の角度か

らの競合着地モデルの評価としては、杉浦(1988)の論評がある。

以下の第XI主主は、上記の第二の問題に取り組み、二段階目的地選択という前提

条件の論証をめざすものである。続く揮XII章は、上記の第一の問題点に関連して

おり、日本のナショナル・レベルで白人口移動への韓合着地モデルの適用を通じ

て、地図パターン(空間構造)の膨曹の現れ方を検討するものであるa 上記第三の

問題に関しては、第X'XII章で、近接性以外の空間構造の要素の重要性を論証す

る。なお、地図パタ}ン問題は、距離変散として、具体的にどのような割度を用

意するかの問題と、密接に関連している。別言すれば、地図パターン問題の十全

な解明・解決は、空間的相互作用モデルにおける分離性自身が、いかに展開して

いるのかを明らかにし、それに基づいて、より現実的な甜度を探現する努力と、

表裏一体と言うことができる。第xm章は、このような見地から作成されたもの

である。
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第X章誕賀県内の相互作目からみた地図バトン問題

掠!.W~~めJ提

前章で按観した、空間的相互作用のモデリングにさいしての地図パターン問題

に関する研究の掠れを念頭に置いた場合の本意の姐自性は、次の二点にあると言

えよう s 第一は、この問題の解明にあたって、対象システムとして都市内レベル

と都市聞レベルでの蕗響の現れ方の遣いに、目を向けていることである。このよ

うな観点の重要性は、 1970年代中期における RegionalStudiesの誌上を中心に

展開された、この間題をめぐる論争において論反されたことはあったが、その挫

今固まで、経験的データを使用した入;念な考察にまで進んだ研究は行われていな

い。独自性の第二の点は、蹟合着地モデルの登場によって、空間構造効果として、

対象システム内の近接性の分布への注目が集まる申にあって、それとは異なる内

容の重要性を多面的に捉える試みを行っていることである。

以下、第2節では、滋賀県市町村聞の人口移動・通勤データをとりあげ、エン

トロピー最大化型二重制約モデルによって距離パラメータの推定を行なう。貰3

師では、前節において用いたデータに潜む地図パターンを抽出し、それが挫のシ

ミュレーシヨンで扱う地図パターンのいずれに近いかを明らかにする。続く第4

節は、均等型・ランダム型・挺集型という三つの基本的な点パターンを想定し、

シミュレーシヨンによって地図パターン問題の時味を行なう p 第5節では、知見

の要約を行うとともに、本章の研究の限界にも言及するa

l2:)命題離;撚曹長信市謙抑推嵩

さて、ニュートンの引力法則の頼推に基づく古典的な重力モデルは、一般的に、
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TiJ=kv~iy d 月
(X -1) 

と定式イじできる。ただし、 T;jは出発地iから到着地Jへの相互作用、 V;はiの

放出性、 WJは jの吸引性(魅力度)、 dijは i、j聞の距離、 k、 α、 γ、 月はパ

ラメータである。式cx-l)を対数変換すれば、

logT i j = log k +αlogVi +γlogWj +戸logdi j cx-Z) 

となり、通常最小二乗法によってパラメータの推定を行なえる。

一方、¥rIilson(1971)による空間的相互作用モデル聾のうち、二重制約モデルは、

TijニAiBjOiDd(Cij) (X-3) 

と定式化されるe ただし、 Tijは出発地 iから到着地 jへの相互作用、 Aiは

iに関する均街因子、 Bjは Jに関する均街因子、 Oiは iから出発する相互作

用の総数、 Djは jに到着する相互作用の総数、 Ci jは iから Jへの移動コス

トである。なお、 Ai、 Bjは、それぞれ次の制約条件

n 
2: Tijニ Oi

j=l 

n 
豆コ Tij=Dj

i=l 

を満足するために用意されたものであり、それぞれ

n 
Ai=[豆::;B j D j f (C i j} J-I 

Jニ1

n 
Bj=[2:AiOif(Cij)]ー1

i=l 

(X -4) 

(X -5) 

(X -6) 

(x -7) 

と示される。 nは、対象システム内の地区散である。また、移動コスト Ci jは、

一般的には距離di jと比例闘儲にあるため、式(X-1)における di jに対応するもの

と考えてよい。さらに f(C i j)は、具体的には、パワー関数λゃ指数関数 eltp

(fJCij)などで表わされることが多い町本章の目的は、空間的相互作用モデルに

おける距離パラメータ Fが‘地図パターンによっていかに器聾されるかを検討す
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ることである。

しかし、式(X-1)、式(X-2)の重力モデル、あるいは式(X・3)のエントロピー最大

化型の二重制約モデルのいずれに基づくかによって、議論は異なってくる。前者

の場合、 Hは通常最小二乗法によって容易に求められるのに対し、能者の場合、

独立変数閣に非綿型閲怖があるので、収束計算によって Fを推定せねばならない。

経験的デ}タへの適合は、非綿型開舗のうえに立つ佳者の方が一般的に良野であ

るため、ここでは式(X.3)の二重制約モデルに基づくことにする。

また、距離パラメ}タ戸の推定に聞しては、十分調足のゆく単一の方法はまだ

確立されていない。例えばBattyand Mackie(1972)は、一次反fl法、ニュートン

・ラフソン法、フィボナツチ法、単体法、二次探索法の五つの方法をあげ、それ

らの比較検討を試みているが、決定的にすぐれたものはないとしているロここで

は、 Kadas and K1afszky (1976)の方法を佳い、 戸の推定を行なった。この方法

，、

の長所は、対象とする地区数があまり多くないとき 00-30草度)、戸 dsの初期推

定値)だけでほとんど十分で、 2回目以陣の推定値を求める反檀計算が不要な点で

ある。具体的に示せばこれは、 戸の推定にさいして、移動コスト関数をeKp(s C 

idとするもので、 Xijをiから jへの相E作用(推定値上 T=LjOi=LiDj= 

i: L i・jXリ、 K=LLi・jOicijDj、Ei=LCijDj、F=LCijOi、とする

とき、 戸の初期推定値 slは、次のように求められる。

sl= C， -C(0) 

C' (0) 

ただし、 C'=LLXijCij

1 J 

である。

C(O)=LLCijOiDj/T 

1 J 

C' =LL 

1 J 

Oi CijDj ， K 
T 、 T2

Ei + Fj 

T 
+ C i j) 

(X -8) 

(X -9) 

(X-IO) 

(X-ll) 

対象としたのは、撮賀県50市町村(園X-l)の聞の人口硫動データである。本来、
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空間的相互作用モデルは、人口流動のほかにも物資諏動・交通読・電信電話吏読

・マネーフローなどの香櫨のフロー現象への適用が可能である。しかし、市町村

間レベルでは、この種の相E作用データを豊富に入手するのは難しく、本章で利

用しえたのは、人口移動(1978年)と通勤(1975年)に関する資料である11 前者は、

- 市役所・町村役唱所在地

ー一一市町村崎

門担国 鉄

~近，工主主i菖

N
t
l
T
i
 

2Okm. 

1.大津市 2.彦恨市 3.長浜市 4.近江八幡市

5.八日市市 6. 草t'¥t市 7. 守山市 邑志賀町

9. 栗東町 10. 中主町 11.野洲町 12. 石部町

13. 甲西町 1'1. l}.;口町 15. 土山町 16. 甲賀町

17. 甲南町 18. 信楽町 19.安土町 20. 蒲生町

21.日野町 22. 竜主町 23 永源寺町 24.王個

荘町 25. 能登川町 26. 愛東町 27.湖東町 28.

努在町 29. 愛知川町 30. 盛郷町 31.甲良町

32. 多賀町 33. 山東町 3斜‘.1.伊吹田町f 3お5 米原町

3鉛G. 近江町 3幻7. 捷尭酎J井十凶匝町r3却8.‘虎姫町 3泊9.湖北町

4叫O.ひ

目町r4制4. 西洩J井十町 4品5. ""キノ町 ‘，1陥6. 今諒町 4訂7.
' 

朽木村 4拍8.安曇川町 4叩9. 商島町 5印O.新担町.

囲X-1 対象とする空間システムー滋賀県50市町村一
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識賀県企画部統計課が1975年国勢調査の数値を基礎として、以陣毎月市町村から

提出される人口異動報告より推計・作成したものである巴後者は、 『国勢調査報

告』の「通勤・通学地編』より得たものである。また、移動コストには、市控所

・町村控場閣の道蕗距離、時間距離引を入力した。これは、琵琶調の存在が直櫨

的な距離の把揮を妨げていることが、容易に予想されるからである。

なお、 1974年7月には国銑湖西維が開通し、以降の湖西地方の変貌の大きな契

機になった幻。対象とした時期はその直佳にあたっているため、扱った人口移動

・通勤データに時系列的な安定性を期待するには、やや無理があろう。また、東

海道組・湖西綿拍いに、京阪神大都市圏が拡大しつつあり、対象とした滋賀県と

いう範域の機能的一体性が弱いという点にも、留意の必要がある(ちなみに、総務

庁統計局の定義による大都市圏人口の比率を示した表町-3によれば、滋賀県の総

人口のうち、 1975、80年時点で、それぞれ、 73.76%.79.7叫が、京阪神大都市圏

に含まれているしこれは、本研究にとって一見不利な粂件にみえるe しかし、本

章の冒頭で述べたように、対象とするシステム内における都市内・都市闇レベル

のフロ}の温在するケースを視野に入れて、地図パターン問題の包括的な解決を

目指すときには、そのような誼雑な状況は研究対象としてむしろ野都合であると、

考えるべきである。

きて、二種の相E作用、二種の移動コスト関数を用いた、二重制約モデルの適

相互作用

人口移動

通勤

表X-1 距離パラメータの推定値

距離剖度

第童書簡

重力モヂル
式(幻

E 
T 

0.636 
0.825 

道路距離 0.637 
所要時間 0.615 

二重明言デル

s r2 

・0.042 0.877 
・0.054 0.891 

-0.063 0.848 
・0.083 0.852 
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用結果を表X-1にまとめたりロなお、以降においては、距離パラメータの推定値は

rsJと示す。比較の意味で、式(X-2)の重力モデルに基づいたときの結果も掲げ

た。まず、経験的デ}タの適合率を示す決定冊数 r2をみると、二重制約モデJレの

方がいずれも0.84以上を示し、式(X-2)の場合に比較して良野なあてはまりをみせ

ていることがわかる引 a 同ーの相互作用の臨暗においては、 r2は所要時聞を入力

した方がわずかながら高いし、また日は絶対値が大きくなっている。さらに、人

口移動・通勤という範曙別では、後者の方が絶対値の大きい Fが得られているa

通勤現象は通勤限界内でのみ生じる相E作用であり、それを越えでは原則として

発生しないのに対し、人口移動にはそのような制約がない。通勤現象が、都市の

機能的範囲の決定のさいの有力な指揮として利用されることを考えると、通勤の

ような一都市圏内で完結する現象と、人口移動に象徴されるような、都市の日常

生活圏の広がりを越えても生じうる現象との二つのタイプの相互作用の差異が、

日の変動に影響している可能性が示唆されよう。
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密主主滋賀県明東開校殴俸高地図民主用::i

本節は、前節においた求められた Fが、いかなる地図パターンのもとで得られ

たのかを明らかにし、それを挫のシミュレーション研究に位置づけることを目的

としている。まず、ここで地図パターンの具体的内容について検討しておきたい。

空間的相互作用モデ‘Jレに聞連する文脈で地図パターンというとき、従来必ずし

も明確で、統ー的な概意規定はないのであるが、その内容として、 ①揖民虫泣貫

盟盤、という要素はほとんどすべての論者に其有されていたと考えられるロ日は

距離にかかるパラメータである以上、この理解は当然のことといえる。しかし、

それぞれの位置は、そこから出発し、そこに到着する相互作用があって、換言す

れば、 0;およびDjという値で充たされて初めて意味をもってくるであろう。し

たがって、@立生五日設辺服装敷、もまた、地図パターンの一つの要素と

みなせるのではなかろうか。 Sheppard(979)は、本稿でいう地図パターンの具体

的内容を、マスの空間的自己相聞とみなしているが、その呼び方にはこの@の要

素を意識するニュアンスが込められていよう a また、同じ場所における相互作用

の出発者数と到着者数は、現実にはまったく無関儲ではなく、正の相関闘棋をも

っ傾向にある。したがって、@周ニ盤底iζ主11ゑQμ旦斗虫館虫装車艶鹿晶、をも

要素の一つに新たに加えるとき、この問題をめぐる論議は豊かになると恩われるa

以上筆者は、地図パターン効果あるいは空間構造効果が、①ー@の三要素から構

成されると考えたが、そのうち①を主導的要素とみなしておきたい。以下では、

これらの要素をめぐって、地図パターン効果の戸への艶曹の問題を掘り下げてゆ

きたい白

まず、@については、 0;、Djがー盤的に正の相関聞棋をもっ慣向にあり、そ

の関慌の程度は相関僻敷によって計ることができる。また、@は平均・分散とい

った指揮によっても把撞できょうが、①と共変動している可能性が考えられるの

で、空間的観点をもち、 しかも尺度化の容易な方法が望まれる。ここで利用する
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のは、空間的自己相聞に闘する統計量のうちの一般化モーラン偶数

1= 

n ~~WijZiZj 

1 J 

η
r
“F
』z

 
z
i
 

w
 

(X -12) 

である。ただし、 nは対象としている空間システムの地区数、 Wijは i地区と J

地区との聞の荷重、 Ziニニ Xi-X 、 W=~~i ・ jWij である (Cliff and Ord， 197 

3， pp.3・21)。なお、ここでは、改のような荷重を採用した。

Wij=l/cij ci地区と j地区が隣接している場合)

=0 それ以外の場合)

また、①については、以下のように定義される点パタ}ン分析の一手法である

最近隣副度から、とらえることができる(奥野， 1977，pp，133・145).

(~rid/n 
I 

rl 

R= 

r a 
1/(2Dl/2) (X-13) 

ただし、 rl 最近隣平均距離、 reは理論的な最近隣平均距離、 nは対象システ

ムにおける点の数、 r i 1はi番目の点の最近隣距離、 Dは点の密度である固この

副度によれば、完全なランダム型のとき、 R=1.0、それより龍集型に近づくとき

R< 1、逆に均等型に近づくときわ1となる。完全な轟集型、すなわちすべての点

が1点に集中する場合には R=O.O、正六角形状の最も典型的な均等型の場合には

R=2.149となる。

さて、①の要素を明らかにしようとするさい、大きな問題となるのは、滋賀県

の中央部に存在する琵習潮が、 50市町村の作る位置関係に景品響を与えている可能

性があることである。 R値を導出するためには、各市町村の位置は、 Eいの距離が

直腸で計測が可能な2次元の直克直観上にプロットされていなければならない。

先に用いた2種の距離行列は、そのような2次元座額上での位置が不明なまま、

自市町村から他市町村への具体的な距離のみを示している。そのため、この距離

行列から、 2次元直吏座樟上での会市町村の位置を塩元する手続きが必要になっ
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てくる。

このような要請に応えるのが、多次元尺度法(Kulti-Dimensiona1Scaling、以

下 MDSと略称)である6)。この手法は、対象のペアー聞の距離行列から、距離の

JI[f[位闇慌のみを保持した n個の点の新たな布置を、連吹計算によってより少数の

直吏空間上に復元することを骨子としている。したがって、第2節で用いた 2種

類の距離行列に MDSを適用し、得られた50市町村の布置から最近隣測度を求めれ

ば、地図パタ}ンのCDの要素を明確にしうるであろう o また、@の要素を空間的

自己相関統計量によって示すさいにも、 KDSによる布置から計算したわ。

以上のような手続きによって、対象としたデータに隠されている地図パターン

効果を把揖できるはずである。まず、①に闘しては、高担 (1980~ pp.116-124. 2 

80-296)によるアルゴリズム SKACOF(Scaling by KAximizing a COnvex Functio 

n)に基づいて、滋賀県50市町村の位置闘晶を KDSによって復元したのが、国X-2

である。現実の距離データからのずれがストレスと定義され、ストレス値が小

第
第2 
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国X-2 KDSによって笹元した50市町村の位置間部
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さいほど適合度がよいことを意味する。また、同ーのデータに対しては、次元教

が大きいほどストレス値は小さくなる。ただ、最近隣副度は2次元空間における

指揮であるため、国X-2には 21:欠元解を掲げた。ストレス{直は、道路距離のとき

6.4%、時間距離のとき9.1%であり、比較的よい適合を示している。

まず、道路距離の場合の布置をみると、現実の各市町村の相対的位置関儲とよ

く怯ている。ただ、盟琶湖の存在を反映した中央部の空障は、現実より円部に近

づいている。第 l軸は東西、第z軸は南北の方角を、それぞれ示すと容易に解釈

できる。一方、時間距離から抽出した50市町村の布置は、やや檀雑な位置闇蝿を

示している。とはいえ、時間誼離は列車を中心とし、パス晶融網によって補完し

た所要時間から求めているので、布置の状況は銑道路睦を強く反映している。す

なわち、第l象限には北瞳帳、第2象限には湖西棋拍棋の市町村が、存在してい

る。また、第3・4象限には、必ずしも明瞭なクラスターは形成されていないが、

東海道雄の通過する市町が第l軸の直下にある。そこを離れると、第3・4象限

では、それぞれ草津帳、近江鉄道拍蹄の市町が見い出される。鉄道連絡のない町

村は、当黙ながら、図の周辺部に阻立的に位置する慣向にあるp 第1軸は撮賀県

の克通幹棋である東福道綿を意味し、第z軸は、必ずしも適切な解釈を与え揖な

いが、査通条件のうえで岡県を東西に二分する棋と一応理解しておきたい。

さて、囲X-2で座槙値:t2-0の範囲でR個を算出すると、道路距離のとき0.71、時

間距離のとき0.76であったa これは、両者とも、 R=1.0の完全なランダム型から

みた場合、より挺集型に近い形杭をとっていることを意味する。ここで、滋賀県

市町村間人口流動データに関連する地図パターン効果の三つの要素を整理すれば、

表X-2のようになる。同義には、戸 1の推定のさい用いたC'の舗も、あわせて掲げ

たBl 

表中の空間的自己相関統計量Iをみて気づくのは、 Oiより Djの方が、一様に

{直が大きくなっている点であるa これは、 50市町村における相互作用の到着者数

が、出尭者数より相互に接近した個をとって、空間的に連続しがちな個向のある

ことを示している。また、通勤が人口移動よりEの自己相聞が顕して低い理由と
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表X-2 滋賀県内フロー・デ}タから抽出した地図パターンの要素

距離制度髄『 踊員』織令 ヲ君主「 C' 
O 7 E D j 

人口 {道路距離 0.718 0.922 2，145，0 
道路距離 0.71 移動 0.957 

所要時間 0.815 1.222 2，042，2 

(道路距離 0.687 0.689 1，568，2 
所要時間 0.76 0.778 

所要時間 1. 027 1.045 1，618，2 

門
司
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しては、挫者においては通勤限界内で完結する現象であるため、隣接する都市圏

聞ではOi(あるいはDj)の値が反発しあう、すなわち自己相闘が負の方向に作用

しがちなのに対して、前者ではこのような制約性のみられない点を、あげること

ができると思われるa さらに、 OiとDjの相関偶数 rをみると、通勤で低い値を

とっているのは、従業地が市や一部の町といったオーダーの高い場所に集中して

いるために、 OiとDjのずれが比較的目立つことに起因していよう。一方、人口

移動では、東海道綿拍棋の京阪神大都市圏域内でこそ大きな転入超過がみられる

ものの、そこを融けばおおむね転出と転入のバランスのとれていることが、高い

相関係数を生んでいる原因と考えられる巴
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;姿、r古島最寄;昂i伝;~::~~)i~謀説研究

本節の輯題は、対象とする空間システム内の地区の位置闇棋を変イじさせて、 声

に対する地図パターンの多面的な蕗審を検討するとともに、前節で抜き出した滋

賀県50市町村が形成する地図パターンが、 より包括的な文脈からみた場合、 いか

なる地位を占めるのか、 を明らかにすることであるロ そのさい、人口移動・通勤

という相互作用の蓋異に関連する、都市内・都市聞という二つのレベルの遣いに

ついても、 自を向けたい。 しかし、市町村聞フロー・データを豊富に入手するこ

とには困難があるため、 ここでは観副値を離れたシミュレーションによって、
~ 

'-

の問題の影響を検討することにしたい。地図パターン問題に対するシミユレーシ

ヨン・アプローチの有用性は、 Sheppard(1979，p.13日によって言及されているし、

Borgers and Timmermanns(1987)や、 Lo(1990，1991b， 1992)は、買物行動を念、頭

においたシミュレーションを通じて、 この間題に接近している。
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Clustered 

シミュレーションにおける 3パターン

ここでは、均等型・ランダム型・轟集型の三つの基本的なパターンを想定した

シミュレーション・モデルを作成し、 これらのパターンの遣いがFに及ぼす艶響

について観察する。対象は25個の点とした。第2卸の経験的研究における単位地
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区は市町村であり、その位置は市控所・町村投場の所在地で示されるものとし、

名市町村の相互作用を行なう全人口がその点に集中していると、操作的に仮定し

ておいた。したがって、本節における25点は、 25地区を示すものと考えてもよい。

因子3は三つのパターンを示しており、最近隣副度 Rはそれぞれ1.83、1.09、O.

53である自}。当黙ながら、固に示される空間においては、距離は2点聞の直櫨で

計剖が可能であるものとし、その意味で図X-2に示す空間に対応する。

なお、現実を意識した場合、 25点は必ずしも機能的に組立した単位とはみなさ

ず、むしろ植散の点で一つのまとまりをもっ単位、すなわち都市圏を形成しうる

とした方が、経験的合意が豊かになると考えられる。そこで、 XとYの商座揮値で

表現される位置を2変数とするQモード・クラスター分析により、近距離にあっ

て一つのクラスターをなすものを、一つの都市圏とみなすことにする。デンドロ

グラムの切断は、 3パターンとも同ーの基準によって行ない、その結果を園X-3で

は点棋で示している。それによれば、均等型では舎点が単姐で都市圏をなし、ラ

ンダム型では10都市圏が部成されていることになる。さらに、提集型では、全て

の点が同ーのクラスターに含まれるので、 25点が1都市圏を構成するものと桓定

される。したがってここで、均等型では都市(圏)間相E作用のみを、軽集型では

都市(圏)内相互作用のみを、ランダム型では両者の並存する姿を想定することが

できょう。

さて、シミュレーシヨン・モヂルの掩れ図を表現したのが、回X-4である。まず、

ランダム型における位置データを読み込み、距離行列を計算する 113) 吹いで、空

間的自己相聞統計量としての一般化モーラン偶数 Iの算出に必要な荷量

Wij=l/Cij (点 Jが 点 iの最近隣点の場合)

= 0 (その他の場合)

を求める。吹に、相互作用の種類の決定に必要な 0・Oから1.0の範囲をとる一

様乱数削1 を発生させる。

そして、 Oiを発生させるのであるが、そのさい三つのパターンごとに、そのメ

カニズムが若干異なっている。それは、第2節で指摘したように、現実に見られ

る空間的相互作用の臨噂として、都市圏内で完結するもの(以下、タイプ Iの現象
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No 

Yes 

No 

国X-4 シミュレーシヨンの諦れ国

と呼ぶ)と、その範囲を越えても生起するもの(以下、タイプEの現象と呼ぶ)の両

者が存在することを意識するからに』まかならない。しかも、表X-2の一般化モーラ

ン偶数の憧は、時間距離を用いたさいのOiの事例を除けば、人口移動デ}タの方

が通勤データより低くなっている。これは、タイプIとEの現象のちがいに起因

していると考えられ、都市圏内・都市圏聞といったレベルでは、自己相聞の作用

の仕方が、それぞ‘れ異なっていることを示唆しているように思われる。そこで、
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都市圏内においては、タイプ 1・Eの双方の現象に闘して、特定地区のOiの値は、

その隣接地区の罷曹を受けて怯た慣をとりやすい、すなわち自己相聞は正の方向

に作用する、とみなすことにする。一方、都市圏聞では前者の現象の場合、隣接

する都市圏相互で反発しあうような離れたOiの値をとる、すなわち、自己相関は

負の方向に作用し、後者の現象の場合、隣接都市圏どうしでは叫た値をもちやす

い、すなわち、自己相聞は正の方向に働く、と考えることにする白以上の論謹を

ふまえ、まず‘吹の二つの仮定をおいたa

①楚吏愚直忠弘兵史息旦盟盟担割激~
@ 

これを三つのパターンに即して説明すれば、以下のようになろう。まず、均等

型の場合、相互作用としてタイプ Iの現象は考えられないので、タイプEの現象

のみを想定すればよいのであり、正の自己相関のみ全域的に働く Oiが作成される。

また、 10都市からなるランダム型の場合、相互作用としてタイプ 1• n双方の現

象を想定することができ、タイプEの現象のとき、正の自己相聞のみが全域的に

作用する。タイプIの現象のときには、都市圏内では正の自己相聞をもち、都市

圏聞では負の自己相聞をもっOiが与えられる。タイプ 1• nの現象のいずれを選

択するかは、先の乱数 RNlによって決定され、 RNlb¥0.5未調のときタイプIの現

象が、 0.5以上のときタイプEの現象が選択されるものとした固さらに、握集型の

場合、タイプ 1• s双方の現象が考えられるが、 25の全点が1都市圏に含まれる

ので、全域的に正の自己相関関棋をもっ0;が作成されることになる。

以上のような手11聞でOiを求め、次にDjの発生を行なう e まず、新たに25個の

正規乱散を発生させる。対象とする空間システム内で、 Oiの総和とDjの総和は

等しくなければならないので、これら25個の値それぞれについて、乱数値X(Oi

の総和/乱数値の綿和)、と変換する。そして、先の25個の0;の値との相関偶数

rを求める。 Oi、Djは一般的に共変動するものと考えられ、事実滋賀県の事例

(表X-2参照)では、人口移動データで r=0.957、通勤データで r=0.778という高

い正の相関係数が得られている。しかし、それらの植は、滋賀県内相互作用シス

テムという対象に潜む制約を、すでに受けている可能性があるので、この範囲を
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やや広げ、 0.6以上の相関偶数をとる場合のみ、先の乱散をDjの値として採用し

た。なお、この過程で、前述の恒定①、@に加えて、改の仮定が新たに追加され

@型車盟自主公民虫長創設現互主恩虫最怠」麗車盟副議立五弘史

挫盟主旦辺強担捜~

これは、タイプ Iの現象の性格からいって、当然の伍定であろう。なお、 Oi、D

jは非負であり、負の値が発生したときには条件を充たすように再計算することに

なる。以上で、 25点におけるOi、Djの両櫨が決定されることになる。次いで式

(X-12)により、一般化モーラン偶数 Iの値を算出する。

ここで、式(X・8)に基づいていよいよ戸 1を推定するのであるが、そのさいの問

題点は、 c.の算出に不可欠な Xijが、得られていないことであるロ Xijに関連す

るもののうち、 Tについては、

T=2:0iニ LDj
1 J 

から問題ないが、 C・は個々の Xijの数値が不明である以上、直接的には求められ

ない。そのため、ここでも滋賀県の経験的データに依拠して、この問題に対処し

たい。第2節で扱った相互作用の聾素数は (50x 50)ー50=2，450であったのに対

し、本節におけるそれは (25x 25)ー25=600である。 l要素あたりの XijCijは

両者において等しいとし、このシミュレーションでは、 C.が表X-2に示した 600

/2，450倍の輔聞をおおむねとるものとしたD ただ、対象データからの制約を睡

和するために、 200 ， 000~800 ， 000の範囲をとる一様乱数 RN2 を発生させてC. の

値とした。なお、この RN2は先のRNl とは姐立している。

刷、上のような過哩で、 RNI、RN2の変化によって異なる値を発生させるループを

100固くり返す。これをランダム型、均等型、離集型のパターン)1醍に実施し、得ら

れる300個の Fの変動に地図パターン効果の膨曹があるか否かを、最佳に確認する。

この手続きは、三つの平均値聞の有意差の存在を検定する分散分析に帰着する。

有意差がなければ、 Fは地図パターン効果に蕗署されないとみなしてよいのであ
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表X-3 シミユレ}ションの結果

均等型 ランダム型 轟集型

最近隣制度 R 1.83 1.09 0.53 

}般化モーラン品数 I
0.189 1.118 0.226 

Dj 0.484 1.390 0.605 

0;とDjの相聞偶数 rの平均値 0.679 0.888 0.671 
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー-ーーーーー -1----ー-ーーーー『ーーーーーーーーーーーーーーー-----
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り、逆のときには、同効果が有意な蕗曹を与えていると結論できょう e また、聾

者り場合、どのパターンの聞でその差が顕著になるかを t検定(岩原， 1965， pp. 

181・187)によってさぐった。

表X-3は、三つのパターンにおける地図パターン効果の要素、 Hの平均値、な

らびに分散分析の結果を示している。 Fの絶対慣をみると、轟集型がもっとも大

きく、次いで均等型、ランダム型の順となる。分散分析のさいのF値は却水準

で有意との結果が出ているので、地図パターン効果が戸の変動に.a曹を与えてい

る、と結論できる固また、表には t検定の結果もあわせて掲げたが、三つの組み

合わせすべてについて有意蓋が認められ、相互作用における都市内・都市聞とい

うレベルの差異に応じた論識の必要性が、検証されたといえよう。

さて、第2節で滋賀県市町村閣の人口移動・通勤データから抽出した最近膿副

度 2は、シミュレーシヨンにおけるランダム型と提集型の申聞の聾をとっている。
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表X-lにおける戸は、必ずしも表X-3におけるその2パターンの範囲にはいってお

らず、したがって、第2節での経験的分析から得られた戸を、ここでのシミユレ

ーシヨンで得られた Fと直接関連づ砂ることには、危険が伴う。にもかかわらず、

同効果だけに着目した予察が許されるならば、滋賀県において京阪神大都市圏の

拡大が進むにつれて、現在は周辺部に独立している小都市圏がその圏域内に併呑

されることになり、結局全体のパターンが、シミュレーシヨンで都市内相E作用

のみを恒想した極集型に、より接近するであろう。シミュレーシヨンの成果を撞

用するならば、そのさい戸は、負の方向に大きくなってゆくことが予想される。

思\揖ë~;:紫主主F

本章では、ヱントロピー最大信型二重制約モデ‘ルをとりあげ、そこでの難点の

一つである地図パターン問題の解明を試みたものである。滋賀県内の人口移動・

通勤データを用いた経験的分析を参考とし、姐自に作成したシミュレーション・

モデルにより、地図パターン効果はやはり距離パラメータの推定曜に艶響を亙ぼ

していることが認められた。特に、都市内・都市聞というこつのレベルの相互作

用が並存することを伍定し、マスの位置関儲がランダム型を示すときに、同推定

f直は絶対値が小さくなる慣向があった。それに対し、都市内あるいは都市間フロ

}の一方だけを、それぞれ想定した離集型、均等型の場合には、それが大きくな

ることが判明したe

なお、本章で展開した方法の技術的な点について、若干の付記をしておきたい白

地図パターン効果の主導的要素とみなしたマスの位置関儲を把揖するさい、本摘

では MDSによる布置から最近隣測度 Rを求めたが、この副度の分母に入るべき

密度を算出するためには、対象とした範囲の面積を知る必要がある固 MDSの布置

は標箪化庫槙上にプロットされるのが一般的であり、絶対値がいくらまでの範囲
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をとるかが、 Rの値、ひいてはマスの分布パターンの識別に膨署してくる、という

問題点がある。またシミュレーションにおいて、空間的自己相聞の作用のしかた

が都市圏内と都市圏聞で異なるという恒定を導入したが、これは新しい解釈の可

能性を示したもので、その意味では、本章での論識は試論の域にとどまるもので

あるかもしれない。加えて、キヤリプレーシヨンにあたっては、収束計算の労を

厭うて、 Kadasand Klafszky(1976)による簡便法を剰用した。しかし、この推定

法は、空間的相E作用モデル研究の全体の申では必ずしも一般的ではなく、その

ことが、本章での研究と既存の成果との接合を難しくしているという倒面がある

ことにも、言及しておきたい。

ともあれ、以よの論語は、エントロピ}最大イb型モデルの抱えるー問題にのみ

闘心を固定したものであって、本章の官顕で言及した、これ以外の問題点につい

ては一切不聞としていることは、率直に認めねばならない。とりわけ、エントロ

ピー最大化型の空間的相互作用モデ、ルに依拠した研究へのさまざまな批判を、現

実の抽象方法における識別の誤り identificationerrorと総括する Sayer(197

6)の所説は、手厳しい。第皿章でも述べたように、わが国では1980年代以陣、計

量地理学への関心が低下し、それに替わって近年では、特に人文主義地理学が脚

光を描びている。かかる動舟自体には、大きな註目が払われる必要があろう。し

かし翻って考えて、計量地理学への批判が、計量モデルの含意と現実とが適切に

対応しているかどうかの詳しい検討を騒ないで、モデルの適用が機械的に行われ

がちであったという点に起因してはいないであろうか。この意味で、地圏パター

ン問題に象徴されるような個別の問題を入意に時昧し、着実に克服して、現実と

モデルの聞の対応規則を糟臓にすることを通じて、計量地理学の充実をはかって

いく努力も、不可欠のはずである。この問題の一層の掴り下げが、望まれる次第

であるロ
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諒

1)通学のデータは、高校以上の学技の分布が、一定の中心性をもった市(町)に

のみ集中しがちな点を考慮し、対象から除いた。

2)道路距離は、道路地図より計測した。また、時間距離は、主に「時刻表Jに

基づいて、 1975年4月初旬の最短所要時聞を利用したa なお、新幹躍、在来轄

の特急・遇、行は、対象から除外した。国鉄列車以外では、近江銑道・国鉄パス

・近江パス・江若パス・帝直湖南安通パスの運行時間を参考にしたa 乗り換え

の必要がある場合には、最短運転間閣の半分を待ち時間とした。また、当該市

投所・町村世場から最寄駅までの所要時聞が不明のときには、パスを利用する

ものとし、平均時速20kmとして時間算出を行なった。

3)開通直前の2年閣における湖西地方の変化については、京都大学文学部地理

学教宜(1975)の報告がある。

4)日の推定髄は戸sまで求めたが、 s'2以陣 r2がほとんど変化しなかったので、

日1ですでに安定解に遣しているとみなした。なお、 C・は、定められるべき総

移動コストの水瞳を意味するが、ここでは現実値を入れている。

5)相互作用モデルの適合度としての r2統計量は、高い値が比較的簡単に実現し

やすいという性質があり、そのために適合度統計量としての挙動に不十分さが

ある(Knudsenand Fotheringham， 1986)。しかし、回帰分析における伝統的な

適合度統計量としてよく知られ、 Oからlの範囲を動くので理解しやすい、とい

う長所もある。

6)わが国における地理学的研究として初めて MDSを用いた杉靖(1980)は、その

基本的な考え方の紹介や、時空閣の多次元表現に関する既往の成果の概観を行

なっている。間氏には、 MDSをめぐって貴重な御意見をいただいた。

7)このような措置の例として、 Gatrell(1979)の研究があるa

8}測定単位の蕗曹を融くため、 2種の相互作用デー夕、 2種の距離データとと

もに、対角要素以外叩全要素(50x 50-50= 2，450)の値の和を 100，000に基準
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イじした挫の結果である。

9) 3パターンのうち、検定法が用意されているのはランダム型のみであり、他

のパターンについては視覚的に分布の形状を識別するしかない(奥野， 1977， p 

p.139田 145)。検定の結果、揮2のパターンはランダム型とみなされたB

10)滋賀県における事例研究と整合性をもたせるために、ここでは、距離行列の

対角要素を除く全要藷(25X 25-25=600)の瞳の和を 100，000X(600/2，450) 

ち24，490に基噛化した固
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第XI章二段階目的地選択の検証

エ:誠忠持t乙

先の第IX章において、空間的相互作用モデリングにさいしての地図パターン問

題の系譜をまとめた。そして、この問題に関しては、 Fotheringham(1983a)によ

って提案された揖合着地モデルが、解決に向けての曙光と評価される司と述ベた。

とはいえ、このモヂルをめぐ‘つては、いくつかの間題点のあることにも、あわせ

て言及した。その中でも特に、この新しいモデルが前提としている、潜在的な移

動者によってなされるとする二段階目的地選択は、いまだ明白には立証されてい

ない。しかし、この前提がはたして現実に成立するのかどうかの検討を不聞にし

て、競合着地モデルを経験的デ}タに適用することは無意味である。本章の目的

は、かかる問題意識のうえに立った、二段階目的地選択過程の論証の試みである。

以下、第2節では、二段階目的地選択過種の持つ意味について検討する。第 3

聞では、この過躍の経験的証拠を揮求するための、具体的な方法であるネステイ

ド・ロジット・モデルの概略を述べる。分析結果は第4節で提示し、続く第5節

では、結果の要約をするとともにその含意を論議する。

会守聾官者期予ヲさ)J;!J~指tt"昌二議捜陪目的措溝鼠自前提

さて、競合着地モヂルの棋底にある三段階目的地選択過謹という仮定が、実際

に作用しているかどうかの直接的な証拠を得ることは、困難である。最も理想的

な証拠は、移動者に「あなたは、どのようにして、この地区(あるいは都市)を、

具体的に目的地として選んだのですかJと聞いた場合に、二段階の意志決定をし

たと、その人が答えることである。しかし、このような田容は、現実には、期待

しがたい。
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ここで、 Fotheringham(1983a， 1984)が競合着地モデルの経験的例証に使用し

ている、米国の航空旅客涜動の場合、ある会社のニューヨーク支屈に勤務してい

るピジネスマンが、出強で飛行機を使って、聞社のサンフランシスコ支庖を苗ね

るケ}スを考えてみよう。この場合、出頭の具体的な目的地はあらかじめ決って

いると考えられ、したがって、二段階目的地選択は、働かないように見受けられ

る。しかし、この疑問に対し、次のような弁明が可能と思われるロすなわち、こ

のビジネスマン自身は二段階の目的地選択をしていなくても、披の所属する会社

が、全国的に支居網の立地展開をしたさいに、会社として、まず西海岸という地

方を選び、ついでその地方の中から、サンフランシスコという特定の都市に支屈

を設置することを決定した、とも考えられる。したがって、この人のトリップの

背後に、二段階の目的地選択過躍が働いていることを想定して、差し支えないか

もしれない。

これに関連して指摘しておきたいのは、二段階目的地選択過翠は、目的地選択

の自由を確保された移動者に対してのみ、成立するように予想されることである。

額融のことは、ここで対象としているわが国の都道府県間人口移動についても、

あてはまろう。現在、このような目的地の自由な選択に基づく口移動が、わが国

の人口移動全体の中でどの彊度の割合を占めているのかの、精確な数字を示すこ

とは難しい。しかし、現実には自由選択を保証された移動よりはむしろ、例えば、

第四章で詳論したような転勤をはじめとする、制約に満ちた移動が少なくないと

推量される。この場合、各人は、自らが属している官庁ないし企業による、逆ら

いがたい、なかぽ「強制的Jな転勤命令によって、移動を行うことになるから、

移動者としての各人が、自らの転出先をニ段階目的地選択過謹によって選んでい

るとは考えがたいロしたがって、移動を自らの意志によるのか、そうではないの

かに分けたとき、前者のカテゴリーの移動者に対しては、一応大きな無理なく二

段階の目的地選択が妥当するだろうロつまり、離密には、時合着地モデルの適用

は、この状況で使用されるべきかもしれない。しかし、後者のカテゴリーの移動

者に対しても、前述のような、会社による意志決定の説明が示唆するように、こ

のフローパターン形成の背後に、この過置が働いていないkは、断言しえない。
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ここで強調したいのは、たとい、移動者全体を、自由な目的地選択が約束され

た移動と、転勤・出向などに起因する半強制的な移動に分割することが可能であ

ったとしても、前者のカテゴリーの相E作用に対してさえ、二段階目的地選択過

桂を立証するという作業を避けでは通れないことである。要するに、この過種の

立証には、いろいろ厄介な問題がつきまとう。しかしながら、二つの段暗を蛙て

目的地を選ぶという考えは、目的地の相互独立性を前提とした一段階目的地選択

の考えよりは、明らかにより現実的・魅力的であるn したがって、この二段階目

的地選択の仮定を支持する経験的証拠の探求が、重要な語圏となっているのであ

る。

とはいえ現段階では、上述のような限界の存在は、競合着地モデルの全面的な

否定に噂くものではなく、むしろ、そのモデルの適用が鯖理なく行える状況を見

い出す、あるいは眼定するという、入念、な作業をわれわれに求めている、と考え

るべきであろう。なお、揖合着地モデ.ルの経験的適用を試みている既往の研究の

一覧は、杉浦0988，p.149)によって整理されている。しかし、そこに示された研

究のいずれも、二段階目的地選択過謹の妥当性を、厳しく問うてはいない。

おそらく、二段階、より一般的に言えば、階層的な目的地選択の実態をいかに

して捉えるかの問題は、このモデルの最終的な評価を大きく決すると思われるロ

もし、この前提の立証に成功すれば、競合着地モデルは、地園パターン問題に対

する頑櫨な解決策としての声価を高めることになろう。とはいえ、既に述ベたよ

うに、移動者への質問あるいはアンケートによる、この過程の直接的な検証は、

明らかに困難である。しかし、間接的ではあるが、この間題に対するアプローチ

がないわけではない。枕節では、そのアプローチについて解説する。
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:9+:;il~:::r{!fi.;A;特慨 ki認i融商罰的地選択

1970年代以降、地理学を含む多くの金野において、非集計行動モデル、具体的

には、ロジツトモデルが、大きな関心を集めてきた。その主たる目的は、離散的

な選択行動の骨折や予剖である。このモデリングの担底にあるのが、ある特定の

選択肢 alternativeの選択の、他の選択舷の選択に対する比率は、その選択デー

タセットにおけるいかなる付加的な選択肢の存在や追加によっても毘署されない、

という無闘偏選択肢からの姐立性 Independencefrom Irre1evant Alternatives 

(以下、 IIAと略記する)の特性である。

この特性は、目的地選択という文脈では、ある特定の目的地の選択は、他の目

的地の存在や追加によって艶響されないことを意味するロすなわち、この特性に

忠実に考えれば、目的地選択は特定の目的地とは無関棋に姐立的になされるし、

それゆえに、一気に具体的な目的地が選択されることになる。換言すれば、 IIA特

性が守られる場合には、一段階選択が、それが破られる場合には、多段暗(あるい

は階層的な)選択がなされることになる。

以上の意味において、競合着地モデルが前提とするこ段階目的地選択という考

えは、多項ロジットモデルの基盤に横たわるIIA特性と密接に闇僻しているのであ

る。したがって、もし特定の選択データに関して、 IIA特性が描たされていないな

らば、そのさいには、階層的な目的地選択がなされている、とみなせることにな

る。このようにIIA特性という観点から地図パターン問題を考えると、競合着地モ

デルにおける二段階目的地選択という仮定の立証に向けて、吹の二つの方法が念

頭に揮かぶ。

第ーに、既に開発されているこの特性の検定法 (McPadden~.， 1976， 197 

7; Wrigley， 1985， pp.344圃 347)の利用を通じて、二段階目的地選択という仮定の

経験的妥当性を確認するという方法が、考えられるのであるD もし、全く同ーの

目的地選択データに聞して、 IIA特性という厄介な前提を、発生制約モデルが満た

さず、一方競合着地モデルが満たすことが明らかになるならば、その知見は、二
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段階目的地選択についての、説樽的な一証拠とみなせる。換言すれば、 IIA特性に

闘して、発生制約モデルが正しい特定を達成しているという帰無伝説が棄却され、

かつ、醜合着地モデルがその帰無仮説を採用する結果になれば、 t走者のモデルが

現実の目的地選択の適切なモデル化に成功している、と考えていいことになる。

IIA特性の検定法は、 McFaddenet a1.(1976)によって開発されたものであり、

その詳細や適用事例については、原論文や Wrigley(1985，pp.344・347)に謀るが、

主要な三方法としては、変換残蓋法・全体ロジツト法・条件選択誌がある。この

特性が現実には成立しがたいという認識が一般的であるにもかかわらず、しかも、

その検定法がいくつか開発されているにもかかわらず、当識の検定法を用いて、

ともかく経験的ヂータを佳って実証的に、その成立の可否を確認しようとする研

究は、JrfcFadden空ta]・0976，1977)の当初の例証を除いて、従来なかったようで

ある。したがって、 IIA特性の検定法による、二段階目的地選択の検証はユニーク

な試みと言えるであろう e 筆者(石Jf/， 1988b)は、以上のような問題意識から、長

件選択訟をわが国の集計レベルの移動データに適用した検定を行ったが、しかし

結果はあいにく芳しくなかった。

第二に、選択肢の聞に一定の類叫性、統計的に言えば、相聞が見られるのが常

であることを想定し、 IIA特性が経験的には妥当しがたいことを踏まえて、近年開

発されてきた、 IIA特牲に縛られない、その意味で、一般住の高いモデル(ltlrig-

ley， 1985， pp.324・336)を利用する方法が考えられる。すなわち、概念上、離合

着地モデルが含意する二段階目的地選択を起定したモデルの適用を通じて、この

恒定の経験的妥当性を立証する方法である。ところで、 IIA特性に縛られない、よ

り一般的なモデルの中で、最も魅力的なのは、多項プロピットモデルとネステイ

ド・ロジット・モデルCMcFadden，1977; Sobel， 1980;森杉， 1984; Ben-Akiva 

and Lermann， 1985， pp.276・322;van Lierop， 1986， pp.81・86)の二つであるが、

キヤリプレーションの容易さという点では、 t走者の方が優っている。地図パター

ン問題に対するこのような方向の可能性については、既にFotheringham(1986a)が

示唆していたが、披自身は、具体的なデータを用いた分析は行っていないa

ただし、ネステイド・ロジット・モデルは、元来、ランダム成分になんらかの
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正の相聞を伍定したランダム効用モヂルの一種である。したがって、ネステイド

・ロジット・モデルの枠組み自身は、移動者が、時間的な意味で階層的に(ここで

は二段階)選択肢を選ぶ、ということを意味せず、ここで言うところの「階層的j な

り「二段階」とは、時間的jlm:序を含意しているのではない、と考えることも可能

である。その意味では、多項ロジットモデルとネステイド・ロジット・モデルは

いずれも、一段階選択モデルとみなすべきかもしれない。この観点から言えば、

関連文献によく出てくる樹状の選択トリーは、時間をおって取られる選択の過謹

ではなく、単なる表現の便宜のために使われているにすぎないとも言えよう a し

かし、ネステイド・ロジット・モヂルで恒定されている「階層的J選択には、い

ろいろな解駅が付与されうるであろうロとのように考えれば、このモデルが、時

間的な意味でのニ段階選択がなされることを想定している、というここでの解釈

が成立する余地も、あるのではあるまいか。

ところで、発生制約モデル

Tij=AiOiWjγd 1 
と競合着地モデル

γ s TT  d 
Tij=AiOiW/ d;"jHj 

CXI-l) 

(XI -2) 

のいずれも、多項ロジットモデルとみなせる。ただし、 Tijは出発地 iから到着

地 jへの相互作用数、 Viは iの放出性、 Wjは jの吸引性、 Aiは

2:Tij= Oi 

J 

を保証する均衡因子、 Oiは iからの描出総数、 di jはi、j聞の距離、 γ(>0)、

s (<0)、sはパラメータであるロまた、 Hjは特定の目的地からみた他の全目的地

への近掻性であり、

Hj = 2: 
J 

と表示されるa

Wj 

d i j 

発生制約モデル(ないしは融合着地モデ、ル)と多項ロジツトモデルの類揖性に闇
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しては、 Anas(1983)の論文に示されている。多項ロジットモヂルは、いわゆる定

数効用アプローチとランダム効用アプローチのいずれからでも導けるが(Senior，

1981， pp. 245・246)、ここでは挫者から、多項ロジットモデルとしての式(XI“1)、

(XI-2)を導いてみよう a いま、 Urjを rという個人が Jという目的地を選択す

るさいの効用関数、 Yr jをUrjの代表成分、 正rJをランダム成分としよう固また、

移動者の属性は重要でない、と伍定する。さらに、 Yr jが、 rにとっての jの吸

引性であるWrjと、 rにとっての jまでの距離である dr jのみによって規定され

るとともに、 Urjの増加分が、 Wrjの増大につれて小きくなる一方、 Urjの減少

分が、 dr jの増大につれて小さくなる、と仮定する。すると、 Urjは、次式で示

されるa

Urj=Yrj+εr j 

=γln W r j + s 1 n d r j +εr j (XI-3) 

よ式の Er jについてガンベル分布を想定すると、次のようにして、多項目ジット

モデルを導ける。

P rj = 

一 川一
d

d

一h

h

一戸-

8'

一+

+
一
川

川

一

W

W

一h

h
一一

7

γ

一
e

e
一一

2
・J

一
e γ111Wr j e H ln d r J 

、I
J

、dn
H
 

、E
4

0μ 
e
 

r
 w

 

nH 

3
斗叩，e

 

rー、Z
P
J
 

wJ;df』

r ，s ろ(Wr'J d'";.j) 

式(Xト4)は、式(XI-1)の尭生制約モデルに対応する多項ロジツトモデルであるa

一 (XI -4) 

荷者の遣いは、式(XI-1)が集計レベル、式(XI-4)が非集計レベルのモデルである
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ことである g ここでは、移動者の属性は全く考慮していないので、式(XI-4)の語

字 rを落とすことができ、そのさいにはニつのモデルは全く同ーとなる。

以上と同樺にして、式(XI・4)の右辺に近接性Hrjを追加すれば、次のような、

多項ロジットモデルとしての揖合着地モヂルを導けるロ

γ s TT d 
prj = Wr'j d rrj Hr-j 

γ 戸 8
L (W r'j d r~ H rVj ) 

(XI -5) 

J 

ここで、 8はパラメータである。ただし、その値の符号は、事前には不明である。

樟字 rを落とせば、式(XI-2)と式(XI-5)は、やはり悶ーとなることが理解されよ

つ。

さて、概;念上、蘭合着地モデルに対応する、二控暗目的地選択を想定したネス

ティド・ロジット・モデルは、次のようにして導ける。第一段階の選択に関して、

Urk=γ11nWrk+戸1ln d r k + E r k (XI -6) 

第二段階の選択に闘して

Urj=γ2 ln Wr j + s 2 ln d r j +正 rj (XI-7) 

という効用関数を仮定しよう。ここで、 kは目的地選択の第一段階で選択される

クラスター、 Wrkとdrけま、それぞれ、 rにとっての kの吸引度、 rにとっての

kまでの距離、 εrkはその誤差項である。 Y1 (>0)とs1 (<0)は、第一段階での遵択

にかかわる効用関数中のパラメー夕、 γ2(>0)とs2 (<0)は、第二段階での選択に

かかわる効用関数申のパラメータである。

いま、 p(k)とp(j I k):をそれぞれ、第ーの選択段階においてクラスター kを

選択する確串、第二の選択段階において kに含まれる目的地 Jを選択する確率

としよう。すると、棋のようなネスティド・ロジット・モヂルを導けるe

Prj=p(k)・p(j I k) 

wγ1d H1 r k Q r k z (W「Ja d r Fj2・) (1-17) 

j'ιk 
一

(γ ， s I 
~ (Wr¥: d rrk :) L (W r~ ~ d 'r~ ~) (1ー σ)r j > Q 'r J・

k' j'εk 
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× 
E

Q

F

3

 

戸川一

d

d
一2
1

2

一γ
円

γ
川一

W

W

(

k

 

z
h
c
 

(XI -8) 

s2 
ここで、 z (Wr j -d r j，)は、そのネストの期待最大効用を示す合成変数、

j 'e k 

σは、それにかかるパラメータである a その推定値が 0.0と1.0の聞にあると

きに、劫用最大北行動が合理的に行われた、と考えることが妥当になるe 白=0.

0のとき、そのネステイド・ロジット・モデルは、目的地選択が一段階の意志決定

によってなされることを含意する多項目ジットモデルに等しくなる。また、 a::: 

1.0のとき、目的地選択が厳密に階層的に行われていることを意味する。したがっ

て、もしをが 0.0と1.0の聞に収まり、なおかつ0.0から有意に離れていれば、

当識の目的地選択行動に二段階の選択過程が働いたと考えていいことになる(So・

bel， 1980; Fotheringham， 1986a; Lin皇Lal.， 1988)。

なお、撤密に言えば、式(XI-8)には冗長な部分が残っている。すなわち、第一

と第二の選択段階における効用関散がほとんど同一であり、そのために、この点

を簡明にするモデリングの遭もありうる1)。しかし、ともかく、輝合着地モデル

の槙底にある仮定の論証が、現在の目的である以上、そのモデ、Jレの元来の定式か

ら離れた定式による論証作業は、意味が不明になりかねないので、モデリングの

簡約化は試みなかった。

近年におけるネステイド・ロジット・モデルの人口移動研究への適用{例えば，

Clark and Onaka， 1985; Odland and Ellis， 1987; Liaw and Otomo， 1991; Li-

aw and Kawabe， 1992)は、選択の第一段階で、潜在的な移動者が、移動すること

を決定するか、または残留することを決定するかの、ニ項選択を用意したモデリ

ングが中心をなしている。かかる選択段階の用意自体は、従来のような、伝統的

な回帰分析に依拠した、残留者を考慮に入れない研究に比較して、明らかな長所

をなしてはいる。地理学および隣接合野におけるネスティド・ロジット・モデル
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の利用による階層的選択に閲する既往研究の綿密なレピユ}を行った杉浦(1992)

の整理によっても、地方→小地域という選択トリーを設定した研究は、必ずしも

多くないことがわかる。しかし、次節で述べるように、このような状況は地理学

的に典昧裸い題材であることもまた、事実であるロしたがって、かかる選択トリ

ーに基づいた本章の研究は、ネスティド・ロジット・モデル研究全体の中でも、

ささやかながら独自性を主彊しうると思われる。
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[i\l@1乙是正~;mH(:ふド ii息子'i%/ト?モヂ加の適期績来

ここで扱う目的地選択データは、総理府統計局:rr住民基本台帳人口移動報告年

報』に記載のある、 1980年における46都道府県間移動データである。 OD行列の形

で示されるこのデータを、行方向、すなわち舎都道府県からの流出ごとに見れば、

これは、書都道府県からの流出者による目的地選択のデータを示しているとみな

せる a 同一県内の移動は、分析の対象外であるa 式(XI-4)、 (XI-5)‘ (Xト8)にお

けるWrjとWrkには人口、 dr jとdr kには出発地・到着地府県の人口重心閣の大

圏距離を入れた。式(XI-5)のHrjは、 Wrjとdr jから用意した。式(XI・B)のキヤ

リプレーションにさいしては、ネスティド・ロジット・モデルを第一段階と第二

段階の選択に、それぞれ別の多項ロジットモデルの積の蕗に分解する段階推定法

sequential estimation method (Ben-Akiva and Lermann， 1985， pp.295・297)を

用いた。

ここでは、第一段階の選択肢にあたるクラスターは、七つの地域(北海道・東北、

闘東、中部、近職、中園、田園、九州)に相当すると考えたa なお、三重は中部に

含めている。したがって、 k=1， 2， _ _ . _ ，7である。北海道と東北を間ーのクラスタ

ーに含めたのは、そのような措置を講じないと、北海道のみが第一・第二の選訳

段階のいず.れにおいても一つの選択肢しか存在しない、つまり、選択過程が二盟

晴でなくー離暗になって、他のクラスターとの統ーがとれなくなるからである。

このようなクラスタリングは、各地域が互いに狙立的で、相閣がないと仮定して

いる。かかる仮定は現実には満たされ難いが、このような非現実性は、檀散の地

域を一つに合体して、クラスター散を減らしたネステイド・ロジット・モデルの

実行を通じて、特定の地域閣の額融性を窺うという対応によって、躍和すること

にした。

ネステイド・ロジット・モデルによる検証は、異なる二つのレベルのクラスタ

リングで行った。まず第ーは、用意した七つの地域が、自動的に七つの個別のク

ラスターを構成する選択トリーを憩定したケースに式(XI-8)の適用を試みた回表
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XI -1は、この結果をまとめたものである。言うまでもないが、キヤリプレーシヨ

ンは各都道府県からの疏出移動ごとに行った。なお、ここで佳われている適合度

統計量は、

ρ2 = 1 - IJ..!) 
L (0) (XI -9) 

である。ただし、 L( e)は、パラメータ Oの最先推定量による対数尤度関数の値、

L (0)は、すべてのパラメータをゼロとした対数完度聞数の値である。以障では、

「勺は、推定値であることを示す。こめ統計量は、 0.0から1.0の範囲を動き、

値が大きいほど適合が良野であることを意味する。 ρ2は回帰分析における r2統

計量に対応するが、 r
2とは異なって、 0.2から0.4の値をとれば適合がかなりいい

と判断しうる(McFadden，1977， pp.39-40; Wrigley， 1985， pp.49・50)。出較のた

めに、表XI-1には、同ーのデータに対して、式(XI-4)の発生制約モデルと、式(X

1-5)の競合着地モデルの適用から樽られた ρEも掲げたa

二段階目的地選択が見られたことを含意する、 8が0.0から有意に離れ、かっl

.0以下となる結果は、 48都道府県のうち31都道県で得られた。他の県、すなわち

青森・岩手・宮城・福島・茨城・新潟・石川・福井・愛知・京都・大阪・鳥取・

山口・福岡・長崎・熊本では1.0を越える推定値が得られた。したがって、これ

らの県からの琉出移動者の目的地選択に聞しては、 7地域を第一段階の選訳肢と

する選択トリーに関する限り、二段階目的地選択は確認されない。

したがって、次に、ネスティド・ロジット・モデルによる第二のレベルの検証

として、当初に設定した7地域の統合を行った新しい選択トリーの下で、再度ネ

ステイド・ロジット・モデルの適用を試みた。このような再試行は、改のような

理由から正当イじされるであろうー

まず‘第一に、表XI-lにおいて、二段階目的地選択を含意する 5が得られなかっ

た15府県に関しでも、とにかくこの過程を裏付ける0.0く8三1.0となるようなi結

呆を得る必要があることである。

第二に、掛合着地モデルにおける二段階目的地選択という考えは、ネスティド
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-ロジット・モヂルのネストの柔軟な設定を妨げるものではない。目的地選択と

いう文脈での具体的な選択肢は、空間的に連続した範域を分割してはじめて滑ら

れるa しかし、これは、吏通トリップにおける吏通手段の選択や、買物行動にお

けるプランドの選択といった、選択腫が非連続でそれゆえ明暗な選択トリーを設

定しうる場合とは異なった難しさをもたらしている白このような、すぐれて地理

学的な問題に対処するためには、選択トリーの変更による影響を検討するという

慎重な姿勢が必要となってくる。

第三に、特定の県からの潜在的な揖出者にとっては、当初の7地域のうちの、

特に通商の地域のいくつかが、明確に識別されずに、むしろ合体して、単一のク

ラスター(選択肢)を形成している可能性のあることである。これは、移動者聞に

見られるであろう、地域の知覚の遣いや、地域についての情報の不完全さの考躍

につながろう。地理学的関心から言えば、異なったクラスタリングがネステイド

・ロジット・モデルの挙動に与える蕗響は、おおいに興味をひく問題であり、こ

の点に詳しい控目を払う必要がある。

以上の理由から、当初の 7地域の統合を試みることにする。なお、このような

地方→小地域という選択トリーを用意した場合の異なるクラスタリングの艶署を

論じた研究は、既往文献の申ではほとんど見あたらない。とはいえ、ここで在意

が必要である。すなわち、第一韓聞の選択肢の数が少ないと、 γ1とslのパラメ

ータの推定値の槙単誤差が大きくなって、推定値が不安定になってしまう個向が

ある。この状況を避けるためには、できるだけ多数の選択肢を持つ選択トリーを

用意すればいい。このような配曜から、クラスターの個数は5個以上という基瞳

を融けた。この結果、いずれの出発地からの流出移動についても、二段階目的地

選択が働いている証拠を揖ることができた。なお、具体的な選択トリーの準備は、

全く試行錯誤的に行ったれ。

表XI-2は、 46都道府県のそれぞれからの転出に関して、ニ段階選択が確認され

た結果を示したものである。特定の県からの移動に聞して、誼散の選択トリーに

ついてこの選択過種が立証された場合には、 ρ2{直の一ー番高い結果のみを掲げた。

選択トリーの表示は、英文字が離れているときには、その地域が単独でクラスタ
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選択トリーを変更させたネスティド・ロジット・モデルの適用結果表XI-2 
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ーを作っていること、英文字がスペースを置かないで隣接しているときには、そ

れらの地域が一つのクラスターを作っていることを示す。例えば、大阪府に関す

る rA BD C E F GJは、流出移動に聞して、関東と近蹴が同ーのクラスターを、

北海道・東北、中部、中園、回圏、九州がそれぞれ単姐のクラスターをなすさい

に、適合が最高になることを意味しているロ

全般的に見れば、 5ないし 6つのクラスターを持つネステイド・ロジット・モ

デルが、 7つのクラスターを持つネステイド・ロジット・モヂルより説明力が大

きい。これは、各出発地からみた場合、第一段階の潜在的な選択肢に大きな差異

があることを物語っている。この全般的な傾向に対する唯一の倒外が謹賀であり、

岡県からの流出移動に闘しては、第一段階に 7つの地域を用意したさいに、最も

説明力が高くなっている。また、大多数の都道府県の p2は、一応相当の高い適合

度の目安とされる0.20;を越えているが、宮城・愛知・大阪・広島はこれに遣して

いない。弾力的な選択トリー設定を容認しても、これらの府県に関して適合度が

相対的に低い理由は何であろうか。これらの府県は、それぞれ、仙台・名古屋・

大阪・広島といった、わが国の都市システムの上位を占める都市を抱える所であ

り、これら上位の都市聞での階層的な結びつきを取り込んだ、選択トリーや効用

閑散の用意が、今盤改良を図る場合の鍵となるように思われる。

表XI-2によれば、 46都道府県のaは、茨城の0.858から京都の0.999までの範囲

に収まっている。これは、一段階選択を含意する0.0の値よりは、二段階選択を含

意する1.0の世に明らかに近く、目的地選択が階層的な意志決定を経てなされて

いることを示唆している。このことは、一段階選択を恒定する多項ロジットモデ

ルのーケースとしての式(XI-4)の発生制約モデルが、現実の誤った特定に陥って

いる可能性のあることも意味する。

ところで、表XI-1と表XI-2を比較検討すると、選択トリーの遣いがモデルの挙

動に与える影響は、ずいぶん大きいと言わねばならない。この点に閲してここで

は、改のニ点をとりあえず指摘しておきたいa 第一点は、特定の県からの誠出に

ついては、当競県が含まれる地域と、そこに隣接する地域が同ーのクラスターを

構成するような選択トリーを用意すると、ネステイド・ロジット・モデルのあて
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はまりが良野になる個向にある。この典型倒が、 rABC D E F GJ、すなわち、北

海道・東北、関東、中部を一つのクラスタ}、残りの各地域をそれぞれ単姐のク

ラスターとするものである。このケースは、石川・岐阜・静岡以東の東日本の諸

県からの摘出に関して卓越しているa 他の例は、中国の4県で見られる rAB C 

DE F GJ、四国の4県で見られる rAB C DF E GJ、九州の4県で見られるは

B CD EG FJのクラスタリングである。

さきにわれわれは、出発地における潜在的な移動者の知覚では、遺捕に位置す

る誼数の地域が、それらに対する正確さを欠いた情報のゆえに、一つのクラスタ

ーを構成している可能性があることに論及した。しかし、そのような推澗は、あ

いにく表XI-2の結果からは立証されない。逆に、移動者の出発地から遣い誼数の

地域のそれぞれが単姐でクラスターを作り、出発地の近くに位置する檀散の地域

が合体して知覚されるときに、高い適合度が得られた。これは、やや予想外の結

果であるが、出発地からみて近距離にある語地域はよく知覚されているために、

その境界があいまいで、むしろ連続的に認識される傾向にあることを意味してい

るのであろうか白

表XI-2における、選択トリ}の差異がモデルの実行度に与える結果に聞して指

摘しうる第二の点は、隣接していない地域を一つのクラスターに結びつけたとき

に、良野な結果が揖られるケ}スもあることである。これは、東京・神奈川・大

阪・兵庫・奈良・和歌山・血児島からの読出に見られる rA BD C E F GJ、すな

わち関東と近蝿が一つのクラスターを構成し、他の5地域はそれぞれ単狙でクラ

スターを作るものである。このケースで興味探いのは、関東と近離が同ーのクラ

スターを形成していることである。これら両地域には、東京・大阪というわが国

の二大都市圏が、それぞれ東京都・大阪府という範囲を越えて広がっており、そ

れゆえ、これらの二地域に宮まれる都府県は、これらの大都市圏を構成する単位

として、地理的性格が融通っている。関東と近臨の聞のかかる類似性が、移動者

の知覚において、両地域を同ーのクラスターとした場合に、良野な実行結果を生

む原因と考えられよう a

次に、掛合着地モデルと、それに概念上対応するネステイド・ロジット・モデ
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ルの優劣を、 ρ2から検討しておこう o 表XI-1によると、 Gが記されている県、す

なわち抗出移動に聞して、二段階選択が妥当していると考えられる31県のうち、

競合着地モデルの p2値の方がまさっているのが17県、逆にネスティド・ロジット

・モデルのそれがまさっているのが14県を数えるが、両者に特に大きな遣いがな

い県も少なくないa 一方、表XI-1の競合着地モデルの ρ2髄と、表XI-2のネステイ

ド・ロジット・モデルの ρ21直を比較すると、宮城を唯一の例外として、それ以外

の45都道府県では、いずれも前者よりも後者の方の数櫨が高い。とはいえ、麗合

着地モデルの定式が簡明であるとともに、キャリプレ}ションがずっと簡単であ

ることや、表XI-2が厄介な試行錯誤を通じて、各県について適合の最も高いケー

スのみが掲げられていることに鑑みると、融合着地モデルとネステイド・ロジッ

ト・モデルのうちの一方が他方に対して、はっきりと優れているという結論を引

き出すのは難しいと、判断される。

さて、本章の目頭で掲げた、各都道府県からの流出移動に聞して、二段階目的

地選択過程が働いていることを立証する経験的証拠を提示するという目的は、以

上で一応達成された白以下では、得られた知見を、第2節で述ベた、人口移動に

おける自由な目的地選択と強制的な目的地選択の問題に闘連させて、検討したい。

1980年6月以降の 1年聞に行われた園内移動の理由に闘する調査(国土庁， 1982， 

p.230)によれば、被験者全体の39同が、もっとも重要な理由として職業関連の理由

を挙げている(ただし、この数字には県内移動も含まれている)ロここでいう職業

関連の理由とは、転勤・出向・求職・転職などから成るe これらの職業関連の理

由のうちで圧倒的に重要な地位を占めるのが、転勤・出向で、全体の移動の中の

22.4%にあたるロこの二つの理由による移動は、特に三大都市圏間移動では51.8%

と、比率が上昇する固

ここで留意すべきは、転勤や出向のような理由による移動は、移動者が自らが

勤めている組織による勤務先変更命令に従わないのは難しいという意味で、 「強

制的Jなものである点である。それゆえ、このような状況では、潜在的移動者に

よる目的地選択の自由は存在しないと考えられる。要するに、特定の目的地が当

競移動者の意志に関わりなくあらかじめ決まっているという意味で、二段階目的
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地選択過置が働く余地はなさそうに見える。

にもかかわらず、表XI-L表XI-2における 2は、この過程が明暗に働いている

ことを示唆している。一見矛盾するこのような知見を、どのように考えればいい

であろうかa この点については、貰z節で述ベた可能性を想定すれば、一応納得

のいく説明が得られるのではなかろうか。すなわち、たしかにとのコンテクスト

では、移動者自身は、完全な目的地選択の自由が与えられ、二段階の過程を経て

目的地を選ぶことはない。しかし、その巷勤者が勤務している組織が、自社の支

屈を全国的に属閲していったさいに、その支l吉の具体的な立地場所を決めるにあ

たって、まず‘最初に地方ブ‘ロックを選び、ついで具体的な都市や県を決めた、と

いう事情は、十分に推察される。この組蹴内の移動者は、みずからが直接に二段

階の過程を踏んで目的地を選択しなかったかもしれないが、当該組縄がかつて行

った、その過哩を再度辿っているために、 Gからみて、移動者自身による三段階

選択があったように、見受けられるのではなかろうか。つまり、本節で得られた

知見は、第2節で展開した解釈の妥当性を支持している、と受け取っていいので

はなかろうかロ
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麗合着地モデルは、空間的相互作用モデルにおける地図パターン問題の解決に

向けての曙光と評価される。しかし、このモデルの担底にある二段階目的地選択

という前提の経験的妥当性については、これまで不明であり、それを検証するの

が本章の目的であった。

わが国の人口移動データに聞して、この選択過彊が妥当していた証担を提示す

るという目揮は、蹄合着地モデ‘ルに概念上対応するネスティド・ロジット・モデ

ルの合成変散にかかるパラメータの推定値の検討から、基本的に果たされたと言

える。ただし、ここで用意した選択トリーや、第)・第二の目的地選択段階にお

ける効用関数が、研究対象である移動データに関して、最善のものであったとは

言いがたい。前者に闘しては、倒えばHorowitz (1987)が提案している、ネステイ

ド・ロジット・モデルの定式の検定法の利用などがおおいに参考となろうが、こ

こではそれを行う余裕がなかったe 能者の効用闘数の不十分さの問題は、麗合着

地モデルの当初の定式に忠実な検証を心がけたために支払わねばならなかった代

価である。

しかしながら、本章の研究における問題点もまた、述べておく必要がある。厳

密に言えば、二段階目的地選択というような人間行動にかかわる命題の論証には‘

個人ないしは世帯といったミクロ・レベルでのデータが、利用されねばならない。

しかし、わが国では、プライパシ一保識の目的から、かかる非集計レベルの包括

的な移動データは得難く、このためにやむなくここでは、選択にさいしての効用

闇数に個人の属性成分を立てない、その意味で非集計モデルを集計的に修正した

ものを使わざるをえなかった。このことが、表XI-1・表XI-2において、発生制約

モデルと比較して、競合着地モデルやネスティド・ロジット・モデルの適合が必

ずしも優っていなかったことの理由かもしれないa 言い替えると、そのような限

界は、データに特有の結果である可能性も捨てきれない。それゆえ、本章で検証

した問題を、非集計レベルの移動データによって再確認するという課題が、残さ



-214・

れていよう。

議

1)オランダのアイントホーへン工科大学の A.Borgersからのご教示によるロネ

ステイド・ロジット・モデルをめぐる、 Fotheringham(1986a)の定式とここで

の定式のほとんど唯一の違いは、前者が 11=γ2およびム =s2を仮定してい

ることである。そのような特定は、競合着地に関する恨の議論にはより忠実で

はあるし、計算上も簡単であるが、しかし、経験的に以上のような等号が成立

すると想定することは難しいであろう e このために、式(XI-8)では、異なるパ

ラメータを付けた。別言すれば、己こでは、式(XI-5)の戸は、式(XI-8)の恥と

s2の合成されたものという考えに立っている。

2)具体的に分析したのは、クラスタ}数5の選択トリーとしては、

rA B C D EFGJ、 rABC D EF GJ、 rABD C EG FJ、 rABCD E F GJ、

fAB C DE F GJ、 rABC D EG FJ、 rAB CD EG FJ、

の7ケース、クラスター数6の選択トリーとしては、

rA B C D EF GJ、 rA B C D E FGJ、 rA B C DF E GJ、 rAB C DE F GJ、

r A BD C E F GJ、 rA s CD E F GJ、 fA sC D E F GJ 

の7ケースである。
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第XII章競合着地モデルの挙動

達、~.?~棋じめ J;:

競合着地モデル(Fotheringham，1983a)は、空間的相E作用モデルにおける距離

変数にかかるパラメータの推定値が、対象とするシステムの空間構造に影響され

て歪む問題一地図パターン問題ーの解決に向けての方策を提供するものであ

った。しかし、彼が経験的例証の対象とした米国とは、 「空間構造」の明らかに

異なるわが国のフロー・システムに対しても、近接性を主たる空間構造効果とみ

なすこの離合着地モデルが、十分に妥当するのであろうか。そうでないとすれば、

いったい具体的には、どのような空間構造効果を立てる必要があるのか。さらに、

地図パターン問題に起因する距離パラメ}タ推定値は、わが国のナショナル・レ

ベルでの人口移動を;念頭に置いた場合に、具体的にどのような偏りを示すであろ

うか畠これらの輯盟に響えることが、本章の目的である目

以下、第2節で、利用するデータの解説と、距離パラメータ推定値に掃りをも

たらすと考えられてきた発生制約モデルの実行結果の提示を行う。第3・4節で

は、それぞれ、空間構造効果として、近接性を立てた競合着地モデルと、発着地

ぺアー閣の階層的結びつきを立てた暗周モデルを実行する。第5節において、わ

が国のナショナル・レベルにおける人口移動システムを対象とした場合の地図パ

ターン問題の現れ方について総括するとともに、部合着地モデルについての評価

を述べる。

謡、J朝、草作用，?1:fij荷主誕生鯛約号ir]レ

本章で分析の対象とする全国スケールでの人の空間的掠動に関するデータは、

人口移動と大学入学移動である。データの出典は、前者が紬理府統計局 w住民
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基本台帳人口移動報告年報』、桂者が文部省: 『学校基本調査報告書(高等教育機

闇uである。

人口移動は、全国的レベルから局地的レベルに至る様々の空間的スケールにお

このような長所のために、地図パ代表的な相互作用である。いて広く見られる、

タ}ン問題に聞する既往文献(Fotheringham.1986b; Baxter， 1987a' b; i'ano， 

ところで、第町主主で触1992)において、経験的研究の題材として利用されてきた。

日本における圏内人口移動パターンは、 1960年代から変化を遂げてれたように、

園町-31こ明かなように、中心部から周辺部への移動が1960年代きた。すなわち、

中心部の転入超過は1970年頃を境に急調な減少を記錯するを通じて増加したし、

ことになった。地図パターン問題に閲する既往の研究では、特定の時間断面にお

そける相互作用モデルの距離パラメータ推定値の挙動のみが論議の対象となり、

の時間的変イじに目を向ける成果は、杉浦0989c)やYano(199Z)を掛けば、皆無に等

ここでのような誼数時点、に関するクロス・セクショナルしたがって、しかった。

この問題の包括的な解決に向けての一つな考察は、従来の研究の眼界を打開し、

このような期待から、先のような変化が生じた

とする時期の前挫の時期として、 1960、1980年を分析年次に選んだ。

の知見を提供すると期待しうる。

新入学生数のよ位10都府県
(1980年)

表XII-1 

比率

-
2
3
4
5
6
7
8
9
M
 

37.78% 
8.69 
7.91 
6.34 
4.28 
4.17 
3.93 
3.52 
3.33 
2.00 

順位都道府県

京
阪
都
刺
知
問
玉
庫
葉
城

東
大
京
神
壁
福
埼
兵
ヰ
宮

文部省(1982):[j'昭和55年度学校基本
調査報告書(高等教育機関)Aより作成。
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また、四年制大学(1980年時点で、国立問、公立34、私立319の合計446大学)へ

の進学のための移動は、人口移動のー形睡である。しかし、移動目的がきわめて

明確で限定的であり、そのために説明変数の選択や結果の解駅を行いやすいとい

う潜在的な長所を持っていることが、筆者の闘心を引いたロ表XII-1が示すように、

あるいは三上(979)、大監・正岡(988)、川田(1992)などが述べるように、わが

国では特定の都府県に大学が集中しているし、進学移動の空間的パターン自修も

基本的には変わっていない。とはいえ、この特殊な移動目的による移動パターン

が、人口移動全般のパターンと同ーとは考えにくい。この相互作用データを値っ

た地図パターン問題へのアプローチはいまだ見られないが、上記の理由で、分析

の対象に入れることにした 11ロ

ただし、この『学技基本調査報告書(高等教育機関)dJにあるヂータは、正確に

は、進学者の出身高校の所在県と入学した大学の所在県の遣いを示すにすぎず、

それをここでは橿宜的に、人口替動が生じたとみなしている。だが、孫に同一大

都市圏内の隣接県の聞では、進学しても住居を憂えず自宅から通学する事倒も少

なくないはずであり、その場合には、人口移動は実際には生じていないことにな

る。このような限界のゆえに、このヂータについては、高い説明の水準を蹟しく

追求することは意味がない。

表XII-2 データセットの語性質

移動者数の合計

観甜値ゼロの移動輔の数

l移動読の平均移動数

最大移動数

データセット
123  

人口移動 人口移動大学進学移動
(1960年(1980年(1980年)

2，679，719人 3，330，858

。。
1，294.6人 1，609.1 

254，157 

154 

122.8 

l(東京→騨!札束td望)(神奈川判票)
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さて、こうして選ばれた1960・80年の人口移動と、 1980年の大学入学移動のデ

ータを、ここでは、それぞれデ]タセット 1・2・3と呼ぶロ各都道府県内の移

動は、封書量から除外するe 表XII-2は、これらのデータセットに閲する基本的情報

をまとめたものである。

地図パターン効果に起因する歪みを含んでいると考えられる距離パラメータの

推定櫨の空間的変異を、ここでは、各出発地からの流出フローごとに観察する。

なぜなら、 nX n (nは地区数)のフローを扱う全地区一括型 system-wideの分析

では、同推定値が一個しか得られないし、対象システム内における異なる空間構

造を持つ地区間土が、その距離パラメータ推定値の偏りを「申和」してしまう可

能性があるのに対し、 1X nのフローを扱う出発値固定型 origin-specificの分

析では、出発値ごとに同推定値が得られるので、情報が豊富になり、各地区ごと

に空間構造の艶響を具体的に検討しうるという長所があるからである。さらに、

flotheringham自身が、どちらかと言えば、全地区一括型よりは出発値固定型の状

況での地図パターン問題の検討に執着を示しているため、披の業績との比較を;念

頭に置くと、このような視角からの分析の方が好都合となる。

ただし、そのような視角は、全地区一括型のブロ}・システムにおける地図パ

タ}ン問題を軽視するものではない白このような状況での、わが国の郵恒フロー

や人口移動システムを対象とした、地図パターン問題に対する取り組みとしては、

既に杉浦(1989c)やYano(1992)の研究があるので、それに語りたい。とはいえ、人

口移動をはじめとする相互作用システムでは、出発地と到着地の双方の個に樺々

の制約条件があるのが、一般的と考えられる(杉浦， 1988)巴そのため、出発地固

定型分析は、上記のような長所を保持する代価として、到着地にかかる制約条件

を考躍しえないという限界を抱えている点にも、併せて言及しておきたい。

さて、このような出発地固定型の状況では、 flotheringham(1983a)によれば、

空間的相互作用モデル接(lrIilson，1971)に属する四つのサプ・モデルのうち、無

制約モデル

γ ， s i 
T i j = k V i~ ， w / ' d ;'j (XII -1) 



-219・

と発生制約モデ‘ル

Ti j =-Ai UiW/ 'd iワl (XII -2) 

によるアプローチのみが意味を持つ(変数・添字・パラメータの意味内容は、式X

1-1、式XI-2と同ーである)。ただし、

ーよ
『

E
E
d

o
u
r
-d

 

7
j
 

w
 

z

j

 

「

s
・』一一

・
司
4A

 
CXII-3) 

であり、

LTij=Oi 

J 

を保証する。無制約モデルと発生制約モデルのみが意味を持つのは、他の二つの

モデル、すなわち吸取制約モデルと二重制約モヂJレに闘しては、右辺に各到着地

への硫入紬散が入り、これは、被説明変数である特定の出発地から到着地へのフ

(XII -4) 

ローと等しく、したがって完全な「説明Jをもたらすので、モデルの実行が無意

味になるからである。さらに、両モデルには、蹄合着地モデルにおいて空間構造

の主たる効果と考えられている近接性(按述の式XII-9)と定義よ額叫するものとし

て、到着地 jにかかる均衝因子Bjが柾に定式の申に含まれている叩で、狙自に

近接性変散を投入する意味がなくなる2)

無制約モデ‘ルと発生制約モデルでは、桂者の方が式(XII-4)の制約条件が入って

いる分だけ挙動は良野なので、ここでは発生制約モデルに基づいて地図パターン

問題からの宣言響を調べる。言うまでもないが、対象システムの空間構造効果を特

定する変散は、この段階ではまだ投入されていないロなお、ここでは、各出発地

からのフローごとの適用結果を検討するので、式(XII-2)でパラメータは、 αi、

Yi 、 目iと示している。また、以障では、 ド」は推定世であることを意味する。

具体的に di jに入るのは、出発地と到着地の府県の人口重心の間の大圏距離で

ある。このような物理的な制度以外の、もっと柔軟な測度の採用も考えられよう

が、それによって、 di jに物理的距離以外の分離性の副度に関連する、空間構造

効果が混入してしまう危険性があること、ならびに、簡XIII章で述べるように、

わが国における都道府県間移動に闘する、物理的距離以外の単一の分離性の副度
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の特定が難しいこと、などの理由により、以上のような処量をとった。

Wjに入るのは、データセット 1・2に関しては当語年における人臼規壊である。

ここで扱うヂータは、進学・就職・転職・転勤・結婚・住宅事情などの多樺な事

由から生じた替動を集計したものなので、目的地の魅力度に闘しては、これらの

事由ごとの魅力度を表現する機会の規模を誼合した割度が理想であるが、その算

出や特定自体が簡単な作業ではないことを考え、次善の策として、人口規曹とい

う単一の翻度を採用した。データセット 3に聞しては、進学移動に及ぼす大学施

設の現容量の重要性を強調する岡村・甲元(1980)の指摘を参考として、目的地の

吸引車Wjとしては、大学進学者の受け入れ能力を意味する、当諒年における各都

道府県ごとの新入学生の揖入総数を採毘した。

キヤリプレ}ションには、 SI削DELと呼ばれるフオ}トラン・プログラム (Will

iams and Fotheringh四， 1984):を用いた3)畠これは、最克法による、九つの相互

作毘モヂルの実行を可能にする包括的なプログラムであり、表XII-3、表XII-4、

表XII-6は、いずれもこれを用いて樽られた結果である。

従来、相互作毘モデルの経験的適合度を計る統計量としては r2がよく佳われて

きたが、この統計量は観割{直と推定f置のずれと綿型的に比例して変化しないとい

う欠点がある。そのために、ずれの重度が比較的大きい場合にも、見かけ上高い

{底すなわち1.0に近い舗が得られやすい(Knudsenand Fotheringham， 1986)ロこ

こでは、以上の問題点から解放されている情報撞得量 infor田ationgain 

G=.:E.:E Plj ln (Pij/qij) 

1 J 

(XII -5) 

を用いるe ここで、 qi jは、この相互作用システムに制約条件としての知離が何

も酷かなかった場合における‘特定の掴人が iから Jへの相互作用を行う事前

的な確率、 Pi jはそのさいにおける事量的確率と定義される。具体的にはとれら

は、それぞれ栢互作用の推定器と車割値申確寧であり，

，、

q;j=Tij/ヱ:互:Tij 

1 J 

(XII-6) 
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(XII -7) 

と示される。この統計量は、 Pijニ qi jのときゼロの下限値を持ち、 i、jのどの

組合せに対しても Pij>Oでqi jニ Dのとき十∞の上限値を持つ。つまり、 Gの値

は、モデルの経験的適合性が良い盟、小さな憧をとる固

さてまず、尭生制約モデ‘ルの適用結果を示した表XII-3をご覧いただきたい。な

お、この推定値が空間構造効果によって歪んでいる可能性を念頭に置き、表XII-

3の結果に対しては、パラメータ推定値の有意性検定は行っていないロ巨祖的に言

えば、 siに闘しては、三つのデータセットはいずれも、国土の中心部(ことに大

都市圏内の都府県)からの流出に聞しては絶対値が小さく、一方周辺部からの流出

についてはそれが大きい慣向が看取される。換言すれば、同表の siの分布パター

ンは、 Fotheringha闘が見い出したような、近接性という空間構造効果の蕗響を受

けている可能性を否定しえない。ちなみに、表XII-3に示した戸 iと式(XII-9)で定

轟された近接性変数Hjの闘慌を計ると、デ}タセット 1・2・3に闘して、それ

ぞれ0.21，0.78、0.35という相関係数を示している。したがって、特にデータセ

ツト 2で、近撞性の影響による戸 iの歪みが大きく、躍合着地モデルによってそれ

が除去されると期待される。

また、推定された siの歪みを見るさいの手がかりのーっとして、 同iの都道府

県聞変動にも控目すべきである。なぜなら、同質的な社会における移動行動の距

離効果への反応度は額融しているはずであり、そのために、出発地からのフロー

ごとの戸 iは、小さな変動帽に収まると考えられるからである。 同iO)歪みの一つ

の目安として、同推定姐の変動帽の縮小に注目する方法は、 Fotheringhamの研究

の中で言及されている。ただし、どの程度の変動に収まればよしとするのかは、

事前には不明である。あくまで、事故的に経験的に判断するしかない。この判断

の参考とするために、表XII-3(および表XII-4・XII-6)の下部に、 siの平均・槙
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準偏差・変動晶散を掲げた。さらに、フローの観剖値と推定櫨の適合度も、 siの

歪みの種度の評価に憧いうるであろう。あてはまりの悪さは、適切な空間構造効

果の取り込みにいまだ成功していないことを示唆しているし、発生制約モデルが

適合度の高い水単に遣していれば、その効果を新たに投入する意義は小さい、す

なわち地図パターン問題による蕗響が小さいことを意味するからである。

要するに、地図パターン問題による siの偏りの可能性は、具悼的な空間樟遭劫

果としての近接性(次節では階層的結びつき)を導入したさいの戸 iの有意性、 日i

とH;C次節ではQij)の相関、間値の都道府県間変動、さらに適合度の水草などか

ら、多面的に検討しうる。

きて、三つのデータセットのうち、大学進学者の移動に聞するデータセット 3

は、表XII-3に明らかなように、適合度 Gの平均が最も良野である。さらに、桂

述の表XII-7に示すように、 r 2の46都道府県平均は、 0.958となっている。この統

計量では、適合度の高い姐が他の統計量に出ベて、比較的簡単に得られやすいと

いう欠点があることを考慮にいれても、このような高い r2値を示すモデリングに

閲しては、一応満足すべきであろう g つまり、このモデリングの段階で一応現実

の適切な説明に成功しており、それゆえ、 siもおしなべて精確に求められている

と期待される。大学進学移動の場合の具体的な選択鹿は、書都道府県というより

はむしろ、それぞれの大学であり、そのために、競合着地モデルにおける二段階

目的地選択という仮定は調たしにくいように思われる。また、 siと近接性変散と

の相聞も、さして高くない。さらに、頭蓋が大きな値を示す傾向にある、大都市

圏内隣接都府県聞の移動の一定部分が、実際には人口移動を経験していない可能

性もある。以上の理由のために、このデータセットについては、モデリングの改

良は、これ以上追求しないことにする(ただし、要約結果の一部は表XIト 7~こ掲げ

た)。したがって、 T欠節において、蹟合着地モデルの実行を試みるのは、データセ

ット 1・2のみとなる白
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isit&i樺合着地普デlk?J適期

対象とする空間システムの空間構造効果として近接性を導入した相互作用モデ

ルは、蹄合着地モデルとしてつとに有名である。出発地からのフローごとにモデ

ルを適用する状況での発生制約モデ‘ルに替わる競合着地モデルは、以下のように

定義できる。

(XII品 8)
γ ， s i ~T d 

Tij=AiOiW/ 'dij'Hj 

(XII-9) 

Hjは Jからみた他の全ての目的地への近接性であり、

ZWk  
~; 

kJj~'J 

Hj= 

ここで、

と定義される。また、

「
f
d

e
O
J
 

H
 

aμ
・-

J

J
U
 

ザ
，
・

JW
 

Z
，J
 

F
E
L
 一一A

 

であり、特定の出発地から見た、ある目的地の他の全目的地に対する近接性に対

その推定値が正であれば集噴

効果が働いたとみなす。すなわち、他の条件が同じとすれば、近接性に恵まれた

diはパラメータであり、する具体的な反応を示す。

それに恵まれない目的地には予想よ目的地には予想以上の移動者が琉入するし、

り少ない移動者が流入するに過ぎない固また、負の推定値をとれば、競合劫果が

作用したとみなす。すなわち、他の条件が同じとすれば、近接性の高い目的地に

は予想以下の移動者しか諦入しないし、それが低い目的地には予想以上の散の読

入が見られる。どちらの符号を持つ推定値が得られるかは、対象とするシステム

次第である。

あらかじめ、発生制約モデ式(XII-8)の暗合着地モデルの適用結果を示す前に、

ルの戸 iの推定値を査める潜在的原固としての近接性の分布パターンに言及してお

きたいロ園XII-1は、式(XII-9)に基づいた1980年における近接性の分布を地固化

これにきわめて類叫しているので、特に示さしたものである。 1960年のものは、



毘XII-l わが留の近擾註申告布(1980年}

単盈は、回あたち 1万人。
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ない司 Hj母算畠巨あたっては司式(XII-9)において主干!!jとなっていることからも

わかるようにー童英oヂータは考摩されないg このために、近接性分者母ピーク

は曹東京や先頭で誌な仁そこ~~瞬接する埼玉や奈良に見られるe 近撞量詰‘本

捕事尭蔀において栗Jj(と大躍の大事市富を二つのピークとしてお弘九掛北部に

おせる居場的な高まりを韓*:rば￥欝車から1主逗聾から芭主舟かうにつ乱て単調
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に減少していし

近接性変数にかかるパラメータ Oiは、表XII-4に示したとおりである。有意性

検定の結果、 92個(46都道府県x2データセット)の推定値のうち85個の推定櫨が

ゼロから有意に離れていることがわかった。また、有意と判定されたこれらの推

定値の特号に注目すると、プラスの符号を持つ県の数は、データセット l、2の

それぞれに閲して33、17、一方マイナスの特号は、データセット 1、2のそれぞ

れに関して、 13、29である。要するに、県の散という点からは、データセット 1

では集積効果が、一方デ}タセット 2では薗合効果がやや優勢である。データセ

ット 1・2は、年吹を異にした人口移動全般に関するデータであるので、これは、

近時のわが国の移動システムでは、競合効果の蕗響が強まっていることを示唆し

ている。表XII-4におけるデータセット 1とデータセット 2のOiを見比べると、

1960年から1980年の20年聞に、集積効果卓越型から競合効果卓越型への変化が、

日本の中央部に位置する諸県から、周辺部の諸県へと拡散してきた槙子が理解さ

れる。これは、 Fotheringhamが米国のフローシステムに関して確認した、集積・

競合の二効果の一方が、対象とするシステムの全域で支由的な作用を及ぼすケー

スとは異なることを意味し、その限りでは興味探い知見となっている。

ところで、 Oiに閲する以上のような結果は、はたして、わが国の人口移動の変

化に閲する既控の見解とうまく整合するであろうか。人口移動行動に果たす近接

性の意味を明確にするために、この点の検討を行っておきたい。周知のように、

わが国では経済の高度成長が始まった1950年代の申期以陣、国土の周辺部の各地

から、東京・大阪・名古量の大都市圏への識しい人口誠入が強まったa このよう

な動きの主たる原因となったのは、目的地での雇用機会の急増や、人口の送出地

と目的地での所持格差の存在であった。データセット 1は、このような動向を代

表する年次のデータである。北日本や西日本の近接性の低い県からの潜在的な誠

出者にとっては、目的地としては、ともかく三大都市圏しか考えられないという

感覚で、選択されていたように見受けられる a この場合の大都市圏こそ、近接性

の高い目的地にほかならない。すなわち、特定の百的地が他の目的地に対して近
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接性が高いほど、その目的地には多数の人口が引きつけられたし、近接性が低い

目的地群へは予想外に少ない人口しか誠入しなかったロこのような状況は、蔵合

効果ではなく、集積効果がより強く作用したことを盟わせるに充分である固

しかしながら、 1960年代以陣の圏内移動パターンは、変化を遂げたという認識

が一般化している。新しい潮読は、岡崎(1974)や黒田(1976)によれば、非大都市

圏から大都市圏への移動の減少、その逝読の増加、大都市圏内・大都市圏間移動

の増加、と要約される。大都市圏に含まれる諸県は、もはや国土の周辺部に位置

する、近接位の低い非大都市圏の諸県からの漕在的な読出者にとっての絶対的・

排他的な目的地ではなくなったのである。三田(984)による、 1959・82年にかけて

の替動の選好指数の変化4)も、この聞に、大都市圏内府県の選好の佳退、非大都

市圏諸県の選好の上昇、すなわち、目的地選択における選択肢の多様化が進んだ

ことを物語っている白近接性に恵まれた大都市圏における過密による生活環境の

悪化や雇用の伸びの鈍化、さらに所得格差の全国的な平単化傾向など(Tsuyaand 

Kuroda， 1989)が、もはや集積のメリットを低下させたと考えられよう。

以上のような状況では、目的地選択にさいして、集揖効果よりは競合効果が働

いたと考えるほうが自然である。対象とした20年間において、融合効果が強化さ

れるか、あるいは集積効果から掛合効果へのシフトが起こった県は、全体で38都

府県に遣している。 1960年と1980年の人口替動に対して、発生制約モデルと融合

着地モデルを個別に適用して得られた結果は、わが国の人口移動という脈絡の中

での、近接性に対する移動者の反応の変化を浮き彫りにした、という点では、興

味擁い。これは、同ーの相互作用システムにおいでさえ、近接性という空間構造

効果に対する反応が、時間的に変わりうる一証左とみなせるものである。このア

ナロジーでいけば、主要大都市圏の都市イじが強イじされる瞳階にある圏においては、

競合効果よりは、むしろ集積効果の方が働くと想定するのが自然であろう。以上

を要するに、韻合着地モデルから得られた Oiは、対象とした各プローシステムに

聞して、われわれの理解と無理なく接合する。

なお、東北や九州の諸県で、表XII-4のsiを、データセット 1からデータセツ
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ト2への推移、すなわち1960年から1980年への変佑という観点からながめれば、

ゼロから離れるような挙動、すなわち平均替動距離の短縮を示唆する動きが観損

される。この知見は、近年における、交通ネットワークのより広範な発達による

人口移動の長距離化の予想とは、一見矛盾する a しかし、これは、これらの県で

はこの20年聞に移動距離の短縮北が実際に進んだことが、パラメータの最尤推定

法における収束基準にも憧われる平均移動長(LL T ; dn d ; j ) / L L T i j (石川，

1988a， pp.58-59)が短くなっている事実5)からも、裏書される。これは、第百章

で言及した、非大都市圏における労勘市場の成長に起因する、隣接したあるいは

近距離にある県を目的地として選択する慣向の増大を映し出したものと言えよう B

次に、地図パターン問題の解決策としての蹄合着地モデJレの実行の妥当性を評

価するために、揖られた s; (表XII-4)と近接性Hiの闘部を調べてみたい。もし、

近接性が地図パターン問題を生んでいる有力な原田であるならば、接合着地モデ

ルの実行後、この関係は弱まっていなければならないe しかし、両者聞の相関を

求めると、あいにく、データセット1. 2に対して、それぞれ、 r=0.38， r::= 

0.72という結果が得られたe 特にデータセット 2に聞して、尭生制約モヂルから

得られた戸 iとHjのr::O.78という強い相聞関舗は、結果的にさほど弱められず、

憤黙として接されたままであるロこれは、近接性を投入した競合着地モヂルの利

用は、式(XII-Z)の発生制約モデルを適用した場合に比ベて、特に顕著な向上が見

いだされないことを意味する。

ついで、表XII-3から表XII-4への siの都道府県間変動を、変動偶数の推移から

要約すると、ヂータセット 1.2に関して、それぞれ0.206→0.182、0.278→0.2

57と減少している。したがって、変動冊数からみる限り、それぞれのデ}タセツ

トの内部では、 s;の変動I掴は小さくなっており、その阻りでは、麗合着地モデル

はより適切な距離輯葺効果を特定しているように見えるa

適合度の点から言うと、発生制約モヂルから競合着地モデルにかけての、 46都

道府県平均のG値の下陣分すなわち適合の上昇分は、データセット1. 2に閲して
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それぞれ、 0.013、0.014と、ほぽ同様な数値を示している。なお、 G11直の絶対的水

機を見れば、データセット 2の方が、総じてあてはまりは優っている。酎直の下降

は、両データセットともに、青森・埼玉・岐阜・愛擾・高知・鹿児島などで著し

い。しかし、個別にみるならば、適合のほとんど上昇しない県も存在するロ

ここで、空間構造効果から独立しており、その意味で不偏と仮定されてきた揖

合着地モデルの戸 iを基盤として、発生制約モデルの戸 iを見ると、佐者の戸 iが絶

対値の大きい方向に偏っている県の散は、データセット l、2について、それぞ

れ17、9、絶対値の小さい方向に偏っている県の数は、それぞれ目、 37となってい

る。ちなみに、表XII-3から表XII-4への戸 iの平均値も、データセット 1ではー1

.42→-1.47、データセット2では-1.31→-1.42と、同構の動きをみせている。

Fo七heringham(1983a，1984， 1986a)は、出発地固定型の尭生制約モデルを用い

た場合、 戸iは近接性の高い出発地で絶対櫨の小さい lessnegative方向に歪み、

近接性の小さい出発地で絶対植の大きい morenegative方向に歪むので、蹴合着

地モデルを利用すると、推定値の変動偶数が大きく縮小するとともに、適合度も

大きく上昇すると、述べた。本節で提示された事例では、ほとんどのケースにつ

いて、 di jとHjという二つの変散の説明力の有意性は、それぞれ戸 l、 diがゼロ

から離れていることから確認された。しかし、近接性の高低にかかわらず、 トは

絶対値の小さい方向に歪む例が目立っている。また、大半の県で diの絶対f直は、

同iのそれよりも明らかに小さいのに対して、 Fotheringham(1984)のデータでは、

大部分の出発地において、前者が佳者に匹敵するほど大きい。つまり、わが国の

ブロ}システムから得られた知見は、披の知見と大きな差異を示し、近接性の貢

献に関する日米聞の遣いを明かにしている。要するに、日本の人口移動システム

に闘して言えば、この変数の寄与は確かに認められるが柑弱である、と結論せざ

るを1尋ない。
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'?kぉ暗躍君子校時適用結呆

前節においてわれわれは、 Fotheringhamの業績に触発されて、地図パターン問

題をひきおこす原因として近接性を想定し、この変数を取り込んだ競合着地モデ

ルの実行を試みた固しかしながら、ここで対象としているわが国の都道府県閣の

人口移動というフロー・システムに対して、それが空間構造効果の唯一の、ある

いは主要な要素であると断言することはできない。空間構造効果の内審を広く柔

軟に考察することの重要性は、 Lo(l992)も示唆するとおりである。現段階ではま

ずもって、多樺なシステムごとに空間構造効果の主たる要素を着実に探索してい

く努力が肝要である。前節で詳しく検討した麗合着地モデルの最鞍的評価も、そ

のような作業をふまえてなされるべきである。

このようなアプローチをとるにあたっての古典的な、しかし着実な方法は、残

差の分布パターンを注視することである(杉浦， 1988， 1989c}。なぜなら、 s;を

歪める元凶は、モデルに取り込まれていない変数の蕗曹に他ならないからである

れ B 本章では、最小二乗法ではなく、最方法によるキヤリプレーシヨンを採用し

ているので、残差の独立性が守られないことは探刻な問題ではないが、そこに系

統的なパターンが見られるならば、当韻モデルには改良の余地があることになる。

そこでまず、表XII-3の発生制約モデルを適用したさいの残蓋の分布パターンから、

はたして近接性以外のどのような要素が重要かを検討しておきたい。

表XIト5は、特に残差値(観測値一推定値)の絶対値の上位3つの移動流のみを、

書き出したものである白どのようなケ}スに絶対値の大きな残差値が目立ってい

るかを総括するのは、必ずしも容易ではないが、少なくとも、隣接府県への移動

と、三大都市圏内の都府県や広域中心都市を持つ都府県への転出移動という二つ

の類型が見いだされる。前者の類型については、概して、プラスの残蓋が目だっ

ているが、特に、広域中心都市のある隣接県へのフローや、大都市圏内の隣接府

県聞フローでは、この傾向が一段と顕著である。後者の額型に関しては、倒えば、
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発生制約モヂルを適用したさいの主要残差

到着地(残差:単位百人)
データセット l データセット 2
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中部以東の県から大阪や愛知への移動や‘中国・四国の諸県から福岡へ、あるい

は四国・九州の諸県から広島への移動では、比較的大きな負の残蓋が見られる。

これは、わが国における最上位の大都市圏を越える形の移動が、実酷には生じに

くいことや、特定の出発地・到着地ペアーごとに、階層的結びつきを考慮せねば

ならないことを示唆している。

要するに、発生制約モデルの未説明変動部分には、隣接性と階層的結合という

こ大成分が隠されている。このうち、発地・着地閣の隣接関棋の重要性について

は、第V章においても言及した。とはいえ、この効果の取り込みに聞しては、隣

接府県間移動には l、非隣接府県間移動にはOを与えるダミー変数を投入するこ

とによって簡単に対処しうる固隣接性自体空間構造効果のー要素には違いないが

円、残差のかかる空間的自己相聞は、地理的データの統計分析において常に出現

するもので、特定の空間システムに特有の効果とはみなせないa 地図パターン問

題があくまで、特定のシステムに国有の空間構造効果によって引き起こされると

考えられる以上、この問題の潜在的原因として隣接聞慌を取り上げる意義は小さ

いと言わねばならない。

このように考えると、以下では、出発地・到着地聞の階層的結合の貢献に強点

を絞って差し支えないように恩われる。地図パターン問題の原因としてのこの点

への注目の必要性は、杉浦0988，1989c)によっても指摘されている。 Potherin-

gha田(1984)は、対象システムの形状を固定したまま、近撞性分布を変化させるこ

とによって、 siの歪みのパターンがどう変わるか、という大変興味探い予察を展

開しているが、そのシステム自体、米国の国土の舟状に近いものであり、そこか

ら離れた考察は行わなかった。一方、わが園のような細長い国土における空間経

揖の効率性を考えると、国土を輪切りにするような範域のそれぞれに、有力な申

心が発達しやすいであろう。このような状況では、比較的堅固な地域の階層シス

テムが搭成され、その枠組みの中で人口移動が生起していると考えられる。以上

は、地図パタ}ン問題を引き起こす空間構造効果の主たる要素として、出発地・

到着地聞の階層的結びつきを想定する根拠を提供するものである。
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ところで、既往の人口移動研究においては、対象とするフローシステムにおけ

る階層的結びつき、ないしは階層効呆の役割の重要性に聞しては、しばしば言及

されているものの(例えば， Hudson， 1975; Plane and Rogerson， 1989b)、それを

モヂリングに取り込もうとする試みは、ようやく近年始まったという現状にある

(例えば， Taylor， 1978; Goodchild and Kwan， 1978)。

この文脈で言うと、近年蹴合着地モデルを、都市システムの階層性や介在機会

の概念、を導入して、惇正を図った Fikand Mulligan (1990)の研究は、大変興味

深いa 彼らは、自分たちの新しいモデルを、出発地固定型の状況で米国の航空掠

客流動データに適用しているし、 Yano(1992)は、わが国の人口移動データに対す

る披らのモデルの適用を試み、やはり良好な結果を得ている。矢野の論文は、二

重制約型モデ、ルに基づいた全地区一括型の分析であり、ここでのような出発地固

定型の分析と異なる。しかし、矢野は、単位地区である都道府県の階層分類を、

単なる人口規模という点での階層性から行っており、 Fikらのような都市の機能

的側面からの区分は試みていない点に、異論の余地がある。そこで、表XII-5に示

された残蓋の分析から、空間構造効果としての貢献が確認された階層的結びつき

について、矢野の研究とは別の角度から、すなわち都道府県の機能的階層区分を

重視した制度を用いたモデルの実行を試みたい。

まず、階層的結合をいかに副度化するかについて述べたい。ここでの単位地区

である都道府県聞の結びつきは、あくまで、都市の階層システムの関数と考えら

れる。なぜなら、今日のわが国では、農村的景観を見せる所でさえ、特定の都市

の日常生措置に包摂されることが多いし、都道府県間移動とはいっても、そのか

なりの部分を、発着地の一方ないしは荷方に都市域が闇偶する人口移動が占めて

いると推察されるからである。さて、近年のわが国の都市システムに聞しては、

東京・大阪・名古屋が上位 3都市圏を構成し、そ司下位に札幌・仙台・広島・福

岡の広域中心都市が並んでいるという見方には、特に異論がないであろう。三大

都市圏を構成する、京誤圏・申京圏・京阪神圏は、表IV-3を参考として、それぞ

れ、埼玉・千葉・東京・神奈川、岐阜・愛知・三重、滋賀・京都・大阪・兵庫・

奈良から構成されるものとした。ただし、 1960年には、三重・岐阜の再県の大都
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市圏人口の比率が、半分に到達していないので、この時点では申京大都市圏は愛

知のみから構成されるとした。

厄介なのは、データセット lの年次である1960年時点で、札幌・仙台・広島・

福岡といった広域中心都市の器響が、既に確立されていたとみなすかどうかであ

る。この点に聞しては、広域申心部市が、今日見るような、揺るぎない地位はま

だ確立していなかったと考えるのが、妥当であろう。しかし、いま、尭生制約モ

デルの実行したさいの強差を手がかりとしてみる限りでは、規模の大きな残差と

して表XII-5に登場してはいないが、特定の地方向の県から、その地方の広域中心

部市である仙台・広島・福岡を抱える県への移動については、観副値が推定値を

上回っているケースが少なくない。そこで、ここではこれらの広域中心部市のあ

る県を、三大都市圏内の府県と、それ以外の県の聞で、狙自の階層を占めるもの

と判断した。以上のようにして得られる都道府県の階層システムを図示したのが、

図XII-2である。札視を抱える北海道は、宮城・広島・福岡の三県と同じオーダー

とした。

さて、階層的な結びつきの有無の判断は、同国の棋の結びつきの闇儲から、以

下のように行うものとする。

①階層体系内句上昇移動の場合 a)園中において、自的地が明らかに出発地

よりょに位置している。 b)ただし、園中の帳を下降して辿らねば、目的地

に到達できないときには、 a)の条件を満たしていても、結びつきはないもの

とする。

@階層体系内の下降移動の場合 a)図中において、目的地が明かに出発地よ

り下に位置している。 b)ただし、回申の綿を上昇して辿らねば、目的地に

到達できないときには、 a)の条件を満たしていても、結びつきはないものと

する。

@階層体系内の側方移動の場合 a)同一大都市圏内にある目的地とは、結び付

きがある b)それ以外の目的地とは、結びつきがない。

ここで、① b)、@b)の条件は、前記の残蓋の観察から得られた知見から用意

されたものである。なお、@の条件は、園町-2にあるように、データセット 2の
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時点である1980年には、三大都市圏への純疏入がほとんど停止し、明らかに階層

さらに三大を下障するとみられるフローの増加が少なからず見い出されること、

都市圏への純揖入が顕著であった1960年でさえ、非大都市圏への逆流移動が広く

などの理由から導入された。みられたこと、

移動者を吸引する変数としての階層的j結びつきを具体的に表現する指揮は、多

面的に定義されうるであろうが、処理を簡単化するために、単一の代理変数とし

その有効性が確認されてきた卸売業腫て、従来都市の階層性の抽出にさいして、

それぞれ19売額(渡辺， 1971;長脊J!I，1984)を使ったロ 1960、80年のデータは、

問、 79年の『商業統計表』から得た。結局のところ、空間構造効果として階層的

結びつきを特定した、出発地固定型の空間的相互作用モデルは、式(XII-8)におけ

るHjをQijと入れ換えた、

γI  s i ~ c 
T i j = A i 0 i W / ' d ;'"'i' Q iJ (XII-I0) 

(XI 1 -11) 

ただし、

1
i
 

「
a
E
d

v
k
e
・JQ

 

Q
口・
4
J

」
U

ザ
，

Jw
 

z
・J

「
1

』一一A
 

となる。

Ciはパラメータである。式(XII-10)をさして、以降階層モデルと呼ぶ。である。

ここで、階層効果Qijは、改のように定義されるロ

Qij二二J県の卸売業年間販売額(i県とj県の聞に階層的結びつきがある場合)

(それ以外の場合)=1 

c;の符号は、階層体系を上昇するフローが卓越する場合にはプラス、階層体系を

下降するフローが卓越する場合にはマイナスになると、予想されるa

階層モデルの適用結果を表XII-6に掲げた。表中の cは、ほとんどゼロから有

その意味では一定の貢献をしている。持号はほとんどプラスで意に離れており、

あることから、階層体操を上昇する移動がその逆流よりも重要であることがわか

るが、 46都道府県の平均値の、ヂータセット lの0.11からデータセット 2の0.06

この聞に

これは納得しうる知見であるa

への変化が指し示すように、階層効果の説明力は大きく後退している。

おける中心部での純移動の大幅な減退を考えれば、
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ところで、もし階層的結合が空間構造効果の主要素であり、ここでのモデリン

グがその取り込みに十分に成功しているならば、表XII-3の{3iとQ;jの相関より、

表XII-6の戸 iとQijの相闘が、小さくなっているはずである。しかし残急なこと

に、データセット l、2に関するこの相聞品数は、それぞれ、 0.39→0.37、0.34

→0.34と推移するにすぎず、この側面からみる限り、事態は改善されていない。

また、表XII-3!こ示した発生制約モデルと対比した場合の、この曙層モデルの情

報撞得量 Gからみた改良分は、データセット lについては0.032、データセット

2については0.018であった。ちなみに、これは、踊合着地モデ『ルよりも優ってい

る数字であるロなお、階層モデルの{3iを距離パラメータの不偏推定値の基準とし

た場合、発生制約モデルの{3;の歪みが絶対値の大きな方向に偏っているのは、デ

ータセット 1. 2ともに、 33県を数える白歪みの幅は、北海道や東北の諸県から

のフローで大きく、それだけ、階層モデルの利用による適合度の上昇も大きいD

同樺のことは、やや弱い程度においてではあるが、申国・四国・九州の詰県から

のフローに関しても認められる。対照的に関東から近離にかけての都府県からの

蹴出に聞しては、 Q;jの投入によるあてはまりの改良分が、大阪・兵庫を例外と

して、おしなべて小さいし、 戸Bの査みの幅も微弱と言える。この慣向は、とりわ

け南関東の埼玉・千葉・東京・神奈川iについて著しい。

表XII-3と表XII-6を比較すると、 (3iの平均値は、データセット 1、2に関して、

それぞれ-1.42→-1.30、-1.31→ー1.23と推移している。表XII-6の日 iを、空

間構造効果のi?響から免れている不偏推定値とみれば、表XII-3の尭生制約モデル

による戸 iは、全般的に絶対値の大きな方向に歪んでいると言えるa 発生制約モデ

ルから階層モデルへの{3iの変動偶数の変化は、データセット 1については0.206

→0.228とやや増加、ヂータセット 2については0.278→0.261とやや減少となって

いる。
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5 口、おが国教ヲロ~.シスヂム忙関する地図バターン問題白影響

この節では、第3・4節での分析を措まえ、わが圏の全圏的な人口移動という

フロー，システムを対象とした場合の、地図パターン問題の膨響が距離パラメー

タ声の推定値に、具体的にどう現れるかを総括する。

表XII-4の Oiと表XII-6の ~i の多くがゼロから有意に離れており、この意味で

は、空間構造効果としての近接性や階層性の貢献は確かに認められる。空間構造

効果として近接性を導入した離合着地モデルを、階層的結びつきを導入した階層

モデルと比べれば、後者の方が前者よりも、適合度の水草や解釈の容易さの点で

やや優っていると判断しうる。しかし、発生制約モデルから揖られた戸 iと近接性

変数あるいは暗層住変数の相関関舗が、劇的には小さくならなかったし、 戸iの都

道府県間変動も大きく縮小するまでには至らなかった。

このような、必ずしもはかばかしくない結果は、結局のところ、費生制約モデ

表XIl-7 r 2統計量からみた適合度の平均髄

発生制約モデル競合着地モデル 階層モデル

相互作用の種類 一
r2 I 1 I r2 I 1 I r2 I 1 I 

米国 航空旅動客(1 0.684 0.758 
読 970)

人口(1移96動5・70)
0.558 0.746 

日本人口移 動(960) 0.895 0.140 0.911 0.142 0.931 0.113 

人口移動(1980) 0.861 0.178 0.8740.168 0.885 0.157 

進学移動(1980) 0.958 0.174 0.961 0.175 

米国の数値は、 Fotheringham(1984， 1986a)による。 r2は、
一

観相イ直と推定値の適合度 r2の平均値包 I 1 Iは、残差のー

極の化でモー対ラ値ン偶数平の平を均求値め。 1は正負いずれの値もとりうる
、絶 の均 た。「一」は不明ないしは朱実行。
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ルの段階で、既にかなりの適合の水準を実現しており、空間構造効果に起因する

変動幅が潜在的に小さく押さえられていることによると思われる旬 ちなみに、 v 

'-

れは、 Fotheringhamが使用した r2値を適合度統計量に用いて、 ここでの事例と比

較した表XII-7からも、理解されよう。

なお、空間構造効果を取り込んだ変数を導入すると、残差の空間的自己相闘が

軽減されるという効用があることを報告した論文(矢野， 1986; Boots and Kana-

roglou， 1988)があるので、 同表には、本章で分析したデータについて一般化モー

ラン係数の絶対値の平均も掲げた。麗合着地モデルにおいては、 この点の改善は

確認できないが、階層モデルでは残差の自己相聞が最も小さくなっており、残差

の挙動という点でも、階層モデルの方が優れている。

本章での考察を要約すれば、関東から近離にかけての都府県からの読出事動に

聞しては、発生制約モデルの戸 aの歪みは小さく、特に南関東からの涜出移動につ

いてはその傾向が著しい。 一方、周辺部、 とりわけ北海道や東北の諸県からの読

出に聞しては、競合着地モデルを基噂とした場合には、 日iは絶対値の小さい方向

階層モデルを基噛とした場合には、 siは絶対値の大きい方向に歪む慣向があ

る。

それでは、競合着地モデルと階層モデルに基づいた場合、何故、歪みの方向が

逆になるのであろうか。 この艶聞に対する回答を述べようとするさいには、 Na-

kanishi and Cooper(1974)による制約モデルの維部佑手続きが参考となる。すな

わち、 いま競合着地モデルが「正しいj とすると、式(XII-2)の発生制約モデルか

ら樽られる日 iの期待値E(戸i)は、改のように示される (Hanushekand Jackson， 

1977， pp.79・83;Fotheringham， 1984)。

r(HJd i?)ー r(df，wjr(日』?wJ.s (HJ 
E(戸i)=si+OiX 由也 記一一也

.... ....明

'-'-仁、 si、 01は、

1 -r 2 ( di j ， Wj) s (d ~ j ) 

(XII-12) 

それぞれ、離合着地モデルの距離変数と近接性変散のパ
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車車 牢車

ラメータの推定値、 :t"{x ，y )は x とy の相関品数、 S (x )は x の揮措偏差

である(階層モデルの場合には、よ式中のHj， d iが、それぞれQij、cに入れ

替わる)。ただし、

x申=ln(x/x)

である (xはxの幾何平均)。

式(XII-12)で、 E({3i)-{3iが、地図パターン効果に起因する歪みに相当する。

* * 出血
すると、 l-r2(d;j，Wj)とs(Hj)/s(d;j)は常に非負なので、歪みの具体

的方向が、絶対値の大きい方向となるか、小さい方向となるかの分岐点は、式(X

本車 車車也、b

II-12)の右辺における diとr(HJ，d1j )-r(d s J，WJ)r(H1wf)の符号であ

る。もし、両者が同じ梓号、すなわちいずれも正か、あるいはいずれも負であれ

If.、式CXII-2)の発生制約モデルの{3;は、絶対惜の小さい方向に偏る白もし、両

者が互いに異なる符号の数惜を取れば、戸 lは絶対値の大きい方向に偏る。そして、

歪みの大きさは、式(XII-12)の右辺第二項の絶対値の大きさによって決まる。

式(XII-12)は、陣形イじしたモデルに対して最小三乗法を適用して、 戸iや di(あ

るいは~;)を求めたときに精密に妥当する。しかし、表XII-4や表XII-6における

戸iは、最方法によって求められているので、両表に示した{3;や diは最小ニ乗法

による推定値と一致するという保証はなく、実際には多少のずれが生じるa なぜ

なら、最小二乗法では、誤差(残差)のこ乗和の最小伯、最;t法では、最先方車式

の満足という、それぞれ異なったキヤリプレーシヨンの原理が働くからである。

このために、式(XII-12)に基づいた、発生制約モデ‘ルから得た{3iの歪みの成分の

特定は、ここでは行わない。

ただ、式(XII-12)の右辺第二項をみれば、 d;やcが地図パターン問題による

査みの主準的な要素と考えることができる。しかし、表XII-4で{3;と i、表XII
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ので siとと iを比較すると、 I s i Iの大きさに対し、 I O i Iや IC Iの小ささ

が目立っているし、中には Oiやcがゼロから有意に離れていないケースさえ見

られる。

要するに、わが国の都道府県間人口移動システムに関する限り、近接性や暗層

的結び付きによって示される空間構造効果の距離パラメータ推定姐止に対する影

審は、比較的小さいという結論を噂いていいのではなかろうか。戸 iの都道府県聞

変動は、発生制約モデル・部合着地モデル・階層モデルのいずれに基づこうが、

全般的に大きな違いはないe この意味では、発生制約モデルから得られる戸 iの偏

りは概して小さいとみなせる。これは、ピアソンの積率相関偶数とスピアマンの

順位相関品数による分析からも、明かであろう(表XII-8参照)。すなわち、国土の

表XIト8 siの都道府県間変動の相関関偶

ピアソンの積率相関偶数 スピアマンの順位相関偶数

発生制約競合着地階層
発モ生デ制ル約 競モ合デ着ル地モ階デ層ル

モデル モデ‘ルモデル

|発モ生デ制ル約 建セ生プ倒J的ν 

データ |宅甥F 柿 競モ合デ着ル地
車事

セット 1I ~-=f}V 0.90 0.87 

モ階デ層ル
事事 寧車

モ暗デ層ル
車車 事事

0.81 0.81 0.82 0.82 

発寸生=ブ3ー附JlI 尭セ生ア3司Jν拘

デ}夕げ|胎-t7J費-/地紳
セット 2 レ 0.95 

堤セ合プJ費J地 帥レ 0.94

l モ 噛ァJレ
寧牢 ** モ階デ層ル

寧 * 事事

0.89 0.89 0.88 0.89 

「料」は1%水壇で有意。
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申心部の県からの流出フローでは(3iの絶対値が小さく、他方、周辺部の県からの

描出フローではそれが大きいという構図は、変らないのである。

わが国の全国レベルの人口替動を対象とした場合の地図パターン問題の現れ方

を明らかにするという韻題には、以上でともかく応えたロしかし、かかる対象に

閲する地図パターン問題をめぐって、筆者には、依然氷解しない展開がある。そ

れは、 Fotheringham(1981)が地図パターンの影響の証拠のーっとして採用した、

siと平均移動長皿eantrip lengthの関係についてであるa 平均移動長は、最尤

法によるキャリプレーションにおいて、収束基単にも使われる重要な概念、である

(石川1，1988a， p.56)。

平均移動量が長いときには、移動は平均的に遠くに及んでいるので戸 aはぜロに

近づき、その逝のときには、 日iはゼロから離れるはずである。つまり、 同lと平

均移動長は正の相聞を示すはずである。しかるに、ここで取り上げたデ}タに聞

しては、発生制約モデ.ルや競合着地モデル、さらに階層モデルさえ、正の相関は

見られず、逆に負の相聞が見られるのであり(表XII-9参照)、特にデータセット 2

では、負の顕著な相関関慌が見られるロつまり、周辺部の県では、 日iの絶対値が

大きいのに平均移動長が長く、ー方、中心部の県では、 {3iの絶対値が小さいのに

平均移動長が短い、という個向がある。

このような納得しがたい知見を、いかに考えるべきであろうか。これに関しで

は、次の二つのことが考えうる。第一に、本章でのモデリングが依然不適切なま

表XII-9 s iと平均移動長の相関関晶

データセット11
データセット 21

発生制約モデル競合着地モデル 陣層モデル

-0.13 -0.31 -0.08 
-0.70 -0.70 -0.69 
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まである可能性である。しかし、表XII-71とおける r2の高い水増を念頭に置くと、

そのような考えはとりにくい。第二に、取り上げる対象によっては、充分なモデ

リングを講じても、 sjと平均移動長のEの相聞が実現しない可能性があり、その

場合には、それを地図パターン問題の査みの証拠として笹えない、という状況が

考えられる。

以上の疑問は、地図パターン問題をEう捉えるかという出尭点にまで関伍する

重要な論点をはらんでいる。このこと自体に関心を据えた分析を行っていないの

で、確信しうる回答を示せないのが残念であるが、現段階で筆者は、第二の考え

に個いている。これは、 Fotheringha闘が対象とした米国が矩形の国土、わが国が

細長い国土を持っていること自体の効果を取り込んだ、地図パターン問題の考察

の必要性につながるものである。第XIII章において、人口移動空間の歪みに関す

る日米両国での差異が、国土の形状に起因している可能性がある点に言及するが、

このことも地図パタ}ン問題の視野に入れる必要があるかもしれない。

ともあれ、地図パターン問題の克服に向けて、 Fotheringhamの展開した議論は

説得的であり、その経験的例証も鮮やかと言わざるを得ない白しかし、本章で樟

た結論は、この問題の解決策としての蹴合着地モデルの普遍性に、疑問を投げか

けるものである。むしろ、彼の研究自身、米国という対象の「空間構造」に無意

識の内に規定されていた可能性を、暗示しているロこのトピックに闘する披の業

輔の大きさは充分に理解できるものの、結局、地図パターン問題は、取り上げる

ブ Uー・システムの空間構造効果とは具体的に何かを、当競の個別の対象に即し

て、着実に探索することを通じて克服するしか、ないのではあるまいかロ

語

1)地図パターン問題を意識してはいないが、センサスの報告書(例えば， us 

Bureau of the Census， 1985)に大学進学移動のデータが記載されている米国で
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は、 Plane(l989b)の論文などが例示するように、 ζのデータを使った研究が盛

んである。

2)しかし、とのような配慮があてはまるのは、あくまでも近接性変数と均衝因

子Bjの定義式が等価となるケースに眠られる。この点は、近接性の操作的定義

や、均衡因子の解釈と関連して、今後検討の余地があろう(矢野， 1989)。ちな

みに、わが国の郵便フローに対する二重制約モデルの適用結果に基づ‘いて、杉

浦(1989c)は、均街因子A;ないしBjと近接性との相聞を求め、特に Bjと近接

性の相聞が、 -0.929....--0 .980といった強い関係が見られることを報告してい

る。

3)このプログラム'パツケ}ジでは、パラメータの数が二vつ以上のときには、

Powell (1970)による推定法で、キャリプレーシヨンが行われる。ただし、当初

のSH!ODELのプログラムでは、パラメータの収束計算のさいのステップ幅や収束

基措櫨が崩しすぎるので、それらをやや雄めて使用した。

4}選択指数とは、実陪の移動者数の期待移動者数に対する比率である。佳者の

期待移動散は、出発地 iから到着地 Jへの移動者数が、対象地域全体の人口

から iの人口を差し引いた人口に占める jの人口の劃合に比例すると恒定し

た場合に得られる。例えば、この指数が120である場合には、観劃された移動量

が期待移動量よりも20同多いことを、 80である場合には、観副された移動量が期

待移動量よりも20%少ないことを意味する{三田， 1984}. 

5)対散をはずして実距離に直すと、例えば、岩手は337.0km→298.9k臥宮崎は

368.7km→323.8k閥、といった具合いである。距離減衰効果の強まりを示唆する

他の知見は、 1961・67・73・79'85年における普通通常郵恒の都道府県間読動

に対する二重制約モデ.ルの適用を行った杉浦0989c)の論文でも、得られている。

6)残蓋の検討から空間構造の器響を確認する方法については、 Baxter (1987a・

b)の研究が注目される。

7)単位地区の隣接聞係に控目して、空間構造効果の取り込みを図った研究とし

ては、 Bootsand Kanaroglou (1988)の論文があるb 披らは、第一段階に、移動

するか残留するかの二項選択を、第二段階に具体的な目的地の多項選択を想定
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したネスティド・ロジット・モデルを用いているが、その第二段階の選択モデ

ルに、対象システム内の番地区の相対的位置を示す変散として、結合行列の主

菌有ベクトルから作成した f中心性距離Jという指嵩を投入しているa トロン

トの都市内人口移動を対象とした分析から、この措置が、モデルの実行度の改

良のみならず、残差の空陪的自己相関の雄和をもたらしていることを、報告し

ているs なお、 Griffithand Jones(19S0)も‘空間構造効果として、額融の指

揮を科用しているs
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君XIII章相互作用モデルからみた人口移動空間

主はじめ結

空間的相互作用モデルをめぐる近年の研究は、きわめて活発で多様である。し

かし、そこにおける主要な関心は、モデルの構築作業あるいはキヤリプレーシヨ

ンをめぐる問題である。したがって、例えば、モデルに含まれる距離変数につい

ては、いかなる制度が考えられるのかの謹論(例えば， Lowe and Moryadas， 197 

5; Gatrell， 1983)はあっても、具体的な経験的分析のレベルでは、とりあげた割

度やその含意に綿密な検討が加えられないまま、所与のものとして扱われること

が多かった。

これに対し、 Plane(1984)が属国した方法は、現状の持っこのような弱点を補完

する意義を持っているロ被は、従来の人口移動研究において距離制度としてしば

しば利用されてきた、大圏距離などの物理的距離の粗雑さを指摘し、書種のフロ

ーを被説明変数とする通常の空間的相互作用モデルを距離が同変数となるように

変形し、米国の州間人口移動に適合する距離の予割個を求めることを試みている a

との新しく推定された距離から作図された人口移動空聞は、物理的距離に基づく、

われわれが見なれている地図とはしばしば大きく異なっているa 本主主は、 P1ane

の方法をわが国の人口移動データに適用することによって、それが生じている具

体的な空聞を抽出し、そこから空間的相E作用論の充実に向けての示唆を得るこ

とを百的としている。

以下、第2節では推定距離を求める手続きの概略を述べ、ついで第3卸では、

具体的な人口移動空間の地図を示しつつ、推定の結果について述べる。第4節で

は、 Plane(1984)の論文に依りつつ、人口移動空間の日米比較を試みる白続く第5

節では、この方法の意義についてまとめる。
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2.;';:推定の手続き

推定距離を得るまでの手続きは、改のように示される回この方法は、基本的に

は二重制約モデル

Tlj=AI BjO，Dj d1 
に依臨している。このモデルは、次の二つの制約条件

I:Tij=Oi 

J 

I:Tij=Dj 
l 

を調たす。 Ai，Bjは均街因子と呼ばれ、それぞれ

Ai 二 l/ZBjDJdf 

J 

Bj=工/EADld1 
1 

(XIII-l) 

(XIII -2) 

(XIIト3)

(XIII -4) 

(XIII -5) 

と定義されるa ただし、 iは出発地、 jは到着地、 Tijは iから jへの相互作

用、 di jは i. j聞の距離(コスト)、 Fはパラメータである。また、 r ̂ j の記

号は、推定値であることを意味するa 距離減葺闇散としては、一般的にパワー闘

散や指数関数などが利用されるa しかし、都市聞あるいは地域間フローについて

は、対数変換した距離を前提とするパワー関数が指数関数よりすぐれている、と

いう指摘(¥IIilson，1971)のあること、指数関数を用いると推定距離がマイナスと

いう移動読がいくつかあらわれ、その解釈が必ずしも容易でなくなったこと、な

どの理由により、以降では、式(XIII-l)のようなパワー関教を持つケ}スのみを

とりあげている。

式(XIII-1)の二重制約モデルを、距離変数が左辺にくるように変形すると、

d i j = exp (( 1 /戸)lnAi+(1/戸)lnBj+(1/戸)ln(OiDj/Tij))

(XIII ・6)

が得られるa ところで、式(XIII-6)によって措定距離を算出するためには、あら
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かじめAi、Bj、 日の{直を求めておく必要があるが、そのために必要な方霊式の

散が揃わない。ここで、 Planeは改のような手続きをとっている。

Uk ニ~ ~ ~k=iのとき)
^ l 0 (それ以外)

vl=l: O=jのとき)
L 0 (それ以外)

と定義されるダミー変数をもっモデル

n-1 n-1 

(XIII -7) 

(XIII・8)

ln(d;j}=a日十三二 ak Uk+三::blVI+cln(OiDj/Tij) 
k=1 1=1 

(XIII-9) 

から、通常最小二乗法によって推定される四つの回帰偶数 aO， ak， bl、 cを得

る。そして、それらを周いて、

Ai =::eltp( (a白+ai)/C)

. An =::exp( a o/ c) 

B j =:: eltp ( b j / c ) 

Bn=::l 

同=l/c

(XIII-I0) 

(XII 1 -11) 

(XIII-1Z) 

(XIII -13) 

(XIII -14) 

を算出する。なお、ここで nは地区散である匂この結果得た均街因子ならびに戸

の世を、式(xur-6)に代入すればよい。

一塁い推接担結果

以上の手続きを、総理府統計局:~昭和国年住民基本台帳人口移動報告年報』

に示された47都道府県間人口移動データに適用したp 自県内移動は、考績から酷

外している。ここで物理的距離の観副{直としては、 1980年国勢調査による各県の

人口重心聞の大圏距離を採用している。融密にいうならば、地球表面の円弧の長

さである大圏距離でその位置が示される重心を、二次元平面上に正確に描くこと

はできない固しかし、物理的距離をできるだけ精密に求める必要と地函作成上の
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値宜との妥協の結果から、ここでは便宜的に大圏距離は電算機から算出し、一方

基固としては、対象地域が申緯度の場合適当とされる円錐図法(小)1[， 1966 J p. 

107)による日本全国を用いている白囲XIIr-1は、同国法による地図上に人口重心

をプロットしたものである。また、囲XIII-2以下の地図は、囲XIIr-1上で当該県

とその他の各県の重心閣の直綿距離が大圏距離に等しい、との恒定のうえに描か

れている。

なお、本章掲載の4枚の地図{図XIIr-1.......図XIIr-4)においては、檀数の県が重

なったり隣接したりして見にくくなるのをできるだけ避けるために、各県の位置

に国勢調査におけるコード番号のみを示して、地図の簡素化を図っている。倒え
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ば、北海道[1]、青森 [2]、......・、沖縄 [47Jのごとくであるロただし、具体

的な都道府県名については、以下の説明において、できるかぎりふれるように努

めている。それでも固によっては、特定のところに多くのコード番号が集中して

重なりあうことがあり、そのさいには本来なら部分的な拡大図を用意すべきであ

るかもしれない。しかし、図XIII-2~図XIII-4においては、図XIII-lに対する伸

縮自体に重要な意味があるので、このような措置はあえてとらなかった。以上の

点を、あらかじめお断りしておきたい。

式(XIII-6)から求めた推定距離と物理的距離とは、相関偶数 0.873を示してい

るが、これはくしくも Planeが分析した1975-76年の米国(アラスカ・ハワイを除

く)における州間人口移動(パワー関数利用)の値と同じであるロなお、やはり桂の

報告によると、 1978-79年のそれは 0.859であり、後者の時期では物理的空間か

らの歪みが拡大している。ともあれ、人口移動を全体的にみた場合には、日米と

もほぼ同水噛で、推定距離と物理的距離は一応の高い正の相関聞舗を持っているa

次に、各県の流出・流入ごとに検討を加える。圏全体としての相関儲散の高さ

はあくまでも集計的レベルのものであり、県別にみたさいには、当探両距離の適

合度に変動のあることが予想されるからである。なお、この目的のためには、地

図化がきわめて有効な手段となる。両距離の事離の程度が、国XIII-lすなわち物

理的空聞からの歪みの大きさとして、一目暗黙となるからである。なお、園XIII

-1~図XIII-4は、作図のさいの縮尺を同一に固定している。そのため、園XIII-l

と図XIII-2~図XIII-4とは、直接的な比較が可能である。

図XII1 -2は、大阪府への流入に関する推定距離から作成したものである。大阪

の位置は、圏中に×印で示してある。これは、次の要領によって作囲した。まず、

推定距離と物理的距離の比率を求める。ついで、当詰府県の人口重心とその他の

府県の人口重心を直綿で結ぶ。比率が1.0以下のときには両点、の内側に内揮によ

って、1.0以上のときにはその直維の延長上に外揮によって、推定された新しい

人口重心を決定するのである。ちなみに、北海道[1]から大阪への移動の場合、

物理的距離は1，090キロメ}トル、推定距離はし129キロメートル、比率は1.04で

ある白したがって、両重心聞を結ぶ棋を右上方向に1.04倍延長した終点が、北海
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国XIII -2 大阪府への流入からみた人口移動空間

道の推定された人口重心の位置となる。このようにして作成された地固に示され

た空聞を、ここでは人口移動空間と呼んでいる。

図XIII-2を図XIII-1と対比すると、東日本ではわずかに拡大傾向にあるが、お

おむね額融した聞置を示しているのに対し、中国 [31・35]・四国 [36・39]・九州

[40-47Jでは縮小が顕著であるa これらの西日本の諸県は、従来から大阪の主要な

人口吸引圏を地成しており、 1980年時点においても県外流出者中に占める大阪府

の指向皐は、最低でも佐賀 [4日 の6.4%から、最高掴島 [36Jの22.3%までー植

に高い水準にある。このうち、四園 [36-39Jと沖縄 [47Jを除く九州 [40・46]

は、それぞれコンパクトなまとまりを作っており、推定距離上これら四国4県と

九州7県は、大差のないことがわかる。北陸では富山口6] ・石川 [17] ・福井
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口8]が、図Xlrr-2において図XII1-1より大阪に接近している。さらに、京阪神大

都市圏の一部を構成している滋賀口5J・京都口6J・兵庫 [28J・奈良 [29]・和

歌山 [30Jは、物理的距離に対する措定距離の伸長が目だち、人口移動空間では大

阪から遠く離れた位置をとっている。 3.02倍の比率を持つ奈良は、その最たる倒

である。この結果、監賀から時計回り方向に、奈良・和歌山・惜島 [36J・高知

ロ9J・香JfI[37J・愛媛 [38J・岡山 [33J・島根 [32J・兵庫・鳥取 [31]・京都と

いった府県が、大阪からおおよそ等距離をなして環状に配列するという興味探い

パタ}ンが形成されている。

ところで、物理的空間と比較したさいの人口移動空閣の伸縮は、単に出尭県か

らの流出者数あるいは到着県への流入者数の多さのために生じるのではない。な

ぜなら、発着地に閲する質量項として、各県からの読出総数および各県への流入

総数が採用されており、これらが制約条件として酌いているからである。物理的

距離の縮小は、この質量項についての制約条件を調足しさらに全国の平均的な距

離減衰慣向をも加味して予制される以上に、人口移動の観制憧が多いときに生ま

れ、他方この距離の拡大はそれらから予制される謹は観測値が多くない場合にあ

らわれるロ

なお図XIII-2は、人口移動空間の歪み、具体的にいえば推定距離の物理的距離

に対する比率は、通常の空間的相互作用モデルにおける残蓋(相E作用の観測姐一

同予測値)と相聞することを予想させる。すなわち、有力な人口移動圏ではその結

びつきの強さが、しばしば過少な予測憧を生むが、これを反映して、人口移動空

聞の縮小は残差がプラスのときに生じているのではないか、という疑問であるロ

この憶副が正しければ、推定距離の物理的距離に対する比率と、前述の意味での

残差は負の強い相関係数を示すはずである。ちなみに、大阪への涜入の場合-0.

497、2.162( 47 x 47 -47)の移動流全体に対しては-0.506という相闘冊数を持って

いるので、この憧制はあながち不当とはいえない。しかし、県別の流出・杭入ご

とに同儲散を検討すると、変動が大きく、したがって人口移動空間における歪み

の程度が、通常の空間的相互作用モヂルの残差値に対応している、と解釈するこ

とは危険である。
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図xrII-3 宮城県からの硫出からみた人口移動空間

国XIII-2と同捕にして、宮城県からの流出について作成した人口移動空間が、

図XIII-3である。東北臥北[1・7Jに闘しては、重心の位置が図XIII-1のそれと酷

蝕している。しかし、新謁日5J・北関東3県 [8・10]との聞にはひろい空賦が帯

状に介在しており、宮城から北陸・関東以百八の転出が、東北内の移動とはやや

異なる様相を示すことを物語っている。興味課いのは、静岡臼2]・山梨日9]の

両県が、宮城からの流出先としては、南関東日ト14]と非常に融通った位置を占

めていることである。西日本の諸県はその推定距離が物理的距離より畏くなって
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囲XIII-4 鹿児島県への流入からみた人口移動空間
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3 

おり、移動の目的地としては踊遠くなっている。しかし、西日本内での位置聞舗

は、書府県の推定距離の物理的距離に対する比率の蓋異のゆえに、国XIII-lに必

ずしも類蝕しているとはいえないa ただその間にあって、その比率が措ぽ0.75を

示す広島 [34]・福岡 [40Jは、縮小率の大きい倒外的な存在となっている。囲X

III-3上での広島は岡山口3J・鳥取 [31]より宮揖に近いし、福岡は和歌山[30J

からさえず.っと岡県に接近している。これは、仙台を通じての広域申心部市閣の
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結びつきを反映していると思われる。物理的空間と人口移動空間のずれの一因と

しての都市の階層性については、 Planeも同樺に着目している。例えば、州内の

主要都市が、全米の都市階層体系において近年上昇憧向にあるテキサス州への描

入に関する人口移動空間は、北東部から中西部にかけての米国の中心地帯が物理

的空間よりず.っと接近して描かれている。いずれ、この方法から抽出される人口

移動空聞は、機能的関連にも敏感であることが理解できる白

さらに、図XIII-4は、直児島への流入についての人口移動空間を示したもので

ある固この図の歪みの程度は、前掲の図XIII-2・XIII-3よりも、さらに大きいa

まず注目をひくのは、九州 [40-47]の他県および東北以北[1-7]は、物理的空

間より遠く描かれているロ反面、三大都市圏を構成する埼玉日1]・千葉口2J・

東京[13J・神奈川口4]・峨阜口1]・愛知 [23]・三重口4J・京都ロ6J・大阪

[27J・兵庫口8Jなどの都府県はかなり近づいている。これは、近年における大

都市圏からの反識の多さも反映していようが、基本的にはこの県の人口移動に見

られる、大都市圏との伝統的な結び付きの強さが背景にあるとみなしたい。

また、前述の三大都市圏をなす都府県がおおよそ維状の分布パターンをとりな

がらも、コンパクトなクラスターを形成していることは、直児島への読入人口に

とっては、三大都市圏閣の距離的差異はきして大きくないことを物語っていようロ

なお、他の九州諸県からの流入に目を転ずると、図XIII-4ではいずれの県も、そ

の位置が図XIII-1より遠くなっている四全国的にみると周辺県との人口移動につ

いては、推定距離が物理的距離より短いという事例が多数にのぼる中にあっては、

この庫児島の人口移動空聞は、この点に聞しやや奇異に映る。ここでも、岡県の

人口移動における大都市固との結びつきの固さが、九州他県との近距離移動を相

対的に小さくおさえる結果となっている、と解釈すべきなのかもしれないe

'4iJi宅入、口署長動型開旬、、周燕比較

ここでは、これ以上人口移動空聞を示す地図を掲載する余捕がない。そこで代

替的に、各都道府県の流出・流入別にみた、物理的距離と推定距離の適合の度合
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同値の小さいほを相聞偶数 rの二乗値によってまとめておきたい。当然ながら、

ど、物理的空間(国Xln-1)に対する人口移動空間の歪みが大きいことを意味するロ

ならびにこれに含まあるいは大きい10県、r2値の極端に小さい、表XIII-1には、

それにれないが、国XIII-2・XIII-3でとりあげた大阪・宮城の値だけを掲げた。

大阪への流入に聞しては適合率がやや低く、宮掛からの読出についてはよると、

とみなすことができる。表XIII-1では、数県が琉出・流入の比較的良野である、

双方に麗を出していることが示唆しているように、特定の県に関する流出・読入

大きく異なるということはなの2枚の人口移動空間の地図が大体叫通っており、

物理的距離と推定距離の相聞闇僻
( r 2) 
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これは鹿児島同様、九州の諸県では r2値が概して低く歪みが目だっているが、

しかも三大都市圏三大都市圏が物理的距離から推劃されるより推定距離上近く、

聞の差があまりないことが主たる原因である。また、愛知も歪みの目だつ県であ

これは、同県の人口移動空聞が、沖縄を除く近世以西の西日本語県で縮小がる回

謝しくしかも強い挺集パターンをとること、東北以北で縮小が顕著なうえ東北 6

などのためである。県が近接していること、

三大都市圏を構成する都府県の人口移動空聞は、物理的空間一般的にいって、

全国にその移動圏を広げている東京の人口移動に比較し縮小が目だつ固例えば、

園XIn-1を全体的に縮めたものと空間は、書県の百日置がさほど乱されないまま、

大阪への硫入に閲する r2値が、全国的にみた場合には

人口移動空閣の縮小が、西日本のみで生じているか低い水損になっているのは、

なっている。表XIII-1で、

らである。

さてここで、本稿での知見を Planeの報告と簡単に比較しておきたい。対象地

日本47都道府県とほぼ同数であることは、地区数の違いに起因区数が米国48州、

その限りにおいて両国の比較対照がする r2の危険率の違いをほとんど無視でき、

日本の県の容易になることを意味している。歪みの大きい地区についてみると、

披の論文におr吋直は、米国の州のそれより概して高い世をとっている。例えば、

この値が最低レベルなのは、読出のいて r2個が記載されている州のみをみても、

ニューメキシコ0.46、コロラド0.36、アリゾナ0.35、カリフオルニア0.21、場合、

1
1
A
l
i
l
i
-
-
1
4
1
1
i
1
4
4
 

ニューメキアリゾナO.師、カリフオルニア0.03、ワシントン0.47、揖入の場合、

これら諸州の人口移動空聞はわが

国で最低の適合率をもっ沖縄よりもさらに大きい歪みをみせていることがわかる。

わが国の場合、国土が細長い帯状を呈するために、推定距離の伸縮が基

コロラド0.41.ネパダ0.48であり、シコ0.39、

これは、

したが本的には北東一南西方向にー次元的に生じやすいことに関僻していよう a

この主軸を維持しつつ、特定の地方の拡大あるいは縮小って、人口移動空間は、

を基調として描かれるものが多いa 他方、米国の州別の読出・誠入の人口移動空

その意味では意外性に富むものが少なくないの

と解釈できるとは、同国の人口移動空間が二次元的な状況で属聞しているため、

聞が物理的空閣の著しく歪んだ、
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思われる。

五一望主ati.sO需主主如意義

以上、三重制約型の空間相互作用モデルを変器して、わが国の47都道府県間人

口移動に関する推定距離を求め、さらにそれに基づ.いて人口移動空聞を呈示する

とともに、物理的空聞からの歪みについて言及した 11 得られた人口移動空間に

おける発地と着地の聞の「距離」に対応するものこそが、物理的距離に替わって、

現実の人口事動を巧みに説明する分離性の指揮であると考えられる。しかし、物

理的空間と比較したさいの人口移動空間の歪み具合いは、必ずしも単純ではなく、

様々の要因が誼雑に絡み合い、かつ長い時聞をかけて形成されたと推考される。

言い換えれば、わが国の都道府県間移動を説明する分離性を、単一の甜度から定

めるのは難しいと言わねばならない。

本章で試みた方法は、原理的には、相互作用の観測値が得られる眠り、人口移

動以外の現識にも適用が可能である。例えば、運輸省:~旅客地域読動調査』や文

部省:~学校基本調査報告書(高等教育機関)~は、ここで分析した人口移動と同樺、

都道府県聞の人口フローのデータをもたらす貴重な資料である。しかし、前掲の

式(XIII-6)や式(XIII-9)の OiDj/Tijの分母に当該フローの観翻値がはいる

ために、その値がゼロのときには、それ以上の展開が行えない。ちなみに、前述

の旅客流動・就学移動の資料はともに、そのOD行列の中にゼロの要素を多く含む

ために、これらのデータへの Planeの方法の宜接的適用は残念ながらできない白

あえて、試みようとすれば、観測値ぜロのTijを小さな正の数値で置き換えるか、

あるいは、単位地区をより大きくとって、すべての移動読が正の観測舗を持つよ

うにする必要がある。

また、ここでは集計的な人口移動データを用いたので、描出されたのは、あく

まで各県ごとの涜出者・前入者に閲する平均的なイメージの移動空間にすぎないa

しかし、ここで利用した方法は、倒えば、移動の目的や、移動者の属性(例えば、

年齢や職業など)ごとの適用も全く可能であり、それによって、きわめて多彩で、
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興味探い移動空間を垣間見うるであろう。

この章では、物理的空間と対比したさいの人口移動空閣の歪みを焦点として論

を進めてきたが、物理的空間には場所の位置闘偶を絶対的なものとみなす絶対空

間の概急が含意されている。近年、地理的空間を絶対的空間と同一視する従来の

傾向に対する反省のうえに立ち、距離メトリックを相対視する研究が活発化しつ

つある(杉浦， 1989a， pp.15-16)。この章の語論も、その系譜に属するであろう。

さらに、空間的相互作用モデルの説明変敢には、距離の他に、出発地の放出性

や到着地の吸引性も含まれる。本章で展開した方法のアナロジーから、これらの

放出性・吸引性を、モヂルの左辺にくるように変形した式を導き、放出性や吸引

性の推定値を得ることも可能である引。相互作用モデルに関する既柱文献では、

これらの変数に閲しては、一方的に、相互作用を説明する、所与のものとしての

世割のみが注目され、個別の相互作用システムのコンテクストにおける放出性・

唖引性が、具体的にどのような聾で展開しているのかが、揮き彫りにされてこな

かったロまた、そのような作業を通じて、放出性・吸引性に充てる具体的な制度

の妥当性が、締密に検討されることもなかった。本章の方法は、以上のような問

題意識を具体化するさいの有力な手がかりとなると考えられる。

議

1)ここでは、距離減量効果は、各県の流出フローないしは流入フローごとに一

定不変と恒定されている。最近、 Eldridgeand Jones (1991)は、それが変動可

能で、それゆえ、当競システムのコンテクストを柔軟に表現しうる描出法を提

起した。そして、ニューヨーク・デトロイト・アトランタ・セントJレイス・ロ

サンゼルスの5都市からの流出デ}タに基づいた、歪んだ移動空間を倒示して

いる。

2)倒えば、観光フローにおける目的地の魅力度の大小は、訪問者数の多少申み

ならず、大都市圏からの距離、各地区ごとの観光に出うる人数、などをも考慮



届 262・

に入れて、特定する必要があろう。そのさいには、倒えば、式(XII-2)の尭生制

約モデルや、式(XII-8)の競合着地モデルを変形して、定式の左辺にWiに移し

たモデルを使う方法が、考えられよう。
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